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三重大学

○ 大学の概要
〔目的〕

１）現況 （１）教育
①大学名 三重大学は「感じる力 「考える力 「生きる力」を躍動させる場として、」 」

国立大学法人三重大学 社会の新しい進歩を促すと同時に他者に対する寛容と奉仕の心を併せもった
②所在地 感性豊かな人材を育成する。

三重県津市 三重大学は課題探求心、問題解決能力、研究能力を育てるとともに、学際
③役員の状況 的・独創的・総合的視野をもち、国際的にも活躍できる人材を育成する。

、 、学長名：豊田 長康（平成１６年４月１日～平成２１年３月３１日） 三重大学は 多様な学生を受け入れるための教育制度を構築するとともに
、 、理事数：５名 学生の心身の健康を維持・増進させ 意欲的に修学できる学習環境を整備し

監事数：２名 学生の個性を重んじた進路指導を実施することを目指す。
④学部等の構成

学 部：人文学部、教育学部、医学部、工学部、生物資源学部 （２）研究
三重大学は、多様な独創的応用研究と基礎研究の充実を図り、さらに固有研究科：人文社会科学研究科（修士 、教育学研究科（修士 、医学系研） ）

の領域を伝承・発展させるとともに、総合科学や新しい萌芽的・国際的研究究科（修士・博士 、工学研究科（博士前期課程・後期課程 、） ）
課題に鋭意取り組み、研究成果を積極的に社会に還元する。生物資源学研究科（博士前期課程・後期課程）

⑤学生数及び教職員数 （３）社会貢献
、 、学部学生数： ６，２９０人（ ９８人） 三重大学は 教育と研究を通じて地域作りや地域発展に寄与するとともに

人（ １３２人） 地域社会との双方向の連携を推進する。大学院生数： １，２１３
教 員 数： ７４０人 （４）情報化
職 員 数： ８３５人 三重大学は、学内における情報化はもとより、学術研究・地域連携・社会

活動等の情報を受発信し、グローバル社会における学術文化の起点となるこ
２）大学の基本的な目標 とを目指す。

「三重から世界へ：地域に根ざし、世界に誇れる独自性豊かな教育・研究 （５）国際化
成果を生み出す。～ 人と自然の調和・共生の中で ～」 三重大学は、国際交流・国際協力の拡大と活性化を図るとともに国際的な

「人材大国 「科学技術創造立国」を目指す我が国において 「知の創造 課題の解決に貢献できる人材を養成し、大学の国際化を目指す。」 、
と継承」を担う大学の役割はますます重要化する一方で、我が国の社会経済 （６）組織
情勢が悪化したことにともない、特に国立大学に対して種々の批判や要求が 三重大学は、審議・執行・評価の独自性を確立し、学長のリーダーシップ
表面化するようになってきた。このような社会的背景の中で選択されたのが の下に、速やかな意志決定と行動を可能にする開かれた大学運営と体制の整
平成１６年４月からの全国の国立大学法人化である。この大学法人化の基本 備に努める。
的な視点としては、①個性豊かな大学づくりと国際競争力ある教育研究の展 以上の全学的な将来構想に立脚し、三重大学改革会議が中心となって「中期
開、②国民や社会への説明責任の重視と競争原理の導入、③経営責任の明確 目標・中期計画（案 」を全学に提示するとともに、これに対して全学から）
化による機動的・戦略的な大学運営の実現、が掲げられている。 提出された意見をこの案に反映させるという作業を繰り返しながら、大学法

このような国立大学法人化への動きの中で、三重大学においても、三重大 人化後平成１６年度から２１年度に適用される三重大学の「中期目標・中期
学独自の将来的な方針に関する継続的な検討が鋭意なされてきた。平成１１ 計画」をとりまとめるに至った。
年に発足した三重大学２１世紀委員会は三重大学の将来へ向けての基本方針 本来、目標は掲げるためだけではなく具現化するべきものである。そのた

、 。について検討し、長時間にわたる議論の末に平成１３年に最終答申を三重大 めには 全構成員が日常的にこれを共有していることがより効果的であろう
学に提出している。加えて平成１２年には三重大学運営諮問会議が発足し、 それゆえに、三重大学の基本目標は、想起しやすいように余分な言葉を省い
学外の有識者によって三重大学への種々の提言がなされてもいる。さらに平 た短い文言で表現することを考えた。その上で、この基本目標との整合性を
成１３年に発足した三重大学改革会議では、それまでの議論を踏まえながら とりながら、それを具現化するためのさまざまな目標及び計画が具体的に策
将来構想への議論がさらに発展的に継続され、平成１３年には「三重大学の 定された。
理念・目的」が制定されるに至っている。 平成１６年度から２１年度の期間における三重大学の基本目標は「三重か
三重大学の理念・目的 ら世界へ：地域に根ざし世界に誇れる独自性豊かな教育・研究成果を生み出
〔基本理念〕 す。～人と自然の調和・共生の中で～」という「短い文章 （ミッション・」

三重大学は、総合大学として、教育・研究の実績と伝統を踏まえ 「人 ステートメント）にまとめられた。この基本目標は、本学の理想を表現した、
類福祉の増進 「自然の中での人類の共生 「地域社会の発展」に貢献で ものであると同時に、本学の基本戦略をも表現したものである。すなわち地」 」
きる「人材の育成と研究の創成」を目指し、学術文化の受発信拠点となる 域圏大学として地域の特性を生かした地域連携を深めると同時に、世界に誇
べく、切磋琢磨する。
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れる教育・研究活動を展開し、独自性によって本学のアイデンティティーを
確立し、この地域の伝統である「人と自然の調和・共生」を大切にしよう、
というものである。

この三重大学の基本目標を具現化するという目的のために、全構成員が志
を一つにして、三重大学は心熱き飽くなき挑戦を続ける。
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○ 全体的な状況

平成16年度からの法人化への移行に伴い、中期目標・中期計画の実現に取り組 等も刊行している。18年度には、保護者や地域住民に向けたメールマガジンを
むための種々の戦略的・機動的体制の基盤整備と中期計画に沿った諸取組が18年 創刊するなど､法人化以降､大学情報の社会への提供に積極的に取り組んだ。
度までにほぼ実施され、19年度にはその成果の上にさらなるチャレンジが進展し

４．その他の業務運営に関する重要事項た。その過程で、新たなる制度的基盤の整備や実施体制強化の必要性が認識され
ることによって、中期目標・中期計画の達成に向けての諸課題把握の実質的深化 (1)16年度以来 「キャンパス清掃」等により、キャンパスの美化及び環境改善活、
がなされ、20・21事業年度における取組課題が明確化してきた。以下は、 動を継続して実施してきた。また、環境の国際基準化を目指して、18年度には平成16

戦略的・機動的運営体制のための基盤整備と、その上に展 環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾏﾆｭｱﾙを作成し、それに基づくﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの運営を開始し、19年度～19事業年度における
開された主要な取組の概要である。 にISO14001の認証取得を果した。

１．業務運営の改善及び効率化 ５．教育に関する活動状況
(1)学長のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの下､全学でPDCAｻｲｸﾙを回すため､17年度に「学内全部署でPDC (1)高等教育創造開発センター(HEDC)では、e-ラーニングを駆使したPBL（Problem-
Aｻｲｸﾙを回すｼｽﾃﾑの確立について」を申し合わせ､教育職員・一般職員・幹部職 basedもしくはProject-based Learning)教育の導入について、平成17年度の試
員の別に､それぞれに目標チャレンジ活動を展開した。教員個人評価による教育 行、18年度の本格実施を計画・実施した。このPBL教育は、能動的な学習力の向
・研究の活性化､一般職員・幹部職員による業務改善活動の発展が見られ､19年 上を図る教育指導方法であり、教育目標の「４つの力」(考える力・感じる力・
度までに目標チャレンジ活動が全学的に定着し､成果を生み出しつつある。 生きる力・ｺﾐｭﾆｹｼｮﾝ力)を効果的、包括的に育成する上で、極めて有効なもので

(2)学長のリーダーシップ体制強化のため、19年度には学長補佐を更に増員して大 ある。国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑやﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを含めた全学的なFDを毎年複数回実施するとと
学運営の戦略的推進を図るとともに、産学官連携など、主として地域との連携 もに、共通教育及び学部教育の課題に応じたFDを継続的に実施した後に、全学
強化を担当する特命学長補佐を名誉教授から任命し、本学の重要な任務である に本格的に導入した。
地域貢献を推進する体制を整備した。 (2)本学の教育において育成しようとする「４つの力」をどのように測定し評価す

(3)学生や保護者の期待に応えるための安全・危機管理体制の整備を着実に実施し るか、という課題にHEDCが取組み、４つの力の客観的な評価法の開発に取り組
てきた｡16～18年度にかけて安全対策および防災に関する各種のﾏﾆｭｱﾙを作成し､ んでいる。また、実践英語教育の一環としてのTOEICの活用、工学部・生物資源
教職員･学生に配布して啓発活動を行い､19年度には､災害対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ室の主導 学部におけるJABEEの受審、医学部におけるCBTやOSCEの実施など、PBL教育とな
により､巨大地震発生を想定した｢図上検討会｣を年３回､災害対策本部の機能訓 らんで、国際基準を満たす教育法や評価法を積極的に導入している。
練として実施するなど､安全・危機管理体制を強化した。 (3)平成16年度から、創意に溢れた教育プロジェクトを組織的に支援する「三重大

(4)内部監査体制の強化・充実を図るため、18年４月には、総務部監査室を学長直 学教育GP」を実施してきた。それらの土壌の上に、競争的教育プログラムに対
轄の「監査チーム」に格上げし、専任職員３名を置き、本学監事とともに、定 しても積極的に応募を行い、知財や教育実地研究などの2件の現代ＧＰ、医師養
期的に全ての業務を監査し、役員会に報告書を提出して業務の改善に資するこ 成に関わる2件の特色ＧＰ、大学院レベルでの医療人育成や技術者育成に関わる
ととした。 ６件の競争的教育プログラムが採択されるなど、本学の教育改善の企画及び成

果は高い評価を受けている。
(4)16年度以降 「学生なんでも相談室」などにより学修や学生生活全般にわたる２．財務内容の改善 、

(1)学長のリーダーシップによる戦略的人員配置を進めるため、18年度には 「平 相談体制の強化を図ってきたが、18年度には、修学・就職・生活・健康等の支、
成21年度までの人員・人件費管理計画」を策定した。 援を総合的かつきめ細かに実施するため 「学生なんでも相談室 「保健管理、 」、

(2)外部資金の獲得状況については、16年度以降、科学研究費・共同研究等の競争 センター 「キャリア支援センター」の３施設を統合した「学生総合支援セン」、
的外部資金獲得総額が順調に増加している。 ター」を設置して学生支援体制を強化した。

(3)経費節減も目標チャレンジ活動による業務改善の主要な項目で、これらの取組 (5)キャリア支援センターでは、17年度から共通教育でキャリア教育に関する科目
により19年度までに節減効果(対前年度比一般管理費全体94,367千円(7.1%減)) を開講し(2科目)、年度毎に増加させ(19年度は15科目)ると共に、就職ガイダン
が上がった。経費節減と平行して自己収入の増大策も講じられており、19年度 スを19年度には年間41回、インターンシップ説明会も継続的に開催し、インタ
には、16年度実績に比べ、9,366千円､31％の増収が図られた。 ーンシップ参加学生は、16年度の52名から193名まで増加する成果を生んだ。

(6)学内に約170カ所のアクセスポイント(基地局)を設置し、学内外のどこでもネ
ットワークにアクセス可能とする学内無線LAN環境を18年度に整備した。これに３．自己点検・評価及び情報の提供

(1)17年度に学外有識者による外部評価を受け ウェブページ上に公開すると共に より、教育・研究環境が大幅に改善された。、 、
指摘された点の改善を進めた。19年度には大学評価・学位授与機構による認証

６．研究に関する活動状況評価を受審し、評価基準を満たしているとの評価を受けた。
から「三重大学COE」と(2)大学情報はHP上で開示されているが、16年度創刊の「三重大X(えっくす)」を (1)世界トップレベルの研究拠点の形成のために、16年度

して、①三重大学が世界に誇れる世界トップレベルの研究拠点、②学部としてはじめ､｢ウェーブ三重大｣､｢ﾌﾗｯｼｭﾆｭｰｽ｣などの広報誌や学生が編集する「MIU」
育てたい国内トップレベルの研究、③学部として育てたい若手研究を実施して
いる。選定された各テーマには戦略的に研究費を配分し、それぞれ中間評価等
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三重大学

と協議を行った。を行い、進捗状況を評価・検証した。これらの取組により、学術論文数や外部
(2)男女共同参画推進については、19年度に担当の学長補佐を置き、教職員に対す資金の獲得など組織全体として研究活動の活性化が図られた。

、 。 、(2)外部資金の獲得状況については、科学研究費が16年度の水準を維持しており、 るｱﾝｹｰﾄ調査 学内保育所の拡充の検討などを行った このような活動を通じて
共同研究・奨学寄付金については大幅に伸びている。 20年4月1日に工学部では初めての女性教員が誕生することとなり、高等教育創

(3)三重県の地域振興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄである､文部科学省都市ｴﾘｱ産業連携促進事業､JST地 造開発センターでも女性教員１名が採用されることとなった。
９．学長のリーダーシップ・機動的戦略的な大学運営域結集型共同事業､JST重点地域研究開発推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等の大型ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにも積極

的に関わっている｡また､県内自治体の地域振興に寄与するため､製造業の中心で (1)教育研究組織の見直しの基本的な方向性を示した「総合・自然科学院(仮称)」
ある四日市市に企業とのｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ活動の拠点を形成したほか、関西圏との中間 構想が、学長から提案され、全学的に周知された。この構想は、文系・自然系
地点である伊賀市との共同で「三重大学伊賀研究拠点」の開設を決定し、研究 の学部・研究科をそれぞれ統轄する組織としての「科学院」なる新しい概念を
成果の地域還元を行っている。 編み出したもので、今後の大学組織再編及び部局間連携の基本的な方向性を提

(4) 案したものである。三重県内の企業等を対象とした共同研究に重点的に取り組み､その結果､特に､
(2)鈴鹿医療科学大学との協定締結は、本学が医学部を有し、相手方が20年度から中小企業を対象とした共同研究は､件数において全国でもﾄｯﾌﾟｸﾗ ｽに位置してい
薬学部を開設することに着目しての、学長主導による機動的かつ戦略的な取組る。また､みえﾒﾃﾞｨｶﾙﾊﾞﾚｰ事業に対しては､日経ﾊﾞｲｵｸﾗｽﾀｰﾗﾝｷﾝｸﾞで４位となり､
である。相互に有無を通じ合って、研究教育の面での互恵関係を築き、地域社全国的にも高い評価を得ている。
会における医療の充実に資する目的を有する。

７．その他の活動状況
(1)社会との連携 10．社会に開かれた大学運営

四日市フロントに続いて、伊賀市に教育研究拠点を開設することとなった。 (1)三重県が中心となって進めるメディカルバレー構想・クリスタルバレー構想等
、 、 。また、三重県との連携による「みえアカデミックセミナー2007」や県内各地を に積極的に関わり 研究成果の地域還元を目標に 共同研究等を推進している

会場とする文化フォーラムなどの公開講座を数多く開設した。また、社会人の 薬事産業、医療・福祉サービス産業、次世代ディスプレイ材料産業等の活性化
、 。 、学び直し支援プログラムによる工学研究科におけるMOTコースの開設、運営費交 に資する技術開発研究が 本学教員主導で行われている こうした取組により

付金(特別教育研究経費)による 地域再生支援事業 プロジェクトの推進など 四日市フロントを核とした本学と民間企業等との研究推進事業、三重県の地方「 」 、
多くの社会連携活動が実施された。 公共団体や地域企業との共同研究・受託研究の件数は毎年150件以上の成果を上

げている。特にみえメディカルバレーは18年度日経バイオクラスターランキン(2)国際交流
①タイのチェンマイ大学、中国の江蘇大学との３大学ｼﾞｮｲﾝﾄｾﾐﾅｰを1994年以来 グ全国４位という評価を得た。また、伊賀市と協定を締結し、共同で三重大学
継続して開催し､毎年15名程度の学生を参加させて論文発表している｡18年度に 伊賀研究拠点を20年度中に開設すべく準備を進めた。
は、13回目を本学で開催した。本セミナーを通じて国際的な人的ﾈｯﾄﾜｰｸが構築 (2)16年度以降、県下の高校のSSH事業、高校生対象の各種講座など全学的に実施
されており､18年度に開始された天津師範大学とのﾀﾞﾌﾞﾙﾃﾞｨｸﾞﾘｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑととも してきたが、19年度から高大連携授業も開始し、三重県教育委員会と「高大連
に、アジア地域を重視した本学の国際交流戦略の柱となっている。 携事業に関する協定」を締結し、大学の授業を開放して単位を認定するなど、
②優秀な海外留学生を増加させるため、入居可能な留学生の率を従来の約２倍 高校との連携を更に深化させた。
の50％に引き上げるべく、19年度に留学生宿舎の新設を決定した(21年3月完成

【全体的な状況のまとめ】予定)。また、留学生に対する奨学制度を新たに設けてその学生生活を支援する
と共に、本学学生の海外留学支援の制度も開始した。 (1)目標チャレンジ活動は、単に事務的な業務運営の改善・効率化に有効であるの

みならず、教育・研究や、社会貢献・国際交流など、大学運営全般の業務の質(3)附属病院
16年度に ＮＰＯ法人ＭＭＣ Mie Medical Complex 卒後臨床研修センター 的発展にとって重要な活動である。目標チャレンジ活動が年度を追うごとに次「 （ ） 」

を関係機関等と設立し、三重県内の医師の技術、資質の向上を目指している。 第に定着しつつあり、19年度までの中期目標・中期計画の達成、業務改善を裏
また ｢みえ医師バンク｣を立ち上げ 地域医療の充実にも取り組むとともに から支えていることを特に強調しておきたい。、 、 、
19年度に採択された治験拠点病院として 「臨床研究開発センター」と協同し (2)ステークホルダーの期待に応える、という目標も、16～19事業年度の諸取組の、
ながら、治験医療機能を充実させた。 中に通奏低音として流れており、学生に対する教育指導の充実や教育環境及び

防災体制の整備、保護者への大学情報の提供、知の拠点としての高校生を含む(4)附属学校
従来からの公開研究会等による教育指導の研究活動や教育実習の充実ととも 地域住民への各種の知的サービス、等々、法人化以前に比較して、本学の姿勢

に 国際理解教育にも力を注ぎ 小学校と中学校が参加した｢国際教育推進ﾌﾟﾗﾝ｣ が質的に大きく変化したと自己評価できる。、 、
(文部科学省採択)において､絵文字を使った日韓の子供たちの交流活動を実施 (3)大学間連携(和歌山大学・鈴鹿医療科学大学等)、自治体との協定による連携事
し､また、18年度には天津師範大学附属中学校との交流を深めた。 業、企業等との共同研究の推進など、大学外の諸機関や事業所との連携・交流

が法人化以前に比べ、また年度を追うごとに強化されてきたことも、本学の在
り方の変化として特筆される。８．19年度の重点的・成果の上がった取組

(1)文理融合型独立大学院の設置は法人化以来の課題であったが、19年度に入り、
学長のリーダーシップの下、地域イノベーション学研究科設置の本格的な検討
が開始され、19年度末にはほぼ構想が完成し、21年4月設置に向けて文部科学省
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項 目 別 の 状 況

業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)
運営体制の改善に関する目標①

○（経営・管理・組織全体に関する目標）中
地域に根ざし世界に誇れる独自性を発揮できるような戦略的経営・管理と機動的な組織つくりを目指す。期

１（機動的・戦略的運営）目
トップマネジメントによる速やかな意志決定と学内の戦略的運営体制を確立する。標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）（機動的・戦略的運営） Ⅲ
【1】全学的見地からの機動的 平成16年度に学長のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ体制を確立す 計画達成のため実施予定なし
・戦略的運営を可能とする学長 るため､経営協議会委員(学外の病院長経験者)､
のリーダーシップ体制を確立す 学長､全理事､医学部長､病院長等を委員とする
る。 病院経営戦略会議を設置（学長が議長）し､戦

略的な病院経営及び病院再開発等の改善方策を
検討した。

平成17年度には､大学全体としてPDCAｻｲｸﾙを
回すため､学長のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの下､役員と学長補
佐で構成する自己点検評価ﾁｰﾑを設け、全学的
な自己点検評価を実施し教育研究活動の改善に
活かした。

また｢学長ﾒｯｾｰｼﾞ｣をﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載し､学長
の方針等を発信し､ﾒｰﾙによるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ手段を
新設した｡さらに､学長と教職員との交流の場と
して｢学長ｻﾛﾝ｣を開催し､直接学長と会話し､共
通理解を得る機会を新たに設けた。

（平成19年度の実施状況）（平成16～18年度実施済のため19年度は
年度計画なし） 学長補佐の増員(8人)･特命学長補佐の新設(3

人)により学長のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ体制の更なる確立を
図った。

更に｢学長と学生との懇談会｣を３回開催し､
学生との交流の機会を確保した。また､本年度
から新たに｢学長ブログ｣をﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載し､
学内外に向け発信し､現在16000回を越すｱｸｾｽと
なっている。

（平成16～18年度の実施状況概略）【2】理事の所管部門毎に機構 Ⅲ
を設け、機動的・戦略的な機構 平成16年度に各理事の所管する業務の適正か 計画達成のため実施予定なし
運営体制を確立する。 つ円滑な運営を図ることを目的として各理事の

下に総務･企画･評価機構､財務･経営機構､教育
機構､研究機構及び情報･国際交流機構の５つの
機構を設置し､その中に全学委員会､全学ｾﾝﾀｰ等
を配置した｡各機構に機構の管理運営に関する
基本的事項を協議･調整するため､機構委員会を
設置した。

全学委員会の効率的運営及び教職員の負担軽

三重大学
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減を図るため､平成16年度から毎年､委員会の運
営状況の点検を行い､38委員会を廃止･統合し､
新しく23の委員会を設置した。

（平成19年度の実施状況）（平成16～18年度実施済のため19年度は
年度計画なし） 各理事の所管業務を見直し､総務･企画･評価

機構及び財務･経営機構を企画･評価機構及び総
務･財務機構に再編した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【3】学部長・研究科長を中心 Ⅲ
の機動的な運営体制を確立し 学部長及び病院長の補佐体制を強化するた 計画達成のため、実施予定な
て、全学的な中期目標・中期計 め､新たに副学部長､学部長補佐及び副病院長を し
画の達成可能な仕組みを確立す 設置した｡
る。 ｢中期目標･中期計画｣の精緻化､全学ﾚﾍﾞﾙと部

局ﾚﾍﾞﾙの整合性に配慮した｢具体的達成目標及
び工程表｣を作成し､年度計画の着実な進捗を管
理するための仕組みを構築した｡

各項目の担当理事･責任部局を明示するとと
もに､四半期ごとの達成状況を数値的(％表示)
に示し､教育研究評議会､経営協議会等で報告･
公表した。

また、達成状況を評価し、次年度の目標・計
画に反映させるため、｢学内全部署でPDCAｻｲｸﾙ
を回すｼｽﾃﾑの確立について(申し合わせ)｣を決
定した。

（平成19年度の実施状況）（16～18年度に実施済のため19年度は年
度計画なし）

（平成16～18年度の実施状況概略）【4】教育職員と一般職員の協 Ⅲ
調的運営体制の確立を図るため 目標ﾁｬﾚﾝｼﾞ活動として､一般職員全員参加に 教員ﾁｬﾚﾝｼﾞ活動として、教
に、全員参加の目標チャレンジ よる業務改善活動を実施した｡また､業務改善活 育職員活動評価の更なる定着
活動を全学的に展開する。 動報告会を開催し､優秀な活動を行ったｸﾞﾙｰﾌﾟ 化を図る。

を表彰するとともに､その活動成果を学内ﾎｰﾑﾍﾟ 一般職員の業務改善活動を
ｰｼﾞに掲載し､全学周知を図った。 引き続き定着化し、成果報告

（ 、 ） 、教員については､｢三重大学における大学教員 会 年１回 １月 を開催し
個人評価に関する実施要項」を制定し､各部局 より一層の改善・充実を図る
において､部局固有の評価項目及び評価基準等 とともに「業務改善推進グル
の策定を進め､平成18年度から教育・研究に係 ープ」の活動も併せて行う。
る目標達成状況を記入するPDCA自己申告書と基 管理職の目標管理活動に関
礎データに基づき、教員個人評価の試行を開始 するセミナー・講演会等を引
した。 き続き開催し、戦略的な運営

体制の充実を図る。
（平成19年度の実施状況）【4】一般職員については業務改善活動 Ⅲ

を引き続き実施しその充実を図る。また 一般職員による業務改善活動報告会を開催
教員については教員個人評価における目 し､優秀ｸﾞﾙｰﾌﾟとして4ｸﾞﾙｰﾌﾟを表彰し､業務改
標達成度評価の定着化を図る。 善活動の充実･定着化を図った｡また､活動のさ

らなる推進・普及･定着化を図るため､学長の下
に､若手職員からなる｢業務改善活動推進ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ｣を設置し､業務改善活動の｢ﾏﾆｭｱﾙ｣を作成し
充実を図った。

教員については、平成18年度教員個人評価の
試行結果を踏まえ､｢大学教員個人評価に関する
実施要項｣等の改正を行い､19年度実績からの本

三重大学
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格実施とした。

（平成16～18年度の実施状況概略）【5】学外の有識者・専門家を Ⅲ
経営協議会委員等に登用して、 16年度から目標ﾁｬﾚﾝｼﾞ活動の推進のため､外 学外の有識者・企業家であ
効率的な運営体制の実現に努め 部経営ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄを導入し､業務改善活動の普及､ る経営協議会委員等を講師に
る。 質的な発展に有意義な指導を受けた。 招き、本学の役員・幹部職員

三重県における産学連携のｴｷｽﾊﾟｰﾄとして活 等を対象にﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｾﾐﾅｰを開催
躍した県OBを､18年度より｢三重県･三重大学連 し、学内の戦略的運営体制の
携室｣の産学連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰとして採用し､本学 充実を図る。
の産学連携活動及び三重大学振興基金の募金活
動推進のﾒﾝﾊﾞｰとして活用した。

平成18年度には､創造開発研究ｾﾝﾀｰが統括す
る地域連携推進室及び東京ｵﾌｨｽに産学連携ｺｰﾃﾞ
ｨﾈｰﾀｰをそれぞれ1名新規に配置した。

（平成19年度の実施状況）（16～18年度に実施済のため19年度は年
度計画なし） 学外の有識者・企業家である経営協議会委員

等を講師に招き、本学の役員・幹部職員等を対
象に大学運営全般に関わる基本的知識の取得と
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能力の向上を目的とした 三重大学ﾏﾈｼﾞ「
ﾒﾝﾄｾﾐﾅｰ｣を３回開催し､ﾄｯﾌﾟﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄによる速や
かな意思決定と学内の戦略的運営体制の充実を
図った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【6】社会の環境・ニーズ及び Ⅲ
三重大学の位置づけ・競争優位 全国及び地域の18歳人口､進学率､本学卒業生 「社会の環境・ニーズ及び
性等を分析抽出して、戦略的運 の就職率､入試倍率の推移､外部資金の獲得状況 本学の位置付け・競争優位性
営を推進する。 等､三重大学を取り巻く環境や競争優位性の分 に関する分析報告書（経年デ

析に資する資料を収集し､「三重大学の戦略を ータ 」を引き続き作成し、）
考える基礎資料集」を毎年度作成し､学長・役 教育・研究組織の再編計画等
員等で情報共有を行い､長期的な経営戦略のプ の戦略的運営のための検討資
ラン策定に活用した。 料とする。

（平成19年度の実施状況）【6】社会の環境・ニーズ及び三重大学 Ⅲ
の競争優位性を経年的に分析抽出し、教 平成19年度版｢社会の環境･ﾆｰｽﾞ及び三重大学
育・研究組織の再編計画の検討を行う。 の競争優位性に関する分析報告書 経年ﾃﾞｰﾀ ｣（ ）

を作成し､法人化後の長期的な戦略ﾌﾟﾗﾝ策定の
ための資料として役員等に配布し､教育､研究組
織の再編計画の検討に活用した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【7】内外の優秀な大学・企業 Ⅲ
からベストプラクティスを学ぶ 国内総合大学の特徴的な取組 ﾍﾞｽﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽ ナレッジマネジメント体制（ ）
とともに、学内の知識資産を共 を調査・収集しとりまとめを行い、役員等の参 の確立に向けて「大学運営改
有化し相互に活用できるナレッ 考資料とした｡また､海外大学のﾍﾞｽﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽの 善データベースシステム」の
ジマネジメント体制の整備に努 収集に関しても､情報収集様式を定め各部局で 整備・充実を引き続き行う。
める。 収集を開始した。 国内外の大学等の特徴的な

学内の知識資産を共有化し相互に活用できる 取組のうち、本学への導入可
ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ体制の整備に向けて､｢大学運営改 能なものを調査し、高い効果
善ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｼｽﾃﾑ｣を新たに導入した。 が期待される取組の導入を検

討する。
（平成19年度の実施状況）【7】ナレッジマネジメント体制の構築 Ⅲ

に向けて引き続きデータベースの整備を 本学が保有する知識資産を共有化し構成員が
進めるとともに、学内の知識資産の活用 活用できるようにするため、大学運営改善ﾃﾞｰﾀ

三重大学



- 10 -

を図る。 ﾍﾞｰｽｼｽﾃﾑを学内Web上に公開し、一般職員によ
る業務改善活動事例や他大学の業務運営等に関
する取組事例を登載するなどして運用を開始し
た。

（平成16～18年度の実施状況概略）【8】内部監査機能を充実する Ⅲ
等、適切な意志決定に繋がる総 平成16年度には､地元金融機関の業務監査室 引き続き内部監査体制の充
合的リスクマネジメント体制の において内部監査部門の業務､監査体制､監査の 実・強化を図る。
整備に努める。 方法､ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ等について聞き取り調査を行っ

た。本学監事(民間出身)から､年間を通して内
部監査に関する指導を受け､内部監査ﾏﾆｭｱﾙ(第
１版)を作成した｡

平成18年度に､総務部監査室を学長直轄の｢監
査ﾁｰﾑ｣に格上げし､専任職員３名を配置して内
部監査体制の充実を図った。
平成18年度は内部統制の構築と評価を最重点

課題とし､①非常勤講師にかかる事務手続き､②
科学研究費補助金､③個人情報保護､情報管理等
の内部監査を実施した｡また､監事監査報告を受

。け､ﾘｽｸ管理について､18件の改善報告を行った

（平成19年度の実施状況）【8】総合的リスクマネジメント体制の Ⅲ
整備に向けて、内部監査体制の充実を図 経費管理･監査機能を強化するため､財務部に
る。 監査担当部門を設置し､日々の伝票等書類ﾁｪｯｸ

の他､｢監査実施事項･要領｣に基づき､部局等の
研究現場に出向き､納入物品の現物確認､勤務実
態の確認等のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施した｡

研究機関における公的研究費の管理・監査の
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに基づき､規程・要項等の整備を行っ
た。

（平成16～18年度の実施状況概略）【9】管理的立場の職員を中心 Ⅲ
に、経営・管理に関する能力開 役員・部局長等によるﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを６回開催 経営管理に関する能力開発
発研修を行う。 し､｢10年後を見据えた三重大学の改革戦略｣｢三 研修として、役員・部局長等

重大学の将来構想｣についてﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝを行っ を対象にマネージメントセミ
た。また、監事、知的財産管理ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによ ナーを引き続き開催する。
る講演を行った。

（平成19年度の実施状況）【9】全学的に中期目標・中期計画を着 Ⅲ
実に推進するため、役員・部局長等によ 役員・幹部職員等を対象に、大学運営全般に
るワークショップを逐次開催する。 関わる基本的知識の取得とﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能力向上を

目的に、三重大学経営協議会の学外委員等によ
る三重大学ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｾﾐﾅｰを３回開催し ﾄｯﾌﾟﾏﾈｼﾞ、
ﾒﾝﾄによる速やかな意志決定と学内の戦略的運
営体制の充実を図った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【10】近隣国立大学間の連携・ Ⅲ
協力により、業務運営の効率化 平成17年度に､東海地区の国立大学法人等関 業務の効率化・改善に資す
・改善に資する合同の研修・検 係機関の必要に応じてテーマを設定し､法人職 る合同研修の効果等を検証す
討を行うよう努める。 員の資質の向上と職務遂行能力の増進を図るた るとともに、職員の資質の向

めﾋﾞｼﾞｮﾝﾒｲｷﾝｸﾞ研修及びHTML･CGI基礎講座研修 上と職務能力の増大を図るた
を実施した。 めに職種別研修を引き続き実
平成18年度は､東海・北陸地区国立大学法人の 施する。

三重大学
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連携・協力のもとで実施した合同研修(職種別･
目的別)､｢人事労務問題研修会｣(静岡大)､｢技術
職員合同研修･機械ｺｰｽ･電気電子ｺｰｽ｣(金沢大)
等に延べ16名の事務・技術系職員を参加させ､
法人職員としての資質の向上・職務能力の増進
に努めた。

（平成19年度の実施状況）【10】東海・北陸地区の国立大学法人に Ⅲ
おいて、業務運営の効率化・改善に資す 東海地区職員基礎研修に13名参加｡本学が当
るための合同研修を引き続き実施する。 番校で開催した東海地区中堅職員研修に14名参

加｡本学附属学校職員労務管理研修に附属学校
管理監督者12名参加｡東海･北陸地区技術職員合
同研修(生物･生命ｺｰｽ)に3名(情報処理ｺｰｽ)に2
名参加｡東海地区国立大学法人等ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ研修
に5名参加｡東海北陸地区国立大学法人等目的別
研修に4名参加。

ウェイト小計

三重大学
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業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)
教育研究組織の見直しに関する目標②

１（組織の見直し）中
社会のニーズや環境変化に対応し柔軟かつ機動的な運営が可能となるよう教育研究組織を見直す。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）（組織の見直し） Ⅲ
11 大学の戦略実現のために ｢三重大学の将来構想｣をﾃｰﾏとした､役員･部局 教育・研究組織の在り方に【 】 、

一定期間毎に社会のニーズの変 長等によるﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを３回開催し、文系学部の ついて、役員・部局長等によ
化や各部署の活動等を評価し、 教育・研究組織の再編成､工学研究科の組織改 る再編計画等の検討を更に進
活動成果が上がるよう組織のあ 革及び伊賀拠点構想等についてﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝを行 める。
り方を見直す。 った。

（平成19年度の実施状況）【11】法人化後の急激な環境変化に適応 Ⅲ
するため教育研究組織の在り方につい 「三重大学の教育研究組織の見直しの方向性
て、更に検討を加え、再編計画等の策定 について」の学長提案を行い、教育研究組織の
を進める。 在り方について検討し 特に学長提案による 総、 「

合・自然科学院（仮称 」について、部局連絡）
会さらには各部局から個別に意見の聴取を行
い、引き続き検討を行った。

学長提案に基づき､文理融合型独立大学院の
設置に向けて、準備委員会を設置して検討し、
文部科学省との設置に向けた協議を行った。

、「 」 、また 新学部設置に関する光と影 と題し
和歌山大学長による講演会を開催した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【12】全学組織の活性化のため Ⅲ
に、近隣の大学・大学院との連 三重県内大学間の交流や新たな魅力づくりの 鈴鹿医療科学大学を始め三
携・連合を視野に入れた諸活動 ため、三重県ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ「みえりあ」と連携を行 重県内の大学間連携事業を引
を行う。 い、｢大学ｻﾛﾝみえ｣を開設し、三重県での産学 き続き推進する。

官民における諸課題についての効果的な情報発 和歌山大学との遠隔授業の
信を行った。 試行など大学間連携事業の具

和歌山大学との間で｢三重大学と和歌山大学 体化を更に検討する。
との包括的連携に関する協定｣を締結し、共同
研究の実施､競争的研究資金への協同による応
募､共同で防災ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ等の開催を行った。

（平成19年度の実施状況）【12】三重県大学間連携事業を推進する Ⅲ
とともに、和歌山大学等との連携事業を 鈴鹿医療科学大学との包括連携協定を締結
進める。 し、鈴鹿医療科学大学と合同で「三重県におけ

る健康医療福祉の在り方と医療人養成」と題し
て、公開講演会を開催した。また、連携協議会
を開催し、単位互換、共同研究、産学官連携等
今後の連携事業等について協議を行った。

和歌山大学との包括的連携に関する協定に基
づく連携協議会を本学で開催し､今後の連携項

三重大学
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目について協議を行った｡さらに､連携協議会を
テレビ会議方式で開催し､遠隔授業や単位互換
の可能性､文化資産の共同開発研究等、今後の
さらなる連携の在り方について協議を行った。

高知､徳島､三重､和歌山の４大学が地域防災
力の向上のための地域連携の観点から｢”黒潮
文化圏”４大学連携防災ｾﾐﾅｰ｣を開催した。

「紀伊半島研究会シンポジウム」を和歌山大
学、奈良女子大学と共同で開催した。

ウェイト小計

三重大学
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業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)
人事の適正化に関する目標③

○（人材に関する目標）中
志の高い優れた職員が国内外から集まり、意欲をもって活動できる大学となる。期

１（教育職員人事）目
研究者のみならず教育者としても能力のある人材を採用できる人事制度の導入を図る。また、一定の研究分野でリーダーシップを取れる可能性のある人材を獲標
得できるよう努める。

２（一般職員人事）
大学運営の専門職能集団としての機能を向上させる人事制度の導入を進める。

３（職員評価制度）
職員のモチベーションを高める公正な評価制度の導入を進める。

４（人員・人件費管理）
①自立的な健全経営のために中長期的な人員・人件費管理を行う。
②「行政改革の重要方針 （平成１７年１２月２４日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ、人件費削減の取組を行う。」

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）（教育職員人事） Ⅲ
【13】国内外から広く人材を公 役員と各学部長との間で､教育能力等を多面 役員会において、大学教員
募し、教育、研究、運営能力等 的に評価する観点から､各学部の採用等基準の 選考規程に基き、教育・研究
を多面的に評価し採用する。 在り方について協議し､人文学部では教育研究 ・社会貢献・管理運営等多面

計画書又は教育自己評価書の提出により教育能 的評価を反映した採用及び昇
力､研究能力を多面的に評価するための改正を 進人事が適正に行われている
した。また､大学院担当教員の資格基準に授業 か選考内容を検証する。
担当能力を評価するため教育自己評価書等の提
出を求めるなど採用規程等の見直しの検討をし
た。工学部では､社会連携講座において社会貢
献等を考慮した教員選考基準を整備した。保健

。管理ｾﾝﾀｰでは､新たに教員選考基準を制定した
また､教員選考規程に資格審査の具体的な基

準を定めるため「教育､研究､社会貢献(国際貢
献を含む｡)､管理運営及び診療の各領域の活動
について多面的評価に基づいて行う｡｣旨の新規
条項を追加した。

（平成19年度の実施状況）【13】教育・研究・社会貢献・管理運営 Ⅲ
等多面的評価を反映した教員採用規程等 各部局における資格審査において、改正規程
に基づいて、具体的な運用を行う。 に基づく多面的評価を行い､採用及び昇進等の

教員選考を実施した。また、附属病院において
は、管理運営及び診療の各領域の活動に重点を
置いた多面的評価を行い教員を選考した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【14】卓越した人材の活動が維 Ⅲ
持できる研究教育環境の提供に 三重大学COEﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等卓越した研究課題を 外国人研究者等優れた人材
努める。 募集･選択し､平成16年度から18年度の毎年度､3 を広く確保するため特別採用

ﾃｰﾏ6件に総額33,000千円の助成を行った。 制度など、戦略的な人材確保
定年後も本学の教育･研究活動を推進できる のための諸制度の導入につい

優れた研究実績を持つ教員を受け入れるため て検討を行う。
｢招へい教員の受入に関する規程｣を制定し､２

三重大学
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名の招へい教員を採用した｡
また､外部資金による研究に従事できる者を

受け入れるため「特任教員（研究担当）に関す
る規程」､教育学部附属学校副校長及び副園長
を対象とした年俸制による雇用制度として､｢教
育学部附属学校園特別教員に関する規程」をそ
れぞれ制定するなど卓越した人材が活動できる
環境整備に努めた。｡

（平成19年度の実施状況）【14】教員の特別採用制度を活用し卓越 Ⅲ
した人材の活動できる環境整備を構築す 医学部附属病院においては､病院の運営諮問
るために引き続き努力する。 委員会において教員を対象とした年俸制の導入

の検討を行った｡人事チームにおいても他大学
の導入例を参考に､年俸制の在り方について検
討した｡

（平成16～18年度の実施状況概略）【15】女性教育職員・外国人教 Ⅲ
育職員の増加に努める。 女性教育職員の勤労環境整備の一環として本 女性教育職員の雇用率向上

学保育所の設置に向けて､その整備の在り方や のための方針及び勤務環境に
運営方法の検討を行い、現状把握のため12月に 関する実態調査を踏まえ、勤
女性教職員284名(病院看護師を除く｡)に対しｱﾝ 務環境の改善及び雇用制度・
ｹｰﾄ調査を実施した。 運用等の検証・見直しを引き

また、女性教員雇用率向上のためのﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ 続き行う
･ｱｸｼｮﾝについて､本学の方針｢女性教員雇用率の 教育職員採用時における公
向上を目指して｣を策定し､本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰ 募等の採用制度を見直し、外
ｼﾞ)に掲載し学内外に表明した。 国人教育職員雇用率の増大に

外国人教育職員については平成17年度に､国 努める。
際交流ｾﾝﾀｰの充実や外国人等に対して英語で講
義を行う国際交流ｾﾝﾀｰ開設科目の設置等を決定
するとともに、海外の高等教育機関の教員を本
学の連携教授・助教授として採用することとし
た。

また、平成18年度に､本学の外国人教育職員
の増加策について､部局長懇談会において各学
部の雇用計画を鑑みて､雇用制度及び運用方針
について､具体的に検討した。

（平成19年度の実施状況）【15-1】外国人教育職員の増加方策につ Ⅲ
いて引き続き検討する。 ミシガン大学の研究者を医学系研究科等にお

ける教育・研究活動支援及び産学連携の推進の
ため、５月と６月に各１名の外国人の研究者を
受け入れた。国際交流センター教員の後任選考
人事において、外国籍の者も対象に公募を行っ
た。

「教育職員の人事制度に関する検討WG」を平
成20年２月に設置し、外国人教員の増加方策に
ついて検討を行った。

【15-2】本学の女性教員雇用率向上のた Ⅲ 平成19年度には、組織的に女性教職員の勤労
めの方針に則り雇用に努め、さらに女性 環境整備等を推進するため､男女共同参画推進
教育職員の勤労環境整備については引き 担当学長補佐を設置した｡生物資源学研究科に
続き検討する。 女性教授を採用し､工学研究科においては創設

来初めてとなる女性助教を採用することを決定
した｡また､男女共同参画Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)開設

三重大学
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し､女性教員の雇用状況等を公開した。
女性教育職員の勤労環境整備等(保育所の拡

充を含む)について､企画･評価担当理事及び男
女共同参画担当学長補佐の下に男女共同参画推
進WGを設置して検討することとし､学内ｱﾝｹｰﾄ調
査を実施､雇用制度運用等の検証･見直しを行っ
た｡また､学長を委員長とする男女共同参画推進
委員会等を設置し､推進に係る事項を調査･検討
した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【16】任期制や公募制等により Ⅲ
人事の硬直化の防止に努める。 既に導入済の医学系研究科等に加え､平成17 任期制のさらなる拡充を図

年度に､戦略的部署として設置した高等教育創 るため引き続き検討を行うと
造開発ｾﾝﾀｰ教員に任期制(５年任期)の導入を行 共に、戦略的部署への任期制
い､10月１日付けで新たに助教授１名を任期付 の導入を図る。
で採用した。

平成18年度は､平成19年度から准教授､助教制
度を導入するため､｢准教授､助教制度導入に当
たり本学の基本的方針｣を策定し､学内関係規程
等の整備を行った｡また､任期制の拡充につい
て､各学部の教員組織の在り方等をふまえ今後
検討していくこととした。

（平成19年度の実施状況）【16】助教制度の導入に伴い任期制の在 Ⅲ
り方について、引き続き検討を行う。 他大学の任期制導入状況を調査し一覧表にま

とめ､担当理事と検討し､役員ﾐｰﾃｨﾝｸﾞにおいて､
今後の方針等について検討を行った。

「 」また､ 教育職員の人事制度に関する検討WG
を設置し、引き続き任期制導入について検討を
行った。

（平成16～18年度の実施状況概略）（一般職員人事） Ⅲ
【17】高度な専門技術に対応で 平成17年度に､電子･情報に精通している者で 国際交流、情報処理、医事
きるよう専門職を配置する。 ｻｰﾊﾞｰ･ﾈｯﾄﾜｰｸ管理の経験を２年以上有する者を 業務、産学連携業務等につい

公募により採用し､総合情報処理センターに配 ては、専門職を配置できるよ
置した。 う専門家の養成を図るととも

平成18年度は､附属病院において､診療情報管 に専門職コースによる処遇の
理士の資格を有する者を選考により｢専門職員｣ 見直しを引き続き行う。
として２名を採用した｡また､総務部人事チーム また，併せて外部からの公
において労働諸法に対応すべき専門知識を有す 募採用、若しくは外部機関か
る職員（社会保険労務士試験合格者）を配置し らの派遣による人材配置につ
た。 いても検討を行う。

（平成19年度の実施状況）【17】特定分野において専門性の高い職 Ⅲ
員について専門職コースによる処遇を、 病院事務部において､診療情報管理士の資格
引き続き検討する。 を有する者を選考により１名採用､医療情報管

理業務担当においても高い専門性を備え経験豊
富な者を選考により１名採用した。

さらに病院事務部の定年退職者等の後任補充
として医療事務のｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄを選考により採用す
ることとした。

（平成16～18年度の実施状況概略）【18】一般職員の能力や目標達 Ⅲ

三重大学
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成度等を加味した人事評価制度 平成16年度に､管理職員（課長以上）に対し 定着を図るため、評価者に
を導入する。 て試行的に業績評価として重点目標及び通常業 対する評価の精度向上を目的

務目標に対する達成度並びに目標を達成するた とした研修を引き続き実施す
めの取組状況について評価を実施した。 る。

平成17年度には､事務局の課長以上の幹部職 管理職以外の職員への本格
。員については､年間業績目標の設定､その達成状 実施に向けて更に改善を図る

況の中間評価､年度末評価を実施｡課長補佐以下
の職員については､業績評価のための目標設定､
その達成状況の評価を行った｡また､課長補佐以
上の職員に対する部下からの評価も実施した｡
これらの取組の成果を踏まえ､平成18年度の業
績評価の実施方法を改善した。

平成18年度においては､一般職員を対象とし
て､目標達成を加味した業績評価と職員の能力･
資質に関する行動評価を試行として実施した。
また､管理職員に対しては､外部講師による評価
者としての実務研修を開催､ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ以上の職
員に対する部下からの評価も実施した。

（平成19年度の実施状況）【18】平成１８年度に試行した結果を踏 Ⅲ
まえ、平成１９年度は管理職員に対して 新たに評価者となった管理職員を対象に評価
は本格実施し、その他の職員には新評価 者研修を行い､一般職員を対象に評価制度説明
制度を浸透させるために継続的に試行を 会を､全評価者を対象とした評価者研修を開催
実施する。また、技術職員に対しても試 した｡また､管理職員については本格的評価を､
行で評価ができるよう計画を立てる。 その他の職員については試行評価を行うことと

し､行動評価及び業績評価を年２回行った。同
時に管理職員等を対象とした部下からの評価を
実施した。

技術職員に対する評価制度については、工学
研究科において業績評価、行動評価、相互評価
を試行として実施するとともに全学へ拡大する
ため､各部局の技術職員と当該部局のﾘｰﾀﾞｰ等を
交えて意見交換を行った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【19】一般職員の専門性や職能 Ⅲ
を高めるための研修の機会を増 平成16年度は､放送大学利用による研修で30 一般職員の研修プログラム

、 、 、やす。 人が参加､東海･北陸地区国立大学法人等機関主 を作成し 接客・接遇 語学
催各種研修(課長補佐級研修･新入職員研修等) 役職別等の研修を実施する。
には35人が参加｡また､筑波大学大学研究ｾﾝﾀｰ主 また，アドミニストレータ
催の｢大学事務職員の能力開発のための試行ﾌﾟﾛ ーを養成するために，大学院
ｸﾞﾗﾑ｣研修へ2人参加をした｡事務情報化研修と 研修の導入を検討する。
して､日常業務を迅速に遂行できるよう必要な さらに、事務情報化の向上
基礎知識を習得させるためのExcel初級ｺｰｽ等に を図るため学内研修（ユーザ
受講者延462人が参加した｡衛生管理者､作業環 ーコース）を実施する。
境測定士資格の取得講習に職員が参加､23人の
資格取得者を得ることができた。

平成17年度は､新たに接遇研修を外部講師を
招いて実施した(受講者37人)｡また､語学学校を
利用し､語学研修(受講者5人)を実施した。

平成18年度においても､前年度同様､一般職員
を対象として､専門性や職能を向上させる人事
労務･接客･語学等の研修を計画的に実施した。

三重大学
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（平成19年度の実施状況）【19-1】一般職員の専門性や職能を向上 Ⅲ
させるために民間の実施する研修を含め ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰを対象に接客研修を附属病院外来に
て前年度以上に研修の充実を図る。 おいて実施した｡また､事務系職員接遇研修(参

加者13名)､初任者研修(参加者20名)を実施し
た。また､放送大学の専門科目を利用しての専
門性や職能を向上させる研修を実施した。

本学が開講する授業科目を受講することによ
り､一般職員の専門性や職能を高め資質の向上
を図ることを目的とした｢一般職員研修｣制度を
10月から試行し､１名が受講し修了した｡

【19-2】事務情報化の学内研修（ユーザ Ⅲ 事務情報化研修（Access初級コース、Excel
ーコース）を継続的に実施する。 コース、Wordコース）を開催し､各35名が参加

した。さらに､第２回目事務情報化研修として
特に受講希望の多かったExcelコース、Wordコ
ースを開催しそれぞれ15名、22名が参加した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【20】他の教育研究機関との人 Ⅲ
事交流の促進に努める。 平成17年度から､人事交流についての職員の 人事交流の実施効果を踏ま

意向を調査するため｢職員人事ｼｰﾄ」の提出を求 え引き続き人事交流を拡充す
め､基礎資料を作成し､人事交流の拡大について る。
検討を行った｡また､職員のｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ､本学の管
理運営等の観点から､新たに独立行政法人大学
評価・学位授与機構との人事交流を開始した。

平成18年度は､前年度から引き続き文部科学
省､鈴鹿高専､鳥羽商船高専､北陸先端科学技術
大学院大学､東海･北陸地区国立大学法人等職員
採用試験準備室と事務系職員の人事交流を実施
した。

（平成19年度の実施状況）【20】他の国立大学法人等の教育研究機 Ⅲ
関との人事交流を継続的に進める。 現在の人事交流実施大学等について来年度も

引き続き継続するよう確認した。また、人事交
流の拡充を図るため、人事交流実施大学等との
確認調整を行い、交流期間終了者の後任候補者
を決定した。

（平成16～18年度の実施状況概略）（職員評価制度） Ⅲ
、【21】教育、研究、社会貢献、 教育職員については､｢三重大学における大学 教育職員活動評価を実施し

管理運営等多面的な観点から、 教員個人評価に関する実施要項｣を策定し､各部 インセンティブを付与する。
、 。 、社会に開かれた教育職員活動評 局において 平成18年度試行を開始した また

価を行う。 併せて教育職員活動評価ｼｽﾃﾑについても､試行
の準備を進めた｡なお､評価結果を大学運営に反
映するため､教員表彰制度について｢三重大学知
的財産表彰規程｣を策定した。

（平成19年度の実施状況）【 】 、21 教育職員活動評価の試行を通じて Ⅲ
本格実施に向けた評価システムの改善を 教育職員活動評価については､平成18年度の
図る。 試行結果の報告を行い､その結果を踏まえ､｢大

学教員個人評価に関する実施要項｣等の改正を
行い､それらを基に平成19年度実績からの本格
実施を決定した。

三重大学
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（平成16～18年度の実施状況概略）【 】 、22 自己の挑戦的目標を定め Ⅲ
その達成への取り組みを討論 目標ﾁｬﾚﾝｼﾞ活動の一環として､平成17年度よ 一般職員の業務改善活動を
し、自己評価する目標チャレン り幹部職員を対象とした｢目標管理活動｣を試行 引き続き定着化し、成果報告

（ 、 ） 、ジ活動を行う。 的に実施し､年度当初に､目標､達成基準(状態)､ 会 年１回 １月 を開催し
達成期限等を自己申告させ､中間期及び年度末 改善・充実を図るとともに 業「
にその達成状況を自己評価させ､評価者との面 務改善推進グループ」の活動
談を通じて評価を行った｡また､その他の職員に も併せて行い、より一層の高
ついても､一年間の業務目標を自己申告させ､試 度化を図る。
行的に､その達成状況の評価を評価者との面談 管理職の目標管理活動に関
を通じて実施した｡教員については､｢三重大学 するセミナー・講演会等を引
における大学教員個人評価に関する実施要項｣ き続き開催し、戦略的な運営
を策定し､各部局において､教員評価の平成18年 体制の充実を図る。

、度試行を開始した。 教員チャレンジ活動として
教育職員活動評価の定着化を

【22】一般職員については業務改善活動 Ⅲ 図る。（平成19年度の実施状況）

を引き続き実施しその充実を図る。また 一般職員による業務改善活動報告会を開催
教員については教員個人評価における目 し､優秀ｸﾞﾙｰﾌﾟとして4ｸﾞﾙｰﾌﾟを表彰し､業務改
標達成度評価の定着化を図る。 善活動の充実･継続を啓発した｡また､活動のさ

らなる推進・普及を図るため若手職員を中心と
した学長直属の｢業務改善活動推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ｣を設
置し､業務改善活動推進の｢ﾏﾆｭｱﾙ｣を作成し、定
着化を図った。

役員・幹部職員等を対象に、大学運営全般に
関わる基本的知識の取得とﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能力向上を
図るため､三重大学経営協議会委員(外部者)に
よる三重大学ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｾﾐﾅｰを３回開催した。

教員個人評価については、平成18年度の試行
結果の報告を行い､その結果を踏まえ､｢大学教
員個人評価に関する実施要項｣等の改正を行い､
目標達成状況を記入するPDCA自己申告書による
年度末に達成状況の自己評価を行うべく､平成1
9年度実績からの本格実施を決定した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【23】優れた職員を表彰すると Ⅲ
ともに、大学が求める最低限の 一般職員については､平成17年2月から引き続 目標チャレンジ活動等で優
活動基準を達成できない教育職 き｢業務改善活動｣及びその報告会を実施し､優 れた実績を上げた一般職員を
員へ指導・勧告・処分を行う。 れた業績を上げた職員に対して表彰を行った。 表彰する。また、教育職員活

また､教育職員表彰として｢三重大学知的財産 動評価制度を踏まえ教育職員
表彰規程｣の中で､最優秀出願賞､最多届出賞､管 の表彰及び指導・勧告等を実
理･活用功労賞､貢献賞を定めた。 施する。

（平成19年度の実施状況）【23】平成１８年度に引き続き、目標チ Ⅲ
ャレンジ活動等で優れた業績を上げた一 一般職員については、平成18年度に引き続き
般職員を表彰する。また、教育職員活動 ｢業務改善活動」及び業務改善活動報告会を実
評価制度を踏まえ教育職員の表彰及び指 施し、優れた業績を上げた職員に対して表彰を
導・勧告等のための指針を策定する。 行った。

教育職員活動評価については､平成18年度の
試行結果の報告を行い､その結果を踏まえ､｢大
学教員個人評価に関する実施要項｣等の改正を

（ ）行い､指導・勧告等に関する基本的事項 指針
を盛り込み、平成19年度実績からの本格実施と
した。

また、勤勉手当の成績率において学長が全学

三重大学
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的視点から特に貢献したと認める職員に対して
学長裁定枠を定め選考することとした。

（平成16～18年度の実施状況概略）【24】職員の昇任・再任の基準 Ⅲ
を明確にし、選択された戦略的 一般職員に対する給与構造見直し後の昇格基 一般職員の評価制度を踏ま
部署の教育職員には実績評価に 準を作成し､給与に反映した｡ えて、昇進の基本方針につい
もとづく任期制を導入する。 昇進基準については､学長･理事が各学部長に て引き続き検討する。また、

対してﾋｱﾘﾝｸﾞを実施し､既に導入済である教育 教育職員活動評価制度を踏ま
学部に加え､人文学部が研究計画書及び教育自 えて、任期制の在り方につい
己評価書の提出により教育能力､研究能力を多 て検討する。
面的に評価するための関係規程の改正を行っ
た。

再雇用の一方策として､又､本学の研究水準の
向上のために定年後も本学の教育・研究活動を
推進できる優れた研究実績を持つ教員を受け入
れるため「招へい教員の受入に関する規程」を
制定をした。

高等教育創造開発ｾﾝﾀｰに､任期制を導入し、
５年任期で助教授１名を配置した。

（平成19年度の実施状況）【24】一般職員の評価制度を踏まえて、 Ⅲ
昇進の在り方について引き続き検討す 一般職員の評価制度のうち､管理職員(ﾁｰﾑﾘｰ
る。また、教育職員活動評価制度を踏ま ﾀﾞｰ以上)については本格実施､その他の職員(ｻ
えて 任期制の在り方について検討する ﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ以下)については試行実施とし､中間評、 。

価･年度末評価を行った｡管理職員については中
間評価結果を12月期勤勉手当､平成20年１月の
昇給に反映した。また､教員の任期制について
は､｢教育職員の人事制度に関する検討WG｣を設
置し､引き続き任期制導入について検討を行っ
た。

（平成16～18年度の実施状況概略）（人員・人件費管理） Ⅳ
【25】限られた資源の中で最大 平成16年度は､17年度の人員配置･人件費管理 更に平成２１年度までの人
効果を目指した全学的人員配置 計画を策定し､従前の各学部教員定員の97％の 員配置・人件費管理計画に則
・人件費管理計画を策定する。 範囲内で運用することとし､その結果余裕の生 り、平成２１年度及び２２年

じた教員数を活用して､高等教育創造開発ｾﾝﾀｰ､ 度以降の実行上の問題点を検
知的財産統括室等の戦略的なﾎﾟｽﾄに教員を配置 討し調整を行い、平成２２年
した｡また､事務職員についても､平成16年度実 度以降の人員配置・人件費管
員の2%の削減を決定した｡ 理計画を策定する。

平成17年度は､人事院勧告及び総人件費改革
に関する閣議決定を踏まえて､平成18年度の給
与改定及び基準教員数等の人員人件費管理計画
を決定した｡

平成18年度は､18年度の決算見込額を踏まえ､
｢平成21年度までの人員･人件費管理計画につい
て｣を策定した。

（平成19年度の実施状況）【25】平成19年度の人員人件費管理計画 Ⅲ
に則り、実行上の問題点を検討し調整す 平成19年度人員人件費管理計画に則り、学部

、 。る。 等からの申請を確認の上 人事計画を実行した
この結果、平成17年度人件費予算相当額から4%
削減した額以下に抑制した。

また、19年度人事院勧告、政府の動向等を見

三重大学
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ながら検討を進め、平成19年度及び平成20年度
の給与改定等を決定した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【 】 、 、26 併任・兼業 非常勤講師 Ⅲ
再雇用等、多様な雇用形態の適 外部資金による研究に従事する者(ﾌﾙﾀｲﾑ又は 改正高年齢者雇用安定法に
正な運用に努める。 短時間雇用)並びに優れた教育能力を有する者 基づき、教育職員に係る本学

又は定年退職後も継続して学生に対する授業及 の雇用方針を策定するととも
び教育・研究指導に従事する者(短時間雇用)を に、本学の「高年齢者雇用に
雇用するため､｢特任教員に関する規程｣を制定 関する規程」に教育職員にか

、 。した｡これにより､非常勤講師を削減して特任教 かる規定を追加し 適用する
員に振り替えることが可能になった。

改正高年齢者雇用安定法に基づき｢三重大学
高年齢者雇用に関する規程｣を制定し､｢定年後
の雇用の基準に関する労使協定｣を締結し､定年
退職予定者に対し意向を確認し再雇用を確定し
た。

（平成19年度の実施状況）【 】 、26 改正高年齢者雇用安定法に基づき Ⅲ
本学の「高年齢者雇用に関する規程」に 平成21年度に63歳定年となる教育職員に係る
教育職員にかかる定めを検討する。 「高年齢者雇用」への対応について検討した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【27】ボランティア、ＯＢ、学 Ⅲ
生等に大学の諸活動への参画を 毎年､名誉教授との懇談会を開催し､大学の諸 ピアサポーターの利用促進
求める。 行事に対する参画を依頼している｡天津ﾌﾟﾛｼﾞｴｸ のため、時季にあったポスタ

ﾄの日本語教育担当長期派遣者(１年間)として､ ー等を作成し、各学部に掲示
名誉教授を特命教授として派遣した。 する。

また平成17年度からは学生ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱによるｷｬﾝ 「学生なんでも相談室」の
ﾊﾟｽ環境調査等を実施し､環境ISO学生委員会を ピアサポーターを増員し、活
立ち上げ、ISO14001認証取得のため､環境ISO推 動内容の幅を広げる。
進室のｻﾎﾟｰﾄを行った。また、海岸清掃活動や
レジ袋ゼロ運動などの自主的な環境活動を行っ
た。

｢学生なんでも相談室｣では、学生がﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾀ
ｰとして､専任ｶｳﾝｾﾗｰと協力し､新入生に対し､学
習上､生活上等の相談業務を行った。

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動支援計画に基づき､ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ担当
職員を1名配置し､ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動に関する広報を
大学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)上で行った｡学生のﾎﾞﾗﾝﾃ
ｨｱ活動の拠点として､ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｻｰｸﾙが会議や作業
などに自由に使用できるﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ室を設置した｡

（平成19年度の実施状況）【27】名誉教授の活用、学生によるボラ Ⅲ
ンティア（ピアカウンセラー、留学生支 名誉教授懇談会において､大学諸活動への多
援等）など、大学の諸活動への多様な参 様な参画要請を引き続き行うとともに志登茂会

。画を引き続き推進する。学生支援のため などの教職員OB会において､協力要請を行った
に学生ボランティア（ピアサポーター） ｢学生なんでも相談室｣のﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾀｰについて､
の活用を促進させる。 4名増やし13名体制にし､活動曜日･場所､時間の

ﾊﾞﾘｴｰｼｮﾝを増やす等活動内容の充実を図った。
また､｢環境ISO14001｣認証取得のため､環境IS

O学生委員会が中心となり､海岸清掃活動やﾚｼﾞ
袋ｾﾞﾛ運動などの学生等による自主的活動を実
施し､環境ISO14001の認証を取得した。

三重大学
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（平成16～18年度の実施状況概略）【28】総人件費改革の実行計画 Ⅲ
を踏まえ、平成２１年度までに 平成17年度は､総人件費改革の実行計画を踏 平成２０年度及び２１年度
概ね４％の人件費の削減を図 まえて､平成18年度の常勤職員の人件費を平成1 人員配置・人件費管理におい
る。 7年度人件費予算相当額から3%削減した額以下 て、基準教員数の削減、事務

に抑制することとし､平成18年度の人員人件費 職員の削減等を行う。
管理計画において､基準教員数の削減､事務職員
の削減等を行うことを決定した。

平成18年度は､平成18年度人員人件費管理計
画に基づき､基準教員数の削減､事務職員の削減
等を行い､平成17年度人件費予算相当額から3%
削減した額以下に抑制した。

（平成19年度の実施状況）【28】総人件費改革の実行計画を踏まえ Ⅲ
て、平成１９年度の常勤職員の人件費を 総人件費削減計画に則った､平成19年度人員
平成１７年度人件費予算相当額から４％ 人件費管理計画に基づき､基準教員数の削減､事
削減した額以下に抑制する。 務職員の削減等を行い､平成17年度人件費予算

相当額から４％削減した額以下に抑制した。

ウェイト小計

三重大学



- 23 -

業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)
事務等の効率化・合理化に関する目標④

１（業務の効率化・合理化）中
最少の資源で最大の効果が得られるよう業務運営の効率化・合理化を進める。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）（業務の効率化・合理化） Ⅲ
【29】限られた資源の中で大学 平成17年度に４課の廃止・統合及び１課新設 アンケート結果等の検証を
法人としての機能が最大となる （社会連携課長への学外人材登用))を柱とした 踏まえ､改善点の洗い出しを行
ように事務機構全体の効率的な 事務組織再編を行った。また､平成18年度には い､事務組織等検討委員会で､
再編・合理化・一元化に努め 事務組織のﾌﾗｯﾄ化､組織編成の柔軟化を進める 事務の効率化・合理化の検討
る。 ため､課･係組織を廃止し､ﾁｰﾑ制を導入した｡ を行う。

なお､ﾁｰﾑ制の円滑な導入を図るため､全職員 外部コンサルタントの調査
を対象とした説明会を３回開催した。更に､ﾁｰﾑ 報告に基づき各部署での業務
制の導入の検証として各ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰのﾋｱﾘﾝｸﾞ､ﾁｰﾑ 改善を引き続き実施する。
制下の全事務職員を対象とした｢ﾁｰﾑ制導入につ
いてのｱﾝｹｰﾄ｣を実施し､その結果を本学Webｻｲﾄ
(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)で学内公表を行った。

（平成19年度の実施状況）【29】チーム制導入後の検証を進め、事 Ⅲ
務の効率化、合理化を図る。 教務事務一元化等在り方検討部会､附属病院

経理関係事務在り方検討部会をそれぞれ設け､
業務運営の効率化等について検討を行った｡

外部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの調査報告に対する各部署での
業務改善の進捗状況を確認し､秘書業務･月次決
算業務への派遣職員を導入した。また、科研ｼｽ
ﾃﾑの財務会計ｼｽﾃﾑへの統合等も行った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【30】全部署について費用対効 Ⅲ
果をみながら外部委託等の是非 事務の削減合理化､業務改善を進めるため､外 各部署内で引き続き、外部
を検討し、徹底した業務の簡素 部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄを導入し､職員から成るチームと合同 委託等の検討を行う。
化・効率化を図る。 で業務の洗い出しを行い､外部委託を含む具体

的な業務削減案について143項目の改善提案が
あり 「文書業務のパート活用に関する業務改、
善」を含む､65件の業務改善を実施した。

（平成19年度の実施状況）【30】チーム制導入後の検証に基づき、 Ⅲ
外部委託等の検討を進める。 教務事務一元化等在り方検討部会、附属病院

経理関係事務在り方検討部会をそれぞれ設け、
外部委託の可能性も含めた業務運営の効率化等
について検討を行った。

外部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの調査報告に対する各部署での
業務改善の進捗状況を確認し、旅費業務の外注
化を行った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【 】 、31 事務処理規定を見直す等 Ⅲ

三重大学
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事務手続きの簡素化に努める。 ①文書決裁規程の見直しによる専決者の大幅 外部コンサルタントの調査
な見直し②一般職員による業務改善活動による 報告に基づき各部署での業務
決算処理の簡素化、既存業務のﾏﾆｭｱﾙ化、会議 改善の進捗状況を確認し、事
資料のﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化など業務の合理化・効率化③ 務処理工程の簡素化、書類の
外部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ調査報告による143項目の改善提案 削減及び事務対応業務の削減
の内､「固定資産貸付要項」の改正による資産 を実施する。
貸付料の定額化等65件の業務改善等それぞれ事
務手続きの簡素化を図った。

（平成19年度の実施状況）【31】事務手続きの簡素化をさらに推進 Ⅲ
し、業務運営の効率化・合理化を図る。 外部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの調査報告に対する各部署での

業務改善の進捗状況を確認し､各種申請手続き
やQ＆Aをﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上に掲載するなど、事務手続
きのより一層の簡素化を図った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【32】全部署のＩＴ化を進め、 Ⅲ
ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ(ｻｲﾎﾞｳｽﾞ)の導入によるｽｹｼﾞｭｰﾙ管 情報化推進検討委員会にお全職員のＩＴ機器使用を促進す

理､会議室予約の効率化､学納金管理事務ｼｽﾃﾑの いて、ＩＴ機器の使用促進とるとともに、会議関係の連絡、
導入による収納金事務の合理化､役員会等会議 ペーパーレス化を周知徹底す広報誌、事務処理等のペーパー
でのパソコン利用､広報誌(三重大えっくす､ｳｪｰ る。レス化を進める。
ﾌﾞ三重大等)のWebﾍﾟｰｼﾞ化により､事務処理の合 事務職員への情報化研修を
理化、省力化及びﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化を実現した。 実施し､ＩＴ機器の使用促進と

情報化推進検討委員会において連絡事項を電 ペーパーレス化を啓発する。
子ﾒｰﾙで行うこと､会議関係資料を電子媒体で配
布すること､事務情報･資料のPDF化によりﾍﾟｰﾊﾟ

。ｰﾚｽ化を促進することを全学に周知し実施した
、 、 、事務情報化研修として､Access Excel Word

PowerPoint､HP作成の各コース研修を開催し､計
368名の事務職員に対して､事務情報のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化
によるﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化推進を啓蒙するとともに､事
務職員が必要とする情報処理能力のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟを
図った。

（平成19年度の実施状況）【32】全部署のＩＴ化を進め、全職員の Ⅲ
情報化の推進､情報ｼｽﾃﾑの効率化と最適化をＩＴ機器使用を促進するとともに、会議

目的として情報化統括責任者(CIO)とCIO補佐を関係の連絡、広報誌、事務処理等のペー
設置した。情報化推進検討委員会において，事パレス化を進め、効率化を図る。

）務情報化の促進(IT機器の使用とﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化等
を周知した。

事務情報化研修として､Access､Excel､Wordの
各コース研修を142名の受講生に実施し､事務情
報のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化によるﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化推進への対応を
啓蒙するとともに，事務職員が必要とする情報
処理能力のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟを図った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【33】電子事務局構想の一環と Ⅲ
財務会計ｼｽﾃﾑ及び関連ｼｽﾃﾑ､賃金･謝金ｼｽﾃﾑ､ 業務の効率化を図るため、して事務情報のデータベース化

勤務時間ｼｽﾃﾑ､職員録ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ､広報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ､ 平成１９年度に導入した新人を進める。
求人情報ｼｽﾃﾑ､留学生在籍確認ｼｽﾃﾑ､人事評価ｼｽ 事・給与統合システムを稼動
ﾃﾑ､教職員証(ICｶｰﾄﾞ)発行ｼｽﾃﾑ､入退室管理(ICｶ させる。
ｰﾄﾞ)ｼｽﾃﾑ､学納金ｼｽﾃﾑ等の開発･導入により､事 業務の効率化・合理化に対
務情報のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化を推進した。 する事務職員の意識改革を図

教務支援ｼｽﾃﾑの導入により､学生の成績を教 るため職員研修プログラムを
員が発生源で入力すること､学生が自宅からで 実施する。

。もWeb上にて履修登録が行える体制を実現した
総務部､学術情報部､学務部にﾌｧｲﾙ共有ｼｽﾃﾑ N（

AS)を導入し､ｸﾞﾙｰﾌﾟ内での情報共有と事務情報
のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化､ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化を実現した。

三重大学
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（平成19年度の実施状況）【33】電子事務局構想の一環として、事 Ⅲ
事務情報のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化を進め業務の効率化･務情報のデータベース化を進めるととも

合理化を図るため､科学研究費経理事務ｼｽﾃﾑ､新に、業務の効率化・合理化に対する事務
人事・給与統合ｼｽﾃﾑを導入した。職員の意識改革を図る。

事務情報化研修として､Access､Excel､Wordの
各ｺｰｽ研修を142名の受講生に実施し､事務情報
のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化によるﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化推進への対応を啓
蒙するとともに､事務職員が必要とする情報処
理能力のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟを図り、業務の効率化・合理
化に対する事務職員の意識改革を行った。

ウェイト小計

ウェイト総計

三重大学
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業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等（１）

ムの協同開催を行った。１．特記事項
【平成16～18事業年度】 【平成19事業年度】
(1)全部署におけるPDCAサイクルの実施、目標チャレンジ活動の推進 (1)学長補佐の増員・特命学長補佐の設置

学長のリーダーシップの下、全学でPDCAサイクルを回すため、17年度に「学内 学長のリーダーシップのさらなる強化策の一環として、18年度には２名の学
全部署でPDCAサイクルを回すシステムの確立について」を申し合わせ、教育職員 長補佐を置いたが、19年度には10名に増員した。また、学長補佐とは別に、名
・一般職員・幹部職員の別に、それぞれに目標チャレンジ活動を展開した。 誉教授を特命学長補佐として新たに３名任命し、主として産学官連携など地域

教員の活動については、18年度に「三重大学における大学教員個人評価に関す との連携強化を図った。
(2)目標チャレンジ活動の展開る実施要項」が策定され、教育・研究に係る目標達成状況を記入したPDCA自己申

告書と教員活動データベースにもとづく教員個人評価が試行的に実施された。 18年度に試行実施された教員個人評価は、19年度には 「実施要項」の改訂、
一般職員による業務改善活動は、18年度に導入されたチーム制と相まって、有 や評価項目の見直しなどの改善過程を経て本格的に実施された。

効な成果を挙げた。各部署における業務改善活動の報告会において、優れた取組 教育活動におけるPDCAサイクルを回した成果は、授業改善などに現れている。
を行ったグループには表彰を行った。 役員・幹部職員については、大学運営全般の基本的知識の習得とマネジメン

目標ﾁｬﾚﾝｼﾞ活動の一環として､平成17年度より幹部職員を対象とした｢目標管理 ト能力向上を図るため、三重大学経営協議会の外部委員等による三重大学マネ
活動｣を試行的に実施し､年度当初に､目標､達成基準(状態)､達成期限等を自己申 ジメントセミナーを19年度に３回開催した。
告させ､中間期及び年度末にその達成状況を自己評価させ､評価者との面談を通じ 一般職員の全員参加による業務改善活動、さらに19年度には、業務改善活動
て評価を行った｡また､その他の一般職員についても､一年間の業務目標を自己申 のより一層の推進・普及・定着化を図るため、業務改善活動推進グループを設
告させ､試行的に､その達成状況の評価を評価者との面談を通じて実施した｡ 置し、業務改善推進ﾏﾆｭｱﾙを作成するなど、業務改善活動のさらなる活発化を図

った。これらの業務改善活動は、経費節減にも大きな成果をもたらした。(2)チーム制の導入
(3)科学院構想４課の廃止・統合及び１課新設（社会連携課(課長への学外人材登用))を柱と

「 」 、した17年度の事務組織再編を行った。また､事務組織のﾌﾗｯﾄ化､組織編成の柔軟化 三重大学の教育研究組織の見直しの方向性について の学長提案がなされ
を進めるため､課･係組織を廃止し､18年４月にﾁｰﾑ制を導入した｡ 教育研究組織の在り方についての検討を開始し、特に文化系学部再編計画に伴

また､円滑な導入を図るため､全職員を対象とした説明会を３回開催した なお､ う「総合・自然科学院(仮称)」が学長によって構想された。この構想は、文化。
ﾁｰﾑ制の導入の検証として各ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰとﾋｱﾘﾝｸﾞを実施し､さらに､ﾁｰﾑ制下の全事務 系・自然系の学部・研究科をそれぞれ統轄する組織としての「科学院」なる新
職員を対象とした｢ﾁｰﾑ制導入についてのｱﾝｹｰﾄ｣を実施し､本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ) しい概念を編み出したもので、今後の大学組織再編及び部局間連携の指針とし
で学内公表を行った。 て機能するものである。学長提案による「総合・自然科学院（仮称 」につい）

て、部局連絡会さらには各部局から個別に意見の聴取を行い、周知した。(3)卓越した人材の確保
(4)近隣大学との連携16年度に 招聘教員の受入規程を制定し 18年度に２名の招聘教員を採用した、 、 。

また、競争的資金などによる寄附講座や研究に従事する「特任教員(研究担当)に 鈴鹿医療科学大学と包括連携協定を締結し、連携協議会を開催し､単位互換･
関する規程」を制定し、名誉教授などですぐれた研究実績を有する者が退職後も 共同研究・産学官連携・人事上の交流等について協議を行い、両大学の合同事
活躍できる制度的環境を創設した。 業として 「三重県における健康医療福祉の在り方と医療人養成」と題する公、

教育学部附属学校副校長及び副園長を対象とした年俸制による雇用制度とし 開講演会を開催した。また、和歌山大学と相互訪問により連携協議会を開催し
て､｢教育学部附属学校園特別教員に関する規程」を制定した。 てきたが、頻度を高めるための工夫としてテレビ会議を試行的に実施し、遠隔

授業や単位互換の可能性、文化資産の共同開発研究など、今後のさらなる連携(4)コーディネーターなどに民間の専門家を任用
三重県における産学連携活動のｴｷｽﾊﾟｰﾄとして活躍した県OBを､18年度より｢三 の在り方について協議を行った。

(5)コンプライアンス委員会の設置重県･三重大学連携室｣の産学連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰとして採用し､本学の産学連携活動
及び三重大学振興基金の募金活動推進のﾒﾝﾊﾞｰとして活用した また､目標ﾁｬﾚﾝｼﾞ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの推進を図るため､関係規程等を整備するとともに､ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員。
活動の推進のため16年度から引き続き外部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの指導を仰ぎ､とくに業務改 会等を設置するとともに研究機関における公的研究費の管理・監査のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
善活動の普及､質的な発展に有意義な指導を受けた。18年度には､創造開発研究 に基づく､要項・規程等の整備を行った。

ｾﾝﾀｰの統括する地域連携推進室及び東京ｵﾌｨｽに産学連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰをそれぞれ1
名新規に配置するとともに､同ｾﾝﾀｰ付け客員教授が産学連携活動を推進した。

(5)近隣大学との連携
和歌山大学との間に「三重大学と和歌山大学との包括的連携に関する協定」

を締結し、共同研究の実施、競争的研究資金への協同応募、防災シンポジュウ

三重大学
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業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等（１）

平成16年度は､中期目標･中期計画実現に必要な経費として､237.4百万円を確２．共通事項に係る取組状況
保し､三重大学COEﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ､三重大学教育GP､実践英語教育(TOEIC)､ｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀ施○戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用が図られているか。
設等の充実､教員教育研究活動ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ､ｳｪﾌﾞﾍﾟｰｼﾞ､電子ｼﾞｬｰﾅﾙの整備等への活・運営のための企画立案体制の整備状況
用を図った｡平成17年度には同経費を379.5百万円確保し､平成16年度からの継続【平成16～18事業年度】

大学の全般的運営に関する企画立案には企画担当理事が責任を有するが、各分 事業の他､地域ﾌﾛﾝﾄ･東京ｵﾌｨｽの開設､高等教育創造開発ｾﾝﾀｰの設置､PBLﾁｭｰﾄﾘｱﾙ
野別には、役員懇談会(週一回)や役員ミーティング(月一回)で各理事による問題 教育の全学的展開､ICｶｰﾄﾞを核とする情報戦略など新規事業への活用を図った｡
提起が行われ、学長の指示のもとに、担当理事を中心に原案を作成し、部局連絡 平成18年度においても369百万円を確保し､平成16･17年度実施事業の他､地域連
会議や各機構委員会での検討を経て、教育研究評議会及び経営協議会の承認の後 携及び地域再生支援事業等の推進､広域ﾃﾞｼﾞﾀﾙｷｬﾝﾊﾟｽ基盤ﾈｯﾄﾜｰｸの整備など学長
に実施する、という体制がほぼ定着している。 のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟによる戦略的施策の実施に活用を図ってきた。

この他､目的積立金を活用し､共通教育棟耐震補強､学内共同利用機器の整備､【平成19事業年度】
本年度も、引き続き上記体制により運営した。 評価ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの構築など教育研究環境の整備充実を図った。

また､各学部､附属病院においても､それぞれ学部長裁量経費､病院長裁量経費・上記の企画立案部門の活動状況、具体的検討結果、実施状況
を設け､公募制等による教育研究の活性化並びに病院経営の改善に資することと【平成16～18事業年度】

原案作成段階での役員懇談会や役員ミーティングは定例的に開催されており、 した。
【平成19事業年度】また部局連絡会議は月に一回、各機構委員会は必要に応じて、年間数回開催され

ている。具体的な検討事例として、中期目標・中期計画、年度計画を達成するた 学内予算においても､中期目標･中期計画を実現するため､学長のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの
めの「学内全部署でPDCAｻｲｸﾙを回すｼｽﾃﾑの確立について 、本学独自の助教制度 下に全学的視点からの戦略的施策を推進するために必要な経費を確保すること」
の策定に際して、学長を委員長とする「助教制度の在り方検討ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ｣が挙げ とした。
られる。 具体的には､各担当理事のもとで着実に中期目標･中期計画を実現するための

事業経費として､319百万円を配分するとともに､学長自らが戦略的施策の推進や【平成19事業年度】
本年度も、引き続き上記体制により運営した。具体的な検討事例として、学長 緊急に対応が必要な事業についてより機動的に執行できるよう､学長裁量分とし

直属として業務改善活動のより一層の推進・普及・定着化を図るための「業務改 て別に131百万円を確保し､戦略的予算の総額では450百万円と前年度よりも81百
善活動推進グループ」が挙げられる。 万円（22％）の増額を行った。

また､目的積立金から455百万円を活用し､共通教育棟耐震補強､教室机･椅子の・法令や内部規則に基づいた手続きにしたがって意志決定されているか
更新､ｷｬﾝﾊﾟｽ基盤ﾈﾂﾄﾜｰｸの拡充､新人事･給与ｼｽﾃﾑの整備等､教育研究環境の整備【平成16～18事業年度】

最初の原案作成過程において、事務機構によるチェックが行われており、法令 並 びに組織運営の改善に資することとした。
・上記の資源配分による事業の実施状況（教育研究の専門的な観点からの評価はや内部規則に基づいた手続による決定がなされている。また、平成18年度におい
行わない）て、コンプライアンス委員会の設置を検討した。

【平成19事業年度】 【平成16～18事業年度】
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会を設置し､事務部門に法務室を新設した。 （主要なものを記載）

①三重大学ＣＯＥ等（120.9百万円）
三重大学の研究を飛躍的に推進することを目的に、平成16年度から三重大○法人としての総合的な観点から戦略的・効果的な資源配分が行われているか。

学COEﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業(三重大学が世界に誇れる研究拠点､学部として育てたい研・法人の経営戦略に基づく学長・機構長裁量経費・人員枠やその他の戦略的配分
究拠点､学部として育てたい若手研究)及び若手研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを公募し研究機経費の措置状況
構委員会の審査に基づき採択した。【平成16～18事業年度】

法人化後の予算が､授業料等の収入､附属病院収入及び運営費交付金収入の合計 ②三重大学教育ＧＰ（18百万円）
から成る収入総額の範囲内で､法人の中期目標・中期計画を実現するために計画 創意溢れる教育ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄや教育活動を選定し支援するために平成16年度よ
的な予算執行を図る必要があることから､法人移行に伴って法令等に基づき新た り三重大学教育GPを実施しており､毎年度各学部から公募し､教育GPﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
に必要となる経費の増を考慮しつつも､可能な限り経費削減を図ることとし､中期 委員会における審査に基づき採択した。
目標･中期計画を実現するため､学長のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの下に全学的視点からの戦略的 ③地域連携及び地域再生支援事業等の推進（103百万円）
施策の実施に必要な経費を確保することとした。 研究面から地域社会連携を推進する取組である地域再生支援事業､四日市ﾌﾛ

ﾝﾄ､地域連携推進室､ｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀ施設､災害対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ室､東京ｵﾌｨｽの運営等。
④高等教育創造開発ｾﾝﾀｰの運営及びPBLﾁｭｰﾄﾘｱﾙ教育の全学的展開等(149百万円)

e-learningを駆使したPBL教育の充実､実践外国語教育及び理系基礎教育の
教育体制の整備､学生満足度調査等ｱﾝｹｰﾄ実施､博士学位論文外部審査体制の整
備等高等教育創造開発ｾﾝﾀｰが中心となり事業を推進。

三重大学
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業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等（１）

⑤ICカードを核とする情報戦略及び学術情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの整備等(136.3百万円) 事業経費についても学長裁量経費に組み入れるなど､学内予算編成方法の見直し
ICカード対応型の入退室管理ｼｽﾃﾑの整備拡充を図った｡また､学術情報ﾃﾞｰﾀ を行い平成20年度予算に反映させた。

ﾍﾞｰｽの整備並びに学術情報ﾎﾟｰﾀﾙｾﾝﾀｰの運営等。
○業務運営の効率化を図っているか。⑥電子ジャーナル経費（236.1百万円）
・事務組織の再編・合理化等、業務運営の合理化に向けた取組実績教育研究をﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟする電子媒体の学術雑誌や学術情報(電子ｼﾞｬｰﾅﾙ)の充実
【平成16～18事業年度】を図った。

４課の廃止・統合及び１課新設（社会連携課(課長への学外人材登用))を柱と【平成19事業年度】
（主要なものを記載） した平成17年度の事務組織再編を行った。また､事務組織のﾌﾗｯﾄ化､組織編成の

①三重大学ＣＯＥ等（38.5百万円） 柔軟化を進めるため､課･係組織を廃止し､18年４月にﾁｰﾑ制を導入した｡
②三重大学教育ＧＰ（5.3百万円） 事務の削減合理化、業務の改善を図るため、外部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄを17年度に導入し、
③地域連携及び地域再生支援事業等の推進（45.2百万円） 事務業務改善合理化支援ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ等の取りまとめ報告を行い､17.18年度中に
④高等教育創造開発ｾﾝﾀｰの運営及びPBLﾁｭｰﾄﾘｱﾙ教育の全学的展開等（41.9百万 ｢文書業務のﾊﾟｰﾄ活用に関する業務改善｣を含む､65の業務改善が実施された。
円） 役員会・役員打合会・教育研究評議会・部局連絡会議のﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化を実現し､

⑤ICｶｰﾄﾞを核とする情報戦略及び学術情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの整備等（32.4百万円） また､主要会議への陪席等については説明案件のない職員は会議への出席を要し
⑥電子ジャーナル経費（93.1百万円） ないことを決定し、会議体制の簡素化による負担軽減を図った。

【平成19事業年度】⑦学長裁量分（130.8百万円）
設備ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝに基づく自助努力分として共同利用機器(分子蛍光分析ｼｽﾃﾑ､ 教務事務一元化等在り方検討部会､附属病院経理関係事務在り方検討部会をそ

多目的Ｘ線解析装置､動物実験用Ｘ線照射装置等)の整備､附属学校教育研究用 れぞれ設け､業務運営の効率化等について検討を行った｡なお､教務事務一元化等
ﾊﾟｿｺﾝの整備､評価ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの構築等を実施。 在り方検討部会においては､各部局の教務関係業務状況の聞き取り調査の実施､ｻ

ﾃﾗｲﾄ事務組織案を提示し､一元化の可能性等について検討した。
外部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの調査報告に対する各部署での業務改善の進捗状況を確認し､秘○法人内における資源配分に対する中間評価・事後評価を行い、必要に応じて資源

書業務･月次決算作業への派遣導入､旅費業務の外注化を図った。配分の修正が行われているか。
・法人内における資源配分に関する中間評価・事後評価の実施状況 ・各種会議・全学的委員会等の見直し、簡素化による教職員の負担軽減
【平成16～18事業年度】 【平成16～18年度】

平成16年度より複数年度措置することが予定されている三重大学COEﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 平成16年４月に各理事の所管する業務の適正円滑な運営を図ることを目的と
については､評価委員会(研究機構委員会)において2年経過時に中間評価(平成18 して各理事の下に総務･企画･評価機構､財務･経営機構､教育機構､研究機構及び
年2月実施)､期間終了時には事後評価を行うこととした。 情報･国際交流機構の５つの機構を設置し､その中に全学委員会､全学ｾﾝﾀｰ等を配

平成17年度から運営費交付金(特別教育研究経費)で措置された成果進行基準 置した｡各機構に機構の管理運営に関する基本的事項を協議･調整するため､総務
を適用するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業及び学内予算で措置するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業等で成果進行基 ･企画･評価機構委員会､財務･経営機構委員会､教育機構委員会､研究機構委員会
準(平成19年度より｢業務達成基準｣に変更)を適用する事業については､事業実施 及び情報･国際交流機構委員会を設置した｡また全学委員会の効率的運営及び教
計画書､事業実施報告書､成果進行状況報告書を役員会に付議し､事業の実施状況 職員の負担軽減を図るため､平成16年度から毎年､委員会の運営状況の点検を行
及び成果について評価を行うこととした。 い､新しく23の委員会設置と38委員会を廃止・統合した。

【平成19事業年度】 【平成19事業年度】
役員会での毎月収支状況報告の中で､平成18年度に中期目標・中期計画達成の 各理事の所管部門毎に設置されている５つの機構委員会を引き続き開催し､各

ために配分した各事業経費について､予算執行実績と事業の達成状況を確認する 機構毎にPDCAｻｲｸﾙを回すため､年度計画関連事項や業務実績等に関し引き続き協
資料を作成し､報告を行った｡また､平成18年度予算執行状況に関する監事監査の 議を行った｡また､主要会議への陪席等については説明案件のない職員は会議へ
報告を踏まえ､戦略的経費として予算配分された事業についても､執行に際しては の出席を要しないことを決定し､会議体制の簡素化による負担軽減を図った。
予算額に応じて各担当理事等の承認を得ることとした。

・評価結果を踏まえた資源配分の見直しの状況 ○収容定員を適切に充足した教育活動が行われているか。
【平成16～18事業年度】 ・学士・修士・博士・専門職学位課程ごとに収容定員の９０％以上を充足してい

るか三重大学COEﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについて､平成18年２月に実施した中間評価結果を踏ま
【平成16～18事業年度】え､一部のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについて事業計画の見直しを行い､平成18年度以降の配分を行

うこととした。 各学位課程ごとに収容定員９０％以上充足している。
【平成19事業年度】 【平成19事業年度】

平成18年度予算執行状況に関する監事監査の報告並びに平成19年度予算執行状 学士・修士各課程は収容定員９０％以上充足している。
況等を踏まえ､中期目標･中期計画実現に必要な予算として各担当理事が所掌する

三重大学



- 29 -

業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等（１）

博士課程は収容定員９０％以上充足しておらず（充足率８６％ 、未充足とな 図れた。）
っている研究科の主な理由は以下のとおり。 決算剰余金の繰り越し承認を受けた財源の活用について､補正予算を編成し

（教育学研究科） て､適切かつ明確な財務運営を行った。
【平成19事業年度】障害児教育専攻、教科教育専攻

・県教育委員会からの派遣者数が減り、入学志願者数が少なくなっているため。 経営協議会委員等を講師に招き､本学の役員･幹部職員等を対象に大学運営全
（医学系研究科） 般に関わる基本的知識の取得とﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能力の向上を図ることを目的とした｢三

医科学専攻 重大学ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｾﾐﾅｰ｣を３回開催し､ﾄｯﾌﾟﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄによる速やかな意思決定と学内
。・近隣の大学に修士課程が設置され、入学者が競合したため。 の戦略的運営体制の充実を図った

生命医科学専攻
○監査機能の充実が図られているか。・医学部卒業生の進路状況の変化が最大の原因である。専門医志向の高まりや卒
・内部監査組織の独立性の担保等、監査体制の整備状況後臨床研修制度の変更にともなう研修医の偏在化、近隣大都市圏の医学部大学
【平成16～18事業年度】院定員の重点化による増加などが本学博士課程進学者の減少を招いたと考えら

れる。 民間企業等における内部監査手法の導入を検討するため､地元金融機関の業務
（特別支援教育特別専攻科） 監査室において内部監査部門の業務､監査体制､監査の方法､ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ等につい

・入学志願者数が少なくなっているため。 て聞き取り調査を行った｡また､本学監事(民間出身)から､年間を通して民間にお
（農業別科） ける監査の手法や監査の観点など内部監査に関する指導を受けた｡これらを基

・修業年限１年で取得できる資格が少ないため。 に､併せて従来の監査の方法等も参考にし､内部監査ﾏﾆｭｱﾙ(第１版)を作成した｡
・農業の道を志す学生が減少しているため。 内部監査機能の充実を図るため､総務部企画課に置かれていた監査室を平成18

年度から学長直属の監査チームとし､ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰに課長級職員､専任担当職員を1名
増員し内部監査体制の充実を図った。○外部有識者の積極的活用を行っているか。

・外部有識者の活用状況 【平成19事業年度】
経費管理･監査機能を強化するため､財務部に監査担当部門を設置し､日々の伝【平成16～18年度】

三重県知事等三役を含む幹部職員等と毎年２回程度の定期懇談会等を開催し､ 票等書類ﾁｪｯｸの他､｢監査実施事項･要領｣に基づき､部局等の研究部署に出向き､
地域連携との連携強化等について密接な意見交換を行い､大学運営に活かすとと 納入物品の現物確認､勤務実態の確認等のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施し､一方､監査ﾁｰﾑには､ｻ
もに三重県における産学連携活動のｴｷｽﾊﾟｰﾄとして活躍した県OBを､平成18年度よ ﾌﾞﾘｰﾀﾞｰを配置することとし､体制を強化した｡

・内部監査の実施状況り｢三重県･三重大学連携室｣の産学連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰとして採用し､本学の産学連携
【平成16～18事業年度】活動及び三重大学振興基金の募金活動推進のﾒﾝﾊﾞｰとして活用することとした。

また､目標ﾁｬﾚﾝｼﾞ活動の推進のため平成16年度から引き続き､外部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの指 平成16事業年度は､①科学研究費補助金②個人情報保護､平成17事業年度は､①
導を仰ぎ､とくに業務改善活動の普及､質的な発展に有意義な指導を受けている｡ 厚生労働科学研究費補助金②科学研究費補助金③契約事務④個人情報保護､平成
平成18年度には､創造開発研究ｾﾝﾀｰの統括する地域連携推進室及び東京ｵﾌｨｽに産 18事業年度は①非常勤講師にかかる事務手続き②科学技術振興調整費(特別監
学連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰをそれぞれ１名新規に配置するとともに､同ｾﾝﾀｰ付け客員教授は 査)③科学研究費補助金④業務の改善合理化(監事監査と連携)⑤一般管理費の節
産学連携活動を推進している。 減(監事監査と連携)⑥チーム制導入による各部門の運用状況(監事監査と連携)

⑦個人情報保護⑧債権・債務の管理の事項を実施した。【平成19事業年度】
【平成19事業年度】三重県知事等三役を含む幹部職員等と年２回程度の定期懇談会等引き続き開催

し､地域連携との連携強化等について密接な意見交換を行い､大学運営に活かして ①派遣労働者の受入れ・管理体制②予算の収支状況(監事監査と連携)③資産
いる｡また学外の有識者･専門家である経営協議会委員等を講師に招き､本学の役 の管理状況④科学研究費補助金⑤個人情報保護⑥施設経費の発注･契約状況(監
員･幹部職員等を対象に大学運営全般に関わる基本的知識の取得とﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能力の 事監査と連携)⑦公的研究費の管理・監査体制の事項を実施した。

・監事監査、会計監査の実施状況及び監査結果の運営への活用状況向上を図ることを目的とした｢三重大学ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｾﾐﾅｰ｣を３回開催し､ﾄｯﾌﾟﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
【平成16～18事業年度】による速やかな意思決定と学内の戦略的運営体制の充実を図った。

平成16年度の監事監査は､重点事項として①科学研究費補助金の不適切経理②・経営協議会の審議状況及び運営への活用状況
病院経営③財務の事項を実施した。監事の監査結果に基づき､｢納入検収ﾏﾆｭｱﾙ｣【平成16～18年度】

三重大学のOBﾈｯﾄﾜｰｸを強化する必要性について､全学同窓会の設立に向けての の見直し､現場での納入検収事務の徹底の強化､各診療科別収入目標の設定､合計
準備を行う等､大学運営に反映させている。 残高試算表及び予算執行状況表の月次報告の徹底などを行った。

中期目標･計画について､数値目標を設定したﾏﾆｭﾌｪｽﾄを作成する必要性につい 平成17年度の監事監査は､重点事項として､国内旅費の事項を実施した｡監事の
て､｢中期目標･中期計画を達成するための具体的達成目標及び工程表｣を作成し､ 監査結果に基づき､教職員の出張等に関する旅費規程の見直しを行うとともに運
中期目標･計画の達成状況を確認することで､今後の取組課題の更なる明確化が
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業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等（１）

○従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。用の効率化･迅速化を図った｡また､監事の意見に基づき､財務諸表の月次決算を作
・評価結果の法人内での共有や活用のための方策成し､毎月の役員会で報告を行うことにより､適切な財務運営に活かした。
【平成16～18事業年度】平成18年度の監事監査は､重点事項として①三重大学のﾘｽｸ管理②業務の効率化

･合理化の状況等の事項を内部監査との連携を図りながら実施した｡監事の監査結 今後の法人運営に活用するため、各部局長に法人評価結果を通知し、学内職
果に基づき､危機管理ﾏﾆｭｱﾙに則った地震･津波避難訓練､法務部門を強化させるた 員に周知するとともに、関係職員の情報共有化を図り業務運営の改善・効率化
め法務室の設置､経費管理体制等に関するﾁｪｯｸ機能の強化､主要会議の議事概要の を図った。なお、業務の実績に関する報告書として本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載及び陪席者の削減などを行った。 載した。

【平成19事業年度】会計監査人による会計監査は､監査実施計画書に基づき､財務諸表等が国立大学
法人会計基準等に従って適正に表示されているかについて監査を実施した また 本年度も引き続き､上記同様学内周知を行い､本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲載し。 、
監事・監査チーム・会計監査人との意見交換会を実施した。 た。また、平成20年度年度計画策定にあたっては､平成18年度に係る業務の実績

に関する評価結果における課題を着実に反映させることにより改善を図ること【平成19事業年度】
重点事項として①平成18年度の予算執行状況②施設部の業務執行状況の事項を とし検討した。

・具体的指摘事項に関する対応状況内部監査との連携を図りながら実施した｡監事の監査結果に基づき､重要な予算の
【平成16～18事業年度】執行時における理事等の承認､学長裁量経費の増額､業務改善活動推進ｸﾞﾙｰﾌﾟの設

置などを行った。 平成17年度に係る業務の実績に関する評価結果Ⅰ｢(1)業務運営の改善及び効
会計監査人による会計監査は､監査実施計画書に基づき､財務諸表等が国立大 率化｣における指摘への対応は以下のとおり。

学法人会計基準等に従って適正に表示されているかについて監査を実施した。 ①『教員の昇任・再任基準の検討の早期化が望まれる』との指摘については､一
また、監事・監査チーム・会計監査人との意見交換会を実施した。 部の学部においては検討を行ったが､全学的には､今後､研究担当理事を中心と

して各学部の教員組織の在り方等を鑑みて検討していくこととした。
②『人員・人件費管理の検討の早期化が望まれる』との指摘については､平成18○教育研究組織の柔軟かつ機動的な編成・見直し等が行われているか。

年度に､人件費支出に関する詳細なｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを策定し､毎年の削減人員を決定・教育研究組織の活性化に向けた検討の機会が設けられているか。
した。【平成16～18事業年度】

【平成19事業年度】役員・部局長等によるﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを６回開催し､｢10年後を見据えた三重大学の改
革戦略｣｢三重大学の将来構想｣についてﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝを行った。 該当なし

文理融合型大学院独立専攻等の設置について、設置検討ＷＧ等で平成17年度に
・年度評価での自己評価又は評価委員会の評価で「年度計画を十分には実施して引き続き検討を行った。

【平成19事業年度】 いない」とした事項に係る取組の改善状況
大学院構想WGにおいて独立大学院地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ学研究科(仮称)の設置につい 該当なし

て､入学定員､ｶﾘｷｭﾗﾑ及び人員等､具体的な検討を行い､構想案をとりまとめた。
また､本大学院構想案について､大学院設置準備委員会を設置し､本格的な検討

を開始した｡さらに､部局連絡会議､教育研究評議会で本研究科の設置に関する審
議を行った。

工学研究科の創成工学コースについては､平成20年度設置に向けて本格的な実
施体制を整えた。

○法人全体としての学術研究活動推進のための戦略的取組が行われているか。
・法人全体としての組織的な研究活動推進のための取組状況
【平成16～18事業年度】

三重大学COEﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(｢世界に誇れる世界ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙの研究拠点｣､｢学部として育
てたい国内ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙの研究｣､｢学部として育てたい若手研究｣)の募集を行い、3ﾃｰ
ﾏ6件を選定し､毎年度､33,000千円の助成を行った｡また､三重大学若手研究ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄとして､毎年10件程度の研究課題を選定し､1件当たり500千円の助成を行い､若
手研究者の育成に取り組んだ。

【平成19事業年度】
平成19年度も引き続き、上記助成を実施。

三重大学
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業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
(2) 財務内容の改善

外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標①

○（経営資源全体に関する目標）中
自律的な教育・研究活動を可能にするための経営資源を確保する。期

１（外部研究資金）目
競争的資金には積極的に応募し、外部研究資金の充実を図る。標

２（自己収入）
自律的経営に資するため、自己収入の拡大に取り組む。

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）（外部研究資金） Ⅲ
【34】全教育職員の競争的研究 全教育職員の競争的研究費獲得努力を促すた 科学研究費補助金説明会を
費獲得努力を促し、組織的な支 め､科学研究費補助金の公募等説明会を毎年度2 年2回程度開催する。
援体制の整備に努める。 ～3回実施している｡また､平成17年度から応募 ・科学研究費補助金獲得に向

書類の完成度を高めるためにｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ制度を導 けて、応募書類の内容チェ
入している｡科学研究費補助金の採択件数･金額 ック、推敲提案等を行う。
は次のとおり 平成16年度249件 592,400千円 ・科学研究費補助金の応募･採。 、 。
平成17年度219件、504,100千円。平成18年度23 択状況を整理し､他の研究助
7件、565,800千円｡また､研究活動を推進するた 成金への応募を勧告する。
めﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙの研究や若手研究者を支援するため ・科学研究費補助金応募･採択
に､研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを選定し､毎年度38,500千円の についてﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを整備す
研究費の支援を行っている。 る。

・数値目標
【34】全教育職員の競争的研究費獲得努 Ⅲ 科研費：240件､ 6億円（平成19年度の実施状況）

力を促すため、科学研究費や各種外部資 科学研究費補助金獲得に向けて､19年度の応 競争的研究費：20件、2億円
金の応募要領説明会開催など組織的な支 募･採択書類の分野別整理を行い、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを 各種外部資金の応募要領説
援を行う。また競争的研究費獲得努力及 作成した。 明会開催など組織的な支援を
び獲得実績を教育職員活動評価項目に含 7月と10月に科学研究費補助金説明会を開催 行う。
める。 した｡また､前年度と異なる応募書類の内容ﾁｪｯｸ

を行うための書き方ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ制度を導入した。
さらに､外部資金の獲得を増やすために｢外部

研究資金獲得ｾﾐﾅｰ｣を開催した。
平成19年度科研費の応募は627件、採択は248

件であり、採択金額は557,380千円であった。
競争的研究費は31件､231,617千円であった｡

（平成16～18年度の実施状況概略）【35】企業や地方自治体との共 Ⅲ
同研究・受託研究等を促進する 企業や地方自治体との包括協定締結の推進を 産学官連携コーディネータ
とともに奨学寄付金等の外部研 図り､9機関と締結し､共同研究､受託研究等の研 等による共同研究の発掘を推
究資金の確保に努める。 究協力を推進した｡また､企業から外部資金を受 進する。

け入れやすくするため､従来の寄附講座制度に 学外向けシーズ説明会を開
加え､産学連携講座､ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究室制度を制定 催する。

、 （ ）、し､寄附講座(3講座) 産学官連携講座 ３講座

三重大学
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ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究室(2研究室)が設置された｡外部資
金獲得状況は以下の通りであった。

(16年度) (17年度) (18年度)
共同研究: 178件 238件 245件

2.0億円 3.1億円 3.8億円
受託研究: 103件 124件 125件

5.8億円 5.0億円 4.8億円
奨学寄付金: 1,194件 1,154件 1,136件

6.6億円 6.6億円 7.0億円

（平成19年度の実施状況）【35】共同研究・受託研究・奨学寄付金 Ⅲ
等外部資金獲得の促進方策を検討する。 企業から外部資金を受け入れやすくするた

め、従来の寄附講座、産学官連携講座制度に加
え、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究室制度を昨年制定し､4/1より
2研究室が設置された。

東海5大学新技術説明会(於：東京)､四日市ｺﾝ
ﾋﾞﾅｰﾄ産官学技術講演会(於：四日市)､三重大学
と富山大学の特許､ｼｰｽﾞの発表会（於：四日市､
富山)､三重大学先端研究ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ（於：東京)､
みえ研究交流ﾌｫｰﾗﾑ(於：四日市)等を開催し､外
部資金獲得へ向け大学のシーズを発表した。

外部資金獲得状況は以下の通りであった。
共同研究 : 247件 4.8億円
受託研究 : 128件 5.3億円
奨学寄付金: 1,176件 7.3億円

（平成16～18年度の実施状況概略）（自己収入） Ⅲ
【36】広く社会からの支援を得 平成16年度は､三重大学後援会設立準備のた 三重大学振興基金への募金
るために全学的な大学後援会を め各学部同窓会及び県､商工会議所に協力要請 活動を引き続き推進するとと
組織する。 を開始した。 もに全学同窓会の活動を通じ

平成17年度は､後援会設立の趣旨を継承しつ て三重大学の後援体制の充実
つ､幅広く寄付金を募るｼｽﾃﾑとして｢三重大学振 ・発展を図る。
興基金｣設立計画に変更し､寄付金の受け入れを
開始した。

平成18年度は､三重大学振興基金発起人会議
を開催し､基金設立の趣旨説明及び支援の依頼
をした｡各学部同窓会に三重大学振興基金に関
するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを配付するなど､協力依頼を行っ
た｡

また､名誉教授や三重大学東京ﾌｫｰﾗﾑでの東京
地区同窓生･企業に募金協力をお願いした。学
内全教職員に対しては､基金管理運営委員会で
の協力依頼､振興基金の本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)

。への掲載を行い､改めて学内協力の要請をした

（平成19年度の実施状況）【 】 、36 三重大学振興基金の創設に基づき Ⅲ
募金活動を全学的に推進する。 全学的な後援会設立の趣旨を継承した「三重

大学振興基金」の事務体制の整備・充実を図る
ため､振興基金担当の非常勤職員を７月から新
たに1名配置した。引き続き学内外への募金活
動を実施するとともに三重大学振興基金への振
込方法について､郵便局からの振込を本年度よ
り可能とし､募金体制の充実を図った。

三重大学
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部局等同窓会間の連絡・協議のため､部局等
同窓会連絡協議会を新たに設置するなど､全学
的な後援会の整備に向けての作業も併せて推進
し、全学同窓会設立への同意が得られた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【37】自律的な自己収入確保の Ⅲ
拡大策や事業の開拓案について 平成16年度に｢自律的な自己収入確保の拡大 学校財産貸付料等の自己収
検討する。 策等検討会｣を設置し､学校財産貸付料収入等を 入額を平成１６年度実績より

平成21年度までに10%増収を図ることを目標に ２０年度には８％以上増額、、
検討会を毎年３回開催し具体的な自己収入確保 ２１年度には10％以上増額さ
方策を検討し､実施してきた。 せることを目標に、引き続き

主な取組としては､一時貸付対象施設と料金 自己収入の確保方策について
について本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)上で学内外に広 具体的な検討を行い、可能な
く周知したこと(16年度～)､附属農場で肥育し ものから実施する。
た松阪牛の売り払い(18年度～)など､これらの 平成２０年度から実施する
取組により､平成16年度実績より7,120千円､24% 具体策として、有料職員宿舎
の増収が図られた｡また､｢三重大学資金及び有 の入居率向上を図るため、特
価証券管理細則｣に基づき､学内余裕資金の運用 任教員、研修医、独身者へも
方策として､寄附金については定期預金に加え 貸与資格を拡大する。、
より利回りが有利な５年国債(平成17年度～)で また、上浜団地の職員駐車
の運用を行い､運営費交付金等についても毎月 場の有料化及び卒業生への証
の資金収支計画に基づき､短期間でも利回りの 明書発行手数料の有料化につ
有利な定期預金での運用を行っている。 いても更なる検討を行う。

（平成19年度の実施状況）【37】自己収入確保の方策について更に Ⅲ
検討を進める。 平成19年度も「自律的な自己収入確保の拡大

策等検討会」において、学校財産貸付料の増収
方策、農場収入の拡大策などについて具体的な
検討を行った。

学校財産貸付料については、学生・教職員等
への福利厚生のため設置している飲料等自動販
売機について、従来の学校財産貸付料方式から
販売数量に応じた手数料方式へ変更したこと、
企画競争による手数料等の見直しを行ったこと
で、従来の貸付料方式と比較し、年間4,331千
円の増収が図られた。

このほか、附属農場で肥育した「松阪牛」の
売り払いによる農場収入の拡大などの取組によ
り、平成19年度実績は､16年度実績より9,366千
円、31%の増収が図られた。

ウェイト小計
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業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
(2) 財務内容の改善

経費の抑制に関する目標②

１（経費節減）中
管理的経費の節減に組織的に取り組む。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）（経費節減） Ⅲ
【38】全職員の参加による目標 一般管理費のうち､節減努力が可能な消耗品 業務改善活動で報告された
チャレンジ活動等により経費節 費、光熱水費等の経費について､平成21年度ま 優れた取組を全学に展開し、
減に取り組む。 でに10％節減することを目標とし､業務改善活 引き続き経費の節減を推進す

動等により経費節減に取り組むため､｢ｺｽﾄ削減ｱ る。
ｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣を策定｡平成17･18年度業務改善活
動報告会の結果を本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲載
し､経費節減や業務の効率化について啓発を行
った｡これらの取組により平成18年度(対16年度
比)消耗品費13%､水道光熱費6%､清掃費14%､定期
刊行物8%の経費節減となった。

（平成19年度の実施状況）【 】 、38 目標チャレンジ活動の定着により Ⅲ
経費節減の全学的な取り組みを推進す 業務改善活動で報告された優れた取組み（経
る。 費節減）について､新設された大学運営改善掲

示板に掲載し､検索機能が付いたﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化を
図った。

一般職員の業務改善活動において､｢ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ
化｣等により一層の業務の簡素化・効率化を図
った｡また､業務改善活動のさらなる推進･普及
を図るため｢業務改善活動推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ｣の設置を
行い､業務改善推進ﾏﾆｭｱﾙを作成した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【39】事務処理等の効率化によ Ⅲ
事務処理等の効率化による経費節減に対する 事務処理等の効率化によるる経費節減のためにIT化を促進

事務職員の意識改革を図るため､事務情報化研 経費節減に対する事務職員のする。
修として､Access､Excel､Word､PowerPoint､HP作 意識改革を図るため、職員研
成の各コース研修を開催し､計368名の事務職員 修プログラムを実施する。
に対して､事務情報のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化によるﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ
化推進を啓蒙し､事務の効率化による経費節減
に対する意識改革を図った。

また､教務支援ｼｽﾃﾑの導入により､学生の成績
を教員が発生源で入力すること､学生の履修登
録を学内の情報教育用パソコン､自宅から発生
源入力で行える体制としたことにより､事務処
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理の効率化と経費節減が図れた。

（平成19年度の実施状況）【39】全部署のＩＴ化を進め、全職員の Ⅲ
事務処理等の効率化による経費節減に対するＩＴ機器使用を促進するとともに、事務

事務職員の意識改革を図るため、事務情報化研処理等の効率化による経費節減に対する
修として、Access、Excel、Wordの各コース研事務職員の意識改革を図る。
修を１４２名の受講生に実施し、事務情報のデ
ジタル化によるペーパーレス化推進への対応を
啓蒙した。

ウェイト小計
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業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
(2) 財務内容の改善

資産の運用管理の改善に関する目標③

１（資産の運用管理）中
大学が保有する資産・施設の延命化と効率的運用を目指す。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）（資産の運用管理） Ⅲ
【40】資産の一時貸付け等によ 平成16年度に｢自律的な自己収入確保の拡大 学校財産貸付料等の自己収
る自己収入増を促進する措置を 策等検討会｣を設置し､学校財産貸付料収入等を 入額を平成１６年度実績より
検討する。 平成21年度までに10%増収を図ることを目標に 平成２０年度には８％以上増、

検討会を毎年３回開催し具体的な自己収入確保 額、平成２１年度には10％以
方策を検討し､実施してきた。 上増額させることを目標に、

主な取組としては､一時貸付対象施設と料金 引き続き自己収入の確保方策
、について本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)上で学内外に広 について具体的な検討を行い

く周知したこと(平成16年度～)､附属農場で肥 可能なものから実施する。
育した松阪牛の売り払い(平成18年度～)など､ 平成２０年度から実施する
これらの取組により､平成16年度実績より7,120 具体策として、有料職員宿舎
千円､24%の増収が図られた｡また､｢三重大学資 の入居率向上を図るため、特
金及び有価証券管理細則｣に基づき､学内余裕資 任教員、研修医、独身者へも
金の運用方策として､寄附金については定期預 貸与資格を拡大する。
金に加え､より利回りが有利な５年国債(平成17 また、上浜団地の職員駐車
年度～)での運用を行い､運営費交付金等につい 場の有料化及び卒業生への証
ても毎月の資金収支計画に基づき､短期間でも 明書発行手数料の有料化につ
利回りの有利な定期預金での運用を行ってい いても更なる検討を行う。
る。

（平成19年度の実施状況）【40】自己収入確保の方策について更に Ⅲ
検討を進める。 平成19年度も「自律的な自己収入確保の拡大

策等検討会」において、学校財産貸付料の増収
方策、農場収入の拡大策などについて具体的な
検討を行った。

学校財産貸付料については、学生・教職員等
への福利厚生のため設置している飲料等自動販
売機について、従来の学校財産貸付料方式から
販売数量に応じた手数料方式へ変更したこと、
企画競争による手数料等の見直しを行ったこと
で、従来の貸付料方式と比較し、年間4,331千
円の増収が図られた。

このほか、附属農場で肥育した「松阪牛」の
売り払いによる農場収入の拡大などの取組によ
り、平成19年度実績は、平成16年度実績より9,

三重大学
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366千円、31%の増収が図られた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【41】施設・設備利用の受益者 Ⅳ
負担システムを確立する。 平成17年度に､｢三重大学全学共用ｽﾍﾟｰｽ使用 引き続き総合研究棟Ⅰ、Ⅱ

内規｣を策定し、施設・設備利用の受益者負担 の全学共用スペース使用者か
。システムを確立し、平成18年度から総合研究棟 らスペース使用料を徴収する

Ⅱ(29室)の共用実験室にｽﾍﾟｰｽ使用料(500円/㎡ なお、使用期限満了となる全
･月)を徴収した。 学共用スペースの更新のため

公募を行う。
（平成19年度の実施状況）（平成18年度に実施済みのため平成19年

度年度計画なし） 総合研究棟Ⅱ(29室)の共用実験室を平成18年
度に引き続きスペース使用料を徴収した。

総合研究棟Ⅰ(12室)､Ⅱ(11室))の全学共用ｽ
ﾍﾟｰｽの使用期限に伴い､平成20年度から､総合研
究棟Ⅰ(12室)の共用実験室にｽﾍﾟｰｽ使用料を徴
収することとした。

（平成16～18年度の実施状況概略）【42】施設・設備維持管理の一 Ⅲ
元的効率的運用を図る。 施設･設備の点検･修繕等の維持管理を効率的 施設・設備の一元的な維持

に行うため､各学部で行っていた保全業務を施 管理として、点検整備業務を
。設部で一括管理するため移管し､段階的に業務 引き続き１３業務で実施する

を集約した。
各学部で行っていた保全業務(31業務)を整理

し､関連業務を集約することで､平成18年度には
13業務にまとめて実施し､ｺｽﾄ縮減､業務の効率
化を行った｡また､13業務の内､昇降機設備は複
数年契約(3年契約)を実施した。

（平成19年度の実施状況）【42】施設・設備の一元的な維持管理を Ⅲ
行う。 施設・設備の一元的な維持管理として、点検

整備業務を１３業務で実施した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【43】新たな整備手法等（ＰＦ Ⅲ
Ｉ事業等）の導入を検討する。 PFI事業導入の可能性を平成17年度に総合情 研究施設、学生寄宿舎等に

報ﾒﾃﾞｨｱ館､平成18年度には学生寄宿舎について 関し新たな整備手法について
検討し､民間の経営力､資金力を活用するｽｷｰﾑと 検討を行う。
なりうるか整理した。

新たなる整備手法として､平成18年度に看護
婦宿舎(20戸)の整備を民間のﾏﾝｼｮﾝ借り上げに
て行った。

（平成19年度の実施状況）【43】研究施設、学生寄宿舎等に関し新 Ⅲ
たな整備手法について検討を行う。 留学生宿舎を国際交流基金等で整備するた

め、担当理事のもと資料を作成し、文部科学省
と協議し、学内の各委員会に諮った。

三重地域圏先進医療センター（仮称）の建設
に向けた協議を文部科学省と協議した。

自治体等の遊休施設を調査し、報告書を作成
した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【44】施設設備発注業務の簡素 Ⅲ
化・合理化に資する仕組みの導 工事入札手続関連要項､電子入札運用基準を 引き続き２５０万円以上の
入を図る。 平成16年度に制定し､平成17年度より､1000万円 全ての工事について、電子入
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以上の全ての工事について､電子入札を実施し 札を実施する。
た （平成17年度8件､平成18年度23件 ）。 ）

（平成19年度の実施状況）（平成16.17年度に実施済みのため平成1
9年度年度計画なし） ２５０万円以上の全ての工事について、電子

入札を実施（２９件）し、発注業務の簡素化・
合理化を図った。

県内各種業界団体に電子入札の更なる普及に
努めた。

ウェイト小計

ウェイト総計
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財務内容の改善に関する特記事項等（２）

このほか、附属農場で肥育した「松阪牛」の売り払いによる農場収入の拡大１．特記事項
などの取組により、16年度実績より６％以上の増収を目標とした19年度目標は【平成16～18事業年度】
達成された。(1)人員人件費管理計画

(4)三重大学振興基金の募金活動及び全学同窓会の設立総人件費改革の実行計画を踏まえて､18年度は､平成18年度人員人件費管理計画
に基づき､基準教員数の削減､事務職員の削減等を行い､「平成21年度までの人員 全学的な後援会設立の趣旨を継承した「三重大学振興基金」の事務体制の整

。・人件費管理計画」を策定し､17年度人件費予算相当額から3%削減した額以下に 備・充実を図るため､振興基金担当の非常勤職員を７月から新たに1名配置した
抑制した。 引き続き学内外への募金活動を実施するとともに三重大学振興基金への振込

方法について､郵便局口座への振込を本年度より可能とするなど､募金体制の充(2)経費節減
一般管理費のうち､節減努力が可能な消耗品費、光熱水費等の経費について､平 実を図った。

成21年度までに10％節減することを目標とし､業務改善活動等により経費節減に また、部局同窓会間の連絡・協議のため部局同窓会連絡協議会を新たに設置
取り組むため､｢ｺｽﾄ削減ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣を策定｡17･18年度業務改善活動報告会の結 し､卒業生との交流を深める全学的支援組織の設立に向けて検討し、部局同窓会
果を本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲載し､経費節減や業務の効率化について啓発を行 の連合体としての全学同窓会を設立することが同意された。
った｡これらの取組により18年度(対16年度比)消耗品費13%､水道光熱費6%､清掃費

２．共通事項に係る取組状況14%､定期刊行物8%の経費節減となった。
(3)自己収入策 ○財務内容の改善・充実が図られているか。

・経費の節減、自己収入の増加に向けた取組状況16年度に｢自律的な自己収入確保の拡大策等検討会｣を設置し､学校財産貸付料
（経費節減）収入等を平成21年度までに10%増収を図ることを目標に、検討会を毎年３回開催
【平成16～18事業年度】し具体的な自己収入確保方策を検討し､実施してきた。

主な取組としては､一時貸付対象施設と料金について本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)上 経費節減については､中期目標期間中に､一般管理費のうち､節減努力が可能な
で学内外に広く周知したこと(16年度～)､附属農場で肥育した松阪牛の売り払い 水道光熱費､消耗品費等の経費の節減に組織的に取り組み､平成17年度以降平成
(平成18年度～)など､これらの取組により､平成16年度実績より7,120千円､24%の 21年度までに10％削減するという具体的な目標をたて､全学をあげて取組を行っ
増収が図られた｡また､学内余裕資金の運用方策として､定期預金他利回りが有利 てきた｡平成16年11月に｢ｺｽﾄ(経費)削減ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣を策定し､目標ﾁｬﾚﾝｼﾞ活動
な５年国債での運用を行っている(17年度～)。 の一項目として全学的に取り組むこととし､平成16年度はまず事務職員の目標ﾁｬ

ﾚﾝｼﾞ活動として､業務改善活動の中で経費節減に積極的に取り組むこととした。(4)三重大学振興基金の創設
16年度に、三重大学後援会設立準備のため各学部同窓会及び県､商工会議所に 平成17年度から､業務改善活動報告会の結果を学内HPに掲載し､経費節減や業

協力要請を開始したが、17年度には､後援会設立の趣旨を継承しつつ､幅広く寄 務の効率化について啓発を行った。
付金を募るｼｽﾃﾑとして｢三重大学振興基金｣設立計画に変更し､寄付金の受け入れ これまでの取組により､平成18年度の経費節減効果(対平成16年度比)は､水道
を開始した。18年度は､三重大学振興基金発起人会議を開催し､基金設立の趣旨説 光熱費で7,256千円(5.9％減)､消耗品費で16,621千円(13.2％減)､定期刊行物購
明及び支援の依頼をした｡ 入費で893千円(7.7％)の経費削減となった。

【平成19事業年度】 【平成19事業年度】
経費節減については､平成21年度までに水道光熱費､消耗品費等の経費を10％(1)人員人件費管理計画

総人件費削減計画に則った､平成19年度人員人件費管理計画に基づき､基準教員 削減するという目標を達成するため､引き続き目標ﾁｬﾚﾝｼﾞ活動において一般職員
数の削減､事務職員の削減等を行い､平成17年度人件費予算相当額から４％削減し による業務改善活動の中で経費節減に積極的に取り組むこととし､平成19年度に
た額以下に抑制した。 おいても業務改善活動報告会の結果を学内Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲載し､経費節減

や業務の効率化について啓発を行った。(2)経費節減
（ ） 、 （ ）、目標チャレンジ活動の一環としての業務改善活動で報告された優れた取組(経 平成19年度の経費節減効果 対前年度比 は 電気料で4,731千円 7.2％減
（ ）、 （ ） 、費節減）を､新設された大学運営改善掲示板に掲載し､検索機能が付いたﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 定期刊行物購入費で2,530千円 23.5％減 清掃費3,689千円 9.9％減 など

化を図った。一般職員の業務改善活動において､事務情報のデジタル化によるﾍﾟｰ 一般管理費全体では、94,367千円（7.1％減）の経費削減を達成した。
（自己収入の増加）ﾊﾟｰﾚｽ化等を推進し、事務処理の効率化と経費節減が図られた｡これらの結果､19
（１）外部資金の獲得年度の一般管理経費全体では、7.1%の経費節減となった。

(3)自己収入策 【平成16～18事業年度】
19年度も「自律的な自己収入確保の拡大策等検討会」において、学校財産貸付 学内説明会を年2回開催するとともに 「科研費の手引き」を作成し、手続き、

料の増収方策、農場収入の拡大策などについて具体的な検討を行った。 方法や適正な使用について周知を図った。また､応募書類の完成度を高めるため
学校財産貸付料については、学生・教職員等への福利厚生のため設置している にｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ制度を導入した｡

飲料等自動販売機について、従来の学校財産貸付料方式から販売数量に応じた手 企業や地方自治体との包括協定締結の推進を図り､9機関と締結し､共同研究､
数料方式へ変更したこと、企画競争による手数料等の見直しを行ったことで、従 受託研究等の研究協力を推進した｡
来の貸付料方式と比較し、年間約4,331千円の増収が図られた。
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財務内容の改善に関する特記事項等（２）

企業から外部資金を受け入れやすくするため､従来の寄附講座制度に加え､産 各ｾｸﾞﾒﾝﾄの実質的なｺｽﾄの把握を行った｡平成18年度には､教員１人当たり外部資
学連携講座､ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究室制度を制定し､寄附講座(3講座) 産学官連携講座 ３ 金収益など､本学と他大学との比較表を作成し､役員打合せ会､部局連絡会議に参、 （
講座 、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究室(2研究室)が設置された｡ 考資料として報告した｡ また､平成17年度決算の内容について､貸借対照表､損益）
平成16～18年度の外部資金獲得状況は以下の通りであった。 計算書など財務諸表と本学の教育･研究･診療などの各事業とを関連付けてわか

平成16年度 平成17年度 平成18年度 りやすく解説した｢財務報告書｣を作成し､本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲載した。
【平成19事業年度】科学研究費 ： 249件 5.9億円 219件 5.0億円 237件 5.7億円

共同研究 ： 178件 2.0億円 238件 3.1億円 245件、3.8億円 平成19年度においても､公表された各国立大学法人の平成18事業年度財務デー
。受託研究 ： 103件 5.8億円 124件 5.0億円 125件、4.8億円 タ等を参考に､教員１人当たり外部資金収益など､他大学との比較分析を行った

奨学寄付金 ：1,194件 6.6億円 1,154件 6.6億円 1,136件、7.0億円 また､平成18年度決算の内容について､貸借対照表､損益計算書など財務諸表と
本学の教育･研究･診療などの各事業とを関連付けてわかりやすく解説した｢財務【平成19事業年度】

科研費獲得に向けて､19年度の応募･採択書類の分野別整理を行い、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 報告書｣を作成し､本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲載した。
を作成した。科学研究費補助金説明会(2回)を開催した｡また､応募書類の内容ﾁｪ

○人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の策定等をｯｸを行うためのｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ制度を導入した。
通じて、人件費削減に向けた取組が行われているか。東海5大学新技術説明会(於：東京)､四日市ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ産官学技術講演会(於：四日

・中期計画において設定された人件費削減目標値の達成に向けた人件費削減の取市)､三重大学と富山大学の特許､ｼｰｽﾞの発表会（於：四日市､富山)､三重大学先端
組状況研究ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ（於：東京)､みえ研究交流ﾌｫｰﾗﾑ(於：四日市)等開催し､外部資金獲

【平成16～18事業年度】得へ向け大学のシーズを発表した。
外部資金獲得状況は以下の通りであった。 総人件費改革の実行計画を踏まえて､18年度は､平成18年度人員人件費管理計
科学研究費：248件 5.6億円 共同研究 : 247件 4.8億円 画に基づき､基準教員数の削減､事務職員の削減等を行い､「平成21年度までの人
受託研究 : 128件 5.3億円 奨学寄付金: 1,176件 7.3億円 員・人件費管理計画」を策定し､17年度人件費予算相当額から3%削減した額以下

に抑制した。
（２）その他自己収入の確保 【平成19事業年度】

総人件費削減計画に則った､平成19年度人員人件費管理計画に基づき､基準教【平成16～18事業年度】
平成16年度に｢自律的な自己収入確保の拡大策等検討会｣を設置し､学校財産貸 員数の削減､事務職員の削減等を行い､平成17年度人件費予算相当額から4%削減

付料収入等を平成21年度までに10％増収を図ることを目標に､検討会を毎年３回 した額以下に抑制した。
開催し具体的な自己収入確保方策を検討し､実施してきた。

○従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。主な取組としては､一時貸付対象施設と料金についてWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)上で学
・評価結果の法人内での共有や活用のための方策内外に広く周知したこと(平成16年度～)､附属農場で肥育した松阪牛の売り払い
【平成16～18事業年度】(平成18年度～)など､これらの取組により､平成16年度実績より7,120千円、24%の

増収が図られた。また､｢三重大学資金及び有価証券管理細則｣に基づき､学内余裕 今後の法人運営に活用するため､各部局長に法人評価結果を通知し､学内職員
資金の運用方策として､寄附金については定期預金に加え､より利回りが有利な５ に周知するとともに、関係職員の情報共有化を図り業務運営の改善・効率化を
年国債(平成17年度～)での運用を行い､運営費交付金等についても毎月の資金収 図った｡なお､業務の実績に関する報告書として本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲載し
支計画に基づき､短期間でも利回りの有利な定期預金での運用を行っている。 た。

【平成19事業年度】 【平成19事業年度】
学生･教職員等への福利厚生のため設置している飲料等自動販売機について､従 本年度も引き続き､上記同様学内周知を行い､本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲載し

来の学校財産貸付料方式から販売数量に応じた手数料方式へ変更し､さらに､企画 た。また、平成20年度年度計画策定にあたっては､平成18年度に係る業務の実績
競争による手数料等の見直しを行ったことで､従来の貸付料方式と比較し､年間4, に関する評価結果における課題を着実に反映させることにより改善を図ること
331千円の増収が図られた。 とし検討した。

・具体的指摘事項に関する対応状況また､有料職員宿舎の入居率向上を図るため､特任教員､研修医､独身者へも貸与
【平成16～18事業年度】資格を拡大し､平成20年４月入居者の募集から実施することとした。

このほか､附属農場で肥育した｢松阪牛｣の売り払いによる農場収入の拡大などの 該当なし
【平成19事業年度】取組により､平成16年度実績より9,366千円、31%の増収が図られた。

該当なし・財務情報に基づく取組実績の分析
【平成16～18事業年度】 ・年度評価での自己評価又は評価委員会の評価で「年度計画を十分には実施して

いない」とした事項に係る取組の改善状況平成17年度には､公表された各国立大学法人の平成16事業年度財務ﾃﾞｰﾀ等を参
考に､本学の財務分析並びに比較分析を行うとともに､ｾｸﾞﾒﾝﾄ別ｺｽﾄ分析として､試 該当なし
行的にｾｸﾞﾒﾝﾄ別ｺｽﾄ配賦基準を作成し､部局等の予算執行単位(ｾｸﾞﾒﾝﾄ)を基礎とし
て直接､間接の収入､支出(平成16年度決算額)を受益に応じて各ｾｸﾞﾒﾝﾄへ配賦し､
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業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
(3) 自己点検・評価及び情報の提供

評価の充実に関する目標①

１（大学評価の充実）中
自己点検評価を充実するとともに各種の外部評価を受け、不断の大学改善を進める期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）（大学評価の充実） Ⅲ
中期目標・中期計画､年度計画を達成するた 自己点検・評価及び外部評

【45】自己点検評価の結果が改 め､｢学内全部署でPDCAｻｲｸﾙを回すｼｽﾃﾑの確立に 価の結果を次の改善のための
善・改革に結びつくように、計 ついて(申し合わせ)｣を決定した｡それに基づ プラン作りに引き続き反映さ
画-実行-評価-改善（Plan-Do-C き、全学ﾚﾍﾞﾙ､部局等ﾚﾍﾞﾙ､学科等ﾚﾍﾞﾙ､委員会ﾚ せる。
heck-Act)のマネジメントサイ ﾍﾞﾙ各々にて､年度計画､年度業務目標を策定し､
クルが全部署で回るシステムを その達成状況を評価し､次年度の目標・計画に
確立する。 反映させることとした｡平成17年度に実施した

外部検証委員会の概要を報告書にまとめ、外部
検証委員会等で指摘のあった改善すべき事項に
ついて､各部局で対応策を検討・実施し､平成19
年度の認証評価に向けた検討に反映させた。

（平成19年度の実施状況）【45】全部署でＰＤＣＡサイクルを継続 Ⅲ
実施する。 認証評価自己評価書を学位授与機構に提出

し､訪問調査時に指摘された改善が必要な事項
については、各理事主導のもと､改善に取り組
み､法人評価に向けて改善のPDCAｻｲｸﾙを継続実
施している。

（平成16～18年度の実施状況概略）【46】各種外部評価を積極的に Ⅲ
受け、その結果をホームページ 平成16年度､生物資源学部､教育学部において 大学機関別認証評価の結果
などで公開する。 外部評価を行い､両報告書をWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ) について検証し、評価結果をW

で公開した。平成17年度は人文学部､教育学部 ebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)等で公表する
において外部評価を行い公開した。また､全学 とともに、評価結果をもとに
の自己点検評価に対する外部検証については､ 改善策を検討し実施する。
三重大学外部検証委員会を開催し､｢教育研究活
動等の総合的な状況」について検証を行い､HP
に公開した。更に工学部､生物資源学部の３学
科はJABEEの認定を受け､平成18年度各学科Webｻ
ｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に公開した。

（平成19年度の実施状況）【46】１９年度に大学機関別認証評価を Ⅲ
受ける。 認証評価自己評価書を学位授与機構に提出

し､訪問調査時の評価委員との意見交換内容に
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おいて､改善が必要な事項については､改善・検
討を行った。

また､認証評価評価結果の通知を受け､機構が
定める｢大学評価基準を満たしている｡｣との評
価を受け､社会へ公表のためWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)
へ掲載した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【47】外部評価、自己点検評価 Ⅲ
活動等の基盤となる大学諸活動 認証評価､法人評価に向けた評価ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの 教員活動デ－タベ－ス及び
のデータベースを整備する。 構築を図るため､｢三重大学自己点検･評価に係 大学情報デ－タベ－スへのデ

る評価基準･根拠となるﾃﾞｰﾀ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの状況一 ータ蓄積を進め、各種評価に
覧表」(認証評価基準､基本的観点､中期目標･計 対応するためのデータ整備を
画､本学の評価基準､根拠ﾃﾞｰﾀ､具体的ﾃﾞｰﾀ等を 進める。
とりまとめたもの)を策定した｡また､同時期に
教員活動ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｼｽﾃﾑを構築し､本ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを
活用した認証評価､法人評価に必要な大学諸活
動ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの整備について検討を進めた。

（平成19年度の実施状況）【47】認証評価、法人評価に向けて、評 Ⅲ
価データ項目を見直し、大学諸活動のデ 大学情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽへのﾃﾞｰﾀ登録を完了し､各
ータベース化を推進する。 部局の現況調査表作成のためのﾃﾞｰﾀ分析集の閲

覧が可能となったことから､これらのﾃﾞｰﾀを利
用して､中期目標期間の実績報告書等の作成に
着手している。また、教員の教育改善等への取
り組みを活発化するため、各学部教員のＦＤ活
動への参加状況をﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ項目に追加して蓄積
している。法人評価のための実績報告書等の根
拠資料とするため蓄積している大学情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞ
ｰｽ等に平成19年度ﾀﾞｰﾀを追加するための準備を
行った。

ウェイト小計

三重大学
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業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
(3) 自己点検・評価及び情報の提供
② 情報公開等の推進に関する目標

１（説明責任）中
社会への説明責任を果たすために広報活動を充実し、情報公開を促進する。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）（説明責任） Ⅲ
【48】マスメディア、ホームペ 平成16年度には､大学の現況や教育・研究活 本学の教育・研究及び社会
ージ等を活用して、大学の戦略 動をわかりやすく説明する新しい広報誌｢三重 貢献活動などに関して、メデ
的広報活動を展開し、全国にア 大Ｘ(えっくす)｣を創刊し､以後､毎年4回発行す ィアを通じた広報活動等を行
ピールする。 るとともにWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)上にも掲載し､全 いつつ、引き続き、記者クラ

。国どこからでも閲覧できるようにした。 ブ等へ積極的に情報提供する
また､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの刷新･充実のため､民間技術者 また、大学のトップページ

を雇用し､全学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)のﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞ及 に加えて各学部のWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑ
びｾｶﾝﾄﾞﾍﾟｰｼﾞについて大幅なﾃﾞｻﾞｲﾝの刷新を行 ﾍﾟｰｼﾞ)についても、さらに使
うとともにｺﾝﾃﾝﾂを充実した｡平成17年度には､ いやすいページへ向けて改善
情報の更新や追加がより簡単な操作で行える機能 を加え、全国の受験生、企業
を持つ､CMS形式による新しいﾎー ﾑﾍ゚ ｼー゙を完成し、稼働した。 関係者及び地域住民に向けて

地域ﾏｽﾒﾃﾞｨｱとの連携も深め､ﾃﾚﾋﾞ､新聞記事 様々な情報を戦略的に発信す
等を通して大学をｱﾋﾟｰﾙするため､地元ﾃﾚﾋﾞ局と る。
連携した広報活動を戦略的に進め､学長出演に
より本学の様々な社会貢献活動等を紹介しPRし
た。

また､主要新聞紙面を通じたPRを行うため記
者ｸﾗﾌﾞ等への情報提供にも積極的に努め､本学
の教育･研究及び社会貢献活動などに関する多
くのアピール記事掲載に繋げた。

（平成19年度の実施状況）【48】記者クラブ等への情報提供及びメ Ⅲ
ディアを通じたＰＲ活動等を、引き続き 教育･研究及び社会貢献活動など本学のｱﾋﾟｰﾙ
積極的に行うとともに、ホームページの 記事掲載に向け､引き続き､記者ｸﾗﾌﾞへの情報提
コンテンツを充実し、戦略的な情報発信 供を積極的に行い､年間を通して多くの記事掲載
に努める。 に繋げた｡また､地方国立大学への運営費交付金

の大幅な削減についての議論を踏まえ､本学を
はじめとする地方における国立大学の存在意義
について社会の理解が得られるよう各ﾒﾃﾞｨｱに
向け訴えた｡さらに､地方国立大学への運営費交
付金の配分方法や医師不足問題に関して､新聞社
や地元ﾃﾚﾋﾞ局に対して特集記事企画を促し､多く
のﾏｽｺﾐからの学長ｲﾝﾀﾋ゙ ｭｰや対談の取材および学長の
出演を実現させ､本学の存在意義をメディア通じて社会に訴え
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ることが出来た。
また､情報の更新や新しいｺﾝﾃﾝﾂの追加が簡単な

操作で行えるCMS形式による新しいWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟ
ｰｼﾞ)を立ち上げ､在学生向けのｷｬﾝﾊﾟｽﾗｲﾌなどの
ﾍﾟｰｼﾞに改善を加えるとともに､全国の受験生に
向け､本学の入試情報を戦略的に発信するため､
｢入試情報｣ﾍﾟｰｼﾞのﾃﾞｻﾞｲﾝの一新などを行い､最
新ﾆｭｰｽ等を積極的に発信した。

さらに､FMﾗｼﾞｵを活用した広報戦略として､県
内の鈴鹿国際大学､皇学館大学と連携し､学生が

Campus主体となって企画･運営するラジオ番組(
CUBE)を10月より放送開始し､本学の様々な
活動を学生を通じて紹介している。

（平成16～18年度の実施状況概略）【49】プライバシーや知的財産 Ⅲ
に関わること等を除いて、大学 本学の様々な情報発信や報道機関からの情報 刷新したWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)
の諸活動の情報公開を積極的に 提供の要請に対して､迅速な対応を行うため広 を通じて、大学の様々な情報
促進する。 報用ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｼｽﾃﾑを完成し､過去5年間の新聞記 の公開をこれまで以上に促進

事等を基に教員の教育･研究及び大学の社会貢 するとともに、教員の諸活動
献などに関する広報関係ﾃﾞｰﾀの蓄積を行い､報 についても広報データベース
道機関からの急を要する情報提供の要請にも､ を活用して､引き続き､積極的
迅速､且つ積極的に対応することができた。 に公開していく。

（平成19年度の実施状況）【49】ホームページ及び広報データベー Ⅲ
スを活用し、引き続き大学の諸活動を積 4月に新しく構築した､CMS方式によるWebｻｲﾄ
極的に公開する。 (ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)を活用して､本学の様々な活動を｢お

知らせ｣ﾍﾟｰｼﾞ等で積極的に情報公開するととも
に､広報誌やﾏｽｺﾐを通じて教員の教育･研究及び
大学の社会貢献などを積極的に公開･提供した｡

また､教員の諸活動に関する情報を広く学内
から得られるよう､｢広報ﾏﾆｭｱﾙ｣を制作し､全教
職員がＷeb上で閲覧､活用できるような仕組み
を整えた｡その結果､教職員からの情報量もｱｯﾌﾟ
し､ﾏｽｺﾐへの情報提供の増大に繋がった。

さらに､ﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞに｢学長ﾌﾞﾛｸﾞ｣を立ち上げ､
学長の日々の業務や行事に参加した感想､運営
費交付金の見直し問題への意見などを掲載･公

促進に開することを通じて､大学の情報公開の
も繋げている。

（平成16～18年度の実施状況概略）【50】保護者や地域住民と大学 Ⅲ
、とのコミュニケーションを通じ 平成18年7月に､保護者や地域住民等へ向けた 保護者や地域住民に向けて

た大学広報活動に取り組む。 ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝを創刊し､大学の諸活動に関する最新 大学の様々な活動やニュース
ﾆｭｰｽ､ﾄﾋﾟｯｸｽ及び在学生の諸活動などを継続し を掲載したメールマガジンを
て配信し､情報公開を促進するとともに大学をｱ 引き続き配信するともに、Ｗ
ﾋﾟｰﾙした｡また､新しい広報誌｢三重大Ｘ(えっく ＥＢページに地域住民から意
す)｣を活用して地域住民等への広報活動を行う 見聴取も可能なコンテンツを
とともに､同誌に添付の返信用はがきにより､大 新たに加え、双方向の交信を
学への意見･要望などの聴取を行い､大学へのﾆｰ 行う。
ｽﾞなどについて情報収集を行った。

さらに､Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)上のWebmast(意見･
質問箱)への意見等に応えるなど双方向の交信
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を行った。

（平成19年度の実施状況）【50】保護者に向けて大学の様々な活動 Ⅲ
やニュースを伝えるため、広報誌を送付 保護者に向けて広報誌を送付するため､学務
し、コミュニケーションを通じた大学広 部と連携して在学生の保護者の住所等の収集､整
報活動に取り組む。 理などを進め､2月に､本学の諸活動をわかりやす

く伝える広報誌｢三重大X(えっくす)｣の秋号および
冬号を､保護者に向けて送付した。

この広報誌には､本学の教職員､学生らの様々
な活動やﾆｭｰｽを掲載するとともに､返信用のｱﾝｹｰ
ﾄはがきも添付してあり､双方向の交信が行える
ような仕組みが作られている｡送付後は､遠隔の地
に住む保護者からは､｢大学の様々な活動や学生の
ｷｬﾝﾊﾟｽﾗｲﾌの一端を知る事ができてよかった｣な
どの意見が記入された返信はがきが届くなど､好
評であった。

ウェイト小計

ウェイト総計
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（３） 自己点検・評価及び情報の提供に関する特記事項等

１．特記事項
【平成16～18事業年度】 (2)記者クラブとの連携・新聞記者との懇談会

教育･研究及び社会貢献活動など本学のｱﾋﾟｰﾙ記事掲載に向け､引き続き､記者ｸﾗ(1)自己点検・外部評価
中期目標・中期計画､年度計画を達成するため､｢学内全部署でPDCAｻｲｸﾙを回すｼ ﾌﾞへの情報提供を積極的に行い､年間を通して多くの記事掲載に繋げた｡また､各新

ｽﾃﾑの確立について(申し合わせ)｣を決定した｡それに基づき、全学､部局､学科､委 聞社の記者氏を招き、学長以下役員との懇談会を開催して、三重大学の現状を説明
員会の各ﾚﾍﾞﾙにおいて､年度計画､年度業務目標を策定し､その達成状況を評価し､ し、地方国立大学への運営費交付金の大幅な削減についての議論を踏まえ､本学を
次年度の目標・計画に反映させることとした｡17年度に実施した外部検証委員会 はじめとする地方における国立大学の存在意義について社会の理解が得られるよ
の概要を報告書にまとめ、指摘のあった改善すべき事項について､各部局で対応 う各ﾒﾃﾞｨｱに向け訴えた｡さらに､地方国立大学への運営費交付金の配分方法や医
策を検討・実施し､19年度の認証評価に向けた検討に反映させた。 師不足問題に関して､新聞社や地元ﾃﾚﾋﾞ局に対して特集記事企画を促し､多くのﾏｽｺﾐ

からの学長ｲﾝﾀﾋ゙ ｭー や対談の取材および学長の出演を実現させ､本学の存在意義をメディアを通じ(2)「三重大X」の創刊
16年度には､全国に向けた広報活動を展開していくための方策について検討を行 て社会に訴えることが出来た。

(3)保護者への三重大Xの送付い､大学の現況や教育・研究活動をわかりやすく説明し、本学の教職員､学生らの
様々な活動やﾆｭｰｽを掲載した新しい広報誌｢三重大Ｘ(えっくす)｣を創刊し､以後､ 保護者に向けて広報誌を送付するため､学務部を通じて在学生の保護者の住所
毎年4回発行するとともにWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)上にも掲載し､全国どこからでも閲覧 等の収集､整理などを進め､本学の諸活動をわかりやすく伝える広報誌｢三重大X(えっ
できるようにした 「三重大X」は駅頭に置いて一般の人にも提供し、また高校関 くす)｣の秋号および冬号を､2月に保護者に向けて送付した。本誌には返信用のｱﾝｹｰﾄは。
係者や高校生にも配布しており、本学の取組内容がわかりやすく読め、好評であ がきも添付してあり､掲載記事の評価などのほか､自由記述による意見も聴取し､双
る。 方向の交信が行えるようになっている｡保護者とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを通じて、本学の活

動の周知、および大学の諸活動の改善につなげることができた。(3)メールマガジンの創刊・卒業生や地域住民との交信
(4)キャンパスキューブ18年7月に､保護者や地域住民等へ向けたﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝを創刊し､大学の諸活動に関

する最新ﾆｭｰｽ､ﾄﾋﾟｯｸｽ及び在学生の諸活動などを継続して配信し､情報公開を促進 FMﾗｼﾞｵを活用した広報戦略として､県内の鈴鹿国際大学､皇学館大学と連携し､学
するとともに大学をｱﾋﾟｰﾙした｡また､16年度創刊の新しい広報誌｢三重大Ｘ(えっ 生が主体となって企画･運営するラジオ番組( 10月より放送開始Campus CUBE)を
くす)｣を活用して地域住民等への広報活動を行うとともに､同誌に添付の返信用 し､本学の様々な活動を学生を通じて紹介している。

(5)教員情報の広報・学長ブログの立ち上げはがきにより､大学への意見･要望などの聴取を行い､大学へのﾆｰｽﾞなどについて
情報収集を行った。さらに､Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)上のWebmast(意見･質問箱)への意 教員の諸活動に関する情報を広く学内から得られるよう､｢広報ﾏﾆｭｱﾙ｣を制作
見等に応えるなど双方向の交信を行った。 し､全教職員がＷeb上で閲覧､活用できるような仕組みを整えた｡その結果､教職員

からの情報量もｱｯﾌﾟし､ﾏｽｺﾐへの情報提供の増大につながった。(4)地域メディアとの連携
地域ﾏｽﾒﾃﾞｨｱとの連携も深め､ﾃﾚﾋﾞ､新聞記事等を通して大学をｱﾋﾟｰﾙするため､地 さらに､ﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞに｢学長ﾌﾞﾛｸﾞ｣を立ち上げ､学長の日々の業務や行事に参加し

元ﾃﾚﾋﾞ局と連携した広報活動を戦略的に進め､学長出演により本学の様々な社会貢 た感想､運営費交付金の見直し問題への意見などを掲載･公開することを通じて､
献活動等を紹介しPRした。また､多様な形態の取材などにも積極的に応じるとと 大学の情報公開の促進にも役立てている。
もに､主要新聞紙面を通じたPRを行うため記者ｸﾗﾌﾞ等への情報提供にも積極的に
努め､本学の教育･研究及び社会貢献活動などに関する多くのアピール記事掲載に
繋げた。

(5)学術機関リポジトリーと歴史街道GIS
18・19年度にわたり、国立情報学研究所からの委託を受け、学術研究情報を

一元的に集積・管理できる学術機関リポジトリーを構築し、5000件のコンテンツ
を整備して学内外に発信した。また、18・19年度にわたり三重県から歴史街道GI
S事業を受託し、伊勢～斎宮地域と熊野古道を中心としたコンテンツを作成し、W
ebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)上に公開した。

【平成19事業年度】
(1)認証評価

認証評価自己評価書を学位授与機構に提出し､訪問調査や評価結果報告書にお
いて指摘された改善が必要な事項については、各理事主導のもと､改善に取り組
み､法人評価に向けて改善のPDCAｻｲｸﾙを継続実施している。
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（３） 自己点検・評価及び情報の提供に関する特記事項等

２．共通事項に係る取組状況 【平成19事業年度】
平成18年度までに実施してきた､大学のWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)と広報誌の活用およ○情報公開の促進が図られているか。

び地域ﾏｽﾒﾃﾞｨｱとの連携の継続､充実を図ることとし､Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)について・情報発信に向けた取組状況
は､さらなる改善へ向けて組織したﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟでの検討を基に､情報の更新等が【平成16～18事業年度】

中期目標において､情報発信媒体として大学のWebﾍﾟｰｼﾞと広報誌の活用および地 すばやく行えるCMS方式を､受験生向けﾍﾟｰｼﾞや在学生向けﾍﾟｰｼﾞ､学部紹介ﾍﾟｰｼﾞなど
域ﾏｽﾒﾃﾞｨｱとの連携を掲げている。 様々なﾍﾟｰｼﾞに導入して積極的に情報発信した。

平成16年度から､三重大学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)を用いた広報戦略としてﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞ また､社会に向けて教育･研究活動を中心に大学の情報を引き続き､積極的に公
ﾃﾞｻﾞｲﾝの改定を行い､中期目標･年度計画､業務方法書をはじめ様々な情報をｳｪﾌﾞﾍﾟｰｼﾞ 開するとともに､主に地域住民に向け制作･配付してきた広報誌｢三重大Ｘ(えっく
上に掲載し､社会に広く情報公開を図った｡さらに､平成17年度以降も､Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ) す)｣について､在学生らの様々な活動やﾆｭー ｽも掲載するなど内容の充実を図るとともに､増
の改善に力を入れると同時に､さらなる改善に向けWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)を通じたｱﾝｹｰﾄ調査を ﾍ゚ ｼー゙ ､増冊を行い､保護者に向けて送付した。
実施し､その結果を基に平成18年度にﾍﾟｰｼﾞの大幅なﾃﾞｻﾞｲﾝの刷新及びｺﾝﾃﾝﾂの充実 三重大Ｘ(えっくす)は､新聞紙上でも｢ﾕﾆｰｸな広報誌で､地域情報を取り入れ､ﾊﾞﾗ
を図るとともに､情報の更新や追加が､より簡単な操作で行える機能を持つCMS方式に ｴﾃｨｰに富んだわかりやすい内容で好評｣と取り上げられるとともに､他大学からの問
よる新しいWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)を完成させ､最新ﾆｭー ｽなどを積極的に発信した。 い合わせも何件か入るなど､各方面から高い評価を得ている。

また､三重大学の変化をｱﾋﾟｰﾙするために紙媒体の広報誌の刷新にも着手し､研究 さらに､地方国立大学法人への運営費交付金の配分方法や医師不足問題に関
広報誌としての位置づけを持つ｢ｳｪｰﾌﾞ三重大｣の全面改定を行う一方で､新たに教員 して､地元ﾃﾚﾋﾞ局に学長が積極的に生出演したり､新聞社に特集記事の企画を促
の研究･教育､社会貢献活動等を地域住民にわかりやすく伝えることを目的にした､ﾌﾘｰ すなどして､国立大学の様々な地域貢献への取組などを紹介し､その存在意義をﾒ
ﾍﾟｰﾊﾟｰ感覚の広報誌｢三重大Ｘ(えっくす)｣を創刊するとともに広報誌のﾗｲﾝｱｯﾌ゚ をWebﾍﾟｰｼﾞ ﾃﾞｨｱを通じて積極的に情報発信した｡また､FMﾗｼﾞｵを活用した広報戦略として､県
に掲載し､全国に発信した。 内の鈴鹿国際大学､皇学館大学と連携し､学生が主体となって企画・運営するﾗｼﾞｵ

地域ﾏｽﾒﾃﾞｨｱとの連携においては､地元ﾃﾚﾋﾞ局と連携し､広報誌「三重大Ｘ（えっく 番組(Campus CUBE)を10月より放送開始し､本学の様々な活動を学生を通じて紹
す」に掲載した注目情報をﾃﾚﾋﾞを通じて再発信する仕組みを構築した｡また､新聞 介している。）
各社との連携を深めつつ､記事を通して大学を地域にｱﾋﾟｰﾙするための広報活動戦

○従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。略に着手し､様々な形態の取材などにも積極的に応じる体制を構築した。
・評価結果の法人内での共有や活用のための方策一方､情報提供対象に関して､中期目標では保護者と地域住民を重視する目標を
【平成16～18事業年度】掲げている｡平成17年度には､保護者及び地域住民へ向けたﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝを創刊し､大

学の諸活動や在学生に関するﾄﾋﾟｯｸｽなどを毎月配信し､情報公開の促進を図って 今後の法人運営に活用するため､各部局長に法人評価結果を通知し､学内職員
いる｡遠隔地出身のため､下宿をしている学生の保護者からは､お礼のﾒｰﾙとともに に周知するとともに、関係職員の情報共有化を図り業務運営の改善・効率化を
今後の記事への期待も届くなど好評である。 図った｡なお､業務の実績に関する報告書として本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲載し
社会に向けては､大学の現況､教育･研究活動､組織･運営､点検･評価､人事､財務な た。

【平成19事業年度】どに関する大学運営に係る情報も発信している．
附属図書館では､独自に開発した｢蔵書検索｣ｼｽﾃﾑや､大学で生産された知的生産物 本年度も引き続き､上記同様学内周知を行い､本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲載し

を収集･蓄積･保存し､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上で公開する｢学術機関ﾘﾎｼﾞﾄﾘ研究教育成果ｺﾚｸｼｮﾝ｣を た。また、平成20年度年度計画策定にあたっては､平成18年度に係る業務の実績
引き続き積極的に公開している｡さらに､三重県と共同で開発した､現代(航空写真)･ に関する評価結果における課題を着実に反映させることにより改善を図ること
明治期(100年前の写真等)･江戸期(約200年前の古地図等)といった時代の流れをｲﾝ とし検討した。

・具体的指摘事項に関する対応状況ﾀｰﾈｯﾄ上で見ることができる地図情報ｺﾝﾃﾝﾂ｢歴史街道GIS｣を構築・公開した。
【平成16～18事業年度】

該当なし
【平成19事業年度】

該当なし

・年度評価での自己評価又は評価委員会の評価で「年度計画を十分には実施して
いない」とした事項に係る取組の改善状況

該当なし
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業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
(4) その他の業務運営に関する重要事項その他業務運営
① 施設設備の整備・活用等に関する目標

○ （教育・研究基盤全体に関する目標）中
三重の歴史と伝統を踏まえて人と自然の調和・共生に配慮した安全で機能的な教育・研究環境基盤を整備する。期
１（キャンパス環境）目

三重大学の特色である三翠（海、山、空のみどり）と伝統を生かした、人と自然が調和・共生する潤いのあるキャンパス環境を創出する標
２（基幹的施設整備）

大学の教育・研究等の基本的活動に必要な基幹的施設・設備等の整備・充実を進める
３（施設マネジメント）

全学的な視点に立った施設マネジメント体制の構築を進める。

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）（キャンパス環境） Ⅲ
【51】人と自然との調和・共生 ｷｬﾝﾊﾟｽﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝについて､平成16､17年度現状 バリアフリー化の基本計画
及びユニバーサルデザインに配 調査を行った。 書、外部案内サイン等計画
慮したキャンパス整備計画を立 平成17年度にｷｬﾝﾊﾟｽﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝWGを設置し 三 に基づき工事整備計画（案）、「

」（ ） 。 、 、案する。 重大学キャンパス整備要領 骨子案 を策定 を立案し 各種委員会に諮り
。平成18年度にｷｬﾝﾊﾟｽﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの原案を作成。 優先順位をつけて整備を行う

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化については点検･巡視報告書により
優先順位を付け､平成16･17年度ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化工事
を実施した。

平成18年度に上浜地区の外部案内ｻｲﾝ等計画
(案)を作成。

（平成19年度の実施状況）【51】バリアフリー化推進対策の見直し Ⅲ
及び外部案内サイン等計画に基づく整備 ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化対策について､｢高齢者･障害者等の
を行う。 移動等の円滑化の促進に関する法律｣の制定に

、伴い見直しを行い､2000㎡以上の建物を調査し
ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化の基本計画書を再度見直し､年次的に
優先順位をつけ､（上浜）耐震対策事業の整備
にともない （医）病態医科学研究棟 （医）、 、
臨床講義 等 （工）電子情報棟 （工）講義室、 、
のバリアフリー化を実施。また、附属小学校に
段差解消工事として移動式リフトの設置及び身
障者スロープの設置した｡

（平成16～18年度の実施状況概略）【52】学生・職員の参加による Ⅳ
キャンパス環境改善活動を推進 教職員・学生参加の｢ｷｬﾝﾊﾟｽ清掃｣を平成16年 「キャンパス清掃」を年４回
する。 度は年３回 平成17年度からは年４回実施した 実施する。、 。

（平成16年度1,336名､平成17年度1,632名､平成 放置自転車撤去活動を実施
18年度1,853名） する。
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（平成19年度の実施状況）【52】学生・教職員参加によるキャンパ Ⅳ
ス清掃活動等キャンパス環境改善活動を 「キャンパス清掃」を年4回実施した。
進める。 環境ISO学生委員会と連携し放置自転車の再

利用化と撤去活動を実施した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【53】環境に関する国際標準化 Ⅳ
、機構の認証取得に努める。 ISO14001認証取得については、平成17年度に 更に省エネルギー体制の下

学生主体の環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑを構築し取得する ＥＭＳ年間実施計画に基づき
ことを決定した。 実施する。
平成18年度は､環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾏﾆｭｱﾙを作成した。

（平成19年度の実施状況）【53】平成１９年度にＩＳＯ１４００１ Ⅳ
認証取得を目指す。 環境マネジメントシステムの構築による運営

を開始し、ISO14001認証取得を果した。

（平成16～18年度の実施状況概略）（基幹的施設整備） Ⅲ
【54】基幹的施設・設備等の老 基幹的施設･設備等(受変電設備､給水設備､排 上浜団地の基幹的設備の整
朽度・効率性・安全性等を点検 水設備､熱源･空調設備､ｴﾚﾍﾞｰﾀ設備､ｶﾞｽ設備等) 備計画（案）を立案し、各種
・調査し、必要に応じた整備及 の老朽度等の点検・調査を行い､設備管理台帳 委員会に諮り、年次計画で実
び改良保全に努める。 を作成した。 施する。

施設・設備のｴﾈﾙｷﾞｰ効率性向上のため､主要 上浜団地のエネルギー管理
建物(3000㎡以上)についてｴﾈﾙｷﾞｰ診断を行い､ 標準の実施状況を調査し、毎
省エネ機器(照明器具)の改修計画を立て､年次 年見直しを行う。
計画により改修工事を行った。

ｴﾈﾙｷﾞｰ管理標準を平成17年度に制定し､管理
標準に基づく運転･保守､維持管理を行った。

（平成19年度の実施状況）【54】施設管理台帳を基にし、上浜団地 Ⅲ
の基幹的設備の整備計画を立案し、年次 設備管理台帳を基に、受水槽､ｴﾚﾍﾞｰﾀの耐震
計画で実施する。上浜団地のエネルギー 化対策の計画を作成した。

、 、管理標準の見直しを行う。 維持管理(運転 保守等)の実施状況を調査し
ｴﾈﾙｷﾞｰ管理標準の見直しを行った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【55】大学の基本的活動の遂行 Ⅲ
や災害時等の危急的対応に ﾗｲﾌﾗｲﾝ（電気、情報、給排水、ガス）の調査 ライフラインの整備計画
支障の無いよう、ライフライン ・点検を行い、主要基幹図を作成した。 （案）を立案し、各種委員会
（情報ネットワーク・電気・給 に諮り年次計画で実施する。
水・ガス・防災等関連施設）の

（平成19年度の実施状況）整備及び維持管理に努める。 【55】ライフラインのデータ（主要基幹 Ⅲ
図等）を基に、適切な維持管理をおこな 主要基幹図(ｶﾞｽ設備)を基に､ｶﾞｽ埋設配管の
う。 老朽改善、耐震化対策の改善計画を作成した。

（平成16～18年度の実施状況概略）（施設マネジメント） Ⅲ
【56】全学的な施設マネジメン 平成16年度に学長を委員長とした｢施設委員 計画達成のため実施予定なし
ト組織を編成し、強力なトップ 会｣のもとに専門的事項を審議する｢経営・財務
マネジメント体制を確立する。 機構委員会｣を設置し､施設に関するﾄｯﾌﾟﾏﾈｼﾞﾒﾝ

ﾄ体制を確立し､本体制のもと教育研究環境整備
費の整備計画を作成した。

｢施設の有効活用に関する規程｣｢全学共用ｽﾍﾟ
ｰｽ使用内規｣｢今後の耐震化の推進について｣を
策定した。

（平成19年度の実施状況）（平成16.17年度に実施済みのため平成1
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9年度年度計画なし）

（平成16～18年度の実施状況概略）【57】資産の延命化と有効活用 Ⅲ
に必要となる予防保全（プリメ 施設の維持保全を効果的に行うため､｢施設部 全団地を点検・巡視し、優
ンテナンス）の推進に努める。 点検･巡視ｸﾞﾙｰﾌﾟ」を組織し､点検･巡視を行い､ 先順位をつけた報告書を作成

優先順位を付けて点検結果の報告書を作成し し施設維持管理費の執行計画
た。 （案）を立案し、各種委員会

報告書を基に､年次計画をたて優先順位の高 に諮り効率的な予防保全を行
いものから計画的に改善･改修工事を実施した｡ う。

（平成19年度の実施状況）【57】施設・設備の点検巡視等を行い、 Ⅲ
優先順位をつけて効率的な予防保全を行 施設点検・巡視グループによる点検巡視を行
う。 い、報告書を作成した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【58】施設・設備の利用状況評 Ⅳ
価等をデータベース化し、適正 有効活用するため平成16年度に施設の利用状 施設実態調査を行う。
な教育・研究スペースの配分及 況等のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを構築した。 医学部看護学科及び医学科
び有効活用に努める。 平成17年度より､年次計画に沿い施設状況の 先端医科学研究棟施設等の利

、 、現場調査を行い､利用率の低い部屋については 用状況等を調査 評価を行い
有効活用の観点から､使用変更等の提案を行っ 稼働率の低い講義室・教室等
た。 の他用途への活用、全学利用

の推進等施設の有効活用に役
【58】施設利用状況等の調査データに基 Ⅳ 立てる。（平成19年度の実施状況）

づき、施設の有効活用を進める。 生物資源学部施設利用状況の現地調査を行 稼働率の低い講義室、教室
い、利用率の低いCAD室を全学的に使用できる 等の他用途への有効活用計画
情報教育室として、有効活用を図った。 （案）及びスペースの配分計

画（案）を立案する。

ウェイト小計
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業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
(4) その他の業務運営に関する重要事項
② 安全管理に関する目標

１（安全・危機管理）中
事故、災害、犯罪、環境汚染等を未然に防ぎ、危急時の適切な対処を速やかに行うための安全・危機管理体制を整備する。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 度
期期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）（安全・危機管理） Ⅲ
【59】労働安全衛生法等を踏ま 安全管理体制について､平成16年度に上浜地 全学構成員に三重大学防災
えた安全管理及び危機管理マニ 区､附属学校に各事業場安全衛生委員会を設置 ガイドの更新版を作成・配布
ュアル等の整備とチェック体制 し､ﾁｪｯｸ体制として衛生管理者の配置・巡視報 する。
を整備する。 告に基づく改善方法等を確立した｡工学部にお 優先すべき危機管理項目に

いては｢安全衛生のための手引き｣を作成した｡ ついて、理事のリーダーシッ
また､平成17年度の新入生から配付できるよう､ プの下、専門家ワーキングに
安否確認連絡先等を記載した｢学生向け防災ｶﾞｲ て検討を行う。
ﾄﾞ｣ﾊﾟﾝﾌを作成した。 大規模災害を想定した全学

。平成17年度には､自然災害系の危機管理計画 規模での防災訓練を実施する
(案)及び危機管理ﾏﾆｭｱﾙ(案)を取りまとめ､全学
的周知･啓発研修を行った｡また｢三重大学安全
衛生管理ﾏﾆｭｱﾙ｣を作成し､各部局に配布した｡

同ﾏﾆｭｱﾙに基づき､①化学薬品･機械類･電気機
器及びｶﾞｽ器具の取扱い②実験室廃棄物の処理
方法等のﾁｪｯｸ体制を整備した。

平成18年度には､本学におけるﾘｽｸ管理状況調
査を実施し､高いﾘｽｸへの対応策について検討し
た｡危機管理委員会において､本学における想定
リスクは概ね13項目とし､その中でも大規模地
震発生後の対応が最重要課題と位置付けた。携
帯版ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ｢三重大学防災ｶﾞｲﾄﾞ｣､危機管理計
画書､危機管理ﾏﾆｭｱﾙ(自然災害対応編)などを作
成し､全学教職員･学生に配付した。

（平成19年度の実施状況）【59】危機管理委員会において、危機管 Ⅲ
理計画書に基づき今後の充実すべき項目 危機管理計画書の優先順位に基づき、危機管
について優先順位を考慮して検討する。 理体制の充実を図るため､地震発生時における

震度４から震度５弱への初動態勢を明確にした
｢大学施設災害発生時参集要項｣(事務局地震対
応ﾏﾆｭｱﾙ)を整備し､周知を行った。

また､三重大学災害対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ室主導によ
る､巨大地震発生を想定した｢図上検討会｣を年
３回実施し､災害対策本部の機能訓練となる｢図
上訓練｣を実施した。

三重大学
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ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの推進を図るため､関係規程等を整
備するとともに､ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会等を設置する
とともに研究機関における公的研究費の管理・
監査のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに基づく､要項・規程等の整備
を行った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【60】安全・危機管理の啓発の Ⅲ
ために学生、職員に対する安全 学生に対し，学生便覧や講習により､ｸｰﾘﾝｸﾞ･ 学生については，
教育及び研修等を実施する。 ｵﾌ制度､ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ､交通ﾏﾅｰ等の修学上､生活上の ・津警察署に依頼し，安全対

様々な注意喚起や指導を行った。また､AED及び 策セミナー（防犯，護身，交
護身術の講習会を実施した。 通安全等）を実施する。

，教職員を対象に､法人化当初より毎年｢大学に ・津市消防職員を講師に招き
おける労働安全衛生管理のすすめ方｣｢化学物質 体育系課外活動団体を主な対
使用時の衛生管理について｣及び｢あなたのため 象に，AED（自動体外式除細動
の健康実践ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ｣と題した労働安全衛生講演 器）の研修会を実施する。
会を開催した。 教職員については，

また､平成18年度から､教職員を対象に津市消 ・安全管理に関する教職員向
防職員を講師として救急救命講習会を年２回実 け研修を実施する。

，施している。 ・津市消防職員を講師に招き
教職員を対象にＡＥＤ（自動

【60】学生・教職員に対する安全教育・ Ⅲ 体外式除細動器）の研修会を（平成19年度の実施状況）

研修を実施する。 学生に対し､体育系課外活動団体を対象に津 実施する。
市消防職員を講師に招き､AED(自動体外式除細
動器)の講習会を実施し､34名の参加があった。

また､津警察署職員を講師に招き､女子学生を
中心に｢不審者対策と護身術｣の講習会を実施
し､41名の参加があった。

教職員を対象に､労働安全衛生講演会を開催
し､89名の参加があった。

また､教職員に対し､救急救命講習会を2回実
施し､40名の参加があった。

（平成16～18年度の実施状況概略）【61】責任者（有資格者）の適 Ⅳ
正な配置に努め、資格取得を奨 作業環境測定は自社測定で行うとの方針の 計画達成のため実施予定なし
励する。 下、責任者である作業環境測定士の増加を図る

ため､平成17年度に本学技術職員4名に受験機会
を提供し､4名の有資格者(全科目合格者3名､金
属のみ落とした者１名)が､また､平成18年度に
は1名に受験機会を提供し､1名の有資格者(金属
の未取得者1名､第2種･有機のみの合格者2名)の
増加が図れた。衛生管理者については､これま
での間に23名の有資格者の増加が図れた。

（平成19年度の実施状況）【61】作業環境測定士の増加に努める。 Ⅳ
平成18年度新たに受験した２名の者に対し､

不合格となった科目について再度受験機会を提
供した結果､２名とも全て合格し､有資格者の増

、 。加が図れ 本学における測定体制が整備された

ウェイト小計

ウェイト総計
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その他の業務運営に関する特記事項等（４）

１．特記事項
「今後の耐震化の推進について」を平成18年度の施設整備委員会で協議。来年【平成16～18事業年度】
度の施設整備関係の「概算要求事項」を毎年施設委員会で報告 （施設委員会(1)環境改善活動 。

教職員・学生参加の｢ｷｬﾝﾊﾟｽ清掃｣を16年度は年３回、17年度からは年４回実 開催回数、平成17年度２回 平成18年度２回）
施した。ISO14001認証取得については、17年度に学生主体の環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑを （総務・財務機構委員会開催回数 平成１６年度４回 平成１７年度４回 平
構築し取得することを決定した。18年度は､環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾏﾆｭｱﾙを作成した。 成１８年度６回）

(2)安全管理体制の整備 【平成19事業年度】
16年４月に上浜地区､附属学校に各事業場安全衛生委員会を設置し､ﾁｪｯｸ体制と 施設の有効活用及び施設整備に関する事項を施設整備委員会及び総務・財務

して衛生管理者の配置・巡視報告に基づく改善方法等を確立した｡工学部におい 機構委員会に諮る
・キャンパスマスタープラン等の策定状況ては｢安全衛生のための手引き｣を作成した｡また､17年度の新入生から配付できる
【平成16～18事業年度】よう､安否確認連絡先等を記載した｢学生向け防災ｶﾞｲﾄﾞ｣ﾊﾟﾝﾌを作成した。

17年度には､自然災害系の危機管理計画(案)及び危機管理ﾏﾆｭｱﾙ(案)を取りまと ｷｬﾝﾊﾟｽﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝについて､平成17年度にｷｬﾝﾊﾟｽﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝWGを設置し､｢三重大学
め､全学的周知･啓発研修を行った｡また｢三重大学安全衛生管理ﾏﾆｭｱﾙ｣を作成し､ ｷｬﾝﾊﾟｽ整備要領｣(骨子案)を策定。平成18年度にｷｬﾝﾊﾟｽﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの原案を作成。
各部局に配布した｡同ﾏﾆｭｱﾙに基づき､①化学薬品･機械類･電気機器及びｶﾞｽ器具の 平成18年度に上浜地区の外部案内サイン等計画（案）を策定。

【平成19事業年度】取扱い②実験室廃棄物の処理方法等のﾁｪｯｸ体制を整備した。
18年度には､本学におけるﾘｽｸ管理状況調査を実施し､高いﾘｽｸへの対応策につい ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化対策について､｢高齢者･障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

て検討した｡携帯版ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ｢三重大学防災ｶﾞｲﾄﾞ｣､危機管理計画書､危機管理ﾏﾆｭｱﾙ 法律｣の制定に伴い見直しを行い､2000㎡以上の建物を調査し､ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化の基本
(自然災害対応編）などを作成し､全学教職員･学生に配付した。 計画書を再度見直し､年次的に優先順位をつけ､ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化の推進を目指した。

【平成19事業年度】 ・施設・設備の有効活用の取組状況
(1)ISO14001の認証取得 【平成16～18事業年度】

。環境マネジメントシステムの構築による運営を開始し、11月にISO14001認証取 有効活用するため平成16年度に施設の利用状況等のデータベースを構築した
得した。 平成17年度より､年次計画に沿い現場調査を行い､利用率の低い部屋について

は有効活用の観点から、使用変更等の提案を行った。(2)危機管理体制の充実
地震発生時における震度４から震度５弱への初動態勢を明確にした｢大学施設 平成17年度に｢三重大学全学共用ｽﾍﾟｰｽ使用内規｣を策定し､平成18年度から総

災害発生時参集要項｣(事務局地震対応ﾏﾆｭｱﾙ)を整備し､周知を行った。また､三重 合研究棟Ⅱの共用実験室にｽﾍﾟｰｽ使用料を徴収した。
【平成19事業年度】大学災害対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ室主導による､巨大地震発生を想定した｢図上検討会｣を年

３回実施し､災害対策本部の機能訓練となる｢図上訓練｣を実施した。また、18年 生物資源学部施設利用状況の現地調査を実施し､利用率の低い部屋について､
度に作成した携帯版ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ｢三重大学防災ｶﾞｲﾄﾞ｣の改訂版を全教職員･学生に配 使用変更等の提案を行った。
布するとともに 危機管理計画書､危機管理ﾏﾆｭｱﾙ(自然災害対応編 を改訂した 総合研究棟Ⅰについて､学内公募を行い､平成20年度よりｽﾍﾟｰｽ使用料を徴収す、 ） 。
危機管理マニュアルについては、本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲載した。 ることとした。

(3)作業環境測定士の増加 ・施設維持管理の計画的実施状況（施設維持管理計画等の策定状況）
【平成16～18事業年度】法人化以降、作業環境測定は自社測定で行うとの方針の下、その責任者である

作業環境測定士の増加を図るため、本学技術職員に受験機会を与えてきたが、19 平成16年度に｢施設部点検･巡視ｸﾞﾙｰﾌﾟ｣を組織し､全団地を点検･巡視し､優先
。 、 、年度までに、計６名の作業環境測定士の配置が実現し、この結果、大学における 順位を付けた報告書を毎年度作成している また 点検・巡視結果に基づいて

円滑な作業環境測定が可能となった。これは外部委託を不要とすることになり、 施設維持管理費の執行計画を策定している。
【平成19事業年度】経費節減にとっても効果的な取組となった。

点検・巡視し、優先順位をつけた報告書を作成し施設維持管理費の執行計画
書（案）を立案し、総務・財務機構委員会に諮った。２．共通事項に係る取組状況

○施設マネジメント等が適切に行われているか。 ・省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策等の推進や温室効果ガス排出削減等の環境保全対策の取組状況
・施設マネジメント実施体制及び活動状況 【平成16～18事業年度】

エネルギー診断を実施し、エネルギー消費機器の高効率化計画を作成した。【平成16～18事業年度】
施設に関するﾄｯﾌﾟﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ体制を確立するため､平成16年度に学長を委員長とし 照明器具の高効率器具への取替を年次計画により実施した。

た｢施設委員会｣とそのもとに専門的事項を審議する総務・財務機構委員会を設置
し､教育研究環境整備費の整備計画等の具体的方策等について検討している｡平成
18年度からは､施設に関する事項について､専門的方策等について検討する施設専
門部会を設置。｢施設の有効活用に関する規程｣｢全学共用ｽﾍﾟｰｽ使用内規｣を平成1
7年度の施設委員会で協議。

三重大学
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その他の業務運営に関する特記事項等（４）

環境マネジメントシステムを構築した 。 に係る内部監査を担当し､平成18年度通常監査29件､特別監査６件を実施した。。
【平成19事業年度】エネルギー管理標準を定め、熱源機器や空調機、照明等の効率運転や維持管理

を実施した。 ｢研究機関における公的研究費の管理･監査のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ｣(平成19年2月15日文部
省エネの呼びかけポスター掲示や省エネラベルの貼り付け、省エネ会議を開催 科学大臣決定)を踏まえ､財務部内に納入検収部門を設置し､一元的な納入検収体

し、職員の省エネ啓発活動を実施した。ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量のﾃﾞｰﾀを学内Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟ 制の徹底を図った｡さらに､経費管理･監査機能を強化するため､財務部に監査担
ｰｼﾞ)に毎月公開し､省ｴﾈ意識の向上を 図った。 当部門を設置し､日々の伝票等書類チェックの他､｢監査実施事項･要領｣に基づ

建物の改修工事では省エネ機器(ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ機器等)を設置した。 き､部局等の研究部署に出向き､納入物品の現物確認､勤務実態の確認等のﾓﾆﾀﾘﾝ
ｸﾞを実施した｡また､納入検収部門及び監査部門には､常勤職員の他､科研費等の【平成19事業年度】

環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの構築による運営を開始し､ISO14001認証を取得した｡ 間接経費を活用し､納入検収要員として非常勤職員3名､監査担当部門にも非常勤
省ｴﾈの呼びかけﾎﾟｽﾀｰ掲示や省ｴﾈﾗﾍﾞﾙの貼り付け､省ｴﾈ会議を開催し､職員の省 職員1名を採用し､経費管理体制の強化を図っている。

ｴﾈ啓発活動を実施した。 不正使用防止のための全学的な体制整備として､｢三重大学公的研究費不正防
ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量のﾃﾞｰﾀを学内Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に毎月公開し､省ｴﾈ意識の向上を 止に関する規程｣､｢三重大学公的研究費不正防止推進委員会規程｣､｢公的研究費

」図った。 の不正防止に関する要項｣を制定するとともに｢公的研究費不正防止推進委員会
建物の改修工事では省エネ機器(ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ機器等)を設置した｡ を設置し､ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに沿った具体的な体制･ﾙｰﾙを定め､要項等をWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰ

ｼﾞ)に掲載するとともに､年2回開催する科研費等の説明会等を利用し､学内関係
者への周知と意識啓発を図ることとした。○危機管理への対応策が適切にとられているか。

・災害、事件・事故、薬品管理等に関する危機管理マニュアルの策定等を含む全学
的・総合的な危機管理の態勢の整備状況 ○従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。

【平成16～18事業年度】 ・評価結果の法人内での共有や活用のための方策
【平成16～18事業年度】監事及び監査ﾁｰﾑにおいて､三重大学におけるﾘｽｸ管理状況調査を実施し､同調査

の取りまとめ､ﾘｽｸの洗い出し､ﾘｽｸの評価､ﾘｽｸﾏｯﾌﾟの作成､ﾘｽｸの優先順位付けを行 今後の法人運営に活用するため､各部局長に法人評価結果を通知し､学内職員
い､優先順位の高いﾘｽｸへの対応策について提案した。 に周知するとともに、関係職員の情報共有化を図り業務運営の改善・効率化を

風水害･大規模地震について､災害対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ室の専門家とのﾜｰｷﾝｸﾞにおいて 図った｡なお､業務の実績に関する報告書として本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲載し
検討を行った。 た。

【平成19事業年度】危機管理委員会で全構成員に配付する携帯版ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ｢三重大学防災ｶﾞｲﾄﾞ｣､危
機管理計画書､危機管理ﾏﾆｭｱﾙ(自然災害対応編)などを作成し､全学教職員･学生に 本年度も引き続き､上記同様学内周知を行い､本学Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲載し
配付した。 た。また、平成20年度年度計画策定にあたっては､平成18年度に係る業務の実績

に関する評価結果における課題を着実に反映させることにより改善を図ること【平成19事業年度】
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの推進を図るため､関係規程等を整備するとともに､ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会 とし検討した。

・具体的指摘事項に関する対応状況等を設置するとともに研究機関における公的研究費の管理･監査のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに基
【平成16～18事業年度】づく､要項･規程等の整備を行った。

危機管理体制の充実を図るため､地震発生時における震度４から震度５弱への 該当なし
【平成19事業年度】初動態勢を明確にした｢大学施設災害発生時参集要項｣(事務局地震対応ﾏﾆｭｱﾙ)を

整備し､学内周知を行った。 該当なし
また､三重大学災害対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ室主導による､巨大地震発生を想定した｢図上

・年度評価での自己評価又は評価委員会の評価で「年度計画を十分には実施して検討会｣を年３回実施し､災害対策本部の機能訓練となる｢図上訓練｣を実施した。
・研究費の不正使用防止のための体制・ルール等の整備状況 いない」とした事項に係る取組の改善状況

該当なし【平成16～18事業年度】
科学研究費補助金の管理については､三重大学会計規程を適用するほか､｢三重

大学研究行動規範委員会規程｣､｢三重大学科学研究費補助金取扱要項｣､｢科学研究
費補助金による研究支援者に関する取扱規程｣､｢科学研究費補助金等の研究費立
替に関する要項｣を定めており､平成18年度には､研究者･事務職員を対象とした説
明会を２回開催し､使用ﾙｰﾙの説明及び執行に関する注意の喚起を図った｡
また､科学研究費補助金の手引き書を作成し､学内の研究者全員と全ての事務部

署に配布した。経費管理に関しては､財務部の管理･調達･出納各ﾁｰﾑで物品購入や
旅費･謝金の 支払に関する適切性の確認を実施し､監査ﾁｰﾑは､科学研究費補助金
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

① 教育の成果に関する目標

○（教育全体の目標）中
「感じる力 「考える力 「生きる力」がみなぎり、地域に根ざし国際的にも活躍できる人材を育成する。期 」 」

・ 教養教育）目 （
「感じる力 「考える力 「生きる力」とその基盤となるコミュニケーション力や豊かな教養と学問の基礎的素養を学際的な広い視野のもとで育成する。標 」 」

・ 学部専門教育）（
「感じる力 「考える力 「生きる力」とその基盤となるコミュニケーション力を、各学部専門領域の学究を通して育成する。」 」

・ 大学院教育）（
学際的・独創的・総合的視野を基盤にした専門的研究を通して、地域・国際社会に貢献できる研究者及び高度専門職業人を育成する。

１（教育成果の検証）
教育目標に基づき本学が提供する教養教育・専門教育の成果を多面的に検証する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（教養教育） PBLセミナーを充実するため全学FDを実施した。又、学内で進められている教育
本学は、４年間または６年間一貫の全 の質向上に向けた取り組みを、今後一層発展させることを目的として「三重大学教

学的な共通教育として、統合教育科目、 育GP講演会」と題する全学FDを実施した。
外国語科目、保健体育科目、基礎教育科 「感じる力 「考える力 「生きる力」とその基盤となるコミュニケーション力を」 」
目という特色ある構成によって、教養教 育成するため、実践外国語（英語）の授業、TOEIC IP試験の試験監督や個別学生指
育を進めている。このような共通教育の 導等のため 又、習熟度の低い学特任教員を２名採用して教育体制を強化した。
カリキュラムと教育方法の改善を通し 生を対象として、理系基礎教育科目（数学）の補習教育クラスを開設し、学力向上

さらに、共通教育センター会議において、次年度に向け、教育内容て 感じる力 考える力 生きる力 を図った。、「 」「 」「 」
に関しては、国際教育科目の強化、情報リテラシー教育や環境資格支援教育プとその基盤となるコミュニケーション力
ログラムの開設 『大学生のためのレポート作成ハンドブック』の活用促進方を重視した豊かな教養と学問の基礎的素 、
策の決定、教育体制については、PBLセミナー の前期養を培う。 （少人数課題探求型授業）
重点化、特任教員の増員や新採による英語教育やキャリア教育の強化、非常勤
講師やTAの雇用に関する原則の制定等、改善施策を制定した。

（学部専門教育）
学部専門教育では、全学共通教育と連携 学部専門教育において各種PBL教育科目の実施を開始した。又、PBL教育に関する
しながら、学習・研究の基本となる「感 全学FDを３回（公開シンポジウム１回を含む）実施した。各学部でカリキュラムの

」 」 、 。じる力 「考える力 「生きる力」およ 改善を図り 各専門分野の知識・技能の確実な修得を図る教育体制の整備を進めた
びｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力の育成を重視し、人文・ 各専門分野の知識・技能の修得を評価するため、全学生を対象とした修学達成度調
教育・医学・工学・生物資源の各専門分 査及び教育に対する学生の満足度調査並びに卒業生と企業等への大学教育について
野の知識・技能の確実な修得を図る。 のアンケート調査を実施し、学部専門教育の評価を行った。又、医学部では、医学

科の４年生を対象に共用試験CBT、共用試験OSCEを実施した。

（大学院教育）
大学院教育では、学際性や総合性に開 学際性や総合性に開かれた各専門分野固有の研究能力を培う大学院教育体制の整

かれた専門的研究を通して、各専門分野 備を図るため、工学研究科において専攻横断型の研究領域に基づいて教育研究を開
、 。の研究の発展に貢献できる研究能力を培 始し 医学系研究科においてメディカルビジネスPh.Dプログラムの検討に着手した

うとともに、地域・国際社会のニーズに 大学院生による授業評価、教育満足度調査、修了生・企業等に対する大学院教育
対応できる高度専門職業人を育成する。 についてのアンケート調査を継続して実施した。
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（教育成果の検証） 【62】教育関係基礎データを部局及び全 教育関係基礎データを補充し、平成18年度教育関係基礎データの点検評価を実施
【62】教育成果の基礎評価として単位修 学で点検評価し、必要な改善を図る。 して認証評価を受審した。又、学生の最新基本データを取得できるようにWEB履修
得状況､進級･卒業状況、資格取得状況、 申告システムの改良を図った。
学位取得状況､進路･就職状況などについ
て点検評価を行い､その向上に努める。

63 感じる力 の中核を問題発見力 【63 「感じる力 「考える力 「生きる 「感じる力 「考える力 「生きる力」及びコミュニケーション力を客観的に評【 】「 」 、 】 」 」 」 」
「考える力」の中核を主体的・批判的・ 力」及びコミュニケーション力の教育評 価する本学独自の修学達成度評価を１年生を対象に４月に実施した。又、全学を対
論理的思考力 「生きる力」の中核を実 価を行う修学達成度評価方法の改善を進 象に修学達成度評価アンケート調査をWEB入力方式で９月～10月に実施。卒業生と、
践的問題解決能力ととらえるなど、本学 め、その実施を図る。 企業等への大学教育についてのアンケート調査を継続して実施し、教育成果の検証
独自の修学達成度評価方法を作成し、教 を進めた。
育成果の検証を進める。

【64】本学が提供する教育に対する学生 【64】教育に対する学生の満足度調査及 教育に対する学生の満足度調査及び卒業生（修了生）と企業等への大学教育につ
の満足度および学生を受け入れる社会の び卒業生（修了生）と企業等への大学教 いてのｱﾝｹｰﾄ調査を実施し、教育成果を検証し、Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)等で公表した。
評価を測定する方法を工夫し、経年的に 育についてのｱﾝｹｰﾄ調査を引き続き実施 認定を受けた工学部機械工学科、生物資源学部生物圏生命科学科、同共生環境学
調査する。その他、可能なところでは、 し､教育の成果を検証し､Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰ 科（地域保全工学講座）においてJABEE認定技術教育プログラムに沿って、継続的
JABEEなどの国際標準や内外の他大学と ｼﾞ)等で公表する｡共通教育で実施してい に教育改善活動を進め、工学部電気電子工学科、建築学科及び生物資源学部共生環
の比較などを通して、本学の教育水準を る実践外国語教育の改善を進め､英語のT 境学科の２講座でJABEEの受審準備を進めた。
検証する。 OEIC及び中国語統一試験の結果により検 人文学部で他大学から評価委員を招き、他大学等と比較して教育水準を検証する

証する｡認定を受けた工学部機械工学科､ 方法について検討を行い、標準的なチエックポイントの提示を行うとともに、教務
生物資源学部生物圏生命科学科､同共生 委員会を通して全学に提示した。
環境学科(地域保全工学講座)においてJA
BEE認定技術教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに沿って､継続
的に教育改善活動を進める。
工学部電気電子工学科、建築学科及び

生物資源学部共生環境学科の２講座でJA
BEEの受審準備を進める。教育学部及び
人文学部で他大学等と比較して教育水準
を検証する方法を設定する。

【65】教育成果の検証に基づき、必要に 【65】教育成果の検証に基づき作成され 修学達成度評価、教育に対する学生の満足度調査、卒業生（修了生）と企業等へ
応じて教育カリキュラムや教育指導方法 た平成１９年度の教育改善策の実施を図 の大学教育についてのアンケート調査等の検証結果に基づき、共通教育では、大学

、 、等を改善する。 る。修学達成度調査、教育に対する学生 とキャリア形成授業群の充実 情報ネットワーク/セキュリティ/倫理教育の必修化
の満足度調査、卒業生（修了生）と企業 環境インターンシップ等の新設。人文学部では、情報科学基礎の中級科目の新設、
等への大学教育についてのアンケート調 履修申告単位数の半期ごとの上限設定、自習室の新設。教育学部では、一連の教育
査等の検証結果に基づき平成２０年度の 実地研究科目等の教員養成コア科目群の設置、机や椅子などの学習環境の改善、教

。 、 、 、教育カリキュラムと教育指導方法の改善 職支援室の新設 医学部では 臨床実習の内容変更 成績不良者へのメンター配置
策をまとめる。全学的ＦＤを実施すると 卒業試験の学科での実施、きめ細かい臨地実習の指導。工学部では、数学、物理、
共に各教育組織に特有のFD活動を実施す 化学などの高大接続入門科目，実用英語，情報技術者資格取得のための実践的科目
る。 の実施。生物資源学部では、全員のパソコン購入義務付けに伴う環境整備、就学カ

ウンセラーによる履修指導の強化等平成20年度の教育カリキュラムと教育指導方法
。 、 、の改善策をまとめた 又 学内で進められている教育の質向上に向けた取り組みを

今後一層発展させることを目的として「三重大学教育GP講演会」と題する全学FDを
実施した。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

② 教育内容等に関する目標

１（アドミッションポリシー）中
地域・社会に貢献するという明確な目的意識と独創性を持ち、学力に加えて、真摯に学修する意欲のある学生を受け入れることを目指して、選抜方法の多様期

化などの改善を図る。目
２（教養教育・学部専門教育カリキュラム）標

「 」「 」「 」 。感じる力 考える力 生きる力 とその基盤となるコミュニケーション力を豊かな教養と専門領域の学究を通して涵養するカリキュラムの充実に努める
３（大学院教育カリキュラム）

地域・国際社会に貢献できる研究者・高度専門職業人を育成するカリキュラムを学際的・独創的・総合的視野に基づき提供する。
４（教育指導方法）

教育目標に基づき、学生の自己形成を支援するために授業形態や指導方法の改善を図る。
５（成績評価）

教育目標に基づいた妥当性・客観性の高い成績評価方法の導入を図る。
６（教育活動評価と指導方法の改善）

教育の質の維持・向上を目的として、教育活動評価とＦＤを不断に行う。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（アドミッションポリシー） 【66】本学の教育理念及び各種選抜毎に 平成20年度入学者選抜について､人文学部の社会科学科の法律経済学科への名称
【66】入学者選抜方法の改善に不断の努 行った入学後の追跡調査の検証・評価に 変更､教育学部の学校教育教員養成課程の英語ｺｰｽの後期日程の廃止､医学部医学科
力を払い 多様な入学者選抜方法 ＡＯ 基づき平成２２年度の入学者選抜方法の 推薦入試30名のうち10名の地域枠設定､工学部AO入試の拡大及び後期日程の筆記試、 （ 、
推薦、面接、社会人入学等）を拡充する 改善を検討する。平成２０年度の改善し 験､生物資源学部の前期・後期日程と推薦入試の募集人員の見直し等を行い､実施し
とともに 入試関連業務の効率化を図る た入学者選抜の確実な実施を図る。 た。特に工学部AO入試については､募集人員を大幅に拡大するとともに､ｾﾝﾀｰ試験を、 。

課すものと課さないものの２種類を設定するとともにｽｸｰﾘﾝｸﾞを実施する等工夫･実
施し､定員74名に対し76名の合格発表をし､全員入学手続を行った。

医学部医学科推薦入試にあっては､ﾃﾞｨﾍﾞｰﾄを課す等､より本学が求めいてる学生
の選抜となるよう工夫･実施し､定員どおりの30名合格発表を行い､全員入学手続き
をした。

また､平成19年４月から入試広報担当学長補佐を設置し､全学規模の入試広報につ
いて検討し､今年度にあってはｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽに重点を置くこととし､伊勢新聞の特集
号を県内高校生１～３年生全員に配付するとともに､近畿日本鉄道の特急の停車す
る主な駅にポスターを掲示した｡これによりｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ参加者を1,000名増加させ
ることが出来た。

【67】高校側・受験生との意見交換を促 【67】一部改善したｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝﾎﾟﾘｼｰを平 大学院アドミッションポリシーを決定し、各研究科Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲載する
進し、アドミッションポリシーの社会人 成20年度の大学案内、入学者選抜要項、 と共に、募集要項等へ記載し、周知した。また、学部アドミッションポリシーにつ
・留学生を含めた全受験生への周知に努 学生募集要項、大学ｳｪﾌﾞﾍﾟｰｼﾞに掲載す いてWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)、大学案内、入学学生募集要項等に記載すると共に、進学説
める。 るとともに、各種進学説明会を通してよ 明会、学校訪問及びオープンキャンパス等の機会を捉えて周知し、アンケート調査

り広範な周知を図る。ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝﾎﾟﾘｼｰの を実施し、周知度の確認を行った。
周知度について高校側、受験生・保護者 平成２０年度アドミッションポリシーについて点検・見直しを実施し、次年度大
との懇談会及び入学生に対するアンケー 学案内等に掲載し、周知を図ることとした。
ト調査を継続的に実施し検証する。

【68】入学者の追跡調査を行い、各種選 【68】平成１７、１８年度に実施した追 入学者選抜方法等検討委員会で､平成18年度における共通教育科目､学部における
抜方法の評価を行う。 跡調査の検証・評価を踏まえて分析項目 専門教育科目成績を追加して成績追跡調査を実施し､そのﾃﾞｰﾀを各学部にﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

等の見直しを図り入学者の追跡調査を実 し､入学者選抜方法検討に資することとした。
施し 引き続き選抜方法の検証を進める 次年度以降における成績追跡調査の評価分析手法等について検討し､高等教育創、 。

造開発ｾﾝﾀｰの中へ新たな部門を設置することについて検討した。
さらに､各学部入試委員会等で入学者の追跡調査結果を踏まえ検討し､教育学部に

あっては学校教育教員養成課程英語ｺｰｽの後期廃止を決定し､また工学部にあっては
後期日程に筆記試験を課すこととすると共にAO入試の大幅な拡大を決定し､実施し
た｡
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教養教育・学部専門教育カリキュラム 【69】海外の先進事例の調査や国際ﾜｰｸｼ 「感じる力 「考える力 「生きる力」とその基盤となるコミュニケーション力を（ ） 」 」
【69】国語力、実践外国語力、情報受発 ｮｯﾌﾟの成果を生かして､｢感じる力｣｢考え 総合的に培うPBL教育科目を共通教育及び各学部で218科目開設し、継続実施した。
信力、発表・討論・対話力等を修得する る力｣｢生きる力｣とその基盤となるｺﾐｭﾆｹ 特任准教授等を採用し、実践外国語（英語）の授業を担当するとともにTOEIC IP試
カリキュラムにより、コミュニケーショ ｰｼｮﾝ力を総合的に培うＰＢL教育を全学 験の試験監督や個別学生指導等の専任教員の補助を担当させた。又、中・上級19ク
ン力を涵養する。 的に展開する。 ラス及び再履修36クラスを設置し、共通教育の実践英語教育を充実した。

特任教員を採用し､学習支援を進めるな 『大学生のためのレポート作成ハンドブック』の活用を促進し、日本語表現法の授
ど共通教育の実践外国語教育のｶﾘｷｭﾗﾑと 業内容を推進した。
指導方法の充実を図り､その成果を検証 コミュニケーション力涵養のための学部専門教育として、情報科学基礎教育の今
する｡学部専門教育での専門英語教育や 後の展開について検討し、次年度以降実施する情報科学基礎について 「情報セキ、
国際教育科目の開設を引き続き進め､ｺﾐｭ ュリティ 「情報倫理」等を主とする統一的な情報リテラシー教育を統一的に実」、
ﾆｹｰｼｮﾝ力涵養のための専門教育授業の充 施することを定めた。
実を図る｡『ﾚﾎﾟｰﾄ作成ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ』の活用
を進め､日本語表現法の教育の充実を図
る。

70 豊かな感性と気づき 高い倫理性 【70】｢感じる力｣の涵養を図るPBL教育 共通教育及び各学部で「感じる力」の涵養を図るPBL教育授業科目を218科目開設【 】 、 、
強いモチベーションと学ぶ喜び等を育む を全学的に展開する。共通教育及び各学 した。又、共通教育及び各学部専門教育で「感じる力」を育成することを目標とす
カリキュラムにより感じる力を涵養す 部専門教育で「感じる力」を育成するｶﾘ る授業を開設した。
る。 ｷｭﾗﾑを策定された計画どおり実施する。

【71】課題探求力、科学的推論力、クリ 【71】｢考える力｣の涵養を図るPBL教育 年度計画【70】の『計画の進捗状況』参照。
ティカルシンキング力等を修得するカリ を全学的に展開する。共通教育及び各学 又、共通教育及び各学部専門教育で「考える力」を育成することを目標とする授
キュラムにより、考える力を涵養する。 部専門教育で｢考える力｣を育成するｶﾘｷｭ 業を開設した。

ﾗﾑを策定された計画どおり実施する。

【72】主体的学習力、実践力、問題解決 【72 「生きる力」の涵養を図るPBL教 年度計画【70】の『計画の進捗状況』参照。】
力、専門的知識・技術、心身の健康、社 育を全学的に展開する。ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ参加 又、共通教育において、主題「創造と知的財産」という授業群を開設して、知的
会人としての態度、協調性、指導力等を 者を100名以上確保するなど現場体験を 財産教育を継続して推進した。
修得するカリキュラムにより、生きる力 経験できる授業や実習の充実を図る。創 共通教育及び各学部専門教育で「生きる力」を育成するインターンシップ科目を
を涵養する 造性の開発や知的財産教育を継続して推 開設した。又、今年度から全学単位で講習も含めたインターンシップガイダンスを

進し､その成果を検証し将来計画を策定 開始した。インターンシップ参加者学生が目標100名以上に対して173名参加するな
する 共通教育及び各学部専門教育で 生 ど、現場体験を経験できる授業や実習を推進した。。 「
きる力」を育成するｶﾘｷｭﾗﾑを策定された
計画どおり実施する。

【73】人間とその文化・社会・環境の理 【73】共通教育及び各学部専門教育で、 共通教育で、人間と文化・社会・環境についての理解を深めると共に地域の特性
解を深めるとともに、地域の特色を生か 人間と文化・社会・環境についての理解 を生かして地域社会に貢献しようとする精神を育てる授業を開講した。又、環境資
し、地域社会に貢献しようという意識を を深めると共に地域の特性を生かして地 格取得支援プログラムについて、平成20年度からの全学的な実施体制を整えた。
育てるようなカリキュラムを工夫する。 域社会に貢献しようとする精神を育てる

ようなｶﾘｷｭﾗﾑを策定された計画に基づい
て実施する。

【74】国際性を生かしたカリキュラムを 【74】TOEICの履修クラスの整備及び外 共通教育の実践英語教育を充実するため中・上級19クラス及び再履修36クラスを
工夫する。 国語教育の中・上級クラスの充実、実践 設置した。又、効率的な学習を支援するために、平成18年度末に導入した新しいTO

外国語教育のカリキュラムと指導方法の EIC自習システムの運用を開始した。教育学部も含めた平成20年度からの全学レベ
充実を図り、その成果を検証する。 ルでの実践英語教育に向け、共通教育英語カリキュラムの実施について検討した。

、 。 、共通教育と各学部専門教育で国際性を生 共通教育で国際性を生かし 留学生とともに学ぶ授業科目を５科目開講した 又
かしたカリキュラムを継続的に実施し、 各学部等において国際性を生かしたカリキュラムを整備した。
その成果を検証し、必要な改善策を策定 次年度には、国際交流センターの支援により、共通教育に国際教育科目を10科目
する。 設置することを決定した。

【75】専門教育と平行して全学年を通じ 【75】専門教育科目の共通教育への開放 開放科目の効果等について検証を行い、専門教育と共通教育にとって教育効果が
て教養教育を履修できるシステムを検討 を継続的に実施し、その成果を検証し、 ある科目については継続し、履修者がいない科目等に関しては改善策を講じるか、
する。 必要な改善策を策定する。高学年向け中 取りやめることとした。

・上級外国語科目の充実を図ると共に上 入学時に受験したTOEIC IPテストの得点に応じたクラス編成を行い授業を開講
級中国語科目を増設する。 し、又、中・上級19クラス及び再履修36クラスを設置し、共通教育の実践英語教育
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を充実すると共に、上級中国語科目を増設した。
理系基礎科目の一部について、学部で定めた基準等により習熟度別のクラス編成

を行い、授業を開講した。理系基礎教育科目（数学）に関して、習熟度の低い学生
を対象として補習教育クラスを開設した。

【76】学生の習熟度に配慮したカリキュ 【76】実践英語教育と一部の理系基礎教 入学時に受験したTOEIC IPテストの得点に応じたクラス編成を行い授業を開講し
ラムを検討する。 育で習熟度別クラス編成を実施すると共 た。理系基礎科目の一部について､学部で定めた基準等により習熟度別のｸﾗｽ編成を

に、補習教育の充実を図る。 行い､授業を開講した｡又､理系基礎教育科目(数学)に関して､習熟度の低い学生を対
習熟度別クラス編成の教育効果を検討 象として補習教育ｸﾗｽを開設し、受講した学生の学力向上を図った。
し、習熟度に配慮したカリキュラムの改 TOEICのスコア上昇を目指すための英語の補習授業(集中)を､夏季休業期間中の9
善策を策定する。 月に開講した｡なお､9月に実施した英語の補習授業の受講学生に対してｱﾝｹｰﾄを実施

し､その効果等について検証した。

（大学院教育カリキュラム） 【77】他研究科、他専攻の授業科目の履 横断的教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ､学際的ｶﾘｷｭﾗﾑとして､理系専門能力とﾋﾞｼﾞﾈｽ能力とを兼ね備
、 。 、 、 、【77】広い視野をもつ研究者・高度専門 修を促進する。横断的教育プログラム、 えた人材育成を目指す 地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ学研究科について検討した 又 人文 教育

職業人育成のために講座・研究科の枠を 学際的カリキュラム、共同研究を策定さ 生物資源、医学系研究科において、社会人の学び直し支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを､工学研究科に
越えた学際的カリキュラムや共同研究を れた計画に基づいて実施する。 おいてMOTコースを、医学系研究科においてｵｰﾊﾞｰﾄﾞｸﾀｰのﾋﾞｼﾞﾈｽ･ｴﾘｰﾄ化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを
拡充する。 策定し、実施を開始した。

【78】地域・国際社会で活躍できる研究 【78】地域性や国際性に配慮したカリキ 共通教育で国際性を生かし､留学生とともに学ぶ授業科目を､５科目開講した。又､
者・高度専門職業人育成のために地域性 ュラムを計画に基づいて実施し、その結 各学部等において国際性に配慮したｶﾘｷｭﾗﾑを整備し､中には海外協定大学との間で
や国際性に配慮したカリキュラムを拡充 果を点検評価し、充実策を策定する。 修士レベルのﾀﾞﾌﾞﾙﾃﾞｨｸﾞﾘｰ制度の検討を開始している研究科 地域性に配慮した 三、 「
する。 重の文化と社会｣を継続して開講している研究科､国際ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ､国際会議講演の単

、 、位化を行うと共に 地域企業との連携の下に創成工学教育科目群を来年度から開設
国際的な資格取得に対応した実践的教育科目｢機械工学特別演習Ⅰ｣を開講するなど
して､地域や国際社会で活躍できる研究者や高度職業人を育成するための拡充策を
策定し実施した。

【79】教育者や社会人として望まれる資 【79】教育者や社会人として望まれる資 各専門的学問領域に応じた高度な知識・技術を確実に修得するカリキュラムを整
質を涵養するために、専門的学問領域の 質を涵養するために、各専門的学問領域 備し、平成20年度からの全学的展開の計画を策定した。
高度な知識・技術の修得に加えて、教育 に応じた高度な知識・技術を確実に修得 TAに対するFD活動計画の策定、TA指導ガイドの作成と同ガイドの教員への配布な
等の大学諸活動への参画を求める。 するｶﾘｷｭﾗﾑを計画に基づいて実施し、そ ど “TAを通しての教育効果向上策”の実施を開始した。、

の実施状況を点検評価し、平成20年度か
らの全学的展開の計画を策定する。大学
諸活動への参加を進めるため、TA制度の
活用などを進めると共に、TAに対するFD
研修を実施する。

（教育指導方法） 【80】e-ラーニングを駆使したPBL教育 e-ラーニングを駆使したPBL教育を継続して実施した。
【80】プレゼンテーション型授業やe-ラ を拡充するなど、コミュニケーション力 前期に開講した｢PBLｾﾐﾅｰ｣の受講者に対して､授業改善のためのｱﾝｹｰﾄを実施する
ーニング等、コミュニケーション力の涵 涵養に効果的な指導方法の充実を図る。 とともに、｢PBLｾﾐﾅｰ｣の教育的効果等を問う独自のｱﾝｹｰﾄを実施し、ｱﾝｹｰﾄ結果をま
養に効果的な指導方法を工夫する。 共通教育及び各学部の学生参加型の授業 とめ、担当教員にﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸするとともにｾﾐﾅｰのあり方について検証を行った。

方法の実施状況を検証し、その結果をフ シラバス等を活用して「コミュニケーション力」を涵養するための授業の開設状
ィードバックする。 況を点検し、その結果をフィードバックした。

【81】現場体験授業等、感じる力の涵養 【81】現場実践のリアリティに触れ、そ 実習先で実務体験のできるインターンシップ、教育現場体験型の教育実地研究、
に効果的な指導方法を工夫する。 こで感性や問題発見力を磨けるような現 初期医学体験実習や診療参加型臨床実習、工学実験・実習、生物資源学部でのフィ

場体験ができる授業を、計画に基づいて ールドサイエンス概論及び関連実習等、現場実践のリアリティに触れ、そこで感性
実施する 事例シナリオを駆使する等 感 や問題発見力を磨けるような現場体験ができる授業を整備した。。 「
じる力」の涵養に効果的なPBL教育の拡 事例ｼﾅﾘｵを駆使する等「感じる力」の涵養に効果的なPBL教育の拡充を図った。
充を図る。 共通教育において 学生のｷｬﾘｱ支援ならびに就学を支援することを目的とする 大、 「

学とｷｬﾘｱ形成」と称する授業科目群を開設。シラバス等を活用して「感じる力」を
涵養するための授業の開設状況を点検し、その結果をフィードバックした。

【82】少人数課題探求型授業等、考える 【82】｢考える力｣を涵養するための共通 「考える力」を涵養するため共通教育において、PBLセミナーを開講し充実を図
力の涵養に効果的な指導方法を工夫す 教育及び各学部の特色を生かしたPBL教 った。又、シラバス等を活用して、4つの力の比重について分析し、学科別、学年
る。 育をはじめ少人数課題探求型授業の充実 別での統計データとともに、考える力の比重が高いことを指摘し、4つの力の定義
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を図る。｢考える力｣を涵養するための授 や比重の配分方法を周知するなど 「考える力」を涵養するための授業の開設状況、
業の開設状況を点検し、その結果をフィ を点検し、その結果をフィードバックした。
ードバックする。

【83】学生の主体的学習支援、実践的授 【83】共通教育及び各学部専門教育にお 共通教育及び各学部で218科目のPBL教育授業科目を開設し、充実を図った。又、
業や自学自習問題解決型授業など、生き いて PBL教育の充実を図り ｢生きる力｣ 「生きる力」の涵養のため共通教育及び各学部において、学生の主体的学習支援、、 、
る力の涵養に効果的な指導・支援方法を 涵養のために、PBL教育をはじめ共通教 自学自習問題解決能力を高めることを目標とする授業を開講した。
工夫する。 育及び各学部の特色を生かした学生の主 シラバス等を活用して「生きる力」を涵養するための授業の開設状況を点検し、

体的学習支援、自学自習問題解決型授業 その結果をフィードバックした。修学達成度評価方法による「生きる力」の涵養に
を計画に基づいて実施する。 関する検証を断続的に実施した。

【84】地域や海外での実習等、地域・国 【84】インターンシップの充実など、地 ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの充実など地域や企業での実習の拡充を進めるため､共通教育において
際的教育環境を充実する。 域や企業での実習の拡充を進める。医学 学生のｷｬﾘｱ支援ならびに就学を支援することを目的とする｢大学とｷｬﾘｱ形成｣と称す

。 、部の海外臨床実習の拡充を図る。国際イ る授業科目群を開設した｡又､ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟに173名の参加者を得た 医学部においては
ンターンシップなど、理系学部等での海 海外臨床実習の拡充を図り､46名の参加者を得た｡工学研究科においては､国際ｲﾝﾀｰﾝ

” ” ” ” 。外実習を計画に基づいて実施する。 ｼｯﾌﾟの拡充のため 国際ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ ､ 国際会議発表演習 の授業科目を整備した
企業・ＮＰＯ・行政等と連携して環境イ 環境インターンシップとして学生を派遣することについて、複数の企業・NPO・
ンターンシップを実施する。 行政等からの了解を得た。

、 、【85】有効に活用できるシラバスの作成 【85】電子シラバスの有効性や活用度を 電子シラバスの有効性や活用度を点検し 電子シラバスの充実策を作成するため
とその電子化を進める。 点検し、電子シラバスの充実策を作成す 教務情報WGを設置し、平成20年度に向けた改善を図った。

る。

、 、 （ ）（成績評価） 【86】全学成績評価基準(ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ)及び 学士教育 大学院教育において 全学統一した全学成績評価基準 ガイドライン
86 コミュニケーション力 感じる力 成績評価に対する不服申立制度を点検 及び成績評価に対する不服申し立て制度を点検した。【 】 、 、

考える力、生きる力が、より適正に評価 し、必要に応じ改善を図る。ｼﾗﾊﾞｽに｢ｺﾐ シラバスに「コミュニケーション力 「感じる力 「考える力 「生きる力」の重」 」 」
される成績評価方法を工夫する。 ｭﾆｹｰｼｮﾝ力｣｢感じる力｣｢考える力｣｢生き 点度と評価方法を示すことによって４つの力を適正に評価する評価方法を計画に基

る力｣の重点度と評価方法を示すことに づいて実施した。高等教育創造開発センターにおいて、PBL教育の成績評価方法の
よって、４つの力を適正に評価する評価 検討を進めた。
方法を計画に基づいて実施する。

【87】形成的評価やＧＰＡ制度等、学生 【87】実践外国語教育やe-ﾗｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑを e-ラーニングシステムを活用した授業（ 英語プレTOEIC ）を開講した。又、e-「 」
にモチベーションを与える成績評価方法 活用した授業で､形成的評価を継続的に ラーニングシステムの活用、形成的評価方法の理解を深めるため、全学FDを実施し
の導入を検討する。 実施し､その拡充方策を策定する｡GPA制 た。GPA制度の導入については、既に活用している学部、試行的に実施し、問題点

度の実施結果を点検すると共に､GPA制度 を検討した学部など学生にモチベーションを与えるために利用の拡充を図ってい
の利用の拡充計画を策定する｡大学院に る。
おける成績優秀者に対する顕彰制度の効 大学院における成績優秀者に対する顕彰制度の効果を点検した。
果を点検する。

【88】学生と学部のニーズに配慮しなが 【88】TOEIC及び中国語検定試験など、 TOEIC及び中国語検定試験を受験させるなどの実践外国語能力の評価を継続的に
ら、外国語のコミュニケーション力や基 外部の統一的基準による実践外国語能力 実施した。
礎学力等を共通テスト・外部の検定試験 の評価を継続的に進める。 医師に必要な基礎学力を確認するための全国共用試験（CBT，OSCE）を継続的に
等の統一的基準により測定する。 医師に必要な基礎学力を確認するため全 実施した。

国共用試験を実施する。

【89】学位審査は原則として公開とし、 【89】修士論文の発表会の公開状況を点 博士学位審査における外部審査員の増加方策として博士学位審査経費を予算化
外部審査員による審査等も考慮した厳正 検する。博士学位審査における外部審査 し、外部審査員を依頼した。又、修士論文の発表会の公開状況を点検した。
な審査に努める。 員の増加方策を実施する。

（教育活動評価と指導方法の改善） 【90】アンケート用紙や集計方法の改善 授業改善アンケート分析プロジェクト（試行）を設置し、改善計画を策定した。
【90】学生による授業評価等、学生の建 を図り、全学統一形式の学生による授業 又、全学統一形式の学生による授業評価を全学部、全研究科で実施した。
設的意見を迅速に教育の改善に反映させ 評価を全学部、全研究科で継続的に実施 教育に対する学生の満足度調査を全学部、全研究科で継続的に実施した。又、平
るシステムを確立する。 する。教育に対する学生の満足度調査を 成18年度実施した教育満足度調査の成果を検証し、改善点をWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)で公

全学部及び全研究科で継続的に実施す 開した。満足度調査、学長と学生の懇談会における学部生、大学院生の意見に対す
る。授業評価など学生による各種教育評 る回答集を制作し、Web上で公開すると共に、回答集制作過程で各種教育評価の個
価の個々の授業改善及び教育全体の改善 々の授業改善及び教育全体の改善への活用を進めた。
への活用を進める。
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【91】教育目標達成のための新しい教育 【91】新たに開発したPBL教育ﾏﾆｭｱﾙ､PBL e-ラーニングシステム活用の手引の全学的利用を進め 「三重大学版PBL実践マ、
方法・教材の開発に努める。 教育教材及びｅ－ﾗｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑ活用の手引 ニュアル」を制作し、これをホームページに掲載するとともに、冊子を全教員に配

の全学的利用を進めるなど高等教育創造 布した。又 「学生向け三重大学版PBLマニュアル」を作成した。、
開発センターを中心に新しい教育方法・ 新たな教材や教育方法の開発、改訂を進めるため平成19年度三重大学「PBL教育
教材の活用と開発を進める。 支援」プログラムの募集を進めた。

【92】教養・専門教育を通じてさまざま 【92】教育職員の教育活動評価を試行実 教員個人評価制度については､５月に平成18年度教員個人評価の試行結果報告を
な観点から教育活動を評価し、成果の見 施するとともに、教育職員の表彰制度を 行い､その結果を踏まえ､教員個人評価に係るｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの付与、改善を促す必要のあ
られた教育職員を表彰するなど、教育職 実施する。 る者への指導・勧告等の方法､評価手順等について検討し､平成18年度に制定された
員の意欲の向上を目指す。 ｢大学教員個人評価に関する実施要項｣の改正、｢部局の評価基準｣の見直しを行い､

それらを基に平成19年度実績からの本格実施､平成20年度実績からのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを付
与した教員個人評価の完全実施を行うこととした。

教育職員の表彰制度については、勤勉手当の成績率において学長が全学的視点か
ら特に貢献したと認める職員に対して学長裁定枠を定め選考することとした。

【93】教育職員の教育能力や意識の向上 【93】開発したPBL教育教材の活用を促 開発したPBL教育教材の活用を促す学内ワークショップを開催した。
のために全学的にＦＤを実施する。 す学内ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟや他大学に公開したｼﾝﾎﾟ 全教育組織で教育職員の教育能力や意識の向上を図るFDを実施した。又、新任教

ｼﾞｳﾑの開催など高等教育創造開発センタ 員を対象とする全学的なFD研修会を実施した。
ーを中心に全学的FDを実施する。 他大学に公開したPBL教育に関するシンポジウムを開催した。

【94】国際標準を満たすカリキュラム・ 94 共通教育において特任教員の採用 特任准教授等を採用し、実践外国語（英語）の授業を担当するとともにTOEIC IP【 】 、
教育法の導入を検討する。 学習支援の強化、上級クラスの増設など 試験の試験監督や個別学生指導等の専任教員の補助を担当させた。又、中・上級19

、 。 、の改善を図りTOEICに基づく実践英語教 クラス及び再履修36クラスを設置し 共通教育の実践英語教育を充実した さらに
育、及び中国語検定試験を活用した実践 教育学部も含めた平成20年度からの全学レベルでの実践英語教育に向け、共通教育
中国語教育を継続的に実施する。認定を 英語カリキュラムの実施について検討した。実践中国語教育においては、中国語検
受けた工学部機械工学科、生物資源学部 定試験を継続的に実施した。効率的な学習を支援するために、平成18年度末に導入
生物圏生命科学科、同共生環境学科（地 した新しいTOEIC自習システムの運用を開始した。
域保全工学講座）においてJABEE認定技 認定を受けた工学部機械工学科、生物資源学部生物圏生命科学科、同共生環境学
術教育プログラムに沿って、継続的に教 科（地域保全工学講座）においてJABEE認定技術教育プログラムに沿って、継続的
育改善活動を進める。工学部電気電子工 に教育改善活動を進めた。又、工学部電気電子工学科、建築学科及び生物資源学部
学科及び建築学科、生物資源学部共生環 共生環境学科の２講座でJABEEの受審準備を進めた。
境学科の２講座でJABEEの受審準備を進 欧米の大学教育の標準として広がりつつあるPBL教育の全学的実施を進め共通教
める。欧米の大学教育の標準として広が 育及び各学部で218科目のPBL教育授業科目を開始した。
りつつあるPBL教育の全学的実施を進め
る。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

③ 教育の実施体制等に関する目標

１（教育実施体制）中
学科・部局・研究科に加えて大学全体の教育に責任をもつ教育実施体制の確立を図る。期

２（教育連携）目
大学、地域、国を超えた教育連携を促進する。標

３（学術情報基盤）
高度なＩＴと快適な教育・学習環境を備えたセンター施設を整備し、電子情報受発信の拠点機能を担うとともに、全学的視野に立った学術情報基盤を整備す

る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（教育実施体制） 【95】計画に基づき共通教育を全教育職 計画に基づいて、全学部の教育職員により共通教育の授業を効率的に実施した。
【95】全学共通の教養教育を共通教育と 員の出動によって効率的に提供する。教 平成18年度に引き続いて、平成19年度（前期・後期）において開放科目を15コマ開
して、全教育職員の出動体制によって提 職科目のみならず学芸員や司書の資格 講するとともに大学院授業科目の他研究科学生への開放を全研究科で進めた。
供するとともに、専門教育や資格科目等 科目の他学部学生への開放の拡充策を策
の受講についても他学部学生への開放に 定する。学部専門教育科目の共通教育へ
努める。 の開放を継続的に実施する。大学院授業

科目の他研究科学生への開放を進める。

【96】共通・専門教育担当教育職員間の 【96】共通・専門教育担当教員職員間の 共通教育の充実を図るため、共通教育センター会議を週１回開催し、共通教育の
十分な調整のもとに、共通・専門教育の 調整を進め、共通教育センター会議の充 運営及び実施方針等について審議した。
一貫したカリキュラムと成績評価基準等 実を図る。専門教育との連携に基づく基 専門教育との連携に基づく基礎教育科目の専門分野別開講について、工学部では
の整備に努める。 礎教育科目の専門分野別開講を継続的に 基礎物理学、化学、計算機プログラミングの全てと基礎線形代数や応用微積分学等

実施し、その成果を点検・評価する。共 の基礎数学科目の一部を学部の専任教員が担当し、専門で必要となる分野をより強
通・専門教育の一貫した成績評価基準の く意識した基礎教育を行った。又、入学時の習熟度の差を軽減させるため、高校か

、 、 。 、適用を開始する。 ら大学への橋渡しとして 入門数学 入門物理学等を開講した 生物資源学部では
基礎物理学Iの２クラスの非常勤を除く基礎教育科目の全クラスを学部の専任教員
が担当し、専門科目との連携を図った。数学基礎の再履修者を対象に専門科目の入
門数学演習を開講して、専門の発展科目に対応できるように、基礎学力の補強を行
なった。

学士教育、大学院教育において、全学統一した成績評価基準の適用を開始した。

【97】全学的な教育方法の研究開発と推 【97】学長補佐体制を強化し､全学的な 高等教育創造開発センターと共通教育センターで学長補佐体制を強化して各セン
進を行うセンター、共通教育の企画・運 教育方法の研究開発と推進を行う高等育 ターの充実を進めた。
営・改善を行うセンターを設置する。 創造開発ｾﾝﾀｰの充実を図り､共通教育の 英語教育及び数学教育で高大接続補習教育を担当するスタッフを採用した。

、 （ ）企画運営･改善を組織的に行う共通教育ｾ 実践外国語教育では TOEICのスコア上昇を目指すための英語の補習授業 集中
ﾝﾀｰの充実を進める｡実践外国語教育及び を夏季休業期間中の９月に開講し、４月に採用した特任准教授と特任講師及び非常
理系基礎教育の補習を担当するｽﾀｯﾌを採 勤講師２名により実施した。又、理系基礎教育科目（数学）では、非常勤講師１名
用し 共通教育の実施体制の充実を図る を採用し、習熟度の低い学生を対象として補習教育クラスを開設した。、 。

【98】創意に溢れた重点化教育プロジェ 【98】創意溢れた教育ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄや教育活 創意溢れた教育プロジェクトや教育活動を選定し、支援するために三重大学教育
クトを選び、全学的な実施に向けて組織 動を選定し、支援するために三重大学教 GPを継続的に実施し、８件のプログラムを選定し、成果を公表した。
的に取り組む （三重大学教育ＧＰ） 育GPを継続的に実施し、その成果を公表。

する。

【99】チューター制・オフィスアワー制 【99】オフィスアワー制の実施状況を点 オフィスアワー制及びチューター制の実施状況を点検の上、改善指針を作成し、
の導入など、学生の学習支援や生活指導 検する。作成したチューター指針に基づ 各学部及び教員に周知徹底した。
の充実を図る。 いて全学でチューター制を実施する。

、 （ ） 、【100】学生の社会活動、ボランティア 【100】課外活動の支援を促進させるた 課外活動全般への支援のため 教室開放 自習目的を含む を各学部に呼びかけ
活動、課外活動等に対して適切な支援と めに、教室等の開放状況を点検する。策 多目的室として２室を、自習室として１３室を、それぞれ新規開放した。
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指導に務める。 定したボランティア支援計画に基づいて ボランティア支援計画に基づき、次のとおり実施した。
具体的な支援を行う。 ・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱに関心･興味のある学生を対象に､｢みえ市民活動ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ｣(NPO法

人)との共催で講習会を実施（約４０名が参加）
・ボランティア室の機能充実のための必要物品購入

（教育連携） 【101】放送大学との連携の条件整備を 放送大学の単位互換研究モデル事業を継続し、236名の受講生を確保した。
【101】連合大学間、国内大学間、放送 進め、単位互換を継続的に実施する。留 ポリコムを利用して、ノースカロライナ大学との遠隔授業を実施した。
大学間、海外大学間で教育の連携、単位 学や遠隔授業などを通して海外大学との SOIアジアの教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとして、農業関連のｺﾝﾃﾝﾂの講義を配信することが決定
互換を促進する。 教育連携や単位互換を進める。ＳＯＩ し､ｵﾌｨｼｬﾙﾊﾟｰﾄﾅｰとして本学も加入するため､事務局である慶應義塾大学との間でSO

ＡＳＩＡの教育プログラム作成を引き続 Iﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの覚書を締結した。又､タイ国チェンマイ大学で開催の３大学ｼﾞｮｲﾝﾄｾﾐﾅｰ
、 、 、き検討する。 に､本学から教職員10名､学生15名を派遣し 教員による基調講演 学生の論文発表

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟなどに参加､意見交換等を行った。

【102】みえ連合大学センター等の大学 【102】三重県との連携を密にし、三重 三重県との連携を密にして工学研究科の四日市での製造中核人材育成事業の計画
間連合の活動に積極的に関わる。 県内大学間連携事業を進める。大学間連 を策定した。

携の発展のために、県内の大学のまとめ 大学入試センター試験における三重県連絡会の実施、東海地区大学教育研究会役
役としての役割を果たす。 員会を実施するなど大学間連携発展のために県内の大学のまとめ役としての役割を

果たした。

【103】高校との教育連携を推進する。 【103】高大連携学長補佐を配置をする 高大連携学長補佐を配置すると共に高大連携推進委員会を設置し、実施体制を強
と共に高大連携推進委員会を設置し､高 化して高大連携推進のための会議を開催した。
大連携教育実施体制を強化する｡高校と 高校との連携のための協議会を継続的に開催すると共に 三重県教育委員会と 高、 「
の連携のための協議会を継続的に開催 大連携事業に関する協定」を締結し、高大連携授業、公開授業（東紀州講座 、サ）
し､ｽｰﾊﾟｰｻｲｴﾝｽﾊｲｽｸｰﾙ､公開授業､ｻﾏｰｾﾐﾅｰ マーセミナー及びスーパーサイエンスハイスクール事業を実施した。
など高大連携事業の実施及び充実を図
る。

（学術情報基盤） 【104】学術情報基盤の運営・管理のた 附属図書館に研究開発室を設置し、研究体制（館長：室長，専任教授１名，兼務
【104】情報基盤に関する組織・人事体 めの環境整備の改善を図る。 教員２名，客員教授１名）を整備した。
制の改善、効率的な予算執行、外部資金 国立情報学研究所から学術機関リポジトリ構築事業の委託を受けコンテンツを整
の獲得等、運営・管理のための基盤環境 備した（約4,000件 。また、三重県から歴史街道ＧＩＳ作成事業を受託し、熊野）
整備に取り組む。 古道を中心に新たなコンテンツを整備した。

【105】学術研究情報を一元的に集積・ 【105-1】学術研究情報を一元的に集積 学術研究情報を一元的に集積・管理できる学術機関ﾘﾎﾟｼﾞﾄﾘｼｽﾃﾑを構築し､学内で
管理できるデータベースを整備し、学内 ・管理できる学術機関リポジトリを整備 生産された研究論文､学位論文､報告書等を研究教育成果ｺﾚｸｼｮﾝとしてﾀﾞｰﾃﾍﾞｰｽ化
外へ発信する等のサービスにより、教育 ・充実し、学内外に発信する等のサービ し､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄで学内外に発信した。特に､国立情報学研究所から｢次世代学術ｺﾝﾃﾝﾂ基
・研究活動への支援を強化する。 スにより、教育・研究活動への支援を強 盤共同構築事業｣の委託を受け､学術機関ﾘﾎﾟｼﾞﾄﾘｼｽﾃﾑの構築とｺﾝﾃﾝﾂの作成を行っ

化する。 た｡また､電子ｼﾞｬｰﾅﾙ等有料のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽとﾘﾎﾟｼﾞﾄﾘが同時に検索できる統合検索ｼｽﾃﾑ
を構築し､ｻｰﾋﾞｽの充実を図った。

【105-2】u-Campus 実現および学生・教 ICカードを核とする情報戦略構想に基づき、工学部全体及び医学部改修建物に対
職員へのサ－ビス向上のため、ＩＣカ－ し、身分証明書（ICカード）による入退室管理システムを設置した。また、学生証
ドを核とする情報戦略を構築する。 （ＩＣカード）を用いた出欠管理システムの導入準備を整えた。

【106】電子情報サービスの充実、電子 【106】電子ジャーナル、データベース 新たに科学文献情報JdreamⅡを導入すると共に、１万タイトルを超える電子ジャ
ジャーナル、データベース、ｅ－ＢＯＯ の整備及び目録電子化を推進するととも ーナルを提供した。
Ｋなどの整備に努めるとともに、デジタ に、附属図書館研究開発室を設け、新た 目録の電子化では、約20,000冊の図書の遡及入力を実施した。
ルアーカイブを活用し図書館機能の新た な図書館機能の開発に着手する。また、 附属図書館研究開発室を設置し，図書館機能のあり方､課題等について調査・研究
な開発と情報リテラシー教育の充実強化 情報リテラシー教育支援を共通教育セン する体制を整備すると共に、各種図書館等のﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲﾌﾞ事業についての調査に着
を図る。 ターとの連携のもとで強化する。 手した。

講義に関連した情報ﾘﾃﾗｼｰ教育支援講習会として､Moodleのｺｰｽｶﾃｺﾞﾘの中に図書館
を設け､情報科学基礎で1ｺﾏｺｰｽと2ｺﾏｺｰｽの講習会を､また､化学基礎､情報工学基礎等
の授業でも文献検索講習会を実施した。

【107】地域の学術情報の拠点として、 【107】地域と連携して、地域が所蔵す 三重県から歴史街道GIS作成事業を受託し､熊野古道を中心に新たなコンテンツを
地域住民に快適で機能的な教育・学習の る貴重な史料をデジタルスキャニングす 整備した｡
場を提供するとともに、双方向の情報連 ることによってアーカイブを形成し、ま
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携を強化する。 た館種を超えた地域の図書館等と連携し
て県民サービスを充実する。

【108】ＡＰＡＮ（エイパン）国際会議 【108】ＡＰＡＮと三重大学の関係構築 8月の西安と1月のハワイのＡＰＡＮ国際会議に三重大学教員が参加し、e-cultur
への積極的参加を核として、アジアパシ のためにAPANのeカルチャー部門に対し e部門では座長を務めるなど中心的役割を果たした。
フィックの学術情報拠点の１つとなるこ て支援を行う。
とを目指す。

【109】セキュリティーに配慮した高度 【109】セキュリティーに配慮した高度 新キャンパスネットワーク整備計画に基づき、セキュリティーに配慮した高度で
で堅牢なＩＴ・ネットワーク環境を整備 で堅牢なＩＴ・ネットワーク環境を整備 堅牢なIT・ネットワーク環境の向上のため各フロアの情報機器を整備した。
する。 する。

【110】学生の教育・学習支援のために 【110】学生の教育・学習支援のために 学生用図書の収集に当たって､広く学生から図書購入希望を受け付けることとし､
学生用図書の充実を図る。 学生用図書・雑誌及びデータベースの充 ﾎﾟｽﾀｰ等で学内に広報した｡

実を図る。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

④ 学生への支援に関する目標

１（学生支援）中
学生の修学、就職、生活、健康支援を総合的に行う体制を整備し、学生支援体制の充実を図る。期

目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（学生支援） 【111 「学生総合支援センター」の年 「学生総合支援センター」を構成する３施設の年間活動計画を策定・実施すると】
【111】修学、就職、生活、健康支援を 間活動計画を策定し、実施する 「学生 ともに、センターの機能と部局との連携進展のため、次のとおり実施した。。
総合的に行うセンターを設置するととも 総合支援センター の運営の点検を行う ・ 学生なんでも相談室・分室連絡会議」を立ち上げ、各学部の分室の充実、学」 。 「
に、部局との連携のもとにきめの細かい 部を越えた相談体制の構築などについて検討していくこととした。
支援に努める。 ・学部からの要請に基づき 「学生なんでも相談室」から出向いての教職員研修、

を実施
・外部から講師を招き、全教職員を対象に 「学生・院生をダメにする教員・伸、
ばす教員」をテーマとして「メンタルヘルス集中セミナー」を実施

平成18年度学生教育満足度調査における事務職員の窓口での学生対応に関し、肯
定的評価70％以上を達成した （71.7％）。

【112】修学や学生生活全般にわたる相 【112】学生の相談に的確に対応するた 「学生なんでも相談室」のピアサポート活動の充実とＰＲを図るため、カウンセ
、「 」 。談体制の充実を図る。 めに「学生なんでも相談室」と「学生な ラーやピアカウンセラーが学部に出向いて活動する 学部巡回企画 を策定した

んでも相談室分室」等との連携を促進さ 教職員向け「学生対応ガイドブック」の改訂版を平成２０年度に作成するにあた
せる。 り、内容をより充実させるため、全教職員にアンケート調査を実施した。

【113】カウンセラーを配置するなど学 【113 「学生なんでも相談室」と「保 「学生なんでも相談室」の運営体制の改善（分室や学生総合支援センター構成３】
生の心の健康相談を行うカウンセリング 健管理センター」との連携及び医師・看 施設との連絡・連携体制の確立等 、ピアサポート活動の充実等を柱とする相談室）
システムを充実する。 護師・カウンセラー・インテーカーとの の利用促進計画を策定・実施した。

連携を強化し 「学生なんでも相談室」 外部から講師を招き、学生支援に携わる教職員を対象に､｢教育の一環としての学、
の利用を促進させる。 生支援・学生相談｣をﾃｰﾏとして｢学生総合支援ｾﾝﾀｰ講演会｣を実施した(約60名が参

加 。）

【114】感染症、事故、訴訟、セクハラ 【114】学生便覧に掲載されたﾊﾗｽﾒﾝﾄ関 ﾊﾗｽﾒﾝﾄ関係学生ﾏﾆｭｱﾙとしても作成した｢学生対応ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ｣及び｢学生なんでも
などの対策のため、学生の安全・危機管 係学生ﾏﾆｭｱﾙを配布する。学生のﾊﾗｽﾒﾝﾄ 相談室｣利用カードを配布した。
理体制や保険制度等を整備する。 等の相談に対応するために「学生なんで 各学部にポスターを掲示するとともに、ピアサポーターの活動曜日・場所、時間

も相談室 「学生なんでも相談室分室」 のバリエーションを増やす等の改善を行った。」、
の利用促進の広報を行う。学生保険制度 大学及び生活協同組合が斡旋する学生保険制度への加入状況を調査し、未加入の
への加入を徹底指導する。 学生に対して加入指導を行った。

【115】入学金・授業料免除、奨学制度 【115】審査基準など授業料免除の実施 家計収入基準を見直し実施した。
等の現状を調査し、学生に対する経済的 方法を見直す。
支援の在り方を見直す。

学生の進路・就職に関する相談体制の強化を図るためキャリア・カウンセラー１名【116】インターンシップの拡充などに 【116】CDA資格を有するｷｬﾘｱ･ｶｳﾝｾﾗｰを
を雇用した。よってキャリア教育を促進するととも 継続的に配置するとともに､学生の就職

。に、就職情報室の充実や就職相談体制の 支援により有効なｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞの充実を図 キャリア教育を充実するため共通教育においてキャリア教育科目７科目を開講した
また､平成２０年度は､前期８科目､後期７科目合計１５科目を開講する計画を策定し強化を図る。 る｡初学年用ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの拡充及びｷｬﾘｱ教
た。育科目の増設等ｷｬﾘｱ教育の充実を図る。
キャリア支援センターが中心となって各学部・研究科教員と連携してインターンシ共通教育におけるｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの拡充及

ップを推進し，企業等９９機関において学生１９３名が参加した。び全学でのｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ実施体制の充実を
図り､参加学生を100名以上確保する。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
(2) 研究に関する目標
① 研究水準及び研究の成果等に関する目標

○（研究全体の目標）中
地域に根ざし世界に誇れる独自性豊かな研究成果を生み出す。期

１（研究成果の目標）目
本学の研究全体の目標に基づき、それぞれの学術分野や学際領域における国内トップレベルの研究を進める。また特定の領域での世界水準の研究を進める。標

２（研究成果の社会への還元）
地域振興や社会の発展に貢献できる企業や自治体との共同研究を推進し、その成果を社会に還元する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

各部局並びに各研究単位において、研
究推進に関する計画・実行・評価・改善
のサイクルを徹底させる。

（研究成果の目標） 【117】各教育職員の研究活動に関する 作成した教員活動データベースの項目の中で、研究活動についてもデータベース
。 、 （ 、【117】国内外の大学と比較した三重大 データベースを構築し、他大学にはない を4月に構築した また 三重大学COEプロジェクト A,B)の研究費を4月に配分し

学の研究水準及び位置づけを検証する。 三重大学の国内トップレベル、世界トッ 昨年に引き続き研究推進を支援している。
プレベルの研究を特定し、研究を推進す グローバルCOEの応募について、医学系研究科から「汎人類的視点の国際的融合
る。 医学教育研究拠点」プロジェクトの申請を2月13日に行った。

【118】研究成果の社会への貢献度や社 【118】客観的に研究成果の社会への貢 平成18年度実績を調査した。
会からの評価等から、三重大学の研究成 献度や社会からの評価を計り、研究成果 共同研究 ： 245件、3.8億円 受託研究：125件、4.8億円
果を検証する。 の社会への貢献度や社会からの評価に関 奨学寄付金 ：1,136件、7.0億円

する問題点を探る。 文部科学省集計の平成18年度産学官連携実績ランキングにおいて、共同研究件数
が全国大学中13位であった。

平成18年度共同研究の相手先への満足度調査を実施。共同研究の約90%がほぼ満
足な評価であった。

【119】独自性の観点から三重大学が誇 【119】学内公募により特定した三重大 三重大学COEﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(A､B､Ｃ)の研究費を4月に配分し､引き続き､三重大学COEﾌﾟﾛ
れる研究テーマの掘り起こしを行う。 学が誇れる研究テ－マについて、研究を ｼﾞｪｸﾄ(A､B､Ｃ)の研究を推進している。

推進する。 ○世界に誇れる世界トップレベルの研究拠点（旧名称ＣＯＥ－Ａ）
・炎症性血管病変による臓器障害機構の解明とその修復再生治療法の開発

(医学系研究科:10,000千円)
・未来エネルギー･コミュニティーの成立工学－自然由来資源活用の自立分散発
電システム社会に向けてー（工学研究科・生物資源学研究科:13,000千円）

○学部として育てたい国内トップレベルの研究（旧名称ＣＯＥ－Ｂ）
・四日市公害問題の再評価と国際環境協力(四日市学)を通じた総合環境研究及び

環境教育拠点づくり(人文学部:3,000千円)
・感性システムの構造化とそれを基盤としたアクションリサーチ的アプローチの

可能性の探求～「感じる力」を培う教育モデルの開発に向けて～
(教育学部:3,000千円)

○学部として育てたい若手研究(旧名称ＣＯＥ－Ｃ)
・4次元CTを用いた脳動脈瘤の血行力学的評価－未破裂脳動脈瘤の破裂リスクの
予測－（医学系研究科：2,000千円）

・野菜をはじめとする主要作物へのアンモニア耐性付与に関する研究－環境及び
健康に安全・安心な食料生産を目指して－（生物資源学研究科2,000千円）

（研究成果の社会への還元） 【120】研究機構を核として、研究面か 研究機構委員会を４回開催し､研究機構委員会に外部資金受け入れ状況を報告し
【120】研究面から地域社会連携を推進 ら地域社会連携を推進する。また、研究 た。
する全学的な機構を整備する。 面から地域社会連携を推進するための戦 平成19年度外部資金受入状況
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略を練るとともに、創造開発研究センタ 共同研究： 247件 4.8億円 (昨年同時期 245件 3.8億円)
ーを窓口として地域社会連携に資する共 受託研究： 128件 5.3億円 (昨年同時期 125件 4.8億円)
同研究等を推進する。ホームページ掲載 寄附金 ：1,176件 7.3億円 (昨年同時期 1,136件 7.0億円)
のシーズ集の更新を行う。 シーズ集の更新を行った。新規登録16名、退職削除43名（現掲載513名）

【121】三重、伊勢湾、紀伊半島等の地 【121】伊勢湾文化資料に関する研究、 平成19年度伊勢湾、紀伊半島地域関連の研究を調査。
域の諸問題をテーマにした学際的研究を 東南海・南海地震に関わる防災研究な 共同研究25件、 受託研究17件
推進する。 ど、三重、伊勢湾、紀伊半島等の地域の 三重大学、和歌山大学､徳島大学、高知大学の4者で 「4大学連携防災セミナー、

諸問題をテーマにした学際的研究を推進 を開催した。
、 「 」 。する。 和歌山大学 奈良女子大学と共同で 紀伊半島研究会シンポジウム を開催した

【122】地方自治体の地域振興プロジェ 【122】地域の教育計画作りに関する研 ﾒﾃﾞｨｶﾙﾊﾞﾚｰに関連して､ﾒﾃﾞｨｶﾙ研究会総会､ﾒﾃﾞｨｶﾙ研究会（15回）を開催した。
クトや民間企業との地域性を生かした共 究、メディカルバレー・クリスタルバレ 都市エリア産学官連携促進事業の発展型へ向けての、セミナーを開催した。
同研究事業を積極的に推進する。 ー構想に関わる研究及び都市エリア型プ 三重県地域結集型共同事業の事業終了報告会を開催し研究成果を発表した。

ロジェクトの推進や地域フロントを核と JST重点地域研究開発推進プログラム「スーパーアコヤ貝の開発・実用化」事業
した民間との共同研究など、地方自治体 が新たに開始された。
や民間企業との共同研究事業を推進す 三重大学発産学官連携セミナーを伊賀市で2回開催した。
る。 伊賀フロントについて伊賀研究拠点と並行して検討中。

【123】利益相反に配慮しつつ、企業の 【123】利益相反管理体制を構築すると 全教員宛に利益相反第1次自己申告書を送り、約30％を回収した。その中で2次調
新規事業開拓や大学発ベンチャー起業を ともに、キャンパスインキュベータ入居 査必要分について、第2次自己申告を行った。第2次は全員から回答を貰い、利益相
総合的に支援する。 企業の展示会出展等の支援を行う。 反専門委員会で協議し、必要に応じ委員長名でアドバイスを行った。

ｷｬﾝﾊﾟｽｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀｰ入居12企業の支援を行った。内、１社が起業化した。
研究交流ﾌｫｰﾗﾑに大学と共に､ｷｬﾝﾊﾟｽｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀ入居企業7社がﾌﾞｰｽを出しPR活動を

行った。

【124】三重ＴＬＯ等とも共同して地域 【124】三重ＴＬＯ、創造開発研究セン TLOと共同して、5件の技術移転が行われた。
産業への学術的知的成果や技術移転を促 ター社会連携部門等とも共同して、地域 知的財産評価委員会を開催し届け出があった発明について審査を行った。審査の
進する。 産業への学術的知的成果や技術移転を促 結果、届け出発明件数42件の内31件が大学承継となった。特許出願件数は42件であ

進する。また、知的財産に関する教育を った。
行い職務発明による特許出願を45件程度
行う。

【125】ホームページによる研究成果や 【125】大学における研究成果や社会貢 フラッシュニュースに社会連携活動に関する記事を随時掲載した。
社会貢献に関する情報の公開を推進す 献に関する情報をフラッシュニュースや ウエーブ三重大に四日市フロント、産学連携の特集を掲載した。
る。 ウエーブ三重大等で発表するとともに、 平成18年度の創造開発研究センター活動報告書、SVBL活動報告書、災害対策プロ

ホームページで公開する。また、創造開 ジェクト室活動報告書、知的財産報告書を作成し、公表した。
発研究センター活動報告書、SVBL研究活
動報告書、災害対策プロジェクト室活動
報告書等を作成する。

三重大学
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
(2) 研究に関する目標
② 研究実施体制等の整備に関する目標

１（戦略的研究体制）中
地域に根ざし世界に誇れる独自性豊かな戦略的研究体制を確立する。期

２（知的財産）目
三重大学独自の知的財産の拡大を図る。標

３（学際的研究）
学部・研究科を超えた学際的研究及び国内外の大学との共同研究を積極的に推進する。

４（研究活動評価）
研究活動へのモチベーションを与える研究活動評価システムを導入する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（戦略的研究体制） 【126】研究機構委員会を核として、研 第1回研究機構委員会において、若手研究プロジェクトの選考、科研費や外部資
【126】学長主導の人事・財政・研究環 究・社会連携戦略を検討、推進する． 金の受入状況及び共同研究のオーバーヘッドの増額を検討した。
境支援システムを確立し、戦略的な研究 6月に設備マスタープランを作成し、概算要求と自助努力によって整備する機器
支援を可能にする。 を整理するとともに、WGで自助努力分を決定し、整備することとした。

【127】三重大学を代表する研究課題を 【127】学内公募により選定した三重大 三重大学COEプロジェクト（A，B，C）の研究費を4月に配分し、引き続き、三重
採択し、期限を限って特段の優遇支援を 学ＣＯＥ研究プロジェクトを支援する。 大学COEプロジェクト（A，B，C）の研究を推進している。
行う （三重大学ＣＯＥ） 第2回研究機構委員会で三重大学COEのあり方について検討した。。

。第3回研究機構委員会で若手研究プロジェクトの選考方法について審議を行った
この結果に基づいて、平成20年度の資金の確保を継続して行うこととした。

【128】地域性、国際性、独自性、学際 【128-1】学内公募により選定した地域 中期計画【119】の『計画の進捗状況』参照
性等から採択された将来性のあるプロジ 性、国際性、独自性、学際性等のある三
ェクトに対し 期限を限って支援を行う 重大学を代表する研究プロジェクトを支、 。

援する。

【128-2】学内公募により、将来を見据 中期計画【119】の『計画の進捗状況』参照
えた優れた研究者・研究グループを選定
・支援する。

【129】研究業績評価を行い、優れた研 【129】客観的な業績評価のための評価 若手研究プロジェクトを公募し、6月に研究費を配分した。また、前年度の若手
究者・研究グループに対する優遇措置を 項目・評価方法により、優れた研究者・ 研究プロジェクトの報告書を作成した。
推進する。 研究ｸﾞﾙｰﾌﾟに対する優遇措置を検討す

る。

（ ） 、【130】特色ある文理融合型独立大学院 【130】特色ある文理融合型大学院独立 大学院構想WGにおいて独立大学院地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ学研究科 仮称 の設置について
や大学院独立専攻科等の設立に努力す 専攻等の設置の検討を続ける。 入学定員､ｶﾘｷｭﾗﾑ及び人員等､具体的な検討を行い､構想案をとりまとめた｡また､本
る。 大学院構想案について､大学院設置準備委員会を設置し､本格的な検討を開始した。

さらに､部局連絡会議､教育研究評議会で本研究科の設置に関する審議及び文部科学
省との設置に向けた協議を行った。

工学研究科の創成工学コースについては、平成20年度設置に向けて本格的な実施
体制を整えた。また、MOT人材育成プログラムについては、先行的に平成19年度後
期より技術経営教育プログラムとして導入した。

【131】研究設備の全学的効率的利用を 【131】各部局、総合研究棟Ⅰ・Ⅱ、創 総合研究棟Ⅰ､総合研究棟Ⅱ､ｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀ施設に入居している研究者に対して､研究ｽ
図り、研究支援を行うセンターの機能を 造開発研究センター、ＳＶＢＬ、キャン ﾍﾟｰｽ及び設備の利用に関して改善を図るためのｱﾝｹｰﾄを実施し、第1回研究機構委員
充実する。 パスインキュベータにおける研究スペー 会に報告した。第2回研究機構委員会において、総合研究棟Ⅰ、総合研究棟Ⅱの空

スの利用状況点検結果を基に、研究スペ きスペースの募集について検討を行い、来年度の募集を行うこととした。
ース利用の改善を図る。また、学内共同 第3回研究機構委員会において、総合研究棟Ⅰ、総合研究棟Ⅱの空きスペースの
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研究施設等における研究設備の利用状況 応募者について審議・承認を行った。
の点検結果を基に、研究設備の有効利用 また、研究設備の有効利用を図るために、部局が保有する設備のデータベースを
や充実改善を図る。 作成するための調査を実施した。

（知的財産） 132 技術移転推進に関わる会議 WG 三重大学単願の未公開特許を全学のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀに説明し､大学の知的財産の技術移【 】 （ ）
【132】研究者から創出される研究成果 を設置する。研究ライセンスポリシー、 転の促進を図った｡また､JST新技術説明会､ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ等に出展し､大学の知的
の特許化を奨励し、知的財産として管理 研究の不正防止ポリシーを制定し、研究 財産を発表した。
・活用する機構を整備する。 ノート記入･管理方法を定めて、教職員 研究ライセンスポリシー、研究の不正防止ポリシー（三重大学の科学研究におけ

への啓発を行う。 る行動規範）を4/1より適用開始し、Mip特許塾で啓蒙した。
Mip（Mie intellectual property）特許塾において､研究ノートの活用を推奨｡

133 知的財産管理者の育成に努める 【133】学内教育職員及び大学院生、県 Mip特許塾（全21回）開催し、知的財産管理について教育を行った。【 】 。
内中小企業の知的財産に関する教育を行 ものづくり知的創造人材育成講座（全12回）開催した。
う。 知的財産ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ｢知的財産を活用できる人材の育成方法｣を開催した。

平成17年度-18年度知的財産報告書を発刊した。

【134】成功報酬制度等の検討を含め、 【134】知的財産表彰規程に基づき表彰 昨年度制定した知的財産表彰制度に基づき、発明届出数等の功績者の表彰を行っ
特許取得を教育職員活動評価の重要な項 を行う。 た。

（学際的研究） 【135】講座・学部・研究科を超えた学 グローバルCOEの採択状況等を調査し、本学がグローバルCOEを獲得すための参考
【135】講座・学部・研究科を超えた学 際的共同研究を教育職員活動評価項目に 資料とした。
際的共同研究を全学的に奨励する。 含め、推進する。 科学研究費補助金の研究内容において、学際的共同研究は69件であった。

【136】国内大学間の共同研究を奨励す 【136】平成16年に連携協定を締結した 三重大学、和歌山大学､徳島大学、高知大学の4者で 「4大学連携防災セミナー、
るとともに、連携大学間の共同研究を重 和歌山大学との間で共同研究を推進す を開催した。
点的に推進する。 る。また国内大学間の共同研究の現状調 鈴鹿医療科学大学との包括協定を調印し、合同公開セミナーを開催した。また、

査に基づき、これらの更なる推進を検討 連携協議会を開催し、今後の連携活動について協議した。
、 「 」 。する。 和歌山大学 奈良女子大学と共同で 紀伊半島研究会シンポジウム を開催した

【137】三重大学の研究の特色を生かし 【137】三重大学の研究の特色を生かし 国際大学間共同研究を推進し、平成19年度、44件（科研申請ベース）行われた。
た国際的な共同研究を推進する。 た東アジア諸国との公害問題研究や、メ また、そのデータベースを構築した。

ディカルバレー事業による健康・医療問 メディカルバレー構想の一環として中国ミッションに参加し、南京、瀋陽地区の
題研究など 国際的共同研究を推進する 各大学と共同研究、学生交流の推進について協議した。、 。

【138】地域公共団体や地域企業との共 【138】地域公共団体との共同研究や、 地方公共団体・地域企業との共同研究等を調査。
同研究を推進する。 地域企業との共同研究を推進する。 共同研究：地方公共団体 15件、 地域企業 95件

受託研究：地歩公共団体 25件、 地域企業 5件
伊賀市における研究教育拠点の開設に向け、三重大学伊賀拠点設置に関する協定

書の調印を行った。また、伊賀地区の企業を対象とした、三重大学伊賀拠点につい
ての説明会を行い、共同研究等の連携の促進を図った。

伊賀市で「三重大学発産学官連携セミナー2007in伊賀」を2回開催した

（研究活動評価） 【139】各教育職員の研究活動等に関す 各教職員の公表された研究活動のデータベースに基づいて、研究活動評価を部局
【139】社会に開かれた教育職員活動評 るデータベースに基づき、各教育職員の で実施した。
価システムの一環として、研究活動評価 研究活動評価を実施する。
を実施する。

【140】競争的研究資金の獲得や学会賞 【140】教育職員の研究活動等の評価に 研究活動による競争的研究資金の獲得や学会賞受賞等、優れた研究者・技術者及
等の受賞等、優れた実績のある研究者・ 基づき、優れた研究者・技術者の優遇措 び若手教員等の優れた研究に、研究費の配分等の優遇措置を実施するために、研究
技術者等の優遇措置を検討する。 置を検討する。 機構委員会で検討することとし、第2回研究機構委員会において、若手研究者への

インセンティブについて検討した。
さらに、第3回研究機構委員会で若手研究プロジェクトの選考方法について審議

、 、 。を行い この結果に基づいて 平成20年度の資金の確保を継続して行うこととした
また、競争的研究資金の獲得状況について調査を行った。

三重大学
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
(3) その他の目標
① 社会との連携に関する目標

○（社会貢献全体の目標）中
社会との双方向の連携を促進し、三重大学が地域社会にとって必要不可欠で、その誇りとなる存在になる。期

１（知の支援）目
地域に根ざした知の支援活動を促進する。標

２（産学官民連携の強化）
地域に根ざした産学官民連携を推進し、地域や住民との連携事業の充実を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

各部局において、社会貢献推進に関す
る計画・実行・評価・改善のサイクルを
徹底させる。

（知の支援） 【141】津市・四日市市に続く県内３番 伊賀市における研究教育拠点の開設に向け、三重大学伊賀拠点設置に関する協定
141 市民に対する知の支援の窓口 サ 目の知の支援窓口開設に向け、引き続き 書の調印を行った。伊賀フロント及び知の支援窓口についても、伊賀研究拠点と並【 】 （

テライト）を広げる。 伊賀フロント及び知の支援センター設置 行して引き続き検討している。
の検討を行う。

【142】三重大学出版会や地域放送局等 【142】地域文化に関するフォーラムや 地域ﾒﾃﾞｨｱである新聞社･三重県や県下市町村の広報誌を活用して､大学の研究成
の地域メディアを積極的に活用する。 地震防災に関する連続シンポジウムなど 果を発信すると共に､地域の諸問題に関するﾌｫｰﾗﾑやｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑなどを連続開催した｡

を 地域メディア等を活用して支援する 特に東海･東南海･南海地震については､発生に備えて市町村が地域を上げて啓蒙活、 。
動を推し進めており､三重大学災害対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ室の教員を中心に県や市と共催し
て､津市､四日市市､鳥羽市､名張市､熊野市で防災ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを開催した｡

また､志摩市･伊賀市･朝日町等の３市町において､毎年､それぞれ6回の文化ﾌｫｰﾗﾑ
を開催した｡さらに､津市文化協会の主催する｢？『発見塾 」三重大学ｼﾘｰｽﾞの企画』
運営を支援し､文化講演会を年6回開催した｡
大学広報誌では､｢三重大X｣を年4回､｢ｳｪｰﾌﾞ三重｣を年2回､｢ﾌﾗｯｼｭﾆｭｰｽ｣を年12

回発行し､学内外への情報発信を行っている｡FMﾗｼﾞｵを活用した広報戦略とし
て､県内の鈴鹿国際大学､皇学館大学と連携し､学生が主体となって企画･運営す
るラジオ番組(Campus CUBE)を平成19年10月より放送開始し､本学の様々な活動
を学生を通じて紹介している。

主要新聞９紙において、産学官連携関連記事が241件掲載された。

【143】公開講座や公開授業 、科目等履 143 地域住民が参画できる大学主催 本学主催の公開講座を９月～10月末までに５回開催し、全講座とも募集定員(100【 】 、
修生など地域住民が参画できる教育活動 学部主催、他機関との連携した３種類の 名)を大幅に上回る参加者を集め、内容的にも好評であった。又、学部主催の公開
を充実し、継続する。 公開講座を継続して実施する。高校生に 講座を７月～９月に４講座を開催した。

利用しやすい公開授業の形態や方法を検 三重県と連携した公開講座「みえアカデミックセミナー2007」を開催した。
討する。 三重県教育委員会と「高大連携事業に関する協定」を締結し、高大連携授業の受

講生（高校生）として２校から６名を受け入れた。又、高大連携公開授業（東紀州
講座）を実施し、延べ182名の高校生が受講した。

144 キャリアアップ教育に貢献する 【144】MOTや教職大学院など社会人のｷｬ ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ教育を進める大学院ｶﾘｷｭﾗﾑとして､人文､教育､生物資源､医学系研究科に【 】 。
ﾘｱｱｯﾌﾟに貢献する専門職大学院設置につ おいて、社会人の学び直し支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを策定し､実施を開始した。又、社会人の学
いて継続的に検討する。ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ教育を び直し支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑにより､工学研究科においてMOTコースを開設した。

三重大学
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進める大学院カリキュラムを計画に基づ 三重県、四日市市、地域企業と連携して、工学研究科が四日市での製造中核人材
き実施すると共に、平成２０年度からの 育成事業の平成20年度計画を策定した。
本格的な実施計画を策定する。

【145】大学が保有する学術資料を公開 【145】大学が保有する学術資料を、地 岡田文化財団の助成を受け、本学が所蔵する「三重県郷土誌（談 」をデジタル化し）
・展示したり、それらに基づいたシンポ 域と連携して公開・展示するとともに、 てインターネットに公開した。
ジウム等を毎年開催する。 それらに基づいたシンポジウム等を開催 また、新国立劇場と提携したレクチャーコンサート「オペラ４００年の歴史をた

する。 どる」を開催した。

【146】地域の図書館等、情報関連機関 【146】地域の図書館等、情報関連機関 津市教育委員会が実施する学校図書館支援ｾﾝﾀｰ推進事業に協力し､「学校図書館
やＮＰＯなど外部団体に対して、情報サ やＮＰＯに対して、情報サービス体制の 職員のための情報リテラシー活用講座」を開催した｡
ービス体制の向上を図り、大学の知的情 向上を図り 大学の知的情報を提供する 学校図書館支援プログラムに参画した図書館として、学校図書館支援をテーマと、 。
報を提供する。 する平成１９年度三重県図書館協会専門講習に参加した。

」 。学校図書館職員のため講習会｢学校の学習･教育活動における著作権 を開催した

（産学官民連携の強化） 147 三重県との定期懇談会を開催し 三重県との定期懇談会を6月及び12月に開催し､｢国立大学をめぐる最近の諸情【 】 、
【147】官公庁や民間企業の各種事業に 双方の課題解決に取り組むとともに、協 勢｣､｢医師確保対策｣､｢伊賀ﾌﾛﾝﾄ｣､｢美し国おこし･三重｣の取組等を基に意見交換を
専門的立場から積極的に協力する。 定締結自治体・企業との関係強化を推進 行い､三重県との連携を更に深めた。

する。 また､三重県知事と県下の主な企業･官公庁等の集まりである｢三重県月一会｣や津
市等に所在する政府機関等の集まりである｢火曜会｣､津商工会議所主催の三重県議
会議員と津市の主な企業･官公庁等の集まりである｢木曜会｣等に参画するとともに
津市主催の｢藤堂高虎公入府400年記念事業実行委員会｣等に参画し､官公庁や民間企
業との連携推進を図った。

協定締結自治体･企業との関係強化のため､相互友好協力協定を締結している四日
市市他県内６市町村と､大学ｻﾃﾗｲﾄ､教育･文化･生涯学習等について一層の連携活動
を行うとともに中部電力他６企業及び新規の三重銀行と産業創出及び地域活性化に
関する研究活動(共同研究等)､地域振興のための学術的活動､人材の交流･育成等産
学連携活動を行った。引き続き､三重県､津市､四日市市等の各種審議会委員等に各
教員が専門的立場から積極的に参画し､その参画件数は908件に達した。

【148】地方公共団体との相互友好協力 【148】相互友好協力協定を締結してい 市町村及び民間企業等と相互友好協力協定や産学連携に関する包括協定等を現在
、 、協定を締結し、地域の特性を活かした総 る尾鷲市等（７市町村）との連携活動を 27件締結している中 協定の期限切れとなる朝日町との相互友好協力協定について

合的な連携を深める。 強化する。 双方の協定更新の意思確認を行い､3年間の契約更新をした｡また､三重県との災害対
策相互協力細目協定について具体化し､三重県との災害対策協力支援体制を強化し
た。

鈴鹿医療科学大学との包括的連携に関する協定を締結し､大学間包括連携協定締
結記念講演会､第１回目となる「三重大学と鈴鹿医療科学大学との包括的連携に関
する協定に基づく連携協議会」をそれぞれ開催した。

【149】地域住民と一体となった共同研 【149】文部科学省特別教育研究経費に 運営費交付金(特別教育研究経費)による｢地域再生支援事業｣の3つのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(東
究 文化活動 ＮＰＯ活動等を奨励する よる「地域再生事業」3年次を推進する 紀州地域再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ､観光地地震防災ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ､地域医療再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ)を推進し、 、 。

とともに地域住民と一体となった共同研 た。
究、文化活動・NPO活動を推進する （随 地域住民向けの三重大学文化ﾌｫｰﾗﾑ（平成19年度計18回 、｢青少年のための科学。 ）
時） の祭典｣(12/1～2)､防災ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ（1/27）を開催した。

NPO法人地域開発研究機構において､市民､教師､学生を対象とした「2007年度新聞
教室」を開催した。

三重大学「地域貢献活動支援要項」を制定し、全学からの地域貢献活動の公募を
開始した
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
(3) その他の目標
② 国際交流に関する目標

○（国際交流全体の目標）中
教育・研究・サービス活動において三重大学の独自性を発揮できる国際交流を促進する。期

１（国際戦略）目
国際交流の戦略的な拡大と充実を図る。標

２（学内国際化）
国際交流イベントや国際共通カリキュラムの推進などによって、国際感覚が自然に身につきやすい学内環境作りに努める。

３（外国人受け入れ）
留学生、外国人研究者の受け入れ体制を整備し、充実を図る。

４（国際貢献）
国際的諸課題について教育研究面での国際協力に貢献し、国際協力事業の充実を図る。

５（基金）
国際交流基金の拡大を図り、戦略的な支援を行う。

６（地域国際交流支援）
地域の国際交流の発展を支援する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（国際戦略） 【150】国際交流センターが共通教育セ 国際交流センターが受入可能とする短期留学生プログラムの規程を制定し、10月
【150】国際交流活動を支援する全学セ ンターと連携して国際交流の実施・管理 より受入れを開始した。
ンター組織を設置し、学内国際交流の一 体制を整えることを検討する。 共通教育センターと連携して、英語による国際教育プログラム（10科目20単位）
括管理体制を整える。 を共通教育の統合教育科目として、来年度より開講することが決定された。

【151】産学官民の地域圏連携を基盤と 【151】メディカルバレー構想の推進の ﾒﾃﾞｨｶﾙﾊﾞﾚｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進のため､10月17日～25日まで中国・南京、瀋陽地域へ医
した国際交流の展開を試みる。 ために、ドイツビオコンバレーとの国際 療･健康･福祉産業ﾐｯｼｮﾝ団として研究担当理事ほか３名を派遣し､連携を深めた。

連携交流を進めるとともに、スウェーデ ユネスコとの国際連携協力の推進のため、世界の社会科学関連の国際学会（今回
ン・デンマークからなるオルスンド地域 は分野を平和学、難民研究、多文化研究などに限定して調査）の把握とその学会の
との国際連携交流を引き続き推進する。 概要調査を行った。
その他国際交流の拡大を図る。 文部科学省所管の「Ｉ in U Plan ｣プログラムを、来年度から国際交流センター

が主体となり全学で実施することとした。

【152】人と自然の調和・共生をテーマ 【152】３大学ジョイントセミナーを推 ﾀｲ国ﾁｪﾝﾏｲ大学で開催の３大学ｼﾞｮｲﾝﾄｾﾐﾅｰに､本学から教職員10名､学生15名が参
にアジアパシフィック地域における国際 進するとともに、チェンマイ大学で開催 加し､教員による基調講演､学生の論文発表､ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟなど精力的に取り組み無事盛
セミナーを軸に戦略的国際交流の充実を される同セミナーに参加する。 会に終了した｡なお､次回は2008年10月第３週に中国・江蘇大学で開催することに決
図る。 定した｡また､江蘇大学は提携大学間での提案を共有するためにｳｪﾌﾞｻｲﾄを作成する

こととなった。

【153】三重大学の国際競争力強化に資 【153】APAN国際会議への参加、およびS 日本語教育の推進のために､６月にﾀｽﾏﾆｱ大学教員を招聘し交流を深め、11月にﾀｽ
する教育・研究・運営手法等を海外から OI ASIAの教育プログラム作成を引き続 ﾏﾆｱ大学とﾎﾟﾘｺﾑ会議を行い､本学から国際交流ｾﾝﾀｰ専任教員が参加して今後の研究
学ぶ。 き継続することに加え、姉妹校であるタ 交流の進め方について協議を行った。

スマニア大学との交流の推進を図る。大 大学教育の国際化推進プログラム（海外先進研究実践支援）に本学から４名の派
学教育の国際化推進プログラムに積極的 遣を決め、実践支援体制を確立した。
に取り組む。 第24回APAN国際会議が開催され､国際交流ｾﾝﾀｰ国際研究部門から3名が参加し､2名

はe-cultureｾｯｼｮﾝの運営､1名は医学分野でのAPAN初の看護ｾｯｼｮﾝの運営を行った。
第25回APAN国際会議が開催され､国際交流ｾﾝﾀｰ国際研究部門から２名を含む５名

が参加し､来年度も本学がe-cultureｾｯｼｮﾝの運営及びﾒﾃﾞｨｶﾙｾｯｼｮﾝも引き続きｲﾆｼｱﾃｨ
ﾌﾞをとることが決定した。
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SOIｱｼﾞｱについては､農業関連のｺﾝﾃﾝﾂの講義を配信することが決定し､ｵﾌｨｼｬﾙﾊﾟｰﾄ
ﾅｰとして本学も加入するため､事務局である慶應義塾大学との間でSOIﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの覚
書を締結した。

（学内国際化） 154 国際交流サロンの利用を通して 留学生･日本人学生の交流を目的として､国際交流ｾﾝﾀｰ交流会を二部構成で行い､【 】 、
【154】海外からの留学生・研究者と学 留学生・日本人学生との交流を実施す 第一部を海外青年協力隊として参加の本学卒業生の報告会､第二部として､懇親会を
生・教育職員との交流を深める。 る。 ﾒﾃﾞｨｱﾎｰﾙで行い､学生､教職員約７0名の参加があり､交流を深めた。

国際交流ｾﾝﾀｰで「国際交流週間」として､学内の国際化や異文化理解を目的とし
て､ｽﾋﾟｰﾁｺﾝﾃｽﾄ､映画会､写真ｺﾝﾃｽﾄ､留学生の母国紹介など市民参加型の国際ｲﾍﾞﾝﾄを
開催し､学生､教職員約７0名が参加し､世界の国々の多様な文化の理解を深めること
ができた。

留学生・日本人学生ｻｰｸﾙ･地域のｻﾎﾟｰﾄ団体等を招いて､国際交流ｾﾝﾀｰ留学生交流
ﾊﾟｰﾃｨを開催し､255名の参加があり､お互いの交流を深めた。

（ ）国際交流センター主催の留学生のための学外研修 東京ﾃﾞｨｽﾞﾆｰﾗﾝﾄﾞ､ﾃﾞｨｽﾞﾆｰｼｰ
を実施し、60名程の参加があった。

【155】学生・留学生の共通授業として 【155】外国語を取り入れた専門科目教 国際教育科目を留学生、日本人学生を問わず積極的に受講させるため科目数、内
の英語による国際共通カリキュラム等に 育や英語による国際共通ｶﾘｷｭﾗﾑ等による 容の充実を図り 共通教育センターと連携して 英語による国際教育プログラム 1、 、 （
より授業の国際化に努める。 授業の国際化､また異文化理解や国際感 0科目20単位）を共通教育の統合教育科目として来年度より開講することが決定し

覚を身につけることを目的としたｶﾘｷｭﾗﾑ た。
の設置など､授業における学内国際化の
方策について検討を行いつつ､一部実施
する。

【156】インターネット、遠隔授業等に 【156】ノースカロライナ大学との遠隔 ポリコムを利用して、ノースカロライナ大学との遠隔授業を実施した。
より海外大学との授業交流を試みる。 授業の充実を図るとともに、その他の国 SOIｱｼﾞｱについては､農業関連のｺﾝﾃﾝﾂの講義を配信することが決定し､ｵﾌｨｼｬﾙﾊﾟｰﾄ

際遠隔授業（SOI ASIA）コンテンツ作成 ﾅｰとして本学も加入するため､事務局である慶應義塾大学との間でSOIﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの覚
を進める。 書を締結した。

ﾀｽﾏﾆｱ大学とﾎﾟﾘｺﾑ会議を行い､国際交流ｾﾝﾀｰ専任教員のほかﾀｽﾏﾆｱ大学からの留学
生やｲﾝﾄﾞﾈｼｱからの留学生も参加し､留学生の近況報告､本学へ留学のためのｱﾄﾞﾊﾞｲｽ
を行った。

【157】テレビ会議システムなどを用い 【157】国際交流活動にポリコムによる ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｼﾞｱ研究でのAITとの提携計画を検討した。
て、学生、教育職員の積極的な国際交流 テレビ会議システムを積極的に利用する ﾎﾟﾘｺﾑを利用してｲﾝﾄﾞﾈｼｱの大学と大学間協定の調印式､ﾀｽﾏﾆｱ大学との研究者交流
活動への参画を促す。 とともに、メディアホールの活用を進め 推進のための協議をそれぞれ行った。

る。 図書館において､ﾎﾟﾘｺﾑを利用してﾀｲ国ﾀﾏｻｰﾄ大学(学部間協定校)との学生交流に
。ついてﾋﾞﾃﾞｵｶﾝﾌｧﾚﾝｽの後､引き続き両大学から留学生の小ｾﾐﾅｰでのﾌﾟﾚｾﾞﾝを行った

【158】国際インターンシップの整備に 【158】国際インターンシップを実施す 国際ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟでの派遣学生４名の決定を行い､その内３名は8月～9月の約１ヶ月
努める。 るとともに、その方策についてさらに調 ﾀｲ国でのｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟを実施した｡また､ﾀｲ国からの受入れ学生２名も10月～11月及び

査・検討する。 ３月～４月のそれぞれ約１ヶ月国内企業でのｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟを実施した｡また､日本での
受入れ企業開拓に向け協議､企業訪問等を行った。

本学講堂で､ｷｬﾘｱ支援ｾﾝﾀｰ主催のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ事後研修会に､国際ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ派遣学生
３名も体験報告を行った｡また､国際ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ報告会に同学生及びﾀｲ国・ｶｾｻｰﾄ大学
からの受入学生１名の報告の後、教員による評価会を行った。

経産省が主管の「アジア人財育成事業」に4名の留学生が参加登録し､11月よりﾋﾞ
ｼﾞﾈｽ日本語授業を受講､2月～3月の間で国内企業で2週間のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟを実施した。

国際教育交流の一環として、国際ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ､海外語学研修などに参加を希望する
学生を対象に「三重大学国際ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ説明会」をﾒﾃﾞｨｱﾎｰﾙで開催した。

（外国人受け入れ） 【159】留学生、在留研究者受入れの基 留学生宿舎建設については､ﾜｰｷﾝｸﾞで検討の上､提案書を作成し学内の承認手続を
【159】留学生・在留研究者受け入れの 本方針について検討しつつ、受け入れ態 完了した。
基本方針を定め、受け入れ環境・支援体 勢の再整備を進める。宿舎の確保、危機 機関保証については、全留学生を対象に保険料を納めるなどを条件に手続を進め
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制の整備に努める。 管理等国際交流サービスの充実について ることで国際交流センター長が連帯保証人となることを決定し、留学生への周知受
検討する。 付を開始した。

、 。留学生会館の各部屋の入口鍵を電子Kyeに交換し セキュリティ対策を充実した
留学生の生活実態を調査するためにアンケート調査を実施した。
留学生間及び大学と留学生間の交流を促進することを目的に 「国別・地域別の、

留学生会」を創設し、国際交流チームより留学生に奨学金やイベント情報を「留学
生ニュース」としてメールで定期的に配信を行った。

外国人留学生の受入れに際し、在留資格認定証明書の申請取次（VISA代理申請）
を、来年４月の新渡日留学生から国際交流チームで実施できることとした。

留学生の健康診断の受診に関する募集要項を改定し､新渡日の留学生は全員保健
管理センターで健康診断を受けることとした。

協定大学からの留学生､海外留学や国際交流事業に参加する三重大生を対象とし
た奨学生制度を創設し､規程を制定した。

外国人留学生用の募集要項（英語版と日本語版）を完成しWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲
載すると共に冊子体を作成した。

10月に新渡日の留学生を対象として，資格外活動，在籍確認，健康保険の加入等
の日本での生活に重点を置いた留学生ガイダンスを実施した。なお，今年度より留
学生会の協力を得て通訳を交えて実施した。

留学生の居住環境改善のため、外国人留学生会館の改修工事（外壁塗装）を行っ
た。

国際交流センター所属の留学生用の研究室と留学生会用の部屋を設置した。

【160】短期留学プログラム等、留学生 【160】留学生、外国人研究者の受入体 国際交流センター発の英語による国際教育科目について科目数や受講数拡大に向
教育を充実する。 制の更なる充実を図る。 け、共通教育ｾﾝﾀｰと連携して、英語による国際教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（10科目20単位）を共

通教育の統合教育科目として来年度より開講することが決定された。
国際交流ｾﾝﾀｰ主催のｻﾏｰｽｸｰﾙを開講し､本年度新たに中国の協定校から６名を含む

15名の参加を得て実施し､参加した受講生から好評を得た。

（国際貢献） 【161】タイ国・チェンマイ大学と次期 ﾁｪﾝﾏｲ大学ｵﾌｨｽ（仮称）を三重大学内に設置する準備を開始した。
【161】国際援助事業や国際教育プログ 国際協力機構（ＪＩＣＡ）プロジェクト ﾁｪﾝﾏｲ大学のJICA ATRACTﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰと協議を行い、次期JICAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ獲得に
ラムによる途上国支援に努める。 について検討する。三重大学オフィスお 向け、両大学のメンバー間で共同研究を推進した。

よびチェンマイ大学オフィスの相互設置 10月23日～30日までﾁｪﾝﾏｲ大学農学部長らと次期JICAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関する協議、両
を軸に学内の国際交流の活性化を図る。 大学の若手研究者交流の一環として、省農薬と関連する病害虫分野での共同研究実
ＡＰＡＮ国際会議への参加を継続する。 施について協議を行った。
ＳＯＩ ＡＳＩＡへ積極的に参加する。 12月13日～14日ﾁｪﾝﾏｲ大学と海外の教育研究拠点大学として交流を深めるため、

香川大学との三者共同で｢教育研究交流ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ｣が開催され､学長及び生物資源学
研究科教員が参加した。

第24回APAN国際会議が開催され､国際交流ｾﾝﾀｰ国際研究部門から3名が参加し､2名
はe-cultureｾｯｼｮﾝの運営､1名は医学分野でのAPAN初の看護ｾｯｼｮﾝの運営を行った。

第25回APAN国際会議が開催され､国際交流ｾﾝﾀｰ国際研究部門から2名を含む5名が
参加し､来年度も本学がe-cultureｾｯｼｮﾝの運営及びﾒﾃﾞｨｶﾙｾｯｼｮﾝ引き続きｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞを
とることが決定した。

SOIｱｼﾞｱについては､農業関連のｺﾝﾃﾝﾂの講義を配信することが決定し､ｵﾌｨｼｬﾙﾊﾟｰﾄ
ﾅｰとして本学も加入するため､事務局である慶應義塾大学との間でSOIﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの覚
書を締結した。

【162】国際的諸課題を解決するための 【162】国際共同治験（CTRG）に参加す 今年が四日市公害判決から35周年に当たることから､本学において､第７回国際環
国際協力に参画する。 るとともに、国際環境協力、特にタイ北 境ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ｢四日市公害問題の過去･現在･未来を問う四日市学｣を開催し､約300名の

部の省農薬研究を通しての環境研究・教 参加があった。
育拠点作りをさらに推進する。 世界水フォーラム青少年環境教育国際大会が開催され、本学の人文学部教授がコ

ーディネーターを務めた。
本年度ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ治験を４件実施するに当たり､同一基準によるﾃﾞｰﾀ報告のため国際

電話回線の整備及び新たな専門検査機器を設置するなど治験の受入体制を整えた。
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（基金） 【163 「三重大学振興基金」の設立を 公募で行う国際交流事業の見直しを図り、新たに若手教員、事務職員の海外派遣】
163 国際交流基金の募金活動を行う ふまえて三重大学国際交流基金の充実を 制度を新設した。【 】 。

図る。 留学生宿舎の建設費捻出のため 「三重大学振興基金」と合わせて国際交流基金、
の流用について提案書を作成し、学内の承認手続きを完了した。

【164】大学の国際交流方針に沿った戦 【164 「三重大学振興基金」との関係 公募で行う国際交流事業の見直しを図り、新たに若手教員、事務職員の海外派遣】
略的な基金配分を行う。 を調整し「三重大学国際交流基金」の充 制度を新設した。

実に着手する。 国際交流基金による国際交流事業については、効果的な国際戦略に基づく事業が
必要であるため、教職員の海外派遣や学生の海外留学・受入れに伴う奨学制度事業
に見直すための検討を留学生委員会と国際戦略室会議で審議し、学内の承認手続き
を完了した。

。（地域国際交流支援） 【165】積極的に地域の国際交流活動やﾈ 津市主導の国際教育推進ﾌﾟﾗﾝへの積極的参画を通じて､地域連携活動を推進した
【165】地域の国際交流活動やネットワ ｯﾄﾜｰｸに参画できる学内体制を整備する 三重地域留学生交流推進会議総会を本学において開催し､ﾒｰﾙを介した情報交換ｼｽ。
ークへの参画を奨励する。 津市が主導する 国際教育推進プラン H ﾃﾑを構築することで了承した｡会報誌についてもWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)にｱｯﾌﾟし充実を「 （

18～H20 」について、昨年に引き続き 図った。）
大学をあげて積極的に参画する。 文化庁から公募された「生活者としての外国人のための日本語教育事業」が採択

され、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ日本語講師養成講座を開設し地域貢献を図った。

【166】大学の国際交流に関する情報を 【166】大学の英語版webページを充実す 本学の国際交流のWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)、本学への留学案内の具体的項目を英語で掲
ホームページなどで地域へ発信する。 る。 載するなど、海外からのニーズにマッチする内容を構築した。

、 （ 、 、 、外国から留学情報をアクセスして見えるよう ４カ国語 日本語 英語 中国語
タイ語）対応の案内書作成した。

学内の留学生と海外の留学生への情報提供の充実を目的として国際交流センター
のWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)の開発に着手した。
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大学の教育研究等の質の向上Ⅱ
その他の目標(3)

③ 附属病院に関する目標

○三重大学医学部附属病院全体の目標中
［患者様中心の医療］期

患者様の信頼と満足が得られる最高・最良の医療を安全に提供する。目
［地域と世界の医療への貢献］標

地域医療に貢献し、医学・医療の国際交流に努める。
［臨床研究・人材育成推進］

未来を拓く臨床研究を推進し、次代を担う優れた医療人を育成する。
１（診療）

患者様の信頼と満足が得られる最良・最高質の医療サービスと高度先進医療を安全に提供する。
２（人材）

優秀な医師、看護師、コ・メディカル、医療職員、研修医を広く求め、人事の流動化を促進し、卓越した人材を引きつけることのできる魅力ある病院つくり
を行う。

３（教育）
○ ｢感じる力｣｢考える力｣｢生きる力」がみなぎり、地域に根ざし国際的にも活躍できる医療人を育成する。

①（医学科卒前臨床実習）
効果的な診療参加型実習の徹底により、臨床の現場での問題解決能力と高い倫理観・使命感を醸成し、優れた医師養成をめざす。

②（看護学科卒前臨地実習）
人間性豊かな看護サービス提供の実体験を重視した総合看護臨地実習を実施する。

③（医師卒後臨床研修）
卒後臨床研修必修化の理念と目的に沿って、プライマリーケアを中心とした幅広い医療知識と技術を有する総合臨床医を養成する初期臨床研修プ

ログラムを開発し、広く全国から多数の研修医を受け入れる。
④（専門医研修）

高度先進医療を担う専門医の養成を目的とした知識と技術を習得させる専門臨床研修コースを開設する。
⑤（コ・メディカル教育）

、 、 、 、 、 、 、看護師 薬剤師 臨床検査技師 放射線技師 理学療法士 作業療法士 臨床工学士等のコ・メディカルスタッフの教育カリキュラムを充実させ
能力開発を推進する。

４（研究）
○地域医療機関と連携し世界に誇れる質の良い臨床研究・治験を推進する。

①（先端医療の推進と開発）
高度かつ独創的な先端医療とトランスレーショナルリサーチを推進し、先端医療技術の開発に寄与する。

②（臨床研究）
科学的、医学的、倫理的な面において品質保証された臨床研究を実施し、世界に発信する。

③（共同研究の推進）
三重大学で開拓した先端的医療技術、及び臨床研究・研究にて得られたエビデンスを積極的に公開することにより、地域の企業、公共研究機関等

との共同研究の推進を図る。
④（院内における臨床治験）

質の良い医薬品の臨床治験を実施する。
⑤（地域を網羅した地域圏臨床治験ネットワークの整備）

地域圏における臨床研究・治験推進の体制を整備する。
５（社会貢献）

地域住民への健康教育や医療人の生涯教育に貢献し、自治体や地域医療機関との連携を緊密にして、地域社会の保健・医療水準の向上にとって必要不可欠な
指導的中核病院となる。

６（国際化）
診療・教育・研究・医療サービス活動において附属病院の独自性を発揮できる国際化を促進する。

７（説明責任）
徹底した情報公開と不断の自己評価に努め、各種の病院機能評価を受ける。

８（経営・管理・組織）
病院長のリーダーシップによる速やかな意志決定と機動的な運営及び組織改編を可能とし、経営の専門家も加えた戦略的病院経営を実現する。

９（安全・危機管理、暴力・法務対策）
医療事故、院内感染、患者情報の漏洩、災害、犯罪等を未然に防ぎ危急時の適切な対処を速やかに行うための安全・危機管理体制を整備する。

１０（効率化・合理化）
医療の質を保ちつつ業務の合理化・効率化に取り組む。
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１１（診療・教育・研究環境基盤）
患者様、学生、医療従事者、職員にとり快適性、安全性、機能性を備えた診療・教育・研究環境基盤を整備する。

１２（経営資源）
健全な経営を達成・維持するために自己収入の増加、外部資金の獲得、経費節減に組織的に取り組む。

１３（再開発）
高度化された現代臨床医学に対応できる附属病院の再開発を目指す。

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 ｳｪｲﾄ

状況 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

（平成16～18年度の実施状況概略）（診療） Ⅲ
【167】診療科の再編による医 平成16年度から､内科系診療科は､総合内科､ 外来化学療法室、健診セン
療サービスの向上を図る。 循環器内科､消化器・肝臓内科等の９診療科に､ ター、入院センター、医療福

外科系診療科は､一般外科､消化管外科､肝胆膵 祉支援センター前方支援部門
（ 、 、外科､心臓血管外科等の７診療科の臓器別に再 診療予約 診療カルテ作成

編すると共に､それぞれ専門診療分野別に職員 診察券作成）を整備し、医療
の再配置を行い､医療ｻｰﾋﾞｽの向上に努めた。 サービスの向上を図る。

平成17年度から医員の各診療科への配分定数 診療科の規模・実績等に応
を､病院長裁量により各診療科の実績等を考慮 じた医員（診療助手）の適正
して適正配置を行った｡また､「三重大学医学部 配置に努める。
附属病院診療助手(助教)の取扱に関する内規｣
を制定し､病院長が本院の運営上特に必要があ
ると認めた医員に対して診療助手(助教)の称号
を付与し､診療助手(助教)手当を支給すること
により優遇措置を図った｡さらに､臨床麻酔部を
設置し､麻酔部門の充実を図った。

（平成19年度の実施状況）【167-1】外来診療体制の整備を検討す
る。 外来化学療法部(室)､検診部門(ｾﾝﾀｰ)､入院ｾﾝ

ﾀｰ､医療福祉支援ｾﾝﾀｰ前方支援部門の設置につ
いて､副病院長(診療担当)を長とするWGにおい
て､ｽﾍﾟｰｽの確保､人員配置等について関係部署
と連携し検討を行い､平成20年度中の早期実現
に向け取り組むこととした｡また､地域医療や家
庭医養成の推進のため､｢家庭医療ｾﾝﾀｰ｣の設置
について検討を行い､平成20年度中の設置に向
け取り組むこととした。

【167-2】診療科の規模・実績等に応じ 平成17年度に導入した診療助教を平成19年度
た医師の適正配置に努める。 は各診療科の規模･実績等を考慮し､13診療科､2

1名の医員に対して診療助手の称号を付与し､適
正配置を行った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【168】高度先進医療を推進す Ⅲ
る。 外来患者及び入院患者を対象に患者満足度調 患者満足度調査を実施し、

査を毎年実施し､調査結果を分析し､医療ｻｰﾋﾞｽ 医療サービス向上のための具
向上のための方策に反映させている。 体的方法を検討し、方策に反

生体肝移植については､54症例を実施し､成績 映させる。
は全国ﾚﾍﾞﾙの患者生存率(成人患者:80%･小児患 １ケ月１症例の生体肝移植
者:90%)を上回り(患者生存率95%)､今後とも努 を実施し、患者生存率９０％
力を継続する｡腎移植については､3症例を実施 以上の達成を目指す。
し､三重県臓器移植院内ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ連絡会議、腎 腎臓内科と泌尿器科で腎移
移植説明会等を開催し､その中心的役割を担っ 植に係る合同カンファレンス
た｡細胞移植については､血液悪性疾患に対する の実施、死体腎移植希望者に
同種造血幹細胞移植､ﾘﾝﾊﾟ系腫瘍に対する自己 対する説明を開催する。
末梢血幹細胞移植を推進した。血管内治療につ 年間５症例以上の生体腎移
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いては､平成16年度:90症例､平成17年度:400症 植を目指す。
例､平成18年度:546例と年々増大し､当該治療を リンパ系腫瘍に対する自己
推進することにより先進的な医療の提供を行っ 末梢血幹細胞移植を数例目指
た。PETを用いた先端医療､ｶﾞﾝ診断等､効率的早 す。
期診断を推進した｡また､平成16年度末にPET-CT 血液悪性疾患に対する同種
を導入し､12医療機関と健康診断の契約の締結 造血幹細胞移植（臍帯血移植
を行い､PET検診を開始した。平成17年度は月平 も含む ）を数例目指す。。
均11名の検診者があり､平成18年度は臨床PET検 １ケ月３０～４０症例の血

（ 、 、 ）査を991件､健診PET検査を130件実施した｡腹腔 管内治療 脳 心臓 大血管
鏡下胆摘出術､腹腔鏡下脾摘出術を推進し､4～5 を実施する。
日間の入院期間の短縮を図った｡また､平成18年 健診センターにおいてＰＥ
６月に院内がんｾﾝﾀｰを設置した｡平成19年1月に Ｔ／ＣＴ健診の増を図るとと
三重県がん診療連携拠点病院に指定され、同ｾﾝ もに、内科診察、血液検査、
ﾀｰが中心となり県内の病院､医院との情報ﾈｯﾄﾜｰ 心電図などの生理学的検査、
ｸを構築して､がん診療の標準化､患者相談､ｾｶﾝ メタボリック検診、肺がん検
ﾄﾞｵﾋﾟﾆｵﾝなどの支援を推進している。 診、乳がん検診、前立腺がん

検診等を実施する。
【168-1】患者満足度調査を実施する。 腹腔鏡下胆嚢摘出術、腹腔（平成19年度の実施状況）
生体肝移植、腎移植などの臓器移植、細 患者満足度調査を外来患者については11月28 鏡下脾摘出術のクリニカルパ
胞移植 骨髄・臍帯血 血管内治療 脳 日と11月30日の2日､入院患者については11月19 スを導入し運用を図る。（ ）、 （

、・心臓・大血管）を推進する。 日から11月30日の間に退院する患者を対象に実 がんセンターが中心となり
施し､患者による病院の評価を求めた。 都道府県がん診療連携拠点病

生体肝移植を2例､腎移植を2例､骨髄移植を19 院としての機能の充実強化及
。例､臍帯血移植を4例､血管内治療(脳､心臓､大血 び診療連携体制の確保を図る

管)を736例(月平均61例)実施することにより先
進的な医療の提供を行った｡また､本院において
｢三重県の腎移植医療｣､三重県腎疾患研究会に
おいて｢腎不全対策｣の講演会を開催し､その中
心的役割を担った。

【168-2】ＰＥＴ実施件数の増とＰＥＴ 臨床PET検査を994件､健診PET検査を111件実
を用いた先端医療を推進する。 施した｡また､平成20年度の健診ｾﾝﾀｰの設置に向

け検討を重ねPET健診も含め件数の増を目指す
こととした。

【168-3】腹腔鏡手術による入院短縮治 腹腔鏡下胆嚢摘出術を44症例､腹空鏡下脾摘
療を推進する。 出術を9症例実施した｡この手術技術により4日

から5日間の入院期間の短縮を図った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【169】療養環境を整備・改善 Ⅲ
する。 日本医療機能評価機構による病院機能評価を 病院機能向上委員会におい

受審し､平成17年7月に認定証の交付を受けた。 て 「病院機能評価 評価判、
平成19年2月には病院機能向上委員会が中心と 定指針 総合版評価項目V5.0
なり｢患者サービスの向上｣に重点を置いたﾁｪｯｸ 評価判定指針」に基づいた具
項目に基づき､各診療科病棟･外来において院内 体的検討を行い、患者様にと

。内部監査を実施し､助言･指導を行った｡また､療 って快適な療養環境を整える
養環境の改善に向けて職員の意識向上をより一
層推進するため､病院機能向上委員会ﾆｭｰｽ｢私た
ちはかわります｡－患者様本位の医療へ－｣を定
期的に発行した。

（平成19年度の実施状況）【169】病院機能向上委員会が中心とな
り、療養環境の改善を図る。 病院機能向上委員会を4､6､9､11､3月に開催し

｢病院機能評価 評価判定指針 総合版評価項
目V5.0評価判定指針｣に基づいた具体的検討を
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行った｡委員会において各部門の長､実務担当職
員とのﾋｱﾘﾝｸﾞを実施し､評価項目の充足状況を
確認するとともに､意識向上を促し､療養環境の
改善に努めた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【170】患者様の声を反映させ Ⅲ
るシステムを作る。 医療福祉支援ｾﾝﾀｰの充実を図るため､医療ｿｰｼ 週１回の医療福祉支援セン

ｬﾙﾜｰｶｰを増員(2名)したことにより､患者支援が ターミーテング、月１回のセ
一層充実した｡また､意見箱を病棟の各階に増設 ンター運営委員会を開催し、
し､患者の要望･苦情については､週1回の同ｾﾝﾀｰ 患者様の苦情、意見を分析・

、 。ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ､月1回の同ｾﾝﾀｰ会議に加えて平成16年7 検討し 満足度の向上を図る
月に患者様の権利擁護委員会を設置し､更なる また、月１回の患者様の権利
患者のﾆｰｽﾞの汲み上げを図り苦情の円滑な解決 擁護委員会を開催し、患者様
を図った｡また､｢医療福祉支援ｾﾝﾀｰﾆｭｰｽ｣､｢医療 の権利擁護の充実を図る。

。福祉支援ｾﾝﾀｰ活動報告書｣を定期的に発行した

（平成19年度の実施状況）【170】医療福祉支援センターの充実を
図り、患者様のニーズを汲み上げ、苦情 医療福祉支援ｾﾝﾀｰのﾐｰﾃｨﾝｸﾞを毎週1回､医療
を円滑に解決する。 福祉支援ｾﾝﾀｰ運営委員会を毎月1回開催し､迅速

に患者の苦情､意見を分析･検証し､適切に満足
度の向上を図った｡患者様の権利擁護委員会を
毎月1回開催し､患者の権利擁護の充実を図っ
た。

｢医療福祉支援ｾﾝﾀｰﾆｭｰｽ｣を5回､｢医療福祉支
援ｾﾝﾀｰ活動報告書2006｣を発行した。

がんｾﾝﾀｰが中心となり､｢三重県がん患者とｻ
ﾎﾟｰﾀｰの集い｣､｢みえ生と死を考える市民の会｣､
｢名張市がん･難病相談室ｻﾎﾟｰﾀｰの会｣の各患者
会の方を対象に､｢秋の勉強会｣を開催した｡30名
の参加があり､本院医師､看護師､診療放射線技
師が｢緩和医療｣､｢放射線療法とﾗｼﾞｵ波凝固療
法｣をﾃｰﾏに講演し､活発な意見交換が行われ､相
互理解を深めた。

（平成16～18年度の実施状況概略）（人材） Ⅲ
【171】教育職員のすべてに業 医学部(附属病院の教員を含む )においては 計画達成のため実施予定なし。 、
績評価と任期制を導入する。 平成16年度当初から､各教員は個々に教育､研

究､管理､診療に関するﾃﾞｰﾀをもとに基本評価基
準により評価の試行を開始した｡また､平成17年
1月に任期制個人評価資料収集WGを設置し､本格
的にｼｽﾃﾑ運用を開始した｡また､任期制に係る教
員評価ｼｽﾃﾑ案をまとめ､教授会にて承認を得た｡

平成18年4月に､全学の業績評価基準を受け､
大学院医学系研究科・医学部・附属病院教員評
価機構を置き､本学評価委員会で了承された教
員個人評価の基本方針に基づき､部局における
評価基準を策定した｡同年11月には教員評価入
力説明会を開催した。
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（平成19年度の実施状況）(平成18年度実施済のため平成19年度は
年度計画なし)

（平成16～18年度の実施状況概略）【172】教育職員以外の職員に Ⅲ
ついて管理職の公募制、任期制 平成16年4月に｢三重大学医学部附属病院診療 計画達成のため実施予定なし
を検討する。 科の科長､主任診療科長及び副科長選考に関す

る申合せ｣及び｢三重大学医学部附属病院中央診
療施設等の部長等及び副部長等選考に関する申
合せ｣を制定し､任期１年の任期制を導入すると
ともに､看護部長･副部長の公募制を導入し､同
年4月1日付けで看護部副部長を公募により採用
を行った｡事務系管理職の公募制導入検討を行
った結果､導入を平成18年度に行うのは､時期尚
早であるとの結論を得た｡平成18年7月に看護部
長､副看護部長､診療放射線技師長､臨床検査技
師長の選考に公募制･任期制を導入することが
承認された｡ 次期看護部長候補者を､全国公募
等を行って選考を開始し決定した。

（平成19年度の実施状況）(平成18年度実施済のため平成19年度は
年度計画なし)

（平成16～18年度の実施状況概略）【173】診療科長・部長に教授 Ⅲ
だけでなく、准教授及び講師か 中央診療施設等の部長選出にあたり､可能な 計画達成のため実施予定なし
らも登用する。 限り併任を避け､専任の助教授又は講師から登

用した｡(輸血部､光学医療診療部､血液浄化療法
部､医療福祉支援ｾﾝﾀｰ､ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ部)また､臨床
面で特に優れた業績のある者に対し､病院教授

。 、の称号を付与した 地域教育基幹病院において
臨床教育・診療等の役割を担っている医師に､
特命講師の称号を付与した。

（平成19年度の実施状況）(平成18年度実施済のため平成19年度は
年度計画なし)

（平成16～18年度の実施状況概略）【174】事務系職員の専門職化 Ⅲ
を推進し、部門の責任者に据え 医療事務部門について医療ｻｰﾋﾞｽ課職員の専 事務系職員の専門職化（医
る。 門職化を進めるため､病院業務に特化した事務 療事務）を推進するため、各

系職員の公募を行った｡平成18年度に､医療ｿｰｼｬ 種研修会に積極的に職員を参
ﾙﾜｰｶｰ(MSW)2名､診療情報管理士を2名を採用し､ 加させ、医療事務スタッフの
医療事務の充実と専門職化を図った｡さらに､診 スキルアップに努める。
療録及びDPCﾁｪｯｸ体制の強化を図るために､新卒
者の診療情報管理士採用試験を行い、診療情報
管理士１名を増員した。

（平成19年度の実施状況）【174】事務系職員の専門職化を推進す
る。 平成18年6月に設置した｢がんｾﾝﾀｰ｣にがん登

録業務担当専任の非常勤職員を3名配置し､院内
がん登録の推進に努めた｡また､三重県病院協会
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主催の｢医事課職員業務勉強会｣に本院から医療
ｻｰﾋﾞｽ課等5名の事務職員が参加し､医事業務の
知識習得に努めた｡医療ｻｰﾋﾞｽ課医療情報管理係
の事務職員を公募により選考採用し､医療情報
業務に精通した職員を確保した｡その他､国立大
学附属病院若手職員研修会､NICﾕｰｻﾞｰ会医療機
関経営戦略ｾﾐﾅｰ(診療情報管理士)､接遇研修会
(三重県病院協会)､相談支援ｾﾝﾀｰ相談員基礎研
修会(MSW(医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ)厚生労働省)､国公私
立大学病院栄養士研修(管理栄養士)､生活習慣
病予防のための食生活ｾﾐﾅｰ(管理栄養士)､栄養･
給食部門研修会(管理栄養士)､院内がん登録実
務者ﾌﾞﾛｯｸ前期研修会(事務職員(がん登録担当
者)国立がんｾﾝﾀｰ)､国立がんｾﾝﾀｰ中央病院内が
ん登録見学研修等に各部署から担当職員が参加
し､医療事務ｽﾀｯﾌのｽｷﾙｱｯﾌﾟに努めた。

【175】看護職員の安定的充足 Ⅲ 看護師確保対策ＷＧ等にお（平成16～18年度の実施状況概略）

、 、 、を実現する。 看護師確保のため各関係施設の訪問､求人広 いて 看護職員の募集 育成
告､九州地区での現地採用試験の実施､また定着 定着化の方策を検討し、増員
化の方策を検討するために､ｱﾝｹｰﾄ形式による満 ・確保を図る。
足度調査を行った｡平成17年度からWGに看護学
科教員を委員として加え､より実効性のあるも
のとした｡また､夜間看護手当の改訂等､待遇改
善を図ると共に､採用内定者と医師及び看護部
の懇談会を開催するなど､看護職員の安定的充
足に努めた｡平成18年度には処遇の改善に向け､
専門看護手当を新設した｡11月に､看護師確保ｺｰ
ﾃﾞｨﾈｰﾀｰを採用し､看護師確保体制を強化し､県

。内外の看護学校への訪問､募集活動を開始した

（平成19年度の実施状況）【175】看護職員の募集、育成、定着化
の方策を検討し、実施する。 看護師確保対策WGにおいて検討を行い､従来

の方策に加え､病院長､副病院長､看護部長等に
よる県内看護師養成機関訪問を実施した｡看護
職員の処遇改善の一環として､看護師長1名､副
看護師長2名を米国で開催されたｻｽﾃﾅﾌﾞﾙ医療の
研修に参加させた｡また､業務軽減の方策を検討
するとともに次年度募集活動の基本事項を決定
した。

（平成16～18年度の実施状況概略）（教育） Ⅲ
（医学科卒前臨床実習） 平成16年度に77教育関連施設の指導医等から 卒前・卒後教育病院、診療
【176】医学・医療教育開発推 臨床教授54名･臨床助教授79名･臨床講師212名 所等の指導医に広く臨床教授
進センターにおいて、コアカリ の合計345名を選任し､委嘱した｡また､11月に ・臨床准教授・臨床講師を委
キュラムと選択制カリキュラム は､臨床教員に対するFDを開催した｡ｺｱ診療科の 嘱する。
を開発し、個性ある三重大学独 診療参加を促進するために､学生の役割､一日の 内科と救急医学実習時間を
自の臨床実習を行う。 行動の仕方､症例のﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝの仕方につい 増加し、内科・外科及び救急

て､ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを作成した｡またｺｱ診療科全体に普 医学実習の充実を図る。
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及させるべくFDを開催し､これに参加した教員 薬剤部実習を５回生の臨床
を中心に各診療科に診療参加型教育を浸透させ 実習期間中に行い、臨床実習
た。 に取り込む。

平成18年度は､臨床教授33名､臨床助教授3名､
臨床講師22名を選考し委嘱した｡

平成18年4月から新ｶﾘｷｭﾗﾑに従って臨床実習
を行った｡主な変更点は､①専門診療科の実習期
間を各科2週間単位②内科を大学病院の3講座の
ｽﾀｯﾌによる合同診療ﾁｰﾑによる大学病院での実
習｡また､各科目の臨床実習最終日に実習到達度
の評価試験を試行的に行った｡さらに､国試形式
の総合試験を3回試行した。

（平成19年度の実施状況）【176-1】卒前・卒後教育病院、診療所
等の指導医に広く臨床教授・臨床准教授 卒前･卒後教育病院､診療所等の指導医に臨床
・臨床講師を委嘱する。 教授46名(うち新規2名)､臨床准教授70名(うち

新規5名)､臨床講師214名(うち新規31名)を委嘱
した。

【176-2】新しい臨床実習を評価し、改 今年度から導入した臨床実習終了時の実習到
善する。 達度評価試験は順調に実施されており､全ての

科で評価が行われている｡到達度不足の学生に
は夏､冬､春休みを利用して補習を行った｡今年
度の臨床実習の実施状況を反省点として来年度
の臨床実習の改善案を作成した｡すなわち､5年
生の内科実習を従来の4週間から6週間に増加し
た｡内科の増加分は精神科4週間を2週間とする
ことで対応した｡精神科の減少分に対しては6年
生の外病院でのｴﾚｸﾃｨﾌﾞで補えるように配慮し
た｡また､学生からの希望が強かった救急医療の
実習期間を外病院の協力を得て従来の1週間か
ら2週間に増加した｡救急医療増加分は歯科口腔
外科2週間を1週間として対応した｡さらに､5回
生の外科の実習期間が4週間とやや短いことに
対しては､6回生のｴﾚｸﾃｨﾌﾞで外科系の診療科目
を1ﾀｰﾑ(4週間)必修とすることで対応すること
とし､平成20年度から実施予定である。

（平成16～18年度の実施状況概略）【177】僻地・遠隔地や診療所 Ⅲ
等におけるプライマリーケア実 紀南病院､､県立志摩病院等を遠隔地教育基幹 ５回生の内科臨床実習を６
習を導入する。 病院に指定し､その中から県立志摩病院に特命 週間に、救急医学実習を２週

教員を派遣した｡また､ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰｹｱ実習施設を新 間に増やす。６回生のエレク
（ 、たに１施設追加した｡実習の質の向上を図るた テイヴ実習では内科系 内科

、 、 ）め､欧米流のﾓﾃﾞﾙｸﾘﾆｯｸを2箇所で立ち上げる検 神経内科 家庭医療 精神科
討を開始した｡平成18年4月より新たな臨床実習 と外科系（外科、胸部外科、
施設(熊野病院､久瀬病院)を加えて､ﾌﾟﾗｲﾏﾘｹｱの 脳神経外科、整形外科）を各
実習を行った｡ ４週間必修とする。

薬剤部実習を５回生の臨床
【177】僻地・遠隔地や診療所等におけ 実習期間中に救急医学との組（平成19年度の実施状況）
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るプライマリケアの実習を評価し、改善 従来は､僻地･遠隔地の診療所等におけるﾌﾟﾗｲ 合せで組み込む。
する。 ﾏﾘｹｱの実習を内科､外科､小児科､産婦人科､精神

科で行っていたが､今年度から新たに整形外科
を加え､5回生の臨床実習中に1度は､僻地･遠隔
地でのﾌﾟﾗｲﾏﾘｹｱの診療実習を行うこととし､概
ね計画通り実施できた｡5年生で遠隔地を回れな
かった学生が少数でたが､6年生のｴﾚｸﾃｨﾌﾞで回
ることが可能な人数であったので､当初の予定
どおり､全員が6年生までに僻地遠隔地実習を履
修できた｡また､家庭医療･地域医療教育を補完
する目的で､米国より家庭医療の専門家を2名招
聘し､各1か月､合計2か月に亘って､研修医なら
びに臨床実習学生を対象に直接指導を行い､ま
た､実習指導者と実習学生両者を対象とした講
演会を２回開催した。

（平成16～18年度の実施状況概略）（看護学科卒前臨地実習） Ⅲ
【178】医学・医療教育開発推 医学科初期医学体験実習及び看護学科基礎看 基礎看護学実習Ⅰを､7月と2
進センターにおいて、個性ある 護学実習において共通に必要となる「接遇」教 月に数日間ずつ分割して実施
独自の実習カリキュラムを開発 育について､各実習開始時に医学科と看護学科 し､基礎看護学の講義･演習･実
し、実りある看護臨地実習を行 が同一の内容で実施した｡ 習を連動して実施する。平成2
う。 看護学科教員と附属病院看護師の指導のも 1年度は平成20年度の成果およ

と､看護学科4年生と平成18年度附属病院就職内 び新カリキュラムに基づき､よ
定者を対象に､注射･点滴静脈内注射と採血に関 り効果的な講義･演習･実習の
する技術演習を行った｡｢『学士課程で育成され 連動を検討し､実施する。
る看護実践能力に関する教育の実態調査』に基 臨地実習担当教員と病棟師
づく各学年の達成目標｣について､平成17年度は 長および教育担当副師長が、
学年別達成目標別に評価できる質問項目を作成 定期的に打合せを行う （１。
し､各学年の学生の達成度についてを把握した｡ 回／月 。）
看護教育検討会議を隔月に開催し｢臨地実習説 看護学科教員と教育担当副
明会および報告会の運営について｣等の検討を 看護師長による教育実践合同
行い､平成18年度から実践することとした｡ 会議を開催し、より良い教育

各学年及び卒業時の看護実践能力の学年目標 を考える。
と評価基準を見直し､これに基づいて評価を実 実習打合せ会ならびに学生

、施､その結果をもとに教育の課題を検討した。 参加型の実習報告会を通じて
臨地実習における看護技術の経験状況調査を 教育のねらい・成果について

学年別に行い検討した。 確認しあう。
改正した看護学科ｶﾘｷｭﾗﾑで､講義､演習､実習 卒業直前看護技術研修につ

を連動させた教育を実践した｡来年度に附属病 いて､前年度までの実施内容を
院採用予定の学生を対象とした､卒後研修ﾌﾟﾛｸﾞ 評価し､次年度の実施を検討す
ﾗﾑ実施準備を行った。 るとともに､実施時期を２回に

分けて実施する｡(看護学科卒
【178-1】入学後早期（１年次前期）か 業生は3月に､他校からの対象（平成19年度の実施状況）

ら、看護学を学び、実際の医療現場でも 基礎看護学実習Ⅰ(前半)を､附属病院外来棟 者は4月に実施予定）
学ぶ機会をもつ。基礎看護実習Ⅰを基礎 および病棟(6病棟)にて1年生85名が実習を行っ 平成21年度実施の新ｶﾘｷｭﾗﾑ
看護学の講義・演習と連動させた内容で た｡また､基礎看護学実習Ⅰ(後半)を11病棟に を８月までに作成する。ｶﾘｷｭﾗ
行う。 て､教育担当副師長をはじめ看護師の協力のも ﾑ改正に伴う臨地実習のあり方

と､実施した｡これをもって本年度基礎看護学実 について、看護学科と看護部
習Ⅰを終了した。実習での体験を活用しつつ今 とで検討会をもつ （看護の。
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後の学内での講義・演習に繋げる。 統合と実践の実習）
臨地実習の環境･体制を改善

【178-2】学生のケアの質を保証するた (1)看護技術演習および技術確認ﾃｽﾄを予定して し､学校･臨床との連携を強化
めに、看護技術の習得度を確認し、看護 いたが､他の実習等で教員の確保ができないた するため､実習受け入れ部署に
学生としての基本的姿勢・態度を身につ め､今年度は中止｡3年次学生は領域別実習前の 実習担当者を配置できるよう､
けるよう教育する。 成人看護学実習Ⅰで一斉学内実習を行った｡こ 人員確保など検討を行う。

れにより学生としての基本姿勢･態度･技術の習 学生の夏休み期間中にｲﾝﾀｰﾝ
得を促すことができた｡(2)看護学科教員と教育 ･ｼｯﾌﾟの導入を行う。
担当副看護師長による教育実践合同会議を開催 学生を対象に実習受け入れ
(5､7､11月)｡実りのある臨地実習を行うために に対する満足度調査を行う。
は､どのような取り組みが効果的であるかを検
討した｡(3)学生･看護部･教員が参加した形で、
領域別実習報告会を開催｡学生の学びをそれぞ
れの立場で共有することにより､看護部と看護
学科教員が連携できた。

【178-3】卒業直前看護技術研修を附属 昨年度の実施内容を評価し､今年度の実施内
病院看護部と医学部看護学科が協働で実 容について検討を行った｡卒業直前看護技術研
施する。 修は3月に実施予定であったが､対象者の安全確

保が不十分であること(対象者の保険の対応が
ない)が課題となった｡そのため､対象者を附属
病院採用予定者のみに絞り 実施時期を延期し､、
来年度4月に看護部と看護学科が協働で実施す
ることとし､また､今後も４月実施の方向で検討
する。

【178-4】看護実践能力の学年目標と評 昨年度の評価結果から､ほぼ学年目標は達成
価結果をもとに教育の課題を検討する。 されていることを確認した｡臨地実習における
全国的なカリキュラム改訂に対応した検 看護技術の経験状況調査結果(昨年度)を看護学
討をおこなう。 科教員で確認した｡また､同調査を1～4年生に実

施した｡ｶﾘｷｭﾗﾑ委員会を立ち上げ平成21年度実
施に向けて､保健師助産師看護師養成所指定規
則改正案を基に､現行ｶﾘｷｭﾗﾑを見直し､改正内容
を検討している。

【178-5】改訂した看護学科カリキュラ 学校での実践能力調査と入職時の看護技術経
ムと病院卒後教育（クリニカルラダー） 験調査を実施し､看護学科･臨床側と定期的に行
との有機的な継続のあり方を検討する。 っている教育検討会議(1回/2ヶ月)で､意見交換

を行い､継続して検討した。卒業時の実践能力､
臨床で求める技術経験のｷﾞｬｯﾌﾟの要因･原因に
ついては､今後も引き続き検討していく必要が
ある｡また､ｸﾘﾆｶﾙﾗﾀﾞｰ(ﾚﾍﾞﾙⅠ)における技術的
側面の評価は､入職から1年間の院内共通の技術
評価表を作成したのでこれを活用する｡今後､部
署における定期的な評価結果をもとに､学校と
情報交換を行い､連携していくこととした。

（平成16～18年度の実施状況概略）（医師卒後臨床研修） Ⅲ
【179】卒後臨床研修部のリー 平成16年7月に研修計画の作成等卒後臨床研 研修病院の研修カリキュラ
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ダーシップのもとで三重県内の 修全般にわたる､卒後研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを作成した｡ ム実施上の諸問題等に関する
。医療機関と連携し、特色ある三 同年12月にMMC新臨床研修指導医養成ｶﾘｷｭﾗﾑの 協議会の定期開催を継続する

重大学方式（ＭＭＣ）卒後初期 作成が完了した｡ 研修カリキュラムのさらな
臨床研修カリキュラムを作成 平成17年度は臨床研修ｶﾘｷｭﾗﾑに対し見直しを る見直しについて、県内外病
し、充実した卒後臨床研修を行 行い､県内６病院との間でたすき掛け研修を実 院での内科、救急部門での研
う。 施するとともに､ﾃｰﾗｰﾒｲﾄﾞｶﾘｷｭﾗﾑ作成に向けて 修を行うプログラムの作成、

の検討を行った｡平成18年1月にMMC新医師臨床 研修医定員の見直し、たすき
、研修指導医養成のための講習会を開催し､指導 がけ病院プログラムの見直し

医養成ｶﾘｷｭﾗﾑを実施した｡この講習会により､県 大学周辺病院での一次救急研
内でこれまでに140名の研修指導医が認定され 修プログラムを検討し 「三、
た。 重大学初期研修プログラム２

平成18年度はたすきがけﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを11ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ ００９」を作成する。
25名の定員で作成し､ﾏｯﾁﾝｸﾞに参加した｡２年目
研修医については､必修診療科の他に研修医の
要望に応じて､糖尿病･内分泌内科等を回るﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑの実施､国際学会参加等の海外研修を行っ
た 研修終了評価に向けてﾁｭｰﾀｰ制を実施し､。
週１回のﾐｰﾃｨﾝｸﾞ､研修修了認定項目の説明会等
を行った｡山田赤十字病院、津生協病院等と協
力して、選択科研修を行った。

（平成19年度の実施状況）【179-1】研修病院の研修カリキュラム
実施上の諸問題等に関する協議を定期的 研修病院の研修ｶﾘｷｭﾗﾑ実施上の諸問題等に関
に開催する。 する協議会を8回開催し､臨床研修､地域医療等

の諸問題について検討を行った。

【179-2】研修カリキュラムの見直しを 紀南病院において2年目研修医3名の地域保健
行い、充実を図る。 ･医療の研修を行った。

研修定員を26名とし､たすきがけﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを県
立総合医療ｾﾝﾀｰ等4病院に絞り込んで作成した｡
また､平成19年ﾏﾂﾁﾝｸﾞの結果を受けて､研修ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑの大幅な見直しを行い､｢三重大研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑ2008｣と7つの特徴を発表した。

2年目研修医3名が､ﾄﾞﾐﾆｶ共和国ｲﾍﾞﾘｱｱﾒﾘｶｰﾉ
大学医学部および関連病院､欧州血液学会､欧州
糖尿病学会に､1年目2名､2年目研修医1名が､米
国循環器学会に参加した｡研修副部長が､ｽﾀﾝﾌｫｰ
ﾄﾞ大学および米国ｸﾘﾆｶﾙｸﾗｰｸｼｯﾌﾟﾃﾞｨﾚｸﾀｰ会議に
参加した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【180】ＭＭＣ卒後臨床研修を Ⅲ
実行し、三重県の地域医療に貢 平成16年8月特定非営利活動法人MMC卒後臨床 計画達成のため実施予定なし
献する医師を育成するために、 研修ｾﾝﾀｰの設置について設立認証を受けた｡な
附属病院が中心になって、三重 お、同研修ｾﾝﾀｰへの参加については､本院のほ
県、医師会県内医療機関と共に か､県内33の主な病院施設等が法人会員として
卒後臨床研修センター（仮称） 参加している。
の設立を検討する。 平成18年度は､県内の医師不足・偏在問題の

解消を目的に､県からの事業委託を受けて設置
準備を行っていた｢みえ医師バンク｣(職業紹介
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事業)が､11月に厚生労働省の正式認可を受け本
格始動した。

（平成19年度の実施状況）(平成16～18年度実施済のため平成19年
度は年度計画なし)

（平成16～18年度の実施状況概略）【181】県内の関連医療機関と Ⅲ
連携し、救急医療、地域医療、 平成16年度に作成された臨床研修ｶﾘｷｭﾗﾑに基 「三重大学初期研修プログ
プライマリーケア研修を積極的 づき､県内の関係医療機関に研修参加を呼び掛 ラム2008」で県内だけでなく
に導入する。 けた｡特に紀南病院､尾鷲総合病院における研修 県外の協力型病院及び管理型

では､同地域における地域医療･保健に直にふれ 病院とのたすき掛け研修を充
ることができ､医師としてより広い視点を得る 実する。
ことができた｡研修医に対して､ｱｰﾘｰﾊﾞｰﾄﾞｾﾐﾅｰ 津市小児救急診療所での研
を開催し､各専門領域において話題となってい 修､津生協病院､遠山病院､大門
る事項を臨床研修に即して提供した｡ 病院での一次救急研修､鈴鹿中

指導医養成講習会が平成18年1月に開催され､ 央病院､松阪中央病院､山田赤
｢ｶﾘｷｭﾗﾑﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ｣､｢三重県の地域医療の充実｣ 十字病院の県内の３病院とた
等の受講修了により47名が指導医として認定さ すき掛け研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを実施す
れた｡ る。

平成18年度は､県内6病院との間でたすき掛け ｸﾞﾗﾝﾄﾞｶﾝﾌｧﾚﾝｽ(各科合同症
研修を行うためのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを作成し､ﾏｯﾁﾝｸﾞに参 例検討会)を年8回以上､各診療
加した｡その結果､6名にﾏｯﾁﾝｸﾞが成立し､うち1 科長による研修医､学生向けの

「 」名が、たすき掛けﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを選択した｡また､各 講演会 Meet the Professor
科合同症例検討会を10回実施した｡平成19年2月 を年10回以上行う。
に参加者48名で第4回MMC新臨床指導医養成講習 ＭＭＣ新医師臨床研修指導

、 、会を開催した。 医養成講習会を企画 実施し
４０名以上の厚生労働省認定

【181-1】県内の協力型病院及び管理型 の指導医を養成するとともに（平成19年度の実施状況）

病院とのたすき掛け研修を実施する。 津市小児救急診療所での研修を週１回、津生 卒後７～１０年目の若手指導
協病院での１次救急研修を行った。 医の参加を促す。
松阪中央病院､山田赤十字病院に加えて県立総
合医療ｾﾝﾀｰも加えたﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑでたすきがけﾌﾟﾛｸﾞ
ﾗﾑでﾏｯﾁﾝｸﾞが成立した。

【181-2】研修医合同検討会 「Meet th ｸﾞﾗﾝﾄﾞｶﾝﾌｧﾚﾝｽ(各科合同症例検討会)及びCPC、
e Professor セッション等を開催する を8回実施した｡各診療科長による研修医､学生」 。

向けの講演会｢Meet the Professor｣を年間10回
開催した。

【181-3】指導医養成講習会を開催し、 第5回MMC新医師臨床研修指導医講習会を開催
毎年４０名以上の指導医を養成する。 し34名が修了した｡同講習会の､報告書を作成

し､参加者および厚生労働省に報告した｡また､
第6回MMC新医師臨床研修指導医養成講習会を開
催し43名が修了し､年度合計で77名が厚生労働
省からの修了証を授与され､指導医の養成を推
進した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【182】研修医の研修環境を整 Ⅲ
備する （研修室、図書の整備 内科診断学､小児科学､麻酔学等の成書､ACLS 書籍の他、トップジャーナ。 、
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など） BLS関係の公式ﾃｷｽﾄ､研修医向けの雑誌等を卒後 ルと呼ばれる雑誌を新たに５
、 。臨床研修部に整備し､研修医の幅広い医療知識 誌以上年間購読し 整備する

の習得について効果を得た｡FM三重で毎週､｢ﾄﾞｯ 電子ジャーナルの利用を促進
ｸMMC～50ｾﾝﾁの信頼～｣の番組中､県内で研修を する。
開始した研修医が出演し､日常の研修生活､将来 研修医が、ラジオ番組に出

、目指す医師像についても語り､地域の住民に医 演し医師としての抱負を語り
療や研修制度について啓蒙すると同時に､自身 地域の住民に対して、コミッ
も地域医療への貢献をｺﾐｯﾄすることができた。 トメントを行う。
また､毎年1回、ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ行事を実施し､県内の 研修医交流会（スポーツ大
多くの指導医との交流を深めた。 会等）を開催し、研修医、指

導医の心身の健康と相互交流
【182-1】生涯学習の最初としての臨床 を行う。（平成19年度の実施状況）

研修にふさわしい書籍 雑誌を整備する FM三重大学(ﾗｼﾞｵ番組)｢ﾄﾞｯｸMMC～50cmの信頼、 。
地域医療への係わりを深めるため、マス ～｣を制作､本院の研修医10名が出演し､主に電
メディアを活用し 研修医を参加させる 子ｼﾞｬｰﾅﾙを用いた学習を促した｡また､本院卒後、 。

臨床研修部副部長が出演し､地域に向け医学教
育や臨床研修の重要性を訴えた。

【182-2】研修医、指導医の心身の健康 12月21日及び3月14日に､本学生協食堂におい
と交流のために研修医スポーツ大会を開 て研修説明会に併せて交流会を行った。
催する。

（平成16～18年度の実施状況概略）【183】研修医受け入れに数値 Ⅲ
目標を立てて努力する。 平成16年度に10名の研修医を受け入れた｡(本 小規模の学生、指導医の交

学出身者2名､他大学出身者8名)また､MMCｸﾞﾙｰﾌﾟ 流会を年10回以上開催する。
病院では､65名の研修医を受け入れた｡ 研修医向けのセミナーを年

平成17年度にMMC合同の研修説明会､合同試験 ６回以上開催する。
を実施した｡合同説明会では､各ブースにわかれ ＭＭＣを構成する研修病院
て､研修担当者や指導医等より情報提供を行い､ と合同で､研修説明会､研修医
昨年比18名増の75名の県内病院へのﾏｯﾁﾝｸﾞ結果 採用試験を実施する。
が得られた｡また､教員と学生の懇談会を2回開 募集定員の見直し､たすきが
催し､本院における研修医の増員確保に努めた け病院プログラムの見直しを。

平成18年度にMMC構成病院と合同で､研修説明 行い､研修医の確保と研修内容
会を開催した｡平成19年度ﾏｯﾁﾝｸﾞにおいて､74名 の充実を図る。
の学生が､県内への病院にﾏｯﾁﾝｸﾞ結果が得られ 三重大学医学部学生と指導
進路選択への便宜を図ることができた｡平成19 医の交流会を実施するととも
年度附属病院研修医として6名ﾏｯﾁﾝｸﾞが成立し に､研修環境（居室､机､いす､
た｡また医学部学生との交流会を開催し情報交 本棚､ネットワーク環境等）の
換を行った。 整備を図る。

（平成19年度の実施状況）【183-1】広報活動と同時に、個々の指
導医と研修医の人間的つながりを通し 病院説明会および交流会を定期的に開催し
て、研修医、学生の情報提供と進路指導 た｡ｱｰﾘｰﾊﾞｰﾄﾞｾﾐﾅｰを原則毎週水曜に開催した。
選択への便宜を図る。 MMCを構成する研修病院と合同で､合同研修説明

会､研修医採用試験を実施した。

【183-2】本院として、研修医教育に適 定員を26名に削減､特に大学で同時に研修を
切な数の研修医確保につとめる。 行うﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑは､最大定員20名とした｡たすきが

けﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの提携先を鈴鹿中央病院等4病院に絞
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り込んだ｡新年度のﾏｯﾁﾝｸﾞに向けて分かり易い
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ作りに着手し､｢三重大研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ200
8｣と7つの特徴を発表し病院説明会等で内外の
医学生に向かって発信した。

（平成16～18年度の実施状況概略）（専門医研修） Ⅲ
【184】各学会認定の専門医及 平成17年度に専門医取得のための研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗ ＭＭＣ卒後臨床研修センタ
び指導医による指導体制を確立 ﾑを作成した｡また､東京・大阪で行われた就職 ーと協力して研修医を対象と
し、卒後臨床研修必修化後の専 説明会に参加し､県外の学生や医師に対するﾘｸﾙ した後期研修進路説明会を年
門医養成コースを設ける。 ｰﾄ活動や情報提供活動を行った｡一方､県内にお １回以上行う。

いても専門医取得に関する説明会を開催した。 院内の専門医指導医紹介名
平成18年度に後期研修ｶﾞｲﾄﾞを作成し､後期研 簿（三重大学医学部附属病院

修説明会を開催した｡進路説明会を11月に開催 ”Ishidas ）を作成し研修医”
した。また県外在住者に対しては､情報提供誌 に周知する。
を配布した｡さらに研修説明会､各種講演会案内 県外在住研修医に対して、
のﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙを送付した。 進路説明会を年１回以上実施

するとともに、進路情報、説
【184-1】県内の専門医の在籍状況を明 明会等の情報提供目的のダイ（平成19年度の実施状況）

らかにして、専門医へのロードマップを 後期研修に関しては､各診療科での対応をす レクトメールを年１０回以上
研修医に提示する。 ることになったため､Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)上で各 送付する。

科後期研修対応ﾍﾟｰｼﾞへのﾘﾝｸを張った｡糖尿病 Ｕターンの就職説明会を、
内分泌内科､脳神経外科､循環器内科､腎臓内科､ 首都圏、名古屋圏、関西圏等
肝胆膵外科の各科の勉強会と後期研修説明会を で開催する。
共催した｡MMC卒後臨床研修ｾﾝﾀｰと協力して後期 在県外の卒業生名簿を整理
研修のための専門医まる三重ｶﾞｲﾄﾞを制作した し活動の基盤とする。。

みえ医師バンクと協力して
【184-2】県外の学生、医師に対するＵ MMC通信を12回の発行し､内外の研修医､卒業 県内病院の情報提供を行う。
ターン、Ｉターン説明会やリクルート活 生などに3回に送付し情報提供を行った｡東京､
動を行うと同時に、効率的な情報提供を 横浜で開催された､研修説明会､後期研修説明会
行う。 に三重県と共同して出展を行った｡また､MMC研

修病院就職説明会を開催した｡県内の高校同窓
会に協力を依頼し､卒業生のうちの医師の名簿
を作成した｡各高校同窓会のWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)
よりみえ医師ﾊﾞﾝｸへのﾘﾝｸを作成した｡ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯ
ｸの作成に着手した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【185】各専門分野の研修指定 Ⅲ
医療機関としての認定を積極 日本睡眠学会専門医､日本精神神経学会精神 学会の専門医、指導医等の
的に取得する。 科専門医､日本病理学会病理専門医､日本病院薬 認定施設としての資格取得に

剤師会がん専門薬剤師研修事業､厚生労働省薬 積極的に取り組む。
剤師実務研修事業､日本家庭医療学会家庭医療 平成１９年度から開始され
学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等の研修施設の認定を受け､各分野の た「がんプロフェッショナル
専門医等の育成に努めた。 養成プラン（文部科学省 」）

に基づき、高度がん医療を先
【185】学会の専門医、指導医等の認定 導する専門医の人材養成を目（平成19年度の実施状況）

施設としての取得を積極的に努める。 日本ﾍﾟｲﾝｸﾘﾆｯｸ学会､日本小児循環器学会､日 的とし、初期研修終了後、各
本循環器学会､日本耳鼻咽喉科学会､日本ｱﾚﾙｷﾞｰ 専門領域の認定医または専門
学会､日本臨床検査医学会の専門医認定研修施 医の資格あるいは受験資格を
設の申請を行い､同資格を取得した｡また､日本 取得した医師を対象に、がん
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がん治療認定医機構の｢日本がん治療認定医機 薬物療法医コース、放射線治
構認定研修施設｣に認定された｡本院の医師30名 療医コース、婦人科腫瘍専門
余りが同機構の｢暫定教育医｣の資格を取得済み 医コースを開設し、各分野に
であり､今後､がんｾﾝﾀｰが中心となり同機構の おける学会の専門医の資格取
｢がん治療認定医｣の資格取得を推進していくこ 得を支援する。
ととした。

（平成16～18年度の実施状況概略）（コ・メディカル教育） Ⅲ
【186】卒後臨床研修部が、看 ｺ･ﾒﾃﾞｨｶﾙｽﾀｯﾌの卒後教育､能力開発ｶﾘｷｭﾗﾑ作 医師、看護師、コ・メディ
護部、薬剤部、医療技術部（仮 成の具体的計画に向けて､薬剤部､中央放射線 カル等に対し、医療安全、医
称：各種医療技術職の統括組 部､看護部等のｺ･ﾒﾃﾞｨｶﾙｽﾀｯﾌを構成員とする病 療接遇、生命・臨床倫理及び
織）と協力して、コ・メディカ 院教育委員会を設置し､院内研修について検討 感染対策に関する講習会を開
ルスタッフの卒後教育・能力開 を行い 医療安全講習会 院内感染対策講演会 催する。、 、 、
発カリキュラムを作成し実践す 医療接遇研修会､医療経営に関する講演会等(7
る。 回)を開催した。

（平成19年度の実施状況）【186】コ・メディカルスタッフの卒後
教育・能力開発カリキュラムを実践す 病院教育委員会､安全管理部､感染制御部が中
る。 心となり､本院における職員の医療安全､医療接

遇､医療倫理及び感染対策等に関する講習会を
以下のとおり実施した。

接遇に関する研修会､医療安全に関する講演
会「医療安全を願って～医療事故被害者家族の
願い～」､感染対策に関する講演会､防災講演会
「どうする医療施設の地震対策：東海地震は必
ず来る」､医療倫理講演会

なお、未受講者に対しては、講習会を記録し
たDVDの回覧､病院教育委員会のWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞ)上で学ぶE-learningの導入等､受講機会の拡
大をはかり受講を促し､受講率向上に努めた。

医療安全に関する標語を本院ｽﾀｯﾌ､関係者な
らび患者に広く募集し､｢医療安全に関する講演
会｣に先立ち､優秀な作品に対して表彰状を授与
するとともに､院内に周知し､医療安全に対する
意識向上に努めた。

（ ）教育委員会を開催し､平成20年度研修 講演
、会の年間計画について検討を行い､職員研修会

医療安全に関する研修会等7研修会を開催する
こととした。

（平成16～18年度の実施状況概略）（研究） Ⅲ
（先端医療の推進と開発） 血管内治療について､ﾋﾞｰｸﾞﾙ犬での血管内治 オーダーメイド医療部にお
【187】先端医療、探索的医療 療ﾓﾃﾞﾙの確立､分離培養方法を確立し､米国心臓 いて、オーダーメイド医療の
を推進する。 病学会で発表した｡また､ｱｼﾞｱ国際心臓外科学会 研究と治療を推進する。

で発表を行い､ﾔﾝｸﾞｲﾝﾍﾞｽﾃｨｹﾞｰﾀｰ賞を受賞した 形状記憶合金釘手術を年間。
皮膚再生医療について､実施可能な症例が発 ３例以上、磁性体温熱療法を

生し､治療を実施した。 年間５例以上実施する。
形状記憶合金製髄内釘を用いた手術を(大腿

骨骨折例､大腿骨病的骨折)に臨床応用した。ま
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た､中部日本整形外科学会でｼﾝﾎﾟｼﾞｽﾄとして発
表した。

造血細胞移植後の移植片対宿主病の発症の予
防法及び鑑別方法を開発し､専門雑誌（Transpl
antetion 80）に発表した。

遺伝子検査について､平成18年4月より､本格
的に稼働し始め､これまでに､遺伝性疾患の診断
の他､小児白血病患者等おける薬剤感受性遺伝
子解析を約250例実施した｡また､遺伝学的検査
に不可欠である遺伝ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞを実施した。

遺伝教育について､県内で遺伝医療に携わる
」施設の連携を深めるために｢三重いでんﾈｯﾄﾜｰｸ

を立ち上げた｡さらに､県内で遺伝医療の理解を
得るための啓蒙運動として「公開学習会」を開
始した｡また､関連学会等において論文(9本)を
発表・報告した。

（平成19年度の実施状況）【187-1】オーダーメイド医療の研究と
治療を推進する。 診療面では､遺伝ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ外来をｽﾀｰﾄさせ､5

家系のｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞを実施した｡遺伝ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ外来
には､院内紹介の他､院外紹介､Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞ)を参照にした来談もあり､さらに広報活動を
推進していくこととした｡また､当院は厚労省
｢難聴遺伝子ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ構築と遺伝ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞに関
する研究｣研究班の協力施設であり､難聴に関す
る遺伝ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞも実施した｡また､臓器移植にお
ける免疫抑制剤選択のｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ医療を確立さ
せ､更に自己免疫疾患(重症筋無力症)でも有効
なことを見出し､日本神経治療学会ｲﾌﾞﾆﾝｸﾞｾﾐﾅ
ｰ､ｼｸﾛｽﾎﾟﾘﾝ･ｸﾘﾆｶﾙﾌｫｰﾗﾑ2007特別講演にて発表
した｡ｻﾊﾞｲﾋﾞﾝを用いた膀胱癌早期診断ｼｽﾃﾑの構
築では､日本遺伝子診療学会奨励賞を受賞した｡
ｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ医療普及のため､日本遺伝看護学会学
術大会､明治薬科大ｵｰﾌﾟﾝｶﾚｯｼﾞ(創薬関係者､院
生対象)などで特別講演を行った｡全国遺伝子診
療部門連絡会議に出席し､他施設との連携を深
めた。また､主な業績は以下のとおりである。
・受賞：日本臨床検査医学会優秀演題賞(ｵｰﾀﾞｰ

ﾒｲﾄﾞ医療部 臨床検査技師 坂本佑子）
・講演：日本臨床検査医学会近畿支部総会ｼﾝﾎﾟ

ｼﾞｳﾑ｢予防医学のための臨床検査｣ほか
・文献： ｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ免疫抑制療法の試み」今「

日の移植、20巻6号

187-2 医工学の臨床応用を推進する 形状記憶合金釘手術を3例､磁性体温熱療法を【 】 。
6例実施し､医工学の臨床応用を推進した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【188】トランスレーショナル Ⅲ
リサーチの実施を推進するため 平成18年1月に臨床研究開発ｾﾝﾀｰを設置し､共 血管内治療、免疫・細胞治
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のセンターの設置を検討する。 同研究推進の基盤を確立した。 療、皮膚移植、集学的オーダ
ｽﾃﾝﾄｸﾞﾗﾌﾄを用いた大動脈疾患に対する細胞 ーメイド癌治療、磁性体温熱

移植の基礎研究として､ﾗｯﾄによる細胞分離培養 療法など、最新の治療や医療
等による胸部大動脈瘤ﾓﾃﾞﾙを作成し､実際に瘤 技術の開発を推進する。
腔内に細胞を自家移植し効果があることを確認
し､国際誌に成果を発表した。

難治性皮膚疾患に対して､自己表皮細胞から
作成した培養表皮ｼｰﾄを用いて植皮術を行い､き
わめて良好な結果を得た｡症例の内訳は､先天性
表皮水疱症2例､先天性表皮発育異常症1例でそ
れぞれ皮膚科にて複数回の植皮術を行ってい
る。

ﾗｯﾄ大腿骨用の形状記憶合金製ﾒﾈﾝﾌﾟﾚｰﾄを本
学工学部と共同で作製した｡そしてﾗｯﾄﾓﾃﾞﾙによ
り良好な骨癒合を確認でき､日本骨折治療学会
で講演した。

前立腺肥大症の患者様に対して施行された経
尿道的前立腺切除術の検体を免疫不全ﾏｳｽの腎
被膜下へと移植し､臨床治療に用いられる薬剤
が､動物実験ﾓﾃﾞﾙでも作用するか否かを検討し
た結果､我々のｾﾞﾉｸﾞﾗﾌﾄﾓﾃﾞﾙでも､臨床での効果
と一致した病理組織学的変化が観察できること
を証明した。

（平成19年度の実施状況）【188】最新の治療や医療技術の開発を
推進する。 血管内治療(大血管)に使用するための細胞治

療ﾓﾃﾞﾙの確立のためまずﾗｯﾄで細胞の選択と移
植法につき検討し成果を国際誌に掲載､次いで
大動物(犬)で治療ﾓﾃﾞﾙを確立し､成果を国際誌
に掲載した｡現在臨床使用可能なｹﾞﾙについて研
究中である。(心臓血管外科)

平成16年度より難治性皮膚疾患に対して、自
己表皮細胞から作成した培養表皮ｼｰﾄを用いて
植皮術を行い良好な結果を得ている。症例の内
訳は、先天性表皮水疱症2例､先天性表皮発育異
常症1例､広範囲熱傷1例でそれぞれ皮膚科にて
複数回の植皮術を行っている｡さらに平成19年
度には､自己表皮細胞および非自己表皮細胞を
混合培養した混合培養表皮ｼｰﾄを作成し､先天性
表皮水疱症1例に対して植皮術を行い良好な結
果を得た。(皮膚科)

形状記憶合金製ﾒﾈﾝﾌﾟﾚｰﾄに関して､3点曲げ試
験や回旋試験を行い､生体力学的に良好な固定
性が得られていることを確認した｡また､ﾗｯﾄ大
腿骨骨折ﾓﾃﾞﾙの15匹に対して同ﾌﾟﾚｰﾄの使用を
試みた結果､術後16週で全例に骨癒合が認めら
れた｡以上の内容をまとめて､現在英語論文を作
成中であり 数カ月後には投稿予定である 整、 。（
形外科）
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本年度は3例の腎癌(RCC)を免疫不全ﾇｰﾄﾞﾏｳｽ
の腎被膜下へ移植し､ﾌｪﾆﾙｱｾﾃｰﾄ(PA)による癌の
増殖抑制効果を検討した｡当科が国際雑誌に報
告したような､培養細胞の実験で効果を発揮し
たPAの濃度から推測した動物への投与量および
投与期間では移植した腎癌における細胞増殖ﾏｰ
ｶｰの発現に顕著な低下が認められなかったた
め､今後､投与量および投与期間を再検討する予
定である （腎泌尿器外科）。

（平成16～18年度の実施状況概略）（臨床研究） Ⅲ
【189】患者様を対象とした臨 １８年１月に治験管理センターを臨床研究開 平成19年度より開始された
床研究を実施するにあたり、そ 発センターに改組するとともに 治験管理部門 「新たな治験活性化５カ年計、 、
の品質を保証するために臨床研 臨床研究コーディネーター部門、生物統計部門 画（厚生労働省 」に合わせ）
究開発センターに先端医療を （データセンター）を設置し、先進医療を研究 た臨床研究開発センターの整
研究開発する部門を設置する。 開発する臨床研究の効率的な実施を支援する体 備・充実を図るため、ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ

制を整備した。同センターと連携し細胞移植療 ｰの基盤整備､ﾃﾞｰﾀﾏﾈｰｼﾞｬｰ､CRC
法部において､造血幹細胞移植用の造血細胞を 等の専任スタッフの充実を図
保存するためのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾌﾘｰｻﾞｰの本格的運用を る。
開始した｡ 常時対応可能な専用会議室

臓器･遺伝子ﾊﾞﾝｸ等の整備については､匿名化 の整備を図る。
ｿﾌﾄ､資料管理ｼｽﾃﾑ及びﾌﾘｰｻﾞｰ遠隔監視装置の導
入､ｼｽﾃﾑｵﾍﾟﾚｰﾀの配置､操作訓練等を実施し､18
年度からの本稼働した｡

また､造血細胞移植後のｳｲﾙｽ感染症予防及び
治療のために樹状細胞ﾜｸﾁﾝを開発･報告し､臨床
応用するために､GMP基準(臨床で使用できるﾚﾍﾞ
ﾙの基準)に合致した手順書を策定した。

臨床研究開発ｾﾝﾀｰ治験管理部門に看護師CRC1
名を増員した｡また､生物統計部門担当のｽﾀｯﾌ1
名を配置した｡治験業務の守秘化を推進する目
的で､各PCにｵﾝﾗｲﾝ化を図った｡本学Webｻｲﾄに新
経費算出基準の情報を掲載した。

（平成19年度の実施状況）【 】 「189 平成１９年度より開始される 新
たな治験活性化５カ年計画（厚生労働 厚労省の治験活性化5ヶ年計画の治験拠点病
省 」に合わせた臨床研究開発センター 院30施設の1つに採択され､ﾃﾞｰﾀﾏﾈｰｼﾞｬｰの人材）
の整備・充実を図る。 整備を行うためCRCを1名増員し､計6名となっ

た｡また､SDV室の設置を平成20年4月以降に行う
予定である。

（平成16～18年度の実施状況概略）（共同研究の推進） Ⅲ
【190】産学官民との連携によ 平成18年1月に臨床研究開発ｾﾝﾀｰを設置し､共 公的資金の得られた質の高
り、臨床研究開発センターで開 同研究推進の基盤を確立した。 い臨床試験を選択し、支援す
発された研究成果を医療産業界 みえ治験医療ﾈﾂﾄﾜｰｸEBM情報ｼｽﾃﾑ内に､新たに る。
などに積極的に還元し、産学連 三重大学EBM研究ｼｽﾃﾑを構築し､地域圏in clini みえ治験医療ネットワーク
携臨床研究を推進する （三重 coﾈｯﾄﾜｰｸ基盤を確立した｡また､三重大学ﾒﾃﾞｨｶﾙ と連携し、健康食品、医療機。
県メディカルバレー構想の推 ﾊﾞﾝｸの充実を図り､ﾊﾞﾝｸ匿名化情報ｼｽﾃﾑを整備 器、医薬品の臨床試験を積極
進） した。 的に行い、地域圏in clinico
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医学系研究科産学官連携講座・臨床創薬研究 ネットワークを推進する。
学講座が設置され､臨床研究開発ｾﾝﾀｰ､NPO法人 みえメディカルバレープロ
みえ治験医療ﾈｯﾄﾜｰｸと連携し臨床研究･治験に ジェクトと共同で、臨床試験
関する基盤整備やｼｽﾃﾑ構築を推進した。 と関連の深い事業（産業交流

大学院医学系研究科・医学部・附属病院にお 事業）を推進する。
ける臨床研究に係わる利益相反ﾎﾟﾘｼｰ､臨床研究
に係わる利益相反ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ規程の制定及び臨床
研究利益相反委員会を設置し､利益相反ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
体制の確立を推進した。

（平成19年度の実施状況）【190-1】臨床研究開発センターにおい
て産学官民の連携による共同研究 治験 厚生労働省戦略的ｱｳﾄｶﾑ研究(J-DOIT3)､ProGE（ ）

、の推進を図る。 AR試験､がんTR多施設臨床試験､SELECT BC試験
C型慢性肝炎に対する流動食の摂取効果検討試
験を支援している。

【190-2】三重県メディカルバレー構想 第5回治験推進ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを三重大学内で開催
に基づき、治験及び開発型臨床研究を推 するとともに､医師会(津､四日市､伊勢､尾鷲)で
進する。 各２回､日本医師会生涯研修として｢EBM形成に

。必要な臨床試験と治験(創薬)｣の講演を行った
三重県(行政)､三重大学､県内企業とともに中国
の視察に参加､臨床試験､治験の現状､共同臨牀
試験の可能性についての検証を行った｡四日市
でのﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ産業展で三重治験医療ﾈﾂﾄﾜｰｸの発
表を行った。

（平成16～18年度の実施状況概略）（院内における臨床治験） Ⅲ
【191】治験管理センターを 平成17年度に､みえ治験医療ﾈﾂﾄﾜｰｸとｼﾝﾎﾟｼﾞｳ 院内外の医療従事者を対象
整備・発展させる。 ﾑを共催し､小規模医療機関の医療従事者180名 に治験講習会等を開催し、治

の参加を得た｡また､薬剤師治験ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ養成 験に対する認識を高める。
、研修会に1名が参加し､ｽｷﾙｱｯﾌﾟを図った。 三重県医師会などと協力し

平成18年度に医師､ｺ･ﾒﾃﾞｨｶﾙを対象に院内治 各地区医師会で小規模医療機
験講習会を開催し､臨床試験･治験に関する理解 関の医療従事者を対象とした
を深めた。 治験講習会等を開催する。

文部科学省主催｢平成18年度国公私立大学病 ＥＤＣ（Electric Data Cup
院治験ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ養成研修｣に､CRC2名(看護師､ turing）等、治験業務のＩＴ
薬剤師)が参加し､ｽｷﾙｱｯﾌﾟを図った。 Ｃ化を推進する。

看護師、薬剤師、検査技師
【191-1】地域の小規模医療機関の治験 をＣＲＣ養成講座やﾃﾞｰﾀﾏﾈｰｼﾞ（平成19年度の実施状況）

実施を支援し、地域の治験を推進する。 医師､薬剤師､看護師､臨床検査技師等を対象 ﾒﾝﾄ講習会等に参加させ、スキ
として､治験講演会を開催し20数名の参加があ ルアップを図る
り､ｽｷﾙｱｯﾌﾟを図った。

【191-2】薬剤師等にＣＲＣ養成講座を 平成19年度GCP研修会(大阪)にCRC､事務職員
受講させる。 が参加した｡また､CRC･治験事務局担当者研修

(津)に看護師､薬剤師､事務職員等が参加し､ｽｷﾙ
ｱｯﾌﾟを図った｡さらに､本院臨床研究開発ｾﾝﾀｰ所
属の薬剤主任が日本臨床薬理学会認定CRCの資
格を取得し､治験業務支援体制の充実を図った｡
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（平成16～18年度の実施状況概略）【192】医師主導の臨床治験実 Ⅲ
施を検討する。 医師主導型の治験を実施するための規程等の 日本医師会の治験促進セン

見直しを行い､平成16年7月に医師主導型の臨床 ターを中心とする、厚生労働
治験(厚生科研)が受入機関として承認された。 省が所管する医師主導治験を

医師主導治験「(MCI-9038)ｱﾙｶﾞﾄﾛﾊﾞﾝのﾍﾊﾟﾘﾝ 受け入れると共に、開発型医
起因性血小板減少症に対する臨床試験 及び (K 師主導治験をサポートする。」 「
IB-PIA)KIB-PIAの健康成人を対象とした検証的
試験｣を実施し､(KIB-PIA)については､目標症例
数(50症例)を100％達成し、終了した。

（平成19年度の実施状況）【192】医師主導治験を推進する。
三重大学医学部初の開発型医師主導治験｢が

んﾜｸﾁﾝ｣の支援準備(ﾌﾟﾛﾄｺｰﾙ作成のための統計
相談)をしている｡また､日本医師会治験促進ｾﾝﾀ
ｰからの医師主導治験｢KIB-PIAの健康小児を対
象とした臨床試験｣を受け入れた。

（平成16～18年度の実施状況概略）（地域を網羅した地域圏臨床治 Ⅲ
験ネットワークの整備） みえ治験医療ﾈｯﾄﾜｰｸ及び医師会と共同して治 院内治験講習会等を２回以
【193】三重県内の関連医療施 験講習会を開催し､地域の医療機関に対する啓 上開催する。
設が連携し、大規模臨床研究・ 蒙活動を推進した。 ＥＤＣ（Electric Data Cup
治験の実施推進母体となる三重 国際共同治験(CTRG(韓国､台湾､香港､ｼﾝｶﾞﾎﾟｰ turing）等、治験業務のＩＣ
治験ネットワークを構築する。 ﾙ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ))への参加申し込みを行い､ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ Ｔ化を推進する。

国立大学との｢治療抵抗性乳がんに関する国際 国際共同治験実施の支援を
共同臨床試験｣の実施に向け､ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟﾐｰﾃｨﾝｸﾞ 継続する。
を開催するとともに､｢乳がんに関する国際共同
臨床試験｣の実施に向け､ﾌﾟﾛﾄｺﾙに従った被験者
ｻﾝﾌﾟﾙの調整方法を確定し､先端医療及び医学研
究の国際化を図った。

みえ治験医療ﾈｯﾄﾜｰｸとｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを共催し､連
携を深めた。

（平成19年度の実施状況）【193-1】治験実施のための研修会を開
催する。 みえ治験医療ﾈｯﾄﾜｰｸ事務局を三重大学総合研

究棟Ⅱに移転し､ｽﾍﾟｰｽの拡充を図ると共に､事
務局員の増員(計3名)を図った｡医師､薬剤師､看
護師､臨床検査技師等を対象として､院内治験講
習会を開催し､20数名の参加があった｡また､｢臨
床研究特論2008｣を10回開催､多数の参加があ
り､ｽｷﾙｱｯﾌﾟを図った｡患者ﾊﾟﾈﾙ作成支援ｼｽﾃﾑ（C
rista Search)の開発を学内ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業医用工
学研究所と共同開発した。

【193-2】国際共同治験へ参加する。 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ試験を4件実施した｡引き続き､平成20
年度も3件を新規実施する予定である。

（平成16～18年度の実施状況概略）【194】治験管理センターが中 Ⅲ
心となり、ネットワーク構成医 みえ治験医療ﾈｯﾄﾜｰｸと連携しCRC養成講座を みえ治験ネットワーク主催
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療施設の治験推進を支援する。 開催しﾈｯﾄﾜｰｸ参加病院のCRC養成を支援した。 の治験関連研修会を支援し、
ネットワーク参加医療施設の

【194】ＣＲＣ養成講座を実施し、ネッ ＣＲＣ及び治験業務担当事務（平成19年度の実施状況）

トワーク参加病院のＣＲＣの養成を支援 みえ治験医療ﾈｯﾄﾜｰｸ事務局を三重大学総合研 職員を積極的に参加させる。
する。 究棟Ⅱに移転し､ｽﾍﾟｰｽの拡充を図ると共に､事 ネットワーク参加病院にお

務局員の増員(3名)を図った｡津市で開催された ける治験様式類の共通化を促
CRC･治験事務局担当者研修に看護師､薬剤師､事 す。
務職員等が参加し､ｽｷﾙｱｯﾌﾟを図った｡事務局の
移転に伴い､ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤の増強､みえ治験支援ｼｽ
ﾃﾑ(MiCTSS)のﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟを行った｡外部医療機
関の治験担当者を含めたMiCTSSの使用説明会を
三重大学情報処理ｾﾝﾀｰにて実施した。

（平成16～18年度の実施状況概略）（社会貢献） Ⅲ
【195】救急救命医療を整備・ 救急部の夜間勤務体制を３交替勤務により実 救命救急部門の整備・充実

、 。推進する。 施することとした｡救命救急ｾﾝﾀｰ設置検討委員 について 継続して検討する
会を設置し､運営方法､規模､必要事業費等につ 地域関係機関と連携し、Ｄ
いて､他大学の設置状況や三重県への確認を行 ＭＡＴ（災害急性期における
いながら検討を進めた。 医療チーム）の災害医療活動

平成18年12月に新しく救急部長を招へいし を支援する。
た。今後､救急部長を中心に本院の救急部門の ＪＡＴＥＣ（ 外傷初期診「
整備・充実を図ることとした。 療ガイドライン ）研修会の」

実施を支援する。
（平成19年度の実施状況）【195】救命救急部門の整備・充実を図

る。 本院の救急医療体制を整備し､地域の救急医
療体制に貢献するとともに､人材を育成して医
学教育研究機関としての役割を果たすことを目
的として､医師会及び津市との意見交換を進め
るとともに､病院再開発後の救急救命ｾﾝﾀｰ設置
に向けた体制づくりを推進した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【196】医療の地域連携を推進 Ⅲ
する。 平成17年度は地域医療再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ専任講師 特定機能病院として高度な

及び専任事務職員を採用し､地域連携活動の推 医療の提供を通して地域の医
進を図った。また､難病医療拠点病院及び難病 療機関との連携を強化し、患
医療協力病院の連携協力の構築を図るため､三 者様の紹介を通じ緊密な医療
重県難病相談支援ｾﾝﾀｰが開設され､難病患者入 連携の推進を目的として前方
院施設確保､訪問相談や個別ケア会議を実施し 支援部門（診療予約、診療カ、
地域担当者との連携を図った｡ ルテ作成、診察券作成）を設

三重県難病医療連絡協議会拠点病院として､ 置する。
県内の拠点･協力医療機関と保健･福祉とで連携 難病医療連絡協議会、難病
し､主に神経難病患者の長期入院あるいはﾚｽﾊﾟｲ 研修会に参加し、県の難病支
ﾄ入院施設の確保と療養相談､情報提供を行っ 援センター、僻地医療支援機
た｡僻地医療機関との連携については､8月にはM 構との連携強化を図る。
MC主催による僻地への宿泊研修等を開催し､地 一人医長の関連病院への診
域の医師等との連携を図った。 断支援を促進する。マンモグ

県下の17の地域病院と遠隔画像診断を開始 ラフィーの遠隔画像診断を始
し､志摩地区の病院に医師派遣を行い遠隔画像 める。放射線科専門医の増員
診断を行った｡ を推進する。専門医の再教育
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18年10月より県立志摩病院とのCT及びMRIを システムを構築する
中心とした遠隔画像診断を開始した｡また､海外
に在留していても三重県の遠隔画像診断に参加
できるようにするため､国際回線を利用して遠
隔画像診断が行えるようにした。

（平成19年度の実施状況）【196-1】地域連携部門設置に向け、継
続して検討を行う。 ｢第55回日本医療社会事業全国大会｣にｿｰｼｬﾙﾜ

ｰｶｰ2名が出席し､分科会では｢ｿｰｼｬﾙﾜｰｸ業務･地
域連携｣に参加した｡｢第5回国立大学医療連携･
退院支援関連部門連絡会議及び相談員講習会｣
に出席した。前方支援(地域医療連携)実施大学
の施設見学(名古屋大学医学部附属病院､岐阜大
学医学部附属病院)を行い､他病院の地域連携部
門の現状について情報収集及び意見交換を行っ
た。地域の医療機関を対象とした初診紹介患者
の診療予約及びｶﾙﾃの作成(前方支援)ならびに
｢入退院ｾﾝﾀｰ(仮称)｣を設置するため検討を重
ね､平成20年度早期に設置する運びとなった。

【196-2】県の難病支援センター、僻地 下記への参加により情報交換等を行い連携を強
医療支援機構等との連携を強化する。 化した。

・一志町と､｢みえALS患者交流会｣
・難病相談支援ｾﾝﾀｰにおいて､｢重症難病患者ｹｱ
ｼｽﾃﾑ構築事業｣のための関係機関と打合会
・県庁において､｢重症難病患者ｹｱｼｽﾃﾑ構築事
業｣のための関係機関と打合会
・ 難病在宅ｹｱ支援ﾈｯﾄﾜｰｸ担当者会議」「
・厚生労働省｢特定疾患の地域支援体制のこ構
築に関する研究班｣難病医療専門員ﾏﾆｭｱﾙ作成ﾜｰ
ｷﾝｸﾞ会議
・｢第4回日本難病医療ﾈｯﾄﾜｰｸ研究会｣
・｢三重県難病医療連絡協議会｣
・厚生労働省｢特定疾患の地域支援体制の構築
に関する研究班会議」
・ 神経疾患ケアシンポジュウム」「
・ 難病在宅ｹｱ事業担当者会議」「
・ 鈴鹿地域特定疾患地域ケア会議」「

【196-3】僻地を含む地域医療への支援 読影医師の不足に対応するために､国際ｲﾝﾀｰﾈ
（遠隔医療）を行い連携強化を図る。 ｯﾄ通信を利用し､本学以外の海外留学生医師の

支援を得て､遠隔画像診断を分担して貰ってい
る｡さらに他の海外留学生の支援を募った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【197】地域医療の担い手（特 Ⅲ
に医師、看護師）を育成する。 医師会､看護協会､県内病院等からの研修会･ 地域医療機関、僻地診療所

講習会の講師派遣要請に積極的に対応し､医師､ 等の医師・看護師などの再教
看護師等医療従事者の地域医療の人材育成を支 育を支援する。
援した(19回)｡また､学生を対象とした各種ｾﾐﾅ 地域における医療、保健施
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ｰ､研究会等を主催し学生の地域医療の研修等の 策に携わる自治体職員、保健
実施を推進した｡さらに､薬剤師教育の一環とし ・衛生専門家等を対象とした
て､大学薬学部・薬科大学等の卒業生を対象と リカレント教育講座の開催な
した実務研修制度を設け､薬剤師育成を支援し どにより地域医療に携わる人
た。 材育成を支援する。

学生の地域医療の研修等実
【197-1】地域医療機関、僻地診療所等 施のため、講師を派遣する。（平成19年度の実施状況）

の医師・看護師などの再教育を支援す 四日市社会保険病院､三重看護専門学校､県内
る。 医師会､日本看護協会など､各医療機関､教育

機関､各種団体､医療関係企業からの研究会､講
習会等の講師派遣要請に積極的に対応し､地域
医療における医師､看護師､薬剤師等医療ｽﾀｯﾌの
人材育成・教育支援に取り組んだ。

【197-2】地域における医療、保健施策 県内病院の医師､理学療法士､作業療法士を対
に携わる自治体職員、保健・衛生専門家 象に三重県ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ義肢装具研究会を開催
等を対象としたリカレント教育講座の開 し､三重県下の理学療法に関する情報収集と医
催などにより地域医療に携わる人材育成 療ｽﾀｯﾌの資質向上を図った｡また､県内病院の薬
を支援する。 剤師を対象としたﾌｫｰﾏｼｭｰﾃｨｶﾙ･ｹｱ･ﾌｫｰﾗﾑ三重を

６回開催し､県内病院薬剤師の病棟薬剤業務の
技術向上を図った。

【197-3】学生の地域医療の研修等実施 地域における安定した医療提供体制の確保と
のため、講師を派遣する。 研修病院としての診療体制充実を目的として､

地域の基幹病院との連携を強化するために地域
教育基幹病院を定め､医学部学生､初期研修医､
後期研修及び若手専門医の指導に当たる医師を
配置している｡県立志摩病院(特命准教授1名派
遣:H18.1.1～)､紀南病院(特命教授1名派遣:H1
8.4.1～)に加え､市立尾鷲総合病院に特命講師
を1名､大台厚生病院に特命教授1名(病院長)を
派遣し､医師や医療ｽﾀｯﾌに対する教育及び医療
支援を通じて､地域医療､僻地医療の活性化を推
進した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【198】地域の医療職のための Ⅲ
生涯教育プログラムを作成す 県内病院の医師､理学療法士等を対象とした 三重リハビリテーション研
る。 三重県ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ義肢装具研究会を年2回開催 究会を開催し、三重県下の理

し､県下の理学療法に関する情報収集と医療ｽﾀｯ 学療法に関する情報収集と理
ﾌの資質向上を図った｡県内病院の薬剤師を対象 学療法士の資質向上を図る。
としたﾌｫｰﾏｼｭｰﾃｨｶﾙ･ｹｱ･ﾌｫｰﾗﾑ三重を年6回開催 県内病院薬剤師の病棟薬剤
し､県内病院薬剤師の病棟薬剤業務の技術向上 業務の技術向上を目的に､ﾌｫｰﾏ
を図った｡また､MRI､CT､核医学などあらゆる画 ｼｭｰﾃｨｶﾙ･ｹｱ･ﾌｫｰﾗﾑ三重を開催
像診断法を総合的に討論することを目的とした する｡
三重総合画像研究会並びに三重腹部画像診断･I 地域の病院、医院を対象に
VR研究会を開催した｡県内の医療関係者を対象 地域連携ｾﾐﾅｰを開催する。
に｢糖尿病療養指導士育成のための講演会｣を年 糖尿病療養指導士育成のた
2回開催し､多くの医療ｽﾀｯﾌの知識・技術の向上 めの講習会を開催する。
を推進した｡また､三重看護専門学校等への講師 三重県看護協会、三重看護
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派遣を行い各機関の講習会等の運営を支援し 専門学校、三重県消防学校等
た。 へ講師を派遣し、講習会等の

運営を支援する
（平成19年度の実施状況）【198-1】三重リハビリテーション研究

会を開催し、三重県下の理学療法に関す 県内病院の医師､理学療法士､作業療法士を対
る情報収集と理学療法士の資質向上を図 象に三重県ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ義肢装具研究会を開催
る。県内病院薬剤師の病棟薬剤業務の技 し､三重県下の理学療法に関する情報収集と医
術向上を目的に、フォーマシューティカ 療ｽﾀｯﾌの資質向上を図った｡また､県内病院の薬
ル・ケア・フォーラム三重を開催する。 剤師を対象としたﾌｫｰﾏｼｭｰﾃｨｶﾙ･ｹｱ･ﾌｫｰﾗﾑ三重を

６回開催し、県内病院薬剤師の病棟薬剤業務の
技術向上を図った。

【198-2】地域の病院、医院を対象に地 各診療科･関連部門が中心となり､三重循環器
域連携セミナーを開催する。 研究会､造血細胞移植ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ特別講演会､血液･

癌･免疫ｾﾐﾅｰ､三重県眼科ｾﾐﾅｰ､三重県糖尿病ｾﾐﾅ
ｰなど30件余りのｾﾐﾅｰ等を開催し､地域医療機関
の医療ｽﾀｯﾌの人材育成を支援した｡災害医療ｾﾐﾅ
ｰ､がん免疫ｾﾐﾅｰ､三重造血細胞移植ﾌｫｰﾗﾑなどを
開催し､地域医療機関の医療ｽﾀｯﾌの人材育成を
支援した。

【198-3】糖尿病療養指導士育成のため ｢糖尿病療養指導士育成のための講習会｣を2
の講習会を開催する。 回開催した 県内病院の医師､薬剤師､検査技師､。

看護師､栄養士などが参加し糖尿病療養に携わ
る医療ｽﾀｯﾌの人材育成を支援した。

【198-4】県看護協会、各種研究会、看 三重看護専門学校(17名)､三重県消防学校(10
護系学校、消防学校等へ講師を派遣し、 名)､三重県看護協会(12名)､計39名の医師､看護
講習会等の運営を支援する。 師を講師として派遣し､講習会等の運営を支援

した。

（平成16～18年度の実施状況概略）（国際化） Ⅲ
199 発展途上国からの医師 中国瀋陽医科大学､上海第二医科大学附属新 各国への医療指導スタッフ【 】 、

看護師等の研修受け入れを推進 華病院､北京総合病院肝臓研究所等から関連診 の派遣、研修員の受け入れを
し、医療指導スタッフを派遣す 療科等に医療ｽﾀｯﾌ 外国人研究者 を受け入れ 推進する。（ ） 、
る 人材育成を支援した。

タイ、インドネシア、ドミニカ共和国、タン
、 、ザニア ザンビア等の医療施設に医師を派遣し

現地医療スタッフの医療技術の向上を支援し
た。

（平成19年度の実施状況）【199】各国への医療指導スタッフの派
遣、研修員の受け入れを推進する。 小児科､皮膚科など関連診療科に中国､ﾀﾝｻﾞﾆ

ｱ､ﾀｲから4名の医療ｽﾀｯﾌ(外国人研究者)を受け
入れている｡また､平成19年度三重県海外技術研
修員研修事業に基づき､研修員1名(国籍:ﾊﾟﾗｵ)
を受け入れ､歯科口腔外科において歯科技工に
関する研修を実施している。また､肝胆膵外科
など関連診療科にﾏﾚｰｼｱ､中国､ﾀｲから3名の医療
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ｽﾀｯﾌを受け入れ､現地における医療技術の向上
を目的に､研修を実施している。
タイ、ドミニカ共和国、タンザニア、ザンビ

ア、ラオス等の医療施設に医師を派遣し、現地
医療スタッフの医療技術の向上を支援した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【200】先端医療と医学研究の Ⅲ
国際協力を推進する。 米国Rush Medical Collegeと椎間板､関節軟 米国Rush Medical College

骨の再生研究に関する共同研究について､椎間 UCSDと椎間板、関節軟骨の再
板再生においては､生物学的製剤を用いた椎間 生研究に関する共同研究を推
板内局所注入療法の実用化を目標に研究を進め 進する。
ている｡関節軟骨再生に関しては､人工軟骨およ 米国Ludwig Instituteとの
び組織工学的手法を用いた関節軟骨の実用化を 癌ワクチン開発に関する共同
目標に研究を進めている。 研究を推進する。

米国Ludwig Institute for Cancer Research
(LICR)との共同研究は､LICRと共同で作製され
たがんﾜｸﾁﾝ(CHP-NY-ESO-1複合体ﾜｸﾁﾝ)を用いた
臨床試験を進行している｡LICRへ癌抗原蛋白作
製と品質試験を依頼し､LICR研究者との相互交
流を行っている。

（平成19年度の実施状況）【200-1】米国Rush Medical Collegeと
椎間板、関節軟骨の再生研究に関する共 米国Rush Medical Collegeと椎間板､関節軟
同研究を推進する。 骨の再生研究に関する共同研究について､椎間

板に関しては､椎間板変性の進行に関わるﾀｰｹﾞｯ
ﾄ分子を検索し､再生医療への応用を進めてい
る｡具体的にはProteinase ?activated recepto
r 2(PAR-2)が変性椎間板で発現しており､この
分子の活性化が椎間板組織の崩壊に繋がる可能
性があることが判明した｡この分子をﾀｰｹﾞｯﾄと
した椎間板変性に対する治療法の開発に取り組
んでいる｡関節軟骨に関しては､ｱﾙｼﾞﾈｰﾄ3次元培
養法を用いた組織工学技術を当科に導入し､手
術時検体を用いて､ﾋﾄ培養軟骨組織の作製に取
り組んでいる。

【200-2】米国Ludwig Instituteとの癌 米国Ludwig Institute for Cancer Research
ワクチン開発に関する共同研究を推進す (LICR)との共同研究は大学院医学系研究科病態
る。 解明医学講座がんﾜｸﾁﾝ治療学座が主に行ってい

る。LICRと共同で作製されたがんﾜｸﾁﾝ(CHP-NY-
ESO-1複合体ﾜｸﾁﾝ)を用いた臨床試験を平成18年
度より進行している。平成19年度までに8例が
試験を完了し､本試験薬の安全性に問題ないこ
とを確認した｡また癌抗原特異的免疫反応の解
析を行い､全例において抗体反応誘導が確認さ
れた｡定期的にLICR/Cancer Research Institut
e(CRI)との学術交流会を行っている。平成20年
度には癌ワクチンの医師主導治験を予定し、そ
の安全性情報に関してLICRと情報交換する予定
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である。

（平成16～18年度の実施状況概略）（説明責任） Ⅲ
【201】診療内容、組織、経営 耳鼻咽喉科による三重県花粉情報､PET健診の Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に外部か
内容など情報公開を推進する。 案内等を新たに掲載しWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)の内容 らの視点で、診療内容、経営

充実を行った｡外来診療科担当医一覧を毎月更 状態等が分かりやすい情報を
新し､病院経営の統計ﾃﾞｰﾀについても常に最新 掲載する。
のものに更新している｡また､本学Webｻｲﾄについ
て、冊子「診療科･担当医のご案内｣のWeb版の
掲載､各診療科･部門のﾍﾟｰｼﾞの作成の支援､その
他内容の充実に取り組んで行くこととした。

（平成19年度の実施状況）【201】ホームページに外部からの視点
で、診療内容、経営状態等が分かりやす 外来診療科担当医一覧を毎月更新し､病院経
い情報を掲載する。 営の統計ﾃﾞｰﾀについても常に最新のものに更新

している｡また､Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)のﾘﾆｭｰｱﾙを行
い､各診療科､看護部､中央診療施設等の紹介情
報を順次掲載している。

（平成16～18年度の実施状況概略）【 】 。202 病院機能評価を受ける Ⅲ
（再掲） 日本医療機能評価機構による病院機能評価を 病院機能向上委員会におい

受審し､平成17年7月に認定証の交付を受けた｡ て 「病院機能評価 評価判、
平成19年2月には｢患者ｻｰﾋﾞｽの向上｣に重点を置 定指針 総合版評価項目V5.0
いたﾁｪｯｸ項目に基づき､各診療科病棟･外来にお 評価判定指針」に基づいた具
いて院内内部監査を実施し､助言･指導を行っ 体的検討を行い、患者様にと

。た｡また､療養環境の改善に向けて職員の意識向 って快適な療養環境を整える
上をより一層推進するため､病院機能向上委員
会ﾆｭｰｽ｢私たちはかわります｡-患者様本位の医
療へ-｣を定期的に発行した。

（平成19年度の実施状況）(平成17年度実施済のため平成19年度は
年度計画なし) 病院機能向上委員会を5回開催し「病院機能

評価 評価判定指針 総合版評価項目V5.0評価
判定指針｣に基づいた具体的検討を行った｡委員
会において各部門の長､実務担当職員とのﾋｱﾘﾝ
ｸﾞを実施し､評価項目の充足状況を確認すると
ともに､意識向上を促し､療養環境の改善に努め
た。

（平成16～18年度の実施状況概略）（経営・管理・組織） Ⅲ
203 病院長の権限を強化し 病院経営戦略会議を開催し､病院経営上の喫 病院経営戦略会議において【 】 、

意志決定と行動が可能な病院運 緊の課題となっている若手医師不足､看護師不 提言された事項を推進し、効
営組織を構築する。 足を解消することを目的とし､｢若手医師が集ま 率的・安定的な経営・財務基

る魅力ある病院づくり｣､｢看護師が喜んで働け 盤の確立を行う。
る病院づくり｣をﾃｰﾏとして協議を行い、同会議
で提言された事項を病院経営に反映させた｡ま

、 、た 新病院のあり方等について意見交換を行い
寄附金による建設費財源の確保方策の検討等を
行った。
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（平成19年度の実施状況）【203】病院経営戦略会議において提言
された事項を推進して、効率的・安定的 病院経営戦略会議を開催し､病院経営上の喫
な経営・財務基盤の確立を行う。 緊の課題となっている看護師不足､研修医不足

の解消策等について検討を行い､同会議で提言
された事項を病院経営に反映させることとし
た｡また､病院企画運営会議に経営ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄを同
席させ､病院経営に関する助言を受けている。

（平成16～18年度の実施状況概略）【204】医学部と附属病院の機 Ⅲ
能と組織を明確にし、附属病院 医学部と附属病院の間で､両者の機能･組織の 計画達成のため実施予定なし
診療科・部と医学部講座の組織 分離の在り方について検討した結果､病院長のﾘ
・機能を分離する。 ｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの強化を図る目的から附属病院の教員

(教授を除く)の採用に関しては､病院組織(病院
管理運営会議)での審議､選考とすることとし
た また､平成18年4月にチーム制の導入に伴い､。
医学部､附属病院の事務組織を二元化した。

（平成19年度の実施状況）(平成16～18年度実施済のため平成19年
度は年度計画なし)

（平成16～18年度の実施状況概略）【205】経営や人事に外部の専 Ⅲ
門家を登用する。 病院経営戦略会議等で外部から経営の専門家 計画達成のため実施予定なし

の参画を得て､戦略的病院経営の在り方につい
て検討を進めた｡経営改善委員会委員に民間病
院経営経験者を病院長補佐として参画させ､経
営改善の助言を得るとともに､病院機能評価受
審に係る院内体制の構築を行った｡また､経営ｺﾝ
ｻﾙﾀﾝﾄ会社と契約を締結し､本院の現状に即した
経営ｱﾄﾞﾊﾞｲｽを受けた。

人事・労務担当の専門家の登用について、現
状として学内外で登用するのが困難であること
を鑑み､今後､人事･労務担当者に対して専門研
修により人材育成を行う｡また､事象によっては
本院の顧問弁護士等を活用することとした。

（平成19年度の実施状況）(平成16～18年度実施済のため平成19年
度は年度計画なし)

（平成16～18年度の実施状況概略）（安全・危機管理、暴力・法 Ⅲ
務対策） 医療事故ｾﾞﾛを目指し定期的にﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾏﾆｭ 安全管理に対する講演会を
【206】安全管理室、感染対策 ｱﾙの改訂を行い､各部署職員に周知を行った。 実施し、外注業者・新規採用
チーム、災害、テロ、犯罪の対 医療安全管理の職員教育のため外部講師等を 者・中途採用者に対する安全

。 、策チームを確立し、専任職員を 招へいし感染対策講演会､医療安全講演会､安全 管理の研修を実施する また
配置する。 管理研修会等の伝達講習会を実施した。 安全管理部会議、リスクマネ

全学としての一般定期健康診断のほか放射線 ジャー会議を開催し、安全管
。技師等に対しては特別健康診断を実施し､受診 理に対する検討と周知を図る

の徹底を図っている｡更に､B型肝炎発症ﾁｪｯｸの 院内感染防止の講演会・研
ための血液検査の実施､ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞﾜｸﾁﾝの実施等 修会を開催する。
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各種の健康管理上の対応を図っている。 職員の健康診断の受診率向
院内感染防止等のため、感染対策チームが定 上を目指す。リスクマネージ

期的に各病棟を回り､手洗いの徹底､汚染された メントマニュアル第５版の部
器具等の処理方法などを指導し､感染を未然に 分的な見直し改訂を行う。
防ぐよう努め､感染症例数は減少した。

（平成19年度の実施状況）【206-1】医療事故ゼロを目指し、シス
テムの点検整備と職員教育に取り込む。 安全管理部会議を20回､ﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞｬｰ会議を5回

開催し安全管理に対する検討と周知を図った｡
医療安全研修会等を下記のとおり開催し､安

全管理に対する意識向上を図った。
・全職員安全研修会（同一内容で実施 4回）
・医療安全講演会（ 医療の安全を願って～医「

療事故被害者家族の願い ）」

【206-2】院内感染防止等のため、職員 病院教育委員会､安全管理部､感染制御部が中
の健康管理を強化する。 心となり､本院における職員の医療安全､医療接

遇､医療倫理及び感染対策等に関する講習会を
企画･実施している｡本年度は5月に4部門(安全
管理部･感染制御部･薬剤部･中央放射線部)合同
職員研修を開催した｡12月に本院及び県内医療
機関の医療従事者ならびに事務系職員を対象に
外部講師による院内感染対策講演会｢抗菌薬の
使い方･考え方｣を開催し､感染防止対策の強化
に努めた｡なお､未受講者に対しては､講習会を
記録したDVDの回覧､病院教育委員会のWebｻｲﾄ(ﾎ
ｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)上で学ぶE-learningの導入等､受講機
会の拡大をはかり受講を促し､受講率向上に努
めた。

平成16年度から大学全体で健康診断を実施し
ており､従来に比べて受診期間及び時間帯の拡
大並びに勤務形態等により期間中に受診が困難
な職員については予備日を設けるなど全職員が
受診しやすい環境を整備している｡職員への周
知方法ついては各個人宛に通知文書とともに問
診票を事前配布することで､受診に対する意識
向上に努めている｡また､電子ﾒｰﾙによる通知､診
療科長会議等の各種会議でのｱﾅｳﾝｽにより周知
徹底を行っている｡健康診断実施期間中は受診
状況の把握､未受診者への受診督促を行い､受診
率向上に努めている｡なお､実施後は未受診者ﾘｽ
ﾄを作成し､病院企画運営会議等において当該部
署の所属長に受診状況を公表し､所属職員に健
康診断受診を徹底させるよう周知している。

【206-3】リスクマネージメントマニュ ﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄﾏﾆｭｱﾙを紙媒体から電子媒体に
アルの更なる充実を図る。 し､ﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄﾏﾆｭｱﾙの見直しを行い安全確保

に努めた。
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（平成16～18年度の実施状況概略）【207】暴力や脅迫、訴訟など Ⅲ
に対応できる法務部門を整備す 安全管理室(部)に警察OBの非常勤職員(警備 安全・危機管理体制を強化
る。 業務担当)を2名配置し､安全･危機管理体制を強 するための要員を継続して雇

化し､犯罪の未然防止(窓口等での暴力や脅迫に 用する。
対する対応等)に努めた。 顧問弁護士を継続して雇用

する。
（平成19年度の実施状況）【207】安全・危機管理体制を整備し、

犯罪等の未然防止に努める。 安全･危機管理体制を強化するためのｽﾀｯﾌの
継続雇用を行い､犯罪等の未然防止に努めてい
る。

（平成16～18年度の実施状況概略）（効率化・合理化） Ⅲ
【208】経営・業務・人事に関 守衛業務､医療事務､医療材料等の物流管理等 病院企画運営会議等に経営
して、監査法人や経営コンサル について､ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞした。 コンサルタントを同席させ、
タントの評価を受け、合理化・ 医療材料等の物流管理の電算化により､各部 病院経営の効率化・合理化に
効率化に反映させる。 門の払出データが把握でき､部門別収支分析の ついて提言させる。経営コン

基礎を確立した。 サルタントから受けた評価、
中央材料部においてｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞされている看 提言を病院経営の効率化・合

護助手業務の標準化の手順書を作成し､合理化･ 理化に反映させる。
効率化を図った。材料ﾏｽﾀｰ及び入荷･払出ﾃﾞｰﾀ
を分析し､ｶﾞｰｾﾞ等について一般仕様品へ切り替
えを決定した。

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社による外部委託業務の効率的委
託方法の検討に係る中間報告を受け､18年度清
掃委託契約について､病棟各階へﾌﾛｱ担当者を配
置し､臨機に対応できる体制を追加する等の効
率的運用を仕様に盛り込んだ。

ICﾀｸﾞ読み取りｼｽﾃﾑ(実験ｼｽﾃﾑ)を設計･開発
し､第三内科病棟へﾓﾃﾞﾙ導入し､その効果を検証
した｡さらに､薬剤部の実験室をﾌｨｰﾙﾄﾞとして､ｼ
ｽﾃﾑの機能面･運用面の信頼性を検証した。

（平成19年度の実施状況）(平成16～18年度実施済のため平成19年
度は年度計画なし)

208-2 医療材料の使用管理について 今年度は医療材料の患者別使用実施入力ｼｽﾃﾑ【 】 、
ICタグの実験評価を検証するとともに他 について､手術部及びｱﾝｷﾞｵ室での検証を行っ
の運用（ダブルシールの貼付等）も考慮 た｡今後は平成21年度に更新する病院情報ｼｽﾃﾑ
の上、導入が可能かどうか検討する。 との接続について検討していく。

（平成16～18年度の実施状況概略）（診療・教育・研究環境基盤） Ⅲ
【209】利用者による評価シス 外来･入院患者を対象に患者満足度調査を毎 患者様の権利擁護委員会が
テムを設ける。 年実施し､調査結果を分析し､医療ｻｰﾋﾞｽ向上の 中心になって患者様の意見を

ための方策に反映させている。 酌み量り、医療サービスの向
医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰを増員(2名)したことにより､ 上を図る。患者様の意見を酌

患者支援が一層充実した｡また､意見箱を病棟の み量るため、満足度調査を実
各階に増設し､平成16年7月に患者様の権利擁護 施する。
委員会を設置し､更なる患者のﾆｰｽﾞの汲み上げ
を図り苦情の円滑な解決を図った｡また､｢医療
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福祉支援ｾﾝﾀｰﾆｭｰｽ｣､｢医療福祉支援ｾﾝﾀｰ活動報
告書｣を定期的に発行した。

（平成19年度の実施状況）【209】患者様の権利擁護委員会が中心
になって患者様の意見を汲み取り、医療 医療福祉支援ｾﾝﾀｰのﾐｰﾃｨﾝｸﾞを毎週1回､運営
サービスの向上を図る。 委員会を毎月1回開催し､迅速に患者の苦情､意

見を分析･検証し､適切に満足度の向上を図っ
た。患者様の権利擁護委員会を毎月1回開催し､
患者の権利擁護の充実を図った。

「医療福祉支援ｾﾝﾀｰﾆｭｰｽ｣を5回､｢医療福祉支
援ｾﾝﾀｰ活動報告書2006」を発行した。

患者満足度調査を外来患者に対しては11月2
8.30日の2日､入院患者に対しては11月19～30日
の間に退院される方を対象に実施し患者による
病院の評価を求めた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【210】病院運営に外部委員を Ⅲ
加える。 外部有識者を構成員の一員とした附属病院運 附属病院運営諮問委員会を

営諮問委員会内規を制定した｡平成19年2月に同 開催し、病院長からの諮問に
委員会を開催し､病院長からの諮問に基づき､年 基づき、答申する。
俸制と教員の裁量労働制の在り方について意見
交換を行った｡今後､法的な部分を含め資料を収
集し検討を行い､平成19年度内に答申する予定
である｡

（平成19年度の実施状況）【210】附属病院運営諮問委員会を開催
し、病院長からの諮問に基づき、答申す 附属病院運営諮問委員会を開催し､病院長か
る。 らの諮問に基づき､裁量労働制の適用と年俸制

の導入について協議を行い､両制度を導入する
方向で合意が得られた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【211】ボランティア導入を推 Ⅲ
進する。 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の拡大を図るため､募集ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの募集活動を拡大

の改訂､ﾎﾟｽﾀｰの作成を行い､各公共機関等に配 し､ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱを増員し､外来患者
布した｡また､朝日新聞に折り込まれている、 案内､車椅子の案内等を充実さ
｢(株)ﾛｰｶﾙ三重｣発行情報紙に､ﾎﾞﾗﾃｨｱ募集のPR せ､また､患者様用図書館の更
を行った｡ なる充実を図る。

（平成19年度の実施状況）【 】 。211 ボランティア活動の拡大を図る
病棟9階東に患者用院内図書室を開設した。
図書室を運営するにあたりﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの募集活

動を行ったところ､4人の申し込みがあり､毎週
の月･水曜日の14時30分～16時30分にｵｰﾌﾟﾝして
いる。

今後もﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの募集活動をし､開室日を増や
す。

（平成16～18年度の実施状況概略）（経営資源） Ⅲ
、【212】経営面から人材と資金 平成16年度､外部委員参画の病院経営戦略会 病院経営戦略会議を開催し
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の配置・配分を見直す。 議を開催し､病院経営の現状分析を行った｡ 具体的な経営戦略案を作成す
医師､看護師､ｺ･ﾒﾃﾞｨｶﾙが参画した節約実践部 る。

隊を組織して､経営改善と経営意識の向上に努 電子ｶﾙﾃ化に向け必要不可欠
めた 部門別収支及び勤務時間調査分析により な環境の整備を段階的に進め。 、
業務指標及び経営情報分析の基盤が確立した。 ていく。ｼｽﾃﾑのためのｺﾝﾃｨﾝｼﾞ

平成17年度に病院経営戦略会議を開催し､経 ｴﾝｼｰﾌﾟﾗﾝに対応する環境整備
営上の喫緊の課題である若手医師不足､看護師 を資料作成を含め、段階的に
不足を解消することを目的として協議を行い､ 進めていく。
経営に反映させた。 管理会計ｼｽﾃﾑの有効な活用

管理会計ｼｽﾃﾑの活用により､部門別原価計算 を検討し､患者別・疾病別の原
を行い､経営改善委員会や各診療部門､病院長と 価計算を導入し､より高度な経
各診療科との経営懇談会等に提示し､経営改善 営分析が行えるようにする。
に対する意識啓発を行った。

平成18年度は､各科の項目別経費率を過去の
年度と比較した表を提示し､一歩踏み込んだ収
支改善の検討が出来るようにした。

（平成19年度の実施状況）【212-1】病院経営戦略会議において病
院経営戦略についての成案を得る。 病院経営戦略会議を開催し､病院経営上の喫

緊の課題となっている看護師不足､研修医不足
の解消策等について検討を行い､同会議で提言
された事項を病院経営に反映させることとし
た。

【212-2】電子保存システムの運用に不 利用目的に応じたﾈｯﾄﾜｰｸ配線の整備及びｹｰﾌﾞ
可欠な総合的セキュリティ対策の段階的 ﾙﾀｸﾞ付けによるﾈｯﾄﾜｰｸ事故防止対策を継続実施
な整備を進めていく。 した。

端末のIPによるﾈｯﾄﾜｰｸの接続監視体制の整備
によるﾈｯﾄﾜｰｸ事故防止対策を順次実施した。

【212-3】管理会計システムの有効な活 平成19年度ﾃﾞｰﾀの取込処理を行い患者別原価
用を検討する。 計算処理をﾃｽﾄ稼働を実施し､検証を行った｡こ

れにより､20年度からより高度な経営分析が行
える体制が整った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【213】企業や自治体との共同 Ⅲ
事業を推進し、外部資金導入を 飛鳥ﾒﾃﾞｨｶﾙｸﾘﾆｯｸ､総合診療ｾﾝﾀｰひなが及び松 地域医療機関からの治験受

。図る。 阪厚生病院など地域医療機関から合計15件(平 託審査を積極的に受け入れる
成17.18年度)の治験受託審査を受け入れ､審査 自己収入の増加、経費節減
を実施した。 に組織的に取り組む。

病院長と各診療科との経営懇談会を開催し､
稼働率の向上､平均在院日数の短縮等による増
収､材料費等の経費節減を求めた｡その効果もあ
って､平成18年度は診療報酬改定でﾏｲﾅｽ2.4％の
影響があったにも拘わらず､当初予算と比較し
て2億2千万円程の増収となった｡

（平成19年度の実施状況）【213-1】地域医療機関からの治験受託
審査を受け入れる。 3件の外部医療機関の治験を共同IRBで審査を
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行った｡平成20年度も引き続き地域医療機関か
らの治験受託審査を受け入れることとしてい
る。

【213-2】自己収入の増加、経費節減に 病院長と各診療科との経営懇談会を第1四半
組織的に取り組む。 期と第3四半期に開催し､各診療科等に対して稼

働率の向上､平均在院日数の短縮等による増収､
材料費等の経費節減を求めた｡また､新規材料購
入時の申請ﾙｰﾙを見直し､無秩序な診療材料の使
用を是正した｡その効果もあって､平成19年度収
入目標をｸﾘｱし収支決算も黒字を達成すること
ができた。

（平成16～18年度の実施状況概略）（再開発） Ⅲ
【214】老朽化・狭隘化した附 平成16年度は附属病院再編整備推進会議にお 再開発の第Ⅰ期工事である
属病院入院棟の新築・増築を検 いて､病床数をはじめとする病院の整備規模等 病棟・診療棟整備を計画どお
討する。 について検討した。 り遂行する。病棟・診療棟の

平成17年度は附属病院基本設計費等予算計上 建設予定地にある支障建物を
され､病棟部門､中央診療棟部門等の各検討部会 撤去し、計画どおり建設工事
を設置し､各部門の具体的な面積配分等検討作 を着工する。建設工事に並行
業を開始した。 して、平成２３年度の開院に

平成18年度はMRI棟を現病院外来棟へ移転整 向けて病棟・診療棟に設置す
備し､新病院建て替えの支障となる精神科神経 る医療機器等の選定を行う。
科病棟を現病院本館西翼へ集約移転するための
改修工事を行い完了した。また､新病院の基本
設計については､各診療科等とのﾋｱﾘﾝｸﾞを精力
的に実施し設計を完了した。

（平成19年度の実施状況）【214】再開発第Ⅰ期計画である病棟・
診療棟整備を推進する。 実施設計に関する業務を完了させ､また､工事

着工に支障となる大型医療機器の廃棄､建物の
取り壊し準備を行い､予定どおり再開発第Ⅰ期
計画である病棟・診療棟工事に着手した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【215】患者療養環境改善と医 Ⅲ
療サービス向上を実現するた 平成16年度は附属病院再編整備推進会議にお 電子化されていない診療科
め、既存施設の見直しと改修を いて､病床数をはじめとする病院の整備規模等 の入院カルテの電子化を実施
検討する。 について検討した。 する

平成17年度は附属病院基本設計費等予算計上
され､病棟部門､中央診療棟部門等の各検討部会
を設置し､各部門の具体的な面積配分等検討作
業を開始した。

平成18年度はMRI棟を現病院外来棟へ移転整
備し､新病院建て替えの支障となる精神科神経
科病棟を現病院本館西翼へ集約移転するための
改修工事を行い完了した。また､新病院の基本
設計については､各診療科等とのﾋｱﾘﾝｸﾞを精力
的に実施し設計を完了した。
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（平成19年度の実施状況）【 】 。215 入院カルテの電子化を実施する
平成19年1月より14診療科の電子ｶﾙﾃ化を行っ

ている｡また､4月より3診療科の電子ｶﾙﾃ化を行
い､現在17診療科が電子ｶﾙﾃ化されている。

ウェイト小計
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上
(3) その他の目標
④ 附属学校園に関する目標

１ 学部との緊密な連携のもとに、新たな教育を探求する実験校、及び新たな質が求められる教育職員養成の実地研究の場としての機能を一層強化する。中
２ 地域の教育の発展に寄与するとともに、地域に開かれかつ効果的・適切な学校運営を促進する。期

目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 ｳｪｲﾄ

状況 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

216 各学校園が特色を持ち Ⅳ 各学校園が特色を持ち､多様【 】 、 （平成16～18年度の実施状況概略）
多様な教育の中で、児童・生徒 各学校園で特色ある教育活動を実施した。 な教育の中で､幼児･児童･生徒
を育成する。 小学校では大学･三重県･津市等と連携して｢ｽ を育成する実践を引き続き進

ｸｲｰｸ」ソフトを活用した情報教育実践や日韓の め新たな展開も図る。
子どもの交流を中心とした｢国際教育ﾌﾟﾗﾝ｣ﾌﾟﾛ 小学校では英語活動年間ｶﾘｷ
ｼﾞｪｸﾄを展開した。 ｭﾗﾑを策定し、英語活動を通し

中学校では､学部と連携して、ﾛﾎﾞｯﾄｺﾝﾃｽﾄに た国際理解教育の展開を図る｡
参加し、知的財産教育を実施した。天津師範大 中学校では､天津師範大学附
学附属中学校と覚え書きを交わし生徒・教員間 属中学校生徒の来日来学を実
の交流教育を実施した。 施し交流教育を進める。

特別支援学校では､特に自閉症児の教育カリ 特別支援学校では､自閉症児
キュラムの作成に向けて実践を展開した。 に対する個別の指導計画及び

幼稚園では､未就園児を含めた異年齢交流保 教育支援計画を関係機関等と
育を進めた。また特別支援教育研修会を立ち上 連携して検証していく。
げた。 幼稚園では､未就園児保育と

異年齢保育を学部教員､学生､
【216】各学校園が特色を持ち、多様な 保護者､地域と連携した総合的（平成19年度の実施状況）
教育の中で、幼児・児童・生徒を育成す 各学校園で特色ある多様な教育の展開を継続 取り組みに高める。
るための具体的方法を引き続き実施す して進めた｡
る。特に小学校では 「学びの共同化」 小学校では｢学びの共同化｣を中心とした先進、
を中心とした指導方法のいっそうの深化 的指導方法の実践的研究を展開した。また「ｽｸ
を図るとともに、教科の先進的で特色の ｲｰｸ」を活用した情報教育の継続的実践を図り
ある指導法、スクイークやパンゲアを活 大学･三重県･津市と連携した「国際教育推進ﾌﾟ
用した情報教育、国際教育の研究を進め ﾗﾝ」に参加し国際理解教育を進めた。
る。中学校では、知的財産教育や国際理 中学校では､ｼﾞｭﾆｱﾛﾎﾞｺﾝin三重やﾛﾎﾞｯﾄｺﾝﾃｽﾄ

、 。解教育（天津師範大学附属中学校との交 三重県大会に参加し 知的財産教育を実施した
流等）の取り組みをさらに発展させる。 また生徒34名､教職員10名､保護者代表1名が天
特別支援学校では、自閉症に対する個別 津師範大学附属中学校を訪問し、中国･韓国の
の指導計画及び教育支援計画を作成し， 生徒と交流を行い､国際理解教育の取り組みを
特別支援教育に関する教育課程の研究を 発展させた｡
充実発展させる。幼稚園では、未就園児 特別支援学校では､自閉児の個別指導計画を
保育を含めた異年齢保育を進めると共 作成し実践し､その評価を行った。
に、学部幼児教育学生の教員養成を視野 幼稚園では､未就園児保育を含めた異年齢保
に入れ、学部教員、学生、保護者、地域 育を進めた。また、大学教員、学部生と共同で
と連携した未就園児保育、子育て支援を 観察やｶﾝﾌｧﾚﾝｽを実施し､特別な教育的配慮を要
計画的に進める。 する幼児に対する支援実践を進めた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【217】附属学校園の教育理念 Ⅲ
や目標を見直し教育の充実を一 異校種間の連携・交流を推進するため､共同 教育課程検討委員会の部会
層図るとともに、異校種間の連 の附属学校園改革組織「教育課程検討委員会」 で教育理念や目標の見直しに
携・交流をさらに発展させる。 の改組を行い､機能の充実を図った｡ かかわる、学級定数問題や入

そこで①附属学校園としての共通した目標の 学者選抜問題に中間的な結論
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設定に向け､また社会の変化や地域の要望等を をまとめる。
見据えて各学校園における教育目標の見直しを 異校種間の連携・交流をい

。 、進めた｡②各教科や教育課題領域ごとの異校種 っそう推進する 交流の中で
間共同研究を進めた。③学校経営品質の考え方 幼・小・中の一貫した教育目
などを生かした学校評価の在り方や､入学者選 標や教育課程の策定をめざし
抜の在り方について検討し必要な改善につなげ ながら３･６･３制の枠組みに
た。 ついて検討を開始する。

そのほか給食､草花栽培､運動会､文化祭､小中
大合同ｼﾞｮｲﾝﾄｺﾝｻｰﾄ等での学校間交流活動を展
開した。

（平成19年度の実施状況）【217】附属学校園の教育理念と教育目
標実現のために、教育課程検討委員会に 教育課程検討委員会の3部会(教育評価､入学
設置した３部会及び各領域の研究協議の 者選抜､学校間交流)において各学校園の教育目
充実を図り、異校種間の連携・交流を推 標の見直しを進めるとともに､異校種間の連携･
進するとともに、幼・小・中一貫した教 交流を前進させた｡
育課程の策定を視野に入れ、実験的な試 中学校の公開研究会において小学校6年生と
みを進める。 の合同授業を実施した。特別支援学校では中学

部と中学校の1年生との交流学習、小学部と小
学校の低学年児童との交流学習を実施した。幼
稚園で中学校音楽部のﾐﾆ演奏会を実施した。小
･中･大の第2回合同ｼﾞｮｲﾝﾄｺﾝｻｰﾄを実施し､新た
に幼稚園児も演奏に参加した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【218】学部や附属学校園の研 Ⅲ
究の課題や計画に基づいて、両 学部教員と附属教員との共同による｢附属学 学部および附属学校園の研
者が連携した研究プロジェクト 校における学部教員による授業実施｣ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙ 究の課題や計画に基づいて、
を推進する。 ｰﾌﾟ(WG)を立ち上げ､小学校を中心として､算数､ 両者がさらに緊密に連携し、

理科､生活科､図工科､道徳等において､学部教員 「学部教員による附属学校で
による授業を実施した。 の授業実施」等の研究プロジ

、附属教育実践総合ｾﾝﾀｰと連携して､共同授業 ェクトをさらに充実発展させ
研究を進める､ｱｲｻｰﾌﾟ研究会を立ち上げた。 授業実践の質を高める。

特別支援学校での｢特別なﾆｰｽﾞのある児童へ
の学習支援に関する研究｣｢授業における自閉症

、児のすごしにくさの解消に関する研究｣の実施
幼稚園での幼小ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ､子育て交流保育(未就
園児保育)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施など､学部と附属学校
園との連携を深め､実験校としての機能を強化
するための研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを推進した｡

（平成19年度の実施状況）【218】学部および附属学校園の研究の
課題や計画に基づいて、両者が連携した ｢附属学校における学部教員による授業実施｣
授業研究プロジェクトをさらに充実発展 WGを学部附属連携推進協議会内に設置した。こ
させ、授業実践の質を高める。 の授業を小学校でも科目と時間数を増やし、新

たに中学校でも実施した。
また小学校教員の授業を学部教員が参観し､

共同の授業検討を実施した。学部においてｼﾝﾎﾟ
ｼﾞｳﾑ｢学部教員による附属学校園での授業を考
える」を開催し授業実践の報告と展望を行い､
あわせて報告書を作成発行した。また､大学と
中部電力の包括協定に伴う｢ｴﾈﾙｷﾞｰ･環境教育｣
事業に小学校の教員5名と中学校の教員2名が関
わり､学部教員と共同で環境教育のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発
を行い､それに基づいた授業を小中で実施し､年
度末にその実践活動を成果報告会で報告した｡

幼稚園では､未就園児の会の活動についてﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄを設置し研究成果をまとめ、検証した。
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（平成16～18年度の実施状況概略）【219】学部との連携を強め、 Ⅳ
教育職員養成カリキュラムに対 学部の｢教育実習指導のあり方研究会｣に各校 予定されている「教育実習
応する教育実習・教育実地研究 園から2名が参加し､｢実践的指導力」の具体的 モデルカリキュラムに関する
の場としての充実を図る。 内容を検討し、附属教員、学部教員及び学生に 研究プロジェクト」の答申を

対する意識調査の結果をもとに教育実習の改善 を受け、平成２１年度から教
を図った｡ 育実習をさらに改善する方策

18年度新設の｢教育実地研究基礎｣の実施を学 を策定･実施する。
部教員と連携して進めた｡ 「教育実地研究基礎」の実

特別支援学校において､ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ養成講座の体 施を学部教員と協力して遂行
制を整えｶﾘｷﾕﾗﾑと年間ｽｹｼﾞｭｰﾙの策定等を行っ する。特別支援学校のボラン
た。平成17年度及び平成18年度には教育ﾎﾞﾗﾝﾃｨ ティア講座の一層の充実を図
ｱ講座を試行した。 る。

（平成19年度の実施状況）【219】教育実習の在り方や、教育実習
に係る学部教員と附属学校教員との役割 各校園4名の委員と学部教員の委員より構成
分担等を検討するWGを立ち上げ、平成20 する｢教育実習ﾓﾃﾞﾙｶﾘｷｭﾗﾑに関する研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
年度からの教育実習の改善策を策定する ﾄ｣を立ち上げた。教育実習が達成すべき目標と
とともに 「教育実地研究基礎」の実施 指導内容の指針の作成ならびに事前指導等の位、
を学部教員と協力して遂行する。特別支 置づけの明確化に取りかかった｡
援学校での特別支援教育を視野に入れた 学部教員が実施した附属学校での授業を学部
ボランティアの育成を図る。 生ならびに院生も参観し､教育実地研究の場と

しての附属学校の機能の充実を図った。
特別支援学校では､学部生（特別支援教育ｺｰｽ

1年生）の学校見学を実施した｡またﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ研
修を新たに実施した。

幼稚園では､幼児教育ｺｰｽ以外のｺｰｽの学生に
も卒業研究や実地研究のﾌｨｰﾙﾄﾞとしての活用を
広げた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【220】附属学校園の目的・目 Ⅲ
標に基づいて入学者選抜の方法 教育課程検討委員会の入学者選抜部会ならび 附属学校園の目的・目標に
を工夫する。 に各校園内の入試委員会で入学者選抜方法を検 基づき、教育課程検討委員会

討し､次年度に向けて改善を図ってきた｡ の入学者選抜部会ならびに幼･
小学校では､平成19年度入学者選抜から､従来 小間及び小･中間の連絡進学委

の面接に加えて行動観察を導入するとともに､ 員会で、連絡進学システムの
保護者の作文の提出ならびに連絡進学者の学校 改善と入試の在り方等の点か
説明会への参加を受験要件に加えた。中学校で ら、幼・小・中の一貫教育に
は､平成19年度入学者選抜から､ｸﾞﾙｰﾌﾟ活動を取 ついて引き続き検討するとと
り入れた面接検査を実施するとともに､連絡進 もに、翌年度の入学者選抜方
学者に対しても面接検査を取り入れた｡特別支 法についての見直しを行う。
援学校では､平成17年度入学者選抜から､選抜方
法を抽選から選抜に切り替えた｡幼稚園では､平
成18年度入学者選抜から､選抜の場に参加した
学部教員からの特別な支援を要する幼児につい
ての理解や対応についての助言をふまえた選抜
を開始した｡

（平成19年度の実施状況）【220】附属学校園の目的・目標に基づ
き、一貫した教育理念について協議を深 連絡進学及び入学者選抜の課題解決を図っ
め、連絡進学のあり方を含め平成２０年 た｡小学校では､｢集団による学習･生活が可能｣
度の入学選抜方法についての見直しを行 という視点を明確にし､面接検査の内容を充実
う。 した｡行動観察､受験要件としての保護者の作文

の提出と連絡進学保護者の学校説明会への参加
を引き続き実施した｡

中学校では､前年度から導入したｸﾞﾙｰﾌﾟ活動
を取り入れた面接検査､連絡進学者に対する面
接検査を継続して実施した｡

特別支援学校では､選考の一部ﾌﾟﾛｾｽならびに
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選考項目の見直しを行い､選抜を実施した｡
幼稚園では､地域のﾆｰｽﾞを受け止めて選抜の

前に見学会を3回実施する一方､引き続き学部教
員からの特別な支援を要する幼児についての理
解や対応についての助言をふまえた選抜を実施
した｡

連絡進学にあっては､幼稚園と小学校が協働
して､課題を持つ幼児を中心に協議し､必要に応
じて保育参観による幼児の観察､保護者による
授業参観を実施した。小学校と中学校の連絡進
学について協議を進め､中学校での体験学習を
実施するなどの改善が図られた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【221】教育委員会との連携の Ⅲ
下に、公立学校や幼稚園との人 県教育委員会と津市教育委員会との人事交流 三重県教育委員会及び津市
事交流による体系的な研修シス に関する協定書を基本にし､県教委人材政策室 教育委員会との人事交流に関
テムの一層の整備・充実を図 との協議を実施した 地教委との協議も続行し する協定を継続し、より良い。 、
る。 附属学校園の特色の理解を図った。附属での人 ものへの見直しを図るととも

材育成システムを充実するために研修プログラ に、基準となる人事交流期間
ムの研究を継続した。 における研修プログラムの整

備･充実を図る。また、附属学
【221】三重県教育委員会及び津市教育 校教員の採用の在り方につい（平成19年度の実施状況）
委員会との人事交流に関する協定を継続 協定書を基本にして､県教委人材政策室と学 て大学採用の是非を視野に入
し、より良いものへの見直しを図るとと 部幹部や附属学校代表との協議の場を設定し れて検討を続ける。
もに、基準となる人事交流期間における た｡また､各附属学校においては､附属での人材
研修プログラムの作成を進める。また、 育成の研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを策定し､それに基づいて転
附属学校教員の採用の在り方について検 入教員の授業研究や在職年数に応じた研修を実
討を続ける。 施した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【222】現職教育職員の研修の Ⅳ
場として、短期的研修や公開研 公開研究会､授業研究会､保育を語る会を開催 研究校としての役割を果た
究会等を充実させる。 して､県内外の教育関係者に授業や保育を公開 すために、各校園で公開研究

し､提言を行った｡ 会、公開授業研究会、保育を
また､公立学校の初任者研修や指導力向上支 語る会等を引き続き実施し、

援研修の受け入れ､5年研修､10年研修､各地の研 先進的な授業･保育研究の成果
修講座､地域学校の研修会などへの講師派遣、 を地域に発信･検証するととも
就学相談、学校見学会、教員対象のｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ に、初任者研修や指導力向上
等を実施し､地域の教育への寄与を図った。 支援研修等の受け入れ、なら

びに、公立学校等での研修会
【222】研究校としての役割を果たすた や研究会への講師・助言者の（平成19年度の実施状況）
めに 引き続き授業研究会 公開研究会 小学校､中学校､幼稚園で公開研究会ならびに 派遣等を推進する。特別支援、 、 、
保育を語る会などを開催する。また、初 保育を語る会を開催した。(特別支援学校は隔 学校では、地域の特別支援教

。任者研修の受け入れ、公立学校等での研 年のため平成20年度開催)｡小学校1079名､中学 育の教育相談体制を整備する
修会への講師・助言者派遣等を推進す 校650名､幼稚園110名と、いずれも参会者は多
る。特別支援学校では、特別支援教育の 数となった。
教育相談体制を構築する。幼稚園では、 現職教員の研修については､県教委研修分野
引き続き、指導力向上に向けた教員研修 と協議し､連携して初任者研修や指導力向上支
の受け入れをする。 援研修を実施した。経5年研修､経10年研修､各

地の研修講座､地域学校の研修会などへの助言
者･講師派遣を積極的に進め､本年度は小学校か
ら延べ46人､中学校から延べ31人､特別支援学校
から延べ18人を派遣した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【 】 、223 学校評議員制度の充実 Ⅲ
ホームページの充実を図るな 各校園において学校評議員会を毎年2～3回開 学校評議員制度を活用し外
ど、地域社会に開かれた教育と 催した｡また､平成18年度には学部外部評価委員 部評価に向けた取り組みを進
学校運営を進展させる。 会の評価を受け、改善に役立てた｡ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞは めるとともに、保護者や地域

適宜更新して充実を図るとともに､校門に附属 社会が参加する開かれた学校

三重大学



- 112 -

校園掲示板を設置したり､周辺地域に附属学校 運営を図る Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)。
園便りを回覧するなど､附属校園に対する地域 を更新する。
の理解を図った｡特別支援学校では､地域の諸団
体との連携を学習活動･啓発活動に生かすだけ
でなく､教員のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱとしての参加も積極的に
行い､連携を推進した｡

（平成19年度の実施状況）【223】学校評議員制度を活用し外部評
価に向けた取り組みを進めるとともに、 各校園において学校評議員会を2回～3回開催
保護者や地域社会が学校運営に参加する し､その評価･提言を学校運営に生かすよう努め
方向を検討する。ホームページを更新す た｡また､Webｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)は適宜更新して充実
る。 を図るとともに､校門に設置された附属校園掲

示板を活用して発信したり､周辺地域に附属学
校園便りを回覧するなどして地域の理解を図っ
た｡

中学校では､地域の同窓生に働きかけて創立6
0周年記念事業を大学で開催した。

特別支援学校では､学校として｢知的障害者と
市民のつどい｣に参加し､地域社会に開かれた教
育と学校運営の展開に努めた｡

幼稚園では､保護者対象に食育に関する講演
会を実施したり､未就園児の保護者や地域の親
子対象に子育てや食育に関するミニ講演会を３
回実施した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【224】適切な人材の確保と配 Ⅲ
置を進めるとともに、公務や委 附属学校園で求める人材を明確にし､県教育 適切な人材の確保と配置を
員会の整備、事務の効率化など 委員会と人事交流の協議を進めた｡ 進めるとともに、校内の諸委
効果的かつ適切な学校運営を促 学校運営を機能的･効率的に行うため､委員会 員会等の見直しをして、より
進する。 の整理、委員の削減などを含めた校務分掌の見 機能的で適切な学校運営の促

直し、教員会議への原案の事前提出､提案内容 進を図る。また、さらに事務
の簡素化､協議内容の事前調整等を進め､継続し 組織の一元化の実効性を高め
た改善を図った｡事務の円滑化にあっては､平成 る。
17年度から事務長補佐が配置され､事務組織の
一元化が進められた｡

（平成19年度の実施状況）【224】適切な人材の確保と配置を進め
るとともに、校内の諸委員会の見直しを 県教育委員会と人事交流の協議を進めた｡関
して、より機能的で適切な学校運営が図 係地域教育委員会との情報交換も実施して､適
られるようにする。また、事務組織の一 切な人材確保を進めた｡
元化の実効性を高める。 教員の勤務実態調査を行ってその実態を把握

し､より機能的な学校運営の促進を図った｡ま
た､継続して委員会の整理､委員の削減などを含
めた校務分掌の見直し､教員会議への原案の事
前提出､提案内容の簡素化､協議内容の事前調整
等をさらに進め､改善を図った｡

（平成16～18年度の実施状況概略）【225】警備員の配置、安全管 Ⅲ
理マニュアル等の整備、実地訓 警備員の配置を改善し始業前１時間の警備拡 警備員の配置等による警備
練の実施など、安全管理体制の 大を図った。三重県防災対策室と連携しての緊 体制の維持・向上を図るとと
充実を図る。 急地震速報ｼｽﾃﾑや緊急ﾒｰﾙ配信ｼｽﾃﾑの運用を始 もに、保護者への緊急連絡体

。めた｡防犯･自然災害対策として､さすまた､ｸﾘｱｼ 制をいっそう整備・徹底する
ｰﾙﾄﾞなどの設置､AEDの設置とその講習会の実 また、引き続き実地訓練を実
施､PTAと連携しての防災備蓄庫の設置､小学校 施し、不審者対策、自然災害
体育館の地域住民の避難所としての整備などを 対策など安全管理の充実を図
進めた｡安全管理ﾏﾆｭｱﾙは、各校園で適宜点検を る。

、 。行い 必要な改善を行うとともに周知を図った
また地震及び火災による避難訓練､消火訓練､
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不審者対応訓練､救急法訓練等を実施して､防犯
体制の向上を図った。

（平成19年度の実施状況）【225】警備員を配置する体制を維持・
向上するとともに、保護者への緊急連絡 警備員の配置体制を維持するとともに、警備
体制をいっそう整備すると共に、引き続 員の来校者に対する対応の評価を行い、課題を
き実地訓練を実施し、不審者対策、自然 明らかにした。
災害対策など安全管理の充実を図る。 附属学校園危機管理対策委員会を立ち上げ､

緊急下校時(災害等)における迎え(自家用車対
応)のマニュアルを策定し保護者への周知を図
った。これに基づき、特別支援学校と幼稚園で
は、児童生徒の引き渡し訓練を実施した｡

災害時における児童生徒携帯用の｢お願いｶｰ
ﾄﾞ｣を見直し、配布した｡小学校では､保護者組
織と連携して､児童向け｢あんしん手帳｣を作成･
発行した。

このほか各校園で､地震及び火災による避難
訓練､不審者対策訓練､消火訓練､AED(緊急除細
動器)の実地訓練等を実施した。備蓄倉庫の運
用の検討を行った

緊急ﾒｰﾙ配信ｼｽﾃﾑのいっそうの周知と登録率
を高める要請を保護者に対して行った｡

ウェイト小計
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教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項Ⅱ

○教育研究等の質の向上の状況 ・各法人の個性・特色の明確化を図るための組織的取組状況
教育目標達成のための新しい教育方法・教材の開発のため､高等教育創造開発ｾﾝ

ﾀｰを中心に､｢Moodleｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ｣の開設､｢三重大学版PBL実践教育ﾏﾆｭｱﾙ－事例ｼﾅﾘｵを１．教育方法等の改善
用いたPBLの実践－｣の制作､｢PBL授業を受けるみなさんへ－学生向けPBL授業受講ｶﾞ・一般教養教育の指導方法改善のための組織的取組状況

本学は､４年間または６年間一貫の全学的な共通教育として､統合教育科目､外国語科 ｲﾄﾞ－」の制作､｢PBLｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ｣資料の公開など､｢e-ﾗｰﾆﾝｸﾞを駆使したPBL教育｣を推
目､保健体育科目､基礎教育科目という特色ある構成によって､教養教育を進めている。 進するため､三重大学独自の新しい教育方法・教材の開発､実施､公開を進めた｡又､
このような共通教育において､「感じる力 「考える力 「生きる力」とその基盤となる 創意溢れた教育ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄや教育活動を選定し､支援するために三重大学教育GPを継」 」
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力を重視した豊かな教養と学問の基礎的素養を培うための教育 続的に実施し､８件のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを選定し､成果を公表した。指導方法や学

PBLｾﾐﾅｰの充実のための全学FDを これまで獲得した特色GP､現代GP､魅力ある大学院教育ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ合計５本に加え､生の自己形成を支援する授業形態の改善を図るため､
３回実施した｡又､実践外国語教育での中・上級19クラス及び再履修36クラスを設置し､ 本年度新たにがんﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ養成ﾌﾟﾗﾝが採択され､各ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実施により教育の質
実践英語教育を充実すると共に上級中国語科目を増設した｡又､理系基礎科目の一部に の向上に取り組んだ。

・他大学等での教育内容、教育方法等の取組の情報収集及び学内での情報提供の状ついて､学部で定めた基準等により習熟度別のクラス編成を行い､授業を開講した。数
況学及び英語に関して､習熟度の低い学生を対象として補習教育クラスを開設した 『大。

学生のためのﾚﾎﾟ ーﾄ作成ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ』の活用を促進し､日本語表現法の授業内容を推進し 教育改善､PBL教育方法・教材開発のため､高等教育創造開発ｾﾝﾀｰが主催した全学F
た｡さらに､「生きる力」を育成する共通教育ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ科目の開設などｷｬﾘｱ教育も開始 Dやｼﾝﾎﾟｼ ｳ゙ﾑにﾃﾞﾗｳｪｱ大学などから多数の外部講師を招待するとともに､｢三重大学
した｡又､学生の教育満足度及び卒業生（修了生）に対する大学教育に関するｱﾝｹｰﾄ調査 版PBLの実践ﾏﾆｭｱﾙ－事例ｼﾅﾘｵを用いたPBLの実践－｣､｢PBL授業を受けるみなさんへ
において､共通教育関係の調査を実施した。 －学生向けPBL授業受講ｶﾞｲﾄﾞ－｣､｢PBLｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ｣資料など､本学が制作した各種の資

料を高等教育創造開発ｾﾝﾀｰのWebｻｲﾄ(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)に掲載して学内外に情報提供してい・学部教育や大学院教育の指導方法改善のための組織的取組状況
各専門分野の知識・技能の確実な修得を図る教育体制の整備の一環として､｢感じる る｡又､大学教育改革ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ合同ﾌｫｰﾗﾑ等に19名の教職員を派遣し､全国のGPの取組

力｣｢考える力｣｢生きる力｣とその基盤となるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力を総合的に育成するため､学部 について情報を収集した。
専門教育､共通教育において218科目の各種PBL教育科目を開設した｡又､PBL教育に関す

２ 学生支援の充実る全学FDを実施した。
・学生に対する学習・履修・生活指導の充実や学生支援体制の改善のための組織的各専門分野の知識・技能の修得を評価するため､全学生を対象とした修学達成度調査
取組状況及び教育に対する学生の満足度調査並びに卒業生と企業等への大学教育についてのｱﾝｹ

ｰﾄ調査を継続して実施し､学部専門教育の評価を行った｡又､医学部では､医学科の４年 学生に対する学習支援や生活指導の充実を図るべく､ｵﾌｨｽｱﾜｰ制やﾁｭｰﾀｰ制(学部毎
生を対象に共用試験CBT､共用試験OSCEを実施した。 に､修学､就職､生活､健康､それぞれの相談内容に応じたﾁｭｰﾀｰ(学生生活指導助言担
大学院教育では､学際性や総合性に開かれた各専門分野固有の研究能力を培う大学院 当教員)を配置する制度)の実施状況を点検の上､改善指針を作成し､各学部及び教

教育体制の整備を図るため､学際性や総合性に開かれた各専門分野固有の研究能力を培 員に周知徹底した。
うため工学研究科において専攻横断型の研究領域に基づいて教育研究を開始し､医学系 また､学部からの要請による学生なんでも相談室から出向いての教職員研修､学
研究科においてﾒﾃﾞｨｶﾙﾋﾞｼﾞﾈｽPh.Dﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを開始した｡大学院生による授業評価､教育満 生支援に携わる教職員を対象とする｢学生総合支援ｾﾝﾀｰ講演会｣､全学の教職員を対
足度調査､修了生・企業等に対する大学院教育についてのｱﾝｹｰﾄ調査を継続して実施し 象とする｢ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ集中ｾﾐﾅｰ｣を実施した。

・キャリア教育、就職支援の充実のための組織的取組状況た。
。・学部学生や大学院学生の成績評価方法等の改善のための組織的取組状況 学生の進路･就職に関する相談体制の強化を図るためｷｬﾘｱ･ｶｳﾝｾﾗｰ1名を雇用した

ｷｬﾘｱ教育を充実するため共通教育においてｷｬﾘｱ教育科目７科目を開講した。また､成績評価の方法や基準を定めた全学成績評価基準(ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ)及び成績評価の適正性
平成20年度は､前期８科目､後期７科目合計15科目を開講する計画を策定した。を保証する成績評価に対する不服申立制度を継続して実施した。又､個々の授業の教育
ｷｬﾘｱ支援ｾﾝﾀｰが中心となって各学部･研究科教員と連携してｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟを推進し､目標と評価基準を示したｼﾗﾊﾞｽを作成した｡ｼﾗﾊﾞｽには「ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力」｢感じる力｣｢考え

企業等99機関において学生190名が参加した。る力｣｢生きる力｣の重点度を示すとともに､その重点度について全教員のﾃﾞｰﾀを統計的
・課外活動の支援等、学生の厚生補導のための組織的取組状況に分析し､学部等に開示した。一方で４つの力を適正に評価する評価方法として開発し

た修学達成度調査については､学生へのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ可能なWEB入力ｼｽﾃﾑに改善した｡共通教 課外活動全般への支援のため､教室開放(自習目的を含む)を各学部に呼びかけ､
育では､英語教育でTOEIC ﾃｽﾄを継続して実施するなど､外部の統一的基準により､実 多目的室として2室を､自習室として13室を､それぞれ新規開放するとともに､-ﾎﾞﾗﾝﾃIP
践外国語能力を評価するｼｽﾃﾑの実施を進めた｡工学部では､一部でGPA制度を実施し､生 ｨｱ支援計画に基づき､ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱに関心･興味のある学生を対象とする｢みえ市民活動ﾎﾞ
物資源学部では一部で試行する等､可能な学部からGPA制度の実施を進めた。医学部で ﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ｣(NPO法人)との共催による講習会の実施(約40名が参加)､ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ室の機
は､医師に必要な基礎学力を確認するために全国統一試験を実施した。 能充実のための必要物品の購入などを行った。
大学院では､学位審査は原則として公開とし､外部審査員による審査等も考慮した厳 また､学生の安全・危機管理の啓発を図るため､消防署職員を講師に体育系課外

正な審査に努めることとし､修士論文の成果も原則として公開発表する制度を設置し 活動団体を対象とするAED(自動体外式除細動器)の取扱い研修会､警察署職員を講
た。 師に女子学生を対象とする不審者対策と護身術に関する講習会を実施した。

三重大学



- 115 -

教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項Ⅱ

更に、本学が教育目標として掲げている「４つの力」を育成するには授業だけ ものづくり知的創造人材育成講座（全12回）開催した。
でなく学生が社会活動に積極的に参画することが効果的であり環境方針も踏ま 知的財産ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ｢知的財産を活用できる人材の育成方法｣を開催した。

・国際交流、国際貢献の推進のための組織的取組状況え､当該取組みに重点的に取り組んだ。この環境方針を受けた三重大学環境ISO学
生委員会の活動は｢第10回環境省環境ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ大賞｣優秀賞の受賞、ISO14001認 ﾀｲ国ﾁｪﾝﾏｲ大学で開催の３大学ｼﾞｮｲﾝﾄｾﾐﾅｰに､本学から教職員10名､学生15名が
証の取得などの原動力となった。 参加し､教員による基調講演､学生の論文発表､ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟなど精力的に取り組み無

事盛会に終了した｡
ﾎﾟﾘｺﾑを利用して､ﾉｰｽｶﾛﾗｲﾅ大学との遠隔授業を実施した。３．研究活動の推進
SOIｱｼﾞｱについては､農業関連のｺﾝﾃﾝﾂの講義を配信することが決定し､ｵﾌｨｼｬﾙ・研究活動の推進のための有効な法人内資源配分等の取組状況

三重大学COEプロジェクトを次のとおり実施し、研究の支援を行った。 ﾊﾟｰﾄﾅｰとして本学も加入するため､事務局である慶應義塾大学との間でSOIﾌﾟﾛｼﾞ
世界に誇れる世界トップレベルの研究 ｪｸﾄの覚書を締結した。

2研究題目を選定し、2,300万円を助成した。 ﾀｽﾏﾆｱ大学とﾎﾟﾘｺﾑ会議を行い､国際交流ｾﾝﾀｰ専任教員のほかﾀｽﾏﾆｱ大学からの
学部として育てたい国内トップレベルの研究 留学生やｲﾝﾄﾞﾈｼｱからの留学生も参加し､留学生の近況報告､本学へ留学のための

2研究題目を選定し、600万円を助成した。 ｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行った。
・若手教員、女性教員等に対する支援のための組織的取組状況

三重大学COEプロジェクトを次のとおり実施し、研究の支援を行った。
○附属病院について学部として育てたい若手研究

2研究題目を選定し、400万円を助成した。
１．特記事項三重大学若手研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして､11研究題目を選定し､550万円を助成した。

・研究活動の推進のための有効な組織編成の状況 【平成16～18事業年度】
総合研究棟Ⅰ､総合研究棟Ⅱ､ｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀ施設に入居している研究者に対して､研 三重大学、三重県、三重県医師会、三重県内病院及び関連団体等が連携・協

究ｽﾍﾟｰｽ及び設備の利用に関して改善を図るためのｱﾝｹｰﾄを実施し､第1回研究機構 力し、平成16年度に「ＮＰＯ法人ＭＭＣ（Mie Medical Complex）卒後臨床研修
委員会に報告した。第2回研究機構委員会において､総合研究棟Ⅰ､総合研究棟Ⅱ センター」を設立し、三重県内における研修医の定着化、僻地を含めた地域医
の空きｽﾍﾟｰｽの募集について検討を行い、来年度の募集を行うこととした。 療の充実に取り組んでいる。平成18年度には、三重県内の医師不足を解消する

ため、県外の医師、家庭に入っている女性医師、医療現場から離れている医師・研究支援体制の充実のための組織的取組状況
科研費獲得に向けて､平成19年度の応募･採択書類の分野別整理を行い､ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ を対象に、｢みえ医師バンク｣を立ち上げた。本事業は、主にインターネット上

ｽを作成した｡また､応募書類の内容ﾁｪｯｸを行うためのｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ制度を導入した。 で医師の求人・求職側双方の情報を公開・活発化させることにより、医療の人
さらに､外部資金の獲得を増やすために｢外部研究資金獲得ｾﾐﾅｰ｣を開催した。 的資源の流動化を促すとともに様々な医療機関のキャリアを組み合わせて、キ

東海5大学新技術説明会(於：東京)､四日市ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ産官学技術講演会(於：四日 ャリアシッププランを提案し、医師の技術、資質の向上を目指し、安心で安全
市)､三重大学と富山大学の特許､ｼｰｽﾞの発表会（於：四日市､富山)､三重大学先端 な医療を三重県民に提供することを目的としている。
研究ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ（於：東京)､みえ研究交流ﾌｫｰﾗﾑ(於：四日市)等開催し､外部資金獲 三重大学、三重県医師会、ＭＭＣ中核病院及び三重県（行政）が連携・協力
得へ向け大学のｼｰｽﾞを発表した。 し、平成15年度より「ＮＰＯ法人みえ治験医療ネットワーク」を構築し、地域

圏での治験を積極的に推進している。また、平成17年１月に「治験管理センタ
ー」を「臨床研究開発センター」に改組し、研究者主導臨床試験のサポート、４．社会連携・地域貢献、国際交流等の推進
治験の適正かつ円滑な推進、医師主導型治験及び臨床試験の効率的かつ適正な・大学等と社会の相互発展を目指し、大学等の特性を活かした社会との連携、地域
実施を支援している。活性化・地域貢献や地域医療等、社会への貢献のための組織的取組状況

【平成19事業年度】東海･東南海･南海地震については､発生に備えて市町村が地域を上げて啓蒙活
動を推し進めており､三重大学災害対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ室の教員を中心に県や市と共催 平成19年７月に「新たな治験活性化５カ年計画（文部科学省・厚生労働省 」）
して､津市､四日市市､鳥羽市､名張市､熊野市で防災ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを開催した｡ に基づく「治験拠点病院」に採択され、治験患者向け相談窓口機能の充実、Ｃ

志摩市･伊賀市･朝日町等の３市町において､毎年､それぞれ6回の文化ﾌｫｰﾗﾑを開 ＲＣの常勤化・専任化の推進、データセンターの整備、地域医療機関の治験実
催した｡さらに､津市文化協会の主催する｢？『発見塾 」三重大学ｼﾘｰｽﾞの企画運 施人材の育成、ＩＲＢ審査の質的向上及び「みえ治験医療ネットワーク」の機』
営を支援し､文化講演会を年6回開催した｡ 能充実を推進している。

ﾒﾃﾞｨｶﾙﾊﾞﾚｰに関連して､ﾒﾃﾞｨｶﾙ研究会総会､ﾒﾃﾞｨｶﾙ研究会（15回）を開催した。
三重大学発産学官連携セミナーを伊賀市で2回開催した。

・産学官連携、知的財産戦略のための体制の整備・推進状況
企業から外部資金を受け入れやすくするため、従来の寄附講座、産学連携講

座制度に加え、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究室制度を制定し､4/1より2研究室が設置された。
Mip（Mie intellectual property）特許塾（全21回）開催し、知的財産管理

について教育を行った。

三重大学
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行った。また、平成17年度から各診療科の規模・実績等を考慮し、医員に対し２．共通事項に係る取組状況
て診療助教（助手）の称号を付与し、適正配置を行った。（１）質の高い医療人育成や臨床研究の推進等、教育・研究機能の向上のために

必要な取組が行われているか （教育・研究面の観点） 【平成19事業年度】。
平成19年11月に、乳腺疾患、特に乳がんに関する高度で集学的な診療、教育・教育や臨床研究推進のための組織体制（支援環境）の整備状況

及び研究を推進し、高度で専門的な医療技術を提供することを目的に、乳腺セ【平成16～18事業年度】
卒後臨床研修部 附属病院教育委員会 臨床研究開発センターが機能しており ンターの設置が決定され、現在、センター長（教授）の選考を行っている。、 、 、

・医療事故防止や危機管理等安全管理体制の整備状況臨床研修の質の向上、業務改善及び患者サービスの向上、治験その他臨床研究の
【平成16～18事業年度】適正かつ円滑な推進への取り組みが行われている。

医療に係る安全管理体制の最高決定機関である医療問題対策委員会を置き、【平成19事業年度】
上記取組を引き続き実施。 月１回以上開催した。また、安全管理部に、専任のｾﾞﾈﾗﾙﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞｬｰ(医師､ 看

護師各１名)を配置し､各部門の安全管理責任者等とﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞｬｰ会議を定期的に・教育や研究の質を向上するための取組状況
開催し､医療現場での安全対策の推進､安全性の高い医療の提供に取り組んだ。（教育研修プログラムの整備・実施状況、高度先端医療の研究・開発状況等）

【平成16～18事業年度】 【平成19事業年度】
臨床研修において、各年度のマッチングの結果を受け、県内病院とのたすきが 安全管理部に専任のゼネラルリスクマネージャー（薬剤師）１名を増員し、

けプログラムの大幅な見直しを行い、研修医のニーズに合わせたカリキュラムの 本院の医療に係る安全管理体制の機能強化を図った。
・患者サービスの改善・充実に向けた取組状況作成及び診療科間の枠を超えたカリキュラムの実施等を行った。
【平成16～18事業年度】高度先進医療の研究・開発状況等について 「血管内治療（大血管）に使用す、

るための細胞治療モデルの確立 「難治性皮膚疾患に対する培養表皮シートを 医療福祉支援センターが中心となり、院内各階に設置された「意見箱」によ」、
用いた植皮術 「形状記憶合金製ﾒﾈﾝﾌﾟﾚｰﾄの作成 「尿路性器癌を対象にした る患者様のニーズ、苦言等を分析・検証し、満足度の向上を図った。また、業」、 」、
ゼノグラフとモデルの作成」など、最新の治療や医療技術の開発を推進した。 務サービス向上推進委員会では 「患者満足度調査」を毎年実施し、患者サー、

ビスの改善に取り組んでいる。さらに、病院機能向上委員会を定期的に開催し【平成19事業年度】
臨床研修プログラムの見直しを行い、以下の７つの特徴をもつ、オリジナリテ 「病院機能評価 評価判定指針 総合版評価項目V5.0評価判定指針」に基づい

ィあふれるプログラムを作成した。 た具体的検討を行い、各部門の長、実務担当職員とのヒアリングを実施し、評
①大学病院の長所（多数の指導医による深く病態を考えながらＥＢＭに基づいた 価項目の充足状況を確認するとともに、意識向上を促し、療養環境の改善に努

医療を行う と 協力病院の長所 多数の救急疾患やcommon diseasesの経験 めた。） 、 （ ）
【平成19事業年度】を生かしたプログラム

②研修医が各自の目標達成に向けて自由に選択できるプログラム 上記取組を引き続き実施。
・がん・地域医療等社会的要請の強い医療の充実に向けた取組状況③初期研修と後期研修が効率的に繋がるプログラム
【平成16～18事業年度】④各科毎の指導責任者のもとで、きめ細かな指導を、深く病態生理を理解したレ

ベルの高い臨床能力を身につけることができるプログラム 院内がんセンターを中心に、手術療法や化学療法などのがん治療の一元化、
⑤ﾛｰﾃｰｼｮﾝ科毎に特有のｸﾘﾆｶﾙ･ｽｷﾙを身につけることができるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ がん登録の制度化、緩和医療や患者支援の充実などに取り組んだ。また 「都、

」 、 、 、⑥希望に応じて検査・治療手技（ACLS、中心静脈確保手技、超音波検査、上部内 道府県がん診療連携拠点病院 として 専門的ながん医療を行う医師 看護師
視鏡検査など）を積極的に研修できるプログラム 薬剤師等を対象にした研修の実施、地域がん診療連携拠点病院等に対する情報

⑦以上を、メンター（ロールモデル兼アドバイザー）が目標達成までサポート 提供、症例相談や診療支援など、三重県の中心的ながん治療機能の充実強化に
また、高度先進医療の研究・開発状況等について、平成18年度に引き続き「血 取り組んだ。

【平成19事業年度】管内治療（大血管）に使用するための細胞治療モデルの確立 「難治性皮膚疾」、
患に対する培養表皮シートを用いた植皮術 「形状記憶合金製メネンプレート 平成20年２月に「三重県がん診療連携協議会」を開催し、がん登録の推進、」、
の作成 「尿路性器癌を対象にしたゼノグラフとモデルの作成」など、最新の がん医療に関する研修計画等について、三重県及び県内がん診療連携拠点病院」、
治療や医療技術の開発を推進した。 との協議を行った。また 「市民公開講座～これからのがん医療を考えて」を、

開催し、専門医による講演と参加者とともにがん医療について考えるパネルデ
ィスカッションを行った。（２）質の高い医療の提供のために必要な取組が行われているか （診療面の観。

点）
・医療提供体制の整備状況（医療従事者の確保状況含む） （３）継続的・安定的な病院運営のために必要な取組が行われているか （運営。
【平成16～18事業年度】 面の観点）

管理運営体制の整備状況平成16年４月から、診療科を患者様に分かり易いように、内科系は９診療科、 ・
外科系は７診療科に臓器別に再編し、それぞれ専門診療分野別に職員の再配置を
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の再教育を支援している。また、病院、医院を対象に地域連携セミナーを開催【平成16～18事業年度】
管理運営会議、科長会議、企画運営会議を定期的に開催し、管理運営に関する し、地域連携体制の強化を推進した。

【平成19事業年度】事項を審議している。また、病院運営諮問委員会が機能しており附属病院の管理
運営に関する諮問機関として、機構的統合的関連のもとに有効に機能している。 上記取組を引き続き実施。
平成18年度は、病院長からの諮問に基づき、裁量労働制の適用と年俸制の導入に
ついて協議を行い、両制度を導入する方向で合意が得られた。

【平成19事業年度】 ○附属学校について
【平成16～18年度】管理運営会議、科長会議、企画運営会議を定期的に開催し、管理運営に関する

事項を審議している。また、病院運営諮問委員会が機能しており附属病院の管理 平成16年度に学部と連携して｢教育実習のあり方に関する総合的研究｣ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
運営に関する諮問機関として、機構的統合的関連のもとに有効に機能している。 ﾄを立ち上げ､そこで教育実習指導の改善を図る上で教育現場での学部教員によ

る授業実施の意義が認識され､平成17年度に小学校で図工､算数､道徳の授業(学・外部評価の実施及び評価結果を踏まえた取組状況
部教員3名､計3時間)を実施､各年度末に報告書を作成した｡平成18年にはこのﾌﾟﾛ【平成16～18事業年度】

外部評価は実施しなかった。 ｼﾞｪｸﾄを｢学部教員による附属学校での授業実施｣WGが引き継ぎ､小学校で理科､体
育､生活科の授業(同4名､6時間)を実施し､これにより学部と連携した教育実習改【平成19事業年度】

外部評価は実施しなかった。 善への取り組みが進むとともに､授業参観した院生と学部生のための有意義な教
・ 育実地研究の場としての附属学校の機能を充実させることとなった。経営分析やそれに基づく戦略の策定・実施状況

小学校と中学校が参加した｢国際教育推進ﾌﾟﾗﾝ｣(文部科学省採択)において､絵【平成16～18事業年度】
病院経営戦略会議を開催し、看護師不足、研修医不足の解消策等について提言 文字を使った日韓の子供の交流活動の参観を実施した。

を行い、病院経営に反映させることとした。再開発による新病院のあり方等につ 中学校では､天津師範大学附属中学校の教員や生徒の訪問を受け､交流を実現
いても意見交換を行い、寄附金による建設費財源の確保方策の検討等を行った。 するなどして､国際理解教育を進め､平成18年度末には交流についての覚え書き
経営コンサルタント会社と契約を締結し、新病院の基本設計や、診療報酬改定に を交わした。
対応するための増収方策・節減方策についてアドバイスを受けた。 各校園において公開研究会等を実施し､先進的な授業や保育の研究を発信する

とともに､県教育委員会の初任者研修等を受け入れたり､公立学校等の研修会に【平成19事業年度】
病院経営戦略会議を開催し 病院経営上の喫緊の課題となっている看護師不足 多くの教員を講師･助言者として派遣し､附属学校の機能を充実させた。、 、

研修医不足の解消策等について検討を行い、同会議で提言された事項を病院経営 教員人事については､県教育委員会や各市教委との連携による人事交流を従来
に反映させることとした また 企画運営会議に経営コンサルタントを同席させ から進めてきたが､附属学校副校長人事について年俸制を導入するため､平成18。 、 、
病院経営に関する助言を受けた。 年度に｢教育学部附属学校園特別教員に関する規程｣を作成した。

始業前の警備を１時間拡大するなどして警備員を配置する体制の強化を図る・収支の改善状況（収入増やコスト削減の取組状況）
とともに､不審者対策を継続拡大して実施し､児童在校時の防災対策や防災教育【平成16～18事業年度】

病院長と各診療科との経営懇談会を開催し、稼働率の向上、平均在院日数の短 を強化するため､三重県防災対策室と連携して緊急地震速報ｼｽﾃﾑや緊急ﾒｰﾙｼｽﾃﾑ
縮等による増収、材料費等の経費節減等経営改善に対する意識啓発を行った。特 の試験運用を開始するなど､危機管理体制を整備した。

【平成19事業年度】に平成18年度においては、診療報酬改定でマイナス2.4%の影響があったにも拘わ
らず、当初予算と比較して2億2千万円程の増収となった。 ｢附属学校における学部教員による授業実施｣WGを学部附属連携推進協議会内

に設置し､小学校において社会科､算数､理科､図工､体育､道徳の授業(学部教員7【平成19事業年度】
病院長と各診療科との経営懇談会を開催し 各診療科等に対して稼働率の向上 名､計13時間)を､中学校で選択数学の授業(同1名､1時間)を実施する一方､小学校、 、

平均在院日数の短縮等による増収、材料費等の経費節減を求めた。また、新規材 の理科教員の授業を学部教員が参観して授業検討を実施し､授業実践の質の向上
料購入時の申請ルールを見直し、無秩序な診療材料の使用を是正した。その効果 を図るとともに､附属教育実践総合ｾﾝﾀｰのｱｲｻｰﾌﾟ研究会ならびにｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ｢学部
もあって、平成19年度収入目標をクリアし収支決算も黒字を達成することができ 教員による附属学校園での授業を考える－学部･附属学校との連携･協働を通し
た。 て生まれるものとは－｣等において授業実践の報告と展望を行い､年度末に報告

書を作成し､学部と連携した授業研究の足場を強固にした。・地域連携強化に向けた取組状況
大学･三重県･津市と連携した｢国際教育推進ﾌﾟﾗﾝ｣(文部科学省採択)における【平成16～18事業年度】

国立大学医療連携・退院支援関連部門連絡協議会への参加、岡山大学附属病院 ﾊﾟﾝｹﾞｱを活用した先進的な指導方法の研究を図工や社会の授業で進めた。
への退院後前方支援システムの見学を行い地域連携体制の強化に取り組んだ。 中学校の生徒､教員､保護者計45名が天津師範大学附属中学校を訪問し､中国･
難病医療連絡協議会、難病研修会に参加し、県の難病支援センター、僻地医療 韓国の子ども達と文化交流を行い､国際理解教育の取り組みを発展させた。

支援機構との連携強化を図るとともに、病院、各種施設、看護協会等からの講師
派遣要請等に積極的に対応し、地域医療機関、僻地診療所等の医師、看護師など
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「教育実習ﾓﾃﾞﾙｶﾘｷｭﾗﾑに関する研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ｣を学部と連携して立ち上げ､平成
21年度からの教育実習の改善に向けて､三重大学標準となることを指向したﾓﾃﾞﾙｶ
ﾘｷｭﾗﾑの策定に取りかかった。
本年度は､小学校､中学校､幼稚園で公開研究会ならびに保育を語る会を開催し､

小学校で1079名､中学校で650名､幼稚園で110名の参会者を得る中で､先進的な授
業･保育研究の成果を発信するとともに､各校とも引き続き初任者研修等を受け入
れたり､公立学校等の研修会に合わせて延べ90人以上の教員を講師･助言者として
派遣し､附属学校の機能を充実させた。

平成18年度に策定された｢教育学部附属学校園特別教員に関する規程｣に基づ
き､附属学校園において1名の年俸制による副校長人事の実施を決定した。

附属学校園危機管理対策委員会を立ち上げ､緊急下校時(災害等)における迎え
(自家用車対応)について検討し､その手順を四附属育友会に提示して､附属学校園
全体で取り組むことができる安全管理の充実を図り､そのための実地訓練や防災
ｲﾍﾞﾝﾄを実施した｡また､運用を始めている緊急ﾒｰﾙ配信ｼｽﾃﾑのいっそうの周知と登
録率を高める要請を保護者に対して行い､ｼｽﾃﾏﾃｨｯｸに機能する危機管理体制の充
実を図った。

三重大学



- 119 -

Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む 、収支計画及び資金計画。）

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅳ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

該当なし１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
３１億円 ３１億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等

により緊急に必要となる対策費として借り入れ により緊急に必要となる対策費として借り入れ
することも想定される。 することも想定される。

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

医学部附属病院の施設・設備の整備に必要とな 医学部附属病院の施設・設備の整備に必要とな 医学部附属病院の基幹・環境整備、病棟・診療棟及びデジタル
る経費の長期借入に伴い、本学病院の敷地及び建 る経費の長期借入に伴い、本学病院の敷地及び建 Ｘ線画像診断システム、手術支援システムの整備に必要な経費の
物について担保に供する。 物について担保に供する。 長期借入に伴い、本学病院敷地を担保に供した。

Ⅵ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は、教育研 決算において剰余金が発生した場合は、教育研 剰余金のうち目的積立金３０２百万円を取り崩し、教育研究の
究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 質の向上及び組織運営の改善に充てた。
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Ⅶ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

施設整備費補助金 施設整備費補助金 施設整備費補助金・ﾎﾟｼﾞﾄﾛﾝｶﾒﾗｼｽ 総額 803 ・小規模改修 総額 4,263 ・小規模改修 総額 4,267
ﾃﾑ （ 358 ） （2,449） （2,453）

船舶建造費補助金 船舶建造費補助金 船舶建造費補助金・(上浜)耐震対 ・(上浜)耐震対
・小規模改修 （ ） 策事業 （ 685） 策事業 （ 685）

長期借入金 長期借入金 長期借入金・(医病)病棟・ ・(医病)病棟・
・災害復旧工事 （ 445 ） 診療棟 （1,071） 診療棟 （1,071）

国立大学財務・経営セン 国立大学財務・経営セン 国立大学財務・経営セン・(医病)基幹・ ・(医病)基幹・
ター施設費補助金 ター施設費補助金 ター施設費補助金環境整備 環境整備

（ ） ・ﾃﾞｼﾞﾀﾙX線画 （ 58） ・ﾃﾞｼﾞﾀﾙX線画 （ 58）
像診断ｼｽﾃﾑ 像診断ｼｽﾃﾑ

・手術支援ｼｽﾃﾑ ・手術支援ｼｽﾃﾑ
・練習船代船建 ・練習船代船建

造 造
・災害復旧費

（注１） 金額については見込みであり、中期目標を
達成するために必要な業務の実施状況等を勘
案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案
した施設・設備の改修等が追加されることも
ある。

(注２） 小規模改修について１７年度以降は１６年
度同額として試算している。

なお、各事業年度の施設整備費補助金、船
舶建造費補助金、国立大学財務・経営センタ
ー施設費交付金、長期借入金については、事
業の進展等により所要額の変動が予想される
ため、具体的な額については、各事業年度の
予算編成過程等において決定される。

○ 計画の実施状況等
１．計画の実施状況

（１）小規模改修 ：平成20年3月31日）
本部管理棟外壁改修工事を実施した （完成日：平成19年11月30日） （３ （医病）基幹・環境整備（支障迂回）。 ）
翠陵会館改修工事を実施した （完成日：平成19年9月28日） 屋外ｶﾞｽ（完成日：平成20年3月 、屋外電力線（完成日：平成19年12月 、。 ） ）

（２ （上浜）耐震改修 屋外配管（完成日：平成20年3月） の支障迂回工事を実施した）
（医）臨床講義室耐震改修工事を実施した（完成日：平成19年9月28日） （４ （医病）病棟・診療棟新営工事を平成19年12月に着工した。）
（医)病態医科学研究棟改修工事を実施した（完成日：平成20年3月28日） （５）災害復旧（三重県中部による災害復旧事業整備）

（工）校舎等改修（電子情報棟、講義棟、分子素材棟）を実施した（完成日 附属施設農場牛舎災害復旧工事を実施した。
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（６）デジタルＸ線画像システム
胸腹部を中心として全身各部の腫瘍をはじめ各種疾患の診断を迅速・

安全かつ効率的に実施するために、画像をデジタル化する設備の整備を
行った （契約金額 559,965千円 納入年月日 平成20年3月27日）。

（７）手術支援システム
手術においてモニタニングによる厳重な監視に使用するために、脈拍・血

圧・呼吸監視の他、心機能・循環動態などの特殊モニターを同時に観察でき
るシステムの整備を行った。

（契約金額：78,645千円 納入年月日：平成20年3月7日）
（８）練習船代船建造

平成19年9月11日契約を締結し、平成20年3月26日起工式を行い、部分払金
を支払った （契約金額 2,236,500千円 竣工予定日：平成21年1月31日）。

２．計画と実績に差異がある場合の主な理由
（１） 災害復旧（三重県中部による災害復旧事業整備）認められ 附属施設農場

牛舎災害復旧工事を実施した
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Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○ 教育職員人事について ○教育職員人事について
（１）任期制の活用 『 (1)業務運営の改善及「

（１）任期制の活用 ・助教制度の導入に伴い任期制の在り方について、引き続き検討を行う。 び効率化③人事の適正化に
・任期制や公募制等により人事の硬直化の防止に （２）雇用方針 関する目標」Ｐ１４～Ｐ２
努める。 ・教育・研究・社会貢献・管理運営等多面的評価を反映した教員採用規程等に基 ２参照』

（２）雇用方針 づいて、具体的な運用を行う。
・国内外から広く人材を公募し、教育、研究、運 ・教員の特別採用制度を活用し卓越した人材の活動できる環境整備を構築するた
営能力等を多面的に評価し採用する。 めに引き続き努力する。

・女性教育職員・外国人教育職員の増加に努める ・外国人教育職員の増加方策について引き続き検討する。。
・卓越した人材の活動が維持できる研究教育環境 ・本学の女性教員雇用率向上のための方針に則り雇用に努め、さらに女性教育職
の提供に努める。 員の勤労環境整備については引き続き検討する。

（３）教育職員評価制度の導入 （３）教育職員評価制度の導入
・教育、研究、社会貢献、管理運営等多面的な観 ・教育職員活動評価の試行を通じて、本格実施に向けた評価ｼｽﾃﾑの改善を図る。

点から、社会に開かれた教育職員活動評価を行 ・教育職員活動評価制度を踏まえ教育職員の表彰及び指導・勧告等のための指針
う。 を策定する。

・自己の挑戦的目標を定め、その達成への取り組 ・教育職員活動評価制度を踏まえて、任期制の在り方について検討する。
みを討論し自己評価する目標チャレンジ活動を ○職員人事について
行う。 （１）雇用方針

・優れた職員を表彰するとともに、大学が求める ・特定分野において専門性の高い職員について専門職ｺｰｽによる処遇を､引き続き
最低限の活動基準を達成できない教育職員へ指 検討する。
導・勧告・処分を行う。 （２）人材育成方針

・職員の昇任・再任の基準を明確にし、選択され ・一般職員の専門性や職能を向上させるために民間の実施する研修を含めて前年
た戦略的部署の教育職員には実績評価にもとづ 度以上に研修の充実を図る。
く任期制を導入する。 ・事務情報化の学内研修(ﾕｰｻﾞｰｺｰｽ)を継続的に実施する。

○ 職員人事について （３）人事交流方針
（１）雇用方針 ・他の国立大学法人等の教育研究機関との人事交流を継続的に進める。

・高度な専門技術に対応できるよう専門職を配置 （４）一般職員評価制度の導入
する。 ・平成18年度に試行した結果を踏まえ､平成19年度は管理職員に対しては本格実施

（２）人材育成方針 し､その他の職員には新評価制度を浸透させるために継続的に試行を実施する。
・一般職員の専門性や職能を高めるための研修の また、技術職員に対しても試行で評価ができるよう計画を立てる。
機会を増やす。 ・一般職員の評価制度を踏まえて、昇進の在り方について引き続き検討する。

（３）人事交流方針 ○人員・人件費について
・他の教育研究機関との人事交流の促進に努める ・平成19年度の人員人件費管理計画に則り､実行上の問題点を検討し調整する。

○ 人員・人件費について ・総人件費改革の実行計画を踏まえて､平成19年度の常勤職員の人件費を平成17年
・限られた資源の中で最大効果を目指した全学的 度人件費予算相当額から４％削減した額以下に抑制する。
人員配置・人件費管理計画を策定する。 ・改正高年齢者雇用安定法に基づき、本学の「高年齢者雇用に関する規程」に

・併任・兼業、非常勤講師、再雇用等、多様な雇 教育職員にかかる定めを検討する。
用形態の適正な運用に努める。

（参考１） １９年度の常勤職員数 １，４４０人
（参考） 中期目標期間中の人件費総額見込み また、任期付き職員数の見込みを ２７５人とする。

95，124百万円（退職手当は除く） （参考２） １９年度の人件費総額見込み 15,269百万円(退職手当は除く)
（うち、総人件費改革に係る削減の対象となる人件費総額12,471百万円）
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○ 別表１ （学部の学科、研究科の専攻等定員未充
足の状況について）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a)　(人) (a)　(人) (b)/(a)x100(%)

人文学部 文化学科 420 474 113
社会科学科 700 757 108

教育学部 学校教育教員養成課程 490 628 128
情報教育課程 160 188 118
生涯教育課程 70 87 124
人間発達科学課程 80 109 136

医学部 医学科 600 618 103
看護学科 340 349 103

工学部 機械工学科 340 389 114
電気電子工学科 340 400 118
分子素材工学科 400 444 111
建築学科 180 208 116
情報工学科 240 294 123
物理工学科 160 179 112

生物資源学部 資源循環学科 240 270 113

共生環境学科 340 392 115
生物圏生命科学科 380 426 112
学科共通 20

5,500 6,212 113
人文社会科学研究科

地域文化論専攻 10 34 340
社会科学専攻 10 22 220

教育学研究科 学校教育専攻 10 22 220
障害児教育専攻 6 3 50
教科教育専攻 66 55 83

医学系研究科 医科学専攻 40 35 88
看護学専攻 32 36 113

学士課程　計

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

工学研究科 機械工学専攻 60 121 202

電気電子工学専攻 60 85 142

分子素材工学専攻 66 88 133
建築学専攻 38 51 134
情報工学専攻 36 43 119
物理工学専攻 36 51 142

資源循環学専攻 46 76 165
共生環境学専攻 52 76 146
生物圏生命科学専攻 78 104 133

646 902 140
医学系研究科 生命医科学専攻 240 153 64

内科系専攻 6

工学研究科 材料科学専攻 18 26 144
システム工学専攻 30 30 100

資源循環学専攻 8 8 100
共生環境学専攻 8 8 100

生物圏生命科学専攻 8 16 200

生物資源開発科学専攻 4 10 250
生物圏保全科学専攻 4 16 400
生物機能応用科学専攻 4 7 175

324 280 86
特別支援教育特別専攻科

知的障害教育専攻 30 15 50
農業別科 30 0 0
附属幼稚園 160 150 94
附属小学校 720 689 96
附属中学校 480 471 98
附属特別支援学校 60 53 88

生物資源学研
究科

生物資源学研
究科

博士課程　計

修士課程　計
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○ 計画の実施状況等

１．収容定員に関する計画の実施状況
平成１９年５月１日現在の収容定員に関する計画の実施状況は、別表に記載し
た収容数及び定員充足率のとおりである。

２．収容定員と収容数に差がある場合の主な理由
（教育学研究科）

障害児教育専攻、教科教育専攻
・県教育委員会からの派遣者数が減り、入学志願者数が少なくなっているため。

（医学系研究科）
医科学専攻
・近隣の大学に修士課程が設置され、入学者が競合したため。
生命医科学専攻
・医学部卒業生の進路状況の変化が最大の原因である。専門医志向の高まりや卒

後臨床研修制度の変更にともなう研修医の偏在化、近隣大都市圏の医学部大学
院定員の重点化による増加などが本学博士課程進学者の減少を招いたと考えら
れる。

（特別支援教育特別専攻科）
・入学志願者数が少なくなっているため。

（農業別科）
・修業年限１年で取得できる資格が少ないため。
・農業の道を志す学生が減少しているため。
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○ 別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成１６年度）

定員超過率

（Ｋ）

（Ｊ） (J)/(A)×100

（学部等） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％）

人文学部 1,120 1,291 17 1 23 86 70 1,197 107

教育学部 800 963 5 15 40 25 923 115

医学部 940 980 1 11 36 29 940 100

工学部 1,660 1,917 38 1 15 31 144 128 1,742 105

生物資源学部 980 1,084 1 17 40 33 1,034 106

（研究科等） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％）

人文社会科学研究科 20 55 8 12 14 13 30 150

教育学研究科 82 106 34 8 16 13 85 104

医学系研究科 312 298 17 9 14 18 16 259 83

工学研究科 344 525 28 15 20 17 15 475 138

生物資源学研究科 212 295 47 16 16 22 21 242 114

左記の外国人留学生数のうち収容数
（Ｂ）

超過率算定
の対象となる
在籍学生数

【(B)-(D.E.F.G.I
の合計)】

学部・研究科等名 外国人
留学生数
（Ｃ）

左記の収容数のうち

左記の留年者数
のうち、修業年
限を超える在籍
期間が２年以内
の者の数
（Ｉ）

収容定員
（Ａ） 大学間交流

協定等に基
づく留学生
等数(Ｆ)

国費
留学生数
（Ｄ）

外国政府
派遣留学
生数(Ｅ)

休学
者数
（Ｇ）

留年
者数
（Ｈ）
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○ 別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成１７年度）

定員超過率

（Ｋ）

（Ｊ） (J)/(A)×100

（学部等） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％）

人文学部 1,120 1,274 19 1 24 72 54 1,195 107

教育学部 800 969 8 15 29 22 932 117

医学部 940 970 1 10 24 19 941 100

工学部 1,660 1,913 44 2 13 34 128 109 1,755 106

生物資源学部 980 1,103 1 20 35 27 1,056 108

（研究科等） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％）

人文社会科学研究科 20 51 9 5 10 10 36 180

教育学研究科 82 104 33 6 8 6 92 112

医学系研究科 312 264 16 7 13 26 25 219 70

工学研究科 344 507 29 15 17 17 16 459 133

生物資源学研究科 212 278 55 20 14 20 20 224 106

学部・研究科等名 外国人
留学生数
（Ｃ）

左記の収容数のうち

左記の留年者数
のうち、修業年
限を超える在籍
期間が２年以内
の者の数
（Ｉ）

収容定員
（Ａ） 大学間交流

協定等に基
づく留学生
等数(Ｆ)

国費
留学生数
（Ｄ）

外国政府
派遣留学
生数(Ｅ)

休学
者数
（Ｇ）

留年
者数
（Ｈ）

左記の外国人留学生数のうち収容数
（Ｂ）

超過率算定
の対象となる
在籍学生数

【(B)-(D.E.F.G.I
の合計)】
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○ 別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成１８年度）

定員超過率

（Ｋ）

（Ｊ） (J)/(A)×100

（学部等） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％）

人文学部 1,120 1,249 18 1 31 64 52 1,165 104

教育学部 800 993 8 22 47 42 929 116

医学部 940 964 1 9 14 7 948 101

工学部 1,660 1,909 42 4 11 40 131 102 1,752 106

生物資源学部 980 1,091 1 13 28 23 1,055 108

（研究科等） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％）

人文社会科学研究科 20 52 8 4 13 12 36 180

教育学研究科 82 101 32 3 10 10 88 107

医学系研究科 312 241 15 5 3 24 23 210 67

工学研究科 344 519 30 16 10 19 18 475 138

生物資源学研究科 212 301 56 14 12 21 18 257 121

左記の外国人留学生数のうち収容数
（Ｂ）

超過率算定
の対象となる
在籍学生数

【(B)-(D.E.F.G.I
の合計)】

学部・研究科等名 外国人
留学生数
（Ｃ）

左記の収容数のうち

左記の留年者数
のうち、修業年
限を超える在籍
期間が２年以内
の者の数
（Ｉ）

収容定員
（Ａ） 大学間交流

協定等に基
づく留学生
等数(Ｆ)

国費
留学生数
（Ｄ）

外国政府
派遣留学
生数(Ｅ)

休学
者数
（Ｇ）

留年
者数
（Ｈ）
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○ 別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成１９年度）

定員超過率

（Ｋ）

（Ｊ） (J)/(A)×100

（学部等） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％）

人文学部 1,120 1,231 17 1 22 63 54 1,154 103

教育学部 800 1,012 10 1 20 53 45 946 118

医学部 940 967 0 6 22 15 946 101

工学部 1,660 1,914 40 3 9 35 135 113 1,754 106

生物資源学部 980 1,088 2 14 30 27 1,047 107

（研究科等） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％）

人文社会科学研究科 20 56 12 11 16 15 30 150

教育学研究科 82 80 20 2 6 6 72 88

医学系研究科 312 230 15 6 6 15 10 208 67

工学研究科 344 495 28 11 8 17 15 461 134

生物資源学研究科 212 321 49 13 13 23 10 285 134

学部・研究科等名 外国人
留学生数
（Ｃ）

左記の収容数のうち

左記の留年者数
のうち、修業年
限を超える在籍
期間が２年以内
の者の数
（Ｉ）

収容定員
（Ａ） 大学間交流

協定等に基
づく留学生
等数(Ｆ)

国費
留学生数
（Ｄ）

外国政府
派遣留学
生数(Ｅ)

休学
者数
（Ｇ）

留年
者数
（Ｈ）

左記の外国人留学生数のうち収容数
（Ｂ）

超過率算定
の対象となる
在籍学生数

【(B)-(D.E.F.G.I
の合計)】
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○ 計画の実施状況等

１． 平成１６年度から平成１９年度まで、各年度において定員超過率（K）が
１３０％以上の学部、研究科等がある場合の理由。

（人文社会科学研究科）
・高度な学問をめざす学部からの進学者や国際交流の発展のための留学生を受け

、 、 、入れるとともに 専門的職業人の育成 社会人の生涯学習の機会提供等を通じ
地域社会へ貢献することを目指している。これらの要望を実現するため、研究
科として可能な限りのさまざまな分野の院生を受け入れることにしている。

（ ） （ ） 、・長期在学コース 修業年限３年 や標準在学コース 長期履修制度 に基づき
３年又は４年間の長期の計画で履修を行っている院生がいる。

・研究が完結せず、あえて大学にとどまろうとする者もいる。

（工学研究科）
・学生の強い大学院進学指向

、「 」 「 」最近の多くの学生は 学士課程４年＋博士前期課程２年 の 学士＋修士
学位取得が将来的に優位であるとの意識を持っている。また、少子化と高学歴
社会がますます進むにつれ、経済的に余裕のある学生が増えるにつれ、大学院
に進んでさらに自己を磨きたいという要求が年々強くなっている。工学研究科
としては、レベルを落とさない限りにおいて、これらの学生の要望を受け入れ
るのが義務であり、使命であると考えている。

・産業界などの社会の強い要請
近年、企業の求人方針は修士学生を優先的に採用する傾向が主流となってい

る。これは，企業がグローバル社会で生き残っていくためには、次代を担う技
術者ポテンシャルとして，修士レベルの専門知識と実践スキルに裏付けされた
創成力とより幅広い専門視野に立った統合力を兼ね備えた人材を求めているこ
とによる。このような観点からも、工学研究科はその要請に応えるため、でき
るだけ多くの優秀な人材を育てようと大学院教育に力を注いでいる。

・次世代を担う技術者教育のための６年一貫教育の必要性
上記の要請に関係するが、工学部・工学研究科では、高度化・広範化する工

学の分野を学生に習得させるためには 「学士課程４年＋博士前期課程２年」、
の6年一貫教育が必要と考えており、将来、その実現の方向を目指している。
そのためにも大学院の充実がますます必要となる。

以上のことから、学生の大学院進学指向を無視して実員を定員の範囲に抑制
することは、時代の要請に逆らうことになる。大学院学生は学部学生とは異な
り、ある程度の研究に対する訓練を積んでいるので、教員に対する負荷は、学
部生よりも小さい事もあり、現在程度の数の学生を受け入れることは、工学研
究科の組織としては、十分許容範囲内である。

（生物資源学部研究科）
・学部からの進学者のほか、社会人・外国人など多様化しており、特に留学生を

多く受け入れている。
・研究が完結せず、あえて大学にとどまろうとする者もいる。

三重大学


